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警報なし津波 1 月１８日ヒアリング 設工認ご説明資料 
 

 本日ヒアリングの設工認に係るご説明事項は以下の通りです。 
 
【本日ヒアリングのご説明事項】 
①保安規定での運用をリストアップし、運用に関する各事項の設工認での記載の要否を検討の上、必要に応じて設

工認資料に追記する。 
 ⇒【説明事項No.①】を参照ください（本資料 通しページ４〜121） 
 
②・資料２－１－２－１のトリガーの設定に関する記載は、設定⽅針のみの記載とし、プロセスや結果に関する記

載は⼊⼒津波の設定（資料２－１－２－３）に移す。 
・資料２－１－２－３のトリガーの妥当性に関する記載は、資料２－１－２－４に移す。 
・資料２－１－２－３のP35のフローと４．３章との関係性（特にフローの「３．」と４．３．３章の（１）

〜（５）との関係性）が分かりづらいので修正する。 
・⼊⼒津波の作成の流れについて、チャンピオンケースと敷地⾼さに近接するケースを作成する必要があるということ

を踏まえ、章タイトル等も含めて修正を検討する。 
・敷地⾼さに近接する津波の時刻歴波形について、チャンピオンケースと同じ評価ポイントの波形を示す。 

 ⇒【説明事項No.②】を参照ください（本資料 通しページ122〜194） 
 
③・本資料のP174の第５-３表について、パラスタを表に記載の３つの評価点で実施しておけば、評価上問題ない

理由を記載する。また、エビデンスについても補⾜説明資料等で示す。 
・資料１のP178〜181について、5.3.3章（４）と（５）の内容はトリガーの妥当性のため、P186以降（資
料2-1-2-4）に移動する。また、P182の5.3.4章の内容も閉止後の水位の内容であるためP186以降（資料
2-1-2-4）に移動する。さらに、P168〜181の5.3.1章から5.3.3章の流れをシンプルに整理する。 

 ⇒【説明事項No.③】を参照ください（本資料 通しページ195〜226） 
    
④・基本設計⽅針の適合状態の維持に係る記載について、敷地⾼さに近接する⼊⼒津波の定期的な管理に係る

記載を追記する。 
・地震の発生による地殻変動があった場合、現状の基準津波３４の評価をやり直すのか事業者の考えを示し、
保安規定への記載について検討する。 

 ⇒【説明事項No.④】を参照ください（本資料 通しページ227〜233） 
 
⑤本資料のP227について、隆起が起こっても閉止判断基準に影響しにくいことを説明した上で、安全上の問題がな

いことの説明を記載充実する。 
 ⇒【説明事項No.⑤】を参照ください（本資料 通しページ234〜237） 
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⑥・耐震計算書について、電路の耐震性に係る記載を充実する。また、今回の耐震評価手法について既認可実績
があることを示す。 
・衛星電話（津波防護用）の代替手段の耐震クラス、波及的影響の有無について整理して示す。 
・電線管に対する波及的影響の評価結果について、補⾜等で問題ないことを説明する。 

 ⇒【説明事項No.⑥】を参照ください（本資料 通しページ238〜254） 
 
⑦ソフトウェアの故障対応（バグ対応）について、記載を充実する。 
 ⇒【説明事項No.⑦】を参照ください（本資料 通しページ255〜265） 
 
⑧本資料のP262の表10について、バグの重要度の識別（緊急とそれ以外）を整理し、それぞれの場合のアップデ

ートの手⽴てと、緊急の場合のアップデートの際の、プラント停止も踏まえた対応の考え⽅を示す。 
 ⇒【説明事項No.⑧】を参照ください（本資料 通しページ266〜275） 
 
⑨潮位観測システム（防護用）を含めた津波防護施設の登録号機と号機共用の考え⽅について、設置許可から

整理して示す。 
 ⇒【説明事項No.⑨】を参照ください（本資料 通しページ276〜284） 
 
⑩潮位観測システム（防護用）の構成設備について、設備の設置位置を踏まえた登録号機の変更を検討する。 
 ⇒【説明事項No.⑩】を参照ください（本資料 通しページ285〜292） 
 
⑪設工認別添の計装誤差の説明について、文章で説明を充実する。 
 ⇒【説明事項No.⑪】を参照ください（本資料 通しページ293〜294） 
 
⑫本資料のP294について、計装誤差に係る図2-5の情報を全て文章で記載し図は削除する。同様に図2-1も図

の情報を文章で記載し削除する。 
 ⇒【説明事項No.⑫】を参照ください（本資料 通しページ295〜300） 
 
⑬・モニタの添付図面について、電源箱と演算装置も記載する。 

・衛星電話の添付図面について、耐震計算書の図面に合わせる。 
 ⇒【説明事項No.⑬】を参照ください（本資料 通しページ301〜302） 
 
⑭アンテナの予備品に係る記載（予備品としてポータブルアンテナを準備すること等）を補⾜に追記する。 
 ⇒【説明事項No.⑭】を参照ください（本資料 通しページ303〜304） 
 
⑮衛星電話の⻯巻への影響について、記載を充実する。 
 ⇒【説明事項No.⑮】を参照ください（本資料 通しページ305〜308） 
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⑯波及的影響のアンテナ以外の電線管及びプルボックスについて対応⽅針を明確化する。（被害が及ばない位置
に設置する⽅針） 

 ⇒【説明事項No.⑯】を参照ください（本資料 通しページ309〜320） 
 
⑰構外潮位計の信頼性に係る内容を添付資料に記載する。 
 ⇒【説明事項No.⑰】を参照ください（本資料 通しページ321〜324） 
 
⑱ゲート保守作業時に構外で津波を確認した場合の対応フローについて、潮位計のセット値が０．４５ｍであるこ

と踏まえ、フローの適正化もしくは注釈の追記を検討する。 
 ⇒【説明事項No.⑱】を参照ください（本資料 通しページ325〜332） 

 

⑲以下の事項について資料の記載を充実する。 
・設定根拠に関する説明書としての、潮位観測システム（防護用）のうち潮位計の設定値と計装誤差の考
え⽅について 

・構外の潮位観測の新たな観測地点・設備の追加及び、将来、構外でゲート閉止判断に用いうる津波検
知システムが開発・導⼊された場合の運用 

⇒【説明事項 No.⑲】を参照ください（本資料 通しページ 333〜347） 
以 上 

枠囲み範囲は機密に係る事項ですので、公開することはできません。 



<説明事項 Noo① >

保安規定での運用をリストアップし、運用に関する各事項の設工認での記載の要否を

検討の上、必要に応じて設工認資料に追記すること。

<説明>

津波警報等が発表されない可能性のある津波への対応に係る設置変更許可申請において

記載した運用は、以下のとおり。 (添付 1参照)

【設置許可申請書 (添付書類人)に記載の運用】

①竜巻襲来時に潮位観測システム (防護用)に損傷を発見した場合の対応

②取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を確認した際の対応

③発電所構外において、敷地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘの影響のおそ

れがある潮位の変動を観測後、構内潮位計において、10分以内0.5mの潮位変動を確認

した際の対応 (その後の構内の潮位変動を10分以内0.5m下げ (上げ)のみとし、取水

路防潮ゲー ト閉止判断を早期化)

④発電所構外において、津波と想定される潮位の変動を観測した際の対応 (取水路防潮

ゲー ト保守作業の中断、車両退避、輸送船 (輸送車両等)の退避、ゲー ト落下機構の

確認、津波監視カメラによる監視)

上記に加え、保安規定においては、以下の運用を記載する。 (添付 2参照)

【設置許可に記載の運用に加え、保安規定申請書に新たに記載する運用】

⑤潮位観測シス>ム (防護用)の故障 (LCO逸脱)時の対応

⑥予防保全を目的とした点検・保修を実施する場合のうち、取水路防潮ゲー ト点検時の

対応

⑦施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波の変更等が津波防護対策に影響を与えな

いことの確認に係る手順整備

また、技術基準適合上、必須な運用ではないが、安全性向上のために規定する運用につ

いては、設置許可申請書の補足説明資料に記載の以下の運用であり、これらは社内標準と

して制定する。

【設置許可申請書の補足説明資料に記載の運用 (社内標準として制定)】

③潮位観測シスアム (補助用)を活用する手順

③発電所構外において、敷地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘの影響のおそ

れがある潮位の変動を観測後、津波監視カメラで有意な津波の前兆を確認した際の対

応 (取水路防潮ゲー ト閉止判断の早期化)

以上の①～⑨の運用について、図1に示すフローのとおり、設工認への記載要否を整理
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した。設工認への記載は、「技術基準適合性の観′点で設工認申請書に記載の設備設計・評

価において期待している運用については、設工認の基本設計方針及び添付資料に運用 (技

術的根拠含む)を記載 (添付 3参照)」 することとし、「これに該当しない運用のうち、設

備を活用するものは、添付資料もしくは添付資料別添に運用を記載する。また、活用する

設備の技術的根拠(仕様、設計方針等)は、既認可(本文、添付資料及び補足説明資料)の記載

を踏まえ、必要に応じ追記修正」するcその整理結果を表 1に示す。

表 1の整理結果より、「①竜巻襲来時に潮位観測システム (防護用)に損傷を発見した

場合の対応」、「②取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を確認した際の対応」、「④発電所構外

において、津波と想定される潮位の変動を観測した際の対応のうち、取水路防潮ゲー ト保

守作業の中断、車両退避と輸送船、輸送車両等の退避J、 取水路防潮ゲー ト保守作業の中

断、及び「⑦施設に影響を及ばす水位に近接する入力津波の変更等が津波防護対策に影響

を与えないことの確認に係る手順整備」については基本設計方針及び添付資料に運用 (技

術的根拠含む)を記載することとし、「③発電所構外において、敷地への遡上及び水位の

低下による海水ポンプヘの影響のおそれがある潮位の変動を観測した際の対応 (その後の

構内の潮位変動を10分以内0.5m下げ (上げ)のみとし、取水路防潮ゲー ト閉止判断を早期

化)」 、「④発電所構外において、津波と想定される潮位の変動を観測した際の対応のう

ち、ゲー ト落下機構の確認、津波監視カメラによる監視」、「⑤潮位観測システム (防護

用)の故障 (LCO逸脱)時の対応」、「③潮位観測システム (補助用)を活用する手順」
及び「③発電所構外において、敷地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘの影響の

おそれがある潮位の変動を観測後、津波監視カメラで有意な津波の前兆を確認した際の対

応 (取水路防潮ゲート閉止判断の早期化)」 イこついては、運用を添付資料もしくは添付資

料別添に記載し、その運用に活用する設備の技術的根拠を設工認資料 (本文、添付資料

(別添含む)、 補足説明資料)に記載する。各設備の技術的根拠の記載箇所及び記載内容

の概要を表 2に示す。

設置許可申請書、保安規定に記載の運用

技術基準適合性の観点で設工認
申請書に記載の設備設計・評価
において期待している運用か

YES

<
NO

< その運用におして設備を活用するか
YES

NO

図 1 設置許可申請書、保安規定に記載の運用に係る設工認記載整理フロー

(3)設工認に記載しない
(1)基本設計方針及び添付
資料伊」添含む)に運用(技術
的根拠含む)を記載する

(2)添付資料もしくは添付資料別添に運用
を記載する。また、活用する設備の技術的
根拠(仕様、設計方針等)は、既認可(本
文、添付資料及び補足説明資料)の記載
を踏まえ、必要|コ芯じ追記修正する
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表 1 設置許可申請書に記載の運用、保安規定に記載する運用及び社内標準に記載する運用の設工認での記載要否とその考え方について (1/2)

※ lJ(1)基本設計方針及び添付資料9可添含む)に運用(技術的根拠含む)を記載する」、「(2)添付資料もしくは添付資料別添に運用を記載する。また、活用する設備の技術的根拠(仕様、設計方針等)は、既認可(本文、添

付資料及び補足説明資料)の記載を踏まえ、必要に応じ追記修正する」
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運用を担保する設備、資機材

設工認記載無 し

中央制御室衛星電話用

アンテナ (津波防護用 )

予備品

な し

・ 構外潮位計

構外潮位計

携帯電話

構外潮位計

構外潮位計

仮設潮位計

携帯電話

構外潮位計

構外潮位計

構外潮位計

設工忍記載有 り

な し

潮位観測システム (防護用 )

取水路防潮ゲー ト

・潮位観測システム (防護用 )

・取水路防 l胡ゲー ト

運転指令設備

運転指令設備

運転指令設備

な し

津波監視カメラ

・潮位観測システム (防 '聾用 )

・保安電話 (携帯)、 保安電話

(固定)、 衛星電話 (固 定)、

運転指令設備、加入電話および

携行型通話装‖
・取水路防 41月 ゲー ト

設工認記載の考え方

潮位観測システム (防護用)のに■全性評価の前提条件 となる運用であるため、基本設計方針 (浸水防護施
設の114a(a))及 び添付資料 (資料2 Ⅲll(自然現象等への配慮に関する説明菩))に 記載する。ま
た、補建説明資料の41工 (潮位計 (潮位観測システム)の 設計に関する補足資料)に応急復 日方法の詳
細を記載する。右記の設備の技術的根拠を表 2に示す筒所に記i椰 (する。

設工認申請書に記載の入力津波評価等において期待 している運用であるため、基本設計方針 (浸水防護施

設の111(2))及び添付資料 (資料 2‐ 12‐ 1(耐洋波設計の基本方針 )、 資料21‐ 2‐3(入力津波の設定)及
び資料2124(入 力津波による影響評価))に 記申比する。また、右記の設備の技術的根拠を表 2に示す簡
所に記載する。

本運用は、発電所構外の観測潮位を活用 し、 「発電所構外において、大津波警報相当 (敷地への遡 ヒ及び

水位の低下による海水ポンプヘの影響のおそれがある)潮位の変動を観測 した後、構内の潮位計におい
て、10分以内o5mの 下げ (上げ)の潮位変動を観測 した場合にゲー ト開止判断を早期化」 し、可能な限
り早期に津波に対応するために右記の設備を活用するこ電用であることから、添付資料 (資料2‐ 12‐ 1(耐津
波設計の基本方|十))及 び添付資料別添 (資料2(自 然現象等による損傷防止の説明詩)別添2)イこ記載す
る。また、構外の観測潮位を用いた運用の詳細を補足説明資料の6章 (発電所構外の観測潮位を用いた運

用)に ,己載する。右記の設備の技術的根拠を表 2に示す筒所に記載する。

本運用は、技術基準適合性の観点で設工認申請書に記載の入力津波評価等において期待 している運用であ

るため、基本設計方針 (浸水防護施設の111(2))及び添付資料 (資料212‐ 1(耐津波設計の基本方
針))に 記載する。また、ゲー ト保守作業時の対応の詳細を補足説明資料の56市 (取水路及び取水路防
潮ゲー トの保全計画に係る保守作業について)に記載する。右記の設備の技術的根拠を表 2に示す筒所に
記戴する。

本運用は、設工認申諦群に記載の津波防護施設 (放水口側防li月堤、防潮扉、取水路防潮ゲー ト)の 設計に
おいて期待 している運用であるため、基本設計方針 (浸水防護施設の1 1 3dlb))及 び添付資料 (資料21
24(入力津波による影響評価))に 運用を記載する。漂流物評価の詳細は、補足説明資料の31革 (漂流
物による影響確認について)に 記載する。また、右記の設備の技術的根拠を表 2に示す筒所に記載する。

本運用は、 「欠測を含めた構外潮位Jの観測により、 「ゲー ト閉上の設備健全性の確認、監視強化などの
早期対応」を前提に、構内潮位計測によるゲー ト開止を設計・成立性を評価 している。 この際、津波警報

等が発表されない可能性のある津波の襲来に備えた運用に、当社保有外の設備 も含めた右記の設備や資機

材を活用することから添付資料 (資料 2‐ 12‐ 1(耐津波設計の基本方針)及び資料 2‐ r2‐ 4(入力津波によ
る影響評価))及 び添付資料別添 (資料2(自 然現象等による損傷防止の説明群)別添2)イこ記載する。ま
た、構外の観測 il枡位を用いた運用の詳細を補足説明資料の6章 (発電所構外の4,l測潮位を用いた運用)に
記載する。右記の設備の技術的根拠を表 2に示す筒所に記載する。

本運用は、設計基準で想定 している事象 (単一故障)を超える事象 (多重故障)を含め、潮位観測システ
ム (防 ,装用)故障時の対応を保安規定で定めるものであり、潮位観測システム (防護用)の 故障 (し CO
逸脱)時の対応 として、右記の設備を活用する運用であることから添付資料 (資料21‐ 2‐5(津波防護に関
する施設の設計方針))及 び添付資料別添 (資料2(自 然現象等による損傷防止の説明 =4)別添1及び別添
2)に 記載する。また、右記の設備の技術的4_R拠 を表 2に示す衡所に記 H,`す る。

設工認記載整理

フロー結果Xl

(1)

(1)

(D

(1)

(1)

(1)

(2)

(2)

(21

社内標準として制定

する運用

同左

同左

1司左

同左

同左

同左

同左

同左

同左

保安規定に記′翔|す

る運用 (添付 2)

同左

同 左

同左

同左

同 左

同左

同左

「司左

潮位観襄lシステム

(防護用)の 故障
(LCO逸 脱)時
の対応

設置詐可中講書に記載の運用 (添付 1)

竜巻襲来時に潮位観測システム (防護用 )

に損傷を発見した場合の対応

取水路防潮ゲー トの開止判断基準を確認 し

た際の対応

発電所構外において、敷地への遡上及び水

位の低下による海水ポンプヘの影響のおそ

れがある潮位の変動を観測 した際の対応

(その後の構内の潮位変動を10分以内

05mの下げ (上げ)のみとし、取水路防
潮ゲー ト閉止判断を早期化)

取水路防潮ゲー ト保守作

業の中断

車両選避

輸送船、輸送車両等の退

避

ゲー ト落¬ヽ独粍能の確認

津波監視カメラによる監

視

発電所構外に

おいて、津波

と想定される

潮位の変動を

観測 した際の

対応 (欠測時

含む )

①

②

③

〇

⑤



運用を担保する設備、資機材

設 I認記載無 し

構外潮位計

クレーン

携祥廷語

な し

な し

構外潮位計

設 I認記市長有 り

速転指令設備

取水路防潮ゲー ト

な し

・11月位観測システム (補助

用)

津波監視カメラ

取水路防潮グー ト

設工認記革完の考え方

本運用は、技術基準適合性の観点で設工認申請書に記載の入力津波評価等において期待 している運用であ

るため、基本設計方針 (浸水防護施設の111(2))及び添付資41(資 料2r21(耐 津波設計の基本方
針))に 記載する。また、ゲー ト保守作業時の対応の詳ィ韻を補足説明資料の56章 (取水路及び取水路防
1,月ゲー トの保全計画に係る保守作業について)に記載する。右記の設備の技術的根拠を表 2に示す衝所に
記載する。

本運用は、施設に影響を及イ康す水位に近接する入力津波の変更等により、津波防護対策に影響を与えるか
の確認に関する事項であり、技術基準適合性の観点で設 I認 中請書に記載の設備設計・評価において期待
している運用であるため、基本設計方針 (浸水防護施設の11ワ)及び添付資料 (資料2r2‐ 1(耐津波設
計の基本方針))に 記載する。

本運用は、安全性向上のための補助設備である湖位観測システム (補助用)を 活用する手順を定めるもの
であり、右記の設備を活用する運用であることから添付資料7(中央制御室の機能に関する説明書)に 記
載する。また、潮位観測システム (補助用)の位置づけを榊足説明資料の47章 (潮位観測システム (補
助用)の位置づけについて)に記載する。右記の設備の技術的根拠を表 2に示す箇所に記載する。

本運用は、③の運用と同様に発電所構外の観測 l章月位を活用 し、「発電所構外において、大津波警報相当

(敷地への遡上及び水位の低 下による海水ポンプヘの影響のおそれがある)潮位の変動を観 1｀貝lし た後、津

波監視カメラで有意な津波の前兆を確認 した場合にゲー ト閉止判断を早期化」 し、可能な限 り早期に取水

路防潮ゲー トを開止するために右記の設備を活用する運用であることから添付資料 (資料2Ⅲ 21(田子津波
設計の基本方針))及 び添付資料別添 (資料2(自 然現象等による損傷防止の説明書)別添2)イこ記載す
る。また、構外の観測潮位を用いた運用の詳細を補足説明資料の6章 (発電所構外の観測 月ヽ位を用いた k軍

用)に記載する。右口己の設備の技術的様拠を表 2に示す箇所に記載する。

設工認記載整理

フロー結果
共!

(1)

(1)

(2)

(2)

社内標準として制定

する運用

同左

同左

潮位観測システム

(補助用)を活用す
る手順

発電所構外におい

て、敷地への遡上及

び水位の低下による

海水ポンプヘの影響

のおそれがある潮位
の変動を観測後、津

波監視カメラで有意

な津波の前兆を確認

した際の姑応 (取水

路防,F洲ゲー ト開止判

断の早期化

保安規定に記載す

る運用 (添付 2)

予防保全を目的と

した点検・保修を

実施する場合のう

ち、取水路防潮ゲ

ー ト点検時の対応

施設に影響を及ば

す水位に近接する

入力津波の変更等

が津波防護対策に

影響を与えないこ

との確認に係る手

)慣斑撃痛

設置許可申請書に記載の運用 (添付 1)

③

⑦

③

③

表 1 設置許可申請書に記載の運用、保安規定に記載する運用及び社内標準に記載する運用の設工認での記載要否とその考え方について (2/2)

※ 1:「 (1)基本設計方針及び添付資料傷呵添含む)に運用(技術的根拠含む)を記載する」、「(2)添付資料もしくは添付資料別添に運用を記載する。また、活用する設備の技術的根拠(仕様、設計方針等)は、既認可(本文、添

付資料及び補足説明資料)の記載を踏まえ、必要に応じ追記修正する」

一通 しページ7-



表 2 運用を担保する設備、資機材等の技術的根拠に関する記載箇所及び記載内容 (1/2)

補足説明資料

記載内容

取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の設定

・仕様詳細、設備構成

・演算装置のサンプリング周期、潮位変化量の演↑痺方法、規格基準類の参

照状況、設計方針

・監視モニタ画面の警報発信及び表示

二笙星電話 (津波防護用)の代替手段等の健全性、応急彼 ,

・循棗水ポンプ (C削?)の 水位低下による停止の津波シミュレーション
での扱い及び取水路防潮ゲー ト閉止判断と運転貝操作への影響について

・平常時及び台風時の取水路防 l卓

"ゲ

ー ト開止判断基準への影響について

・取水路防潮ゲー トの閉止判断基準設定における潮位のゆらぎの扱いに

ついて

故障モー ドと故障検知に関する整理結果、ハー ドウェア自己診断に関す

る設計、とン トウエアの∴「1質管Fとの徹よくに たる運用、バグ管理

自然現象に対する影
'自

い整理と対策

潮位検出器の使用可能温度

電線路の耐震性に関する設計方針及び結果、建物・構毎〔物の耐震性

加振試験の条件

既認可設備の耐震評価 との同等性

波及的影響確認

衛星電話 (津波防護用)の代替手段等の健全性

潮位観測システム (補助用)の位置づけ

記載筒

所

26軍

41章
42章
45章

51単 ～
53▼

45章

48章
44章
46章
48章

41章

47革

る

記載内容

潮位検出器の型式及び計

器固有の誤差の考え方

、l位鶴‖1システム (防淮

用)の 岐F十 (LCO,イ七

1比 )時の対)志

ノペグ4ヤ到!

・電路の独立性に「交する

設計方針
・衛星電話機本体、アン

テナの設置位置

記載箇所

資料2

別添 1

資42
別添2

資料2

別添 1

資料3

別添 1

る

添付資料本文

記載内容

「む巻時によ1傷をたすとし

た場合の対,よ

H又本断|,サお列ケー トのwl
止ti用

要求機能、性能目標等

イ来有'4ヤ
'I!

設計上の考慮事項 (多

重性等 )

'll震

評 11と万″「、方
y去、

結果、波及的影響方針

耐津波評価

要求機能 性能日標等
耐震性評稲

要求機能、設置場所

数量

・外部状況把握に関す

る設計方針
・削イサれ蛇1刊 システム

(柿助月1)を ,1吟 川|する
Fttri

記載箇所

資料2 rrl

賛■

'2121、
21

資料2125

資 I斗 2r2‐ 5

資料3

資料5

密料13■ 794※ 4

資料14 別添 3‐ 2‐

資料 2‐25※ 4

資料13■ 793※■

資料4

資料 7

技術的

記載ム】容

設計方針 (設備構

成、設備重要度、

波及的影響、共用

の考え方、セ ット

値、取水路 1劣削ゲ

ー トのPl‖ :l■用、

と巻‖子に■1傷 を充

ケとした場合の対,惑

等)

設計方針 (設備構

成、設備重要度、

共用の考え方等 )

設計方針 (設置場

所 )

設計方針 (設備構

成 )

HI:載箇

所

浸水防

護施設

浸水防

護方色設

浸水防

護施設

計測制

御系統

施設

記載内容

名称、種

類、個数

名称

名称、種

類、主要寸

法、材料

名称

記載箇所

浸水防護

施 設

中央制御

室機能

浸水防護

施 設

中央制御

室機能

運用を担保する設備、資機材

潮位観測システム (防護用)(潮位
計、衛星電話 (津波防護用))

取水 ,各防導刃ゲー ト

(既認可※3か ら設計変更なし)

津波監視カメラ

(既認可※4か ら設計変更なし)

保安電話 (携帯 )

(既認可※5か ら設計変更なし)

保安電話 (固定 )

(既認可
χ5か ら設計変更なし)

運転指令設備 (既認可※5※ 6か ら

設計変更なし)

衛星電話 (固定)(既 認可※5※ 6

から設計変更なし)

加入電話 (既認可※6栄 Gか ら設計

変更なし)

携行型通話装置 (既認可※るXGか

ら設計変更なし)

潮位観測システム (石毎助用 )

通

信

連

絡

設

備

設

工

認

記

載

有

り

※ 2

※ 3

※ 4

※ 5

※ 6

資料番号は、高浜 4号機の資料番号を代表で記載

主登録号機である4号機について、平成 27年 10月 9日 付け原規規発第1510091号 にて認可
資料番号は、既認可の資料番号を記載

主登録号機である3号機について、平成 27年 8月 4日 付け原規規発第1508041号 にて認可
主登録号機である 1号機について、平成 28年 6月 10日 付け原規規発第1606104号 にて認可

一通 しページ8-



表2 運用を担保する設備、資機材等の技術的根拠に関する記載箇所及び記載内容 (2/2)

差毎足説明資料

記職内容

・潮位鶴狽Jシ ステム (防馳川)の ,よ忽彼旧について

凛流物 に Lる 彫饗訥:認 について

・ 1文水路及び取水路防 lllゲー トの保全す「ドfに係る保守作文時の対応に
ついて

・売1と
'F構

外の観測′,位を用いた運川

・構外ぅl位の「澁声に開する柿足 11項

・ l火水路及びllk水 路防 rllゲー トの保令計 I町に係る保守作絶時 t′り対,よ に
)́ヤ ぐヽ

LLW輸送 1サ役作業中の対応について

LLW輸送l口「役作業中の対応について

取水路及び J文水路防削ダー トの保全市山‖こ係る保守作業時の対応に
アリい
イ
⊂

記載筒所

41ヽ 1

311

56■

6■

71

561t

711

711

56■

男可添

記載内容

・ 充tL所樹外において 蚊
地への ,口 |:及 び水位の低 ド

による海水ボンブ そヽ′グ影響
のおそれがある ll位 の変 lll

を F■測 した際の対応 (取水

路防′lllゲー ト11止 判ド,,の 平

サUl十ヒ)

ll又 水ザ′防 illゲー トの保守

作業の「‖町f、 取水路防llゲ

ー ト
')(検
時のメl応

中山

'退

避、輸送船、輸送 i

I町常の退避

ゲー ト法 ド機構の確認

,世 I′

“

争神カメラに とる時 lu

記載箇

所

資卜2

別添2

る

記 !椰
`内
容

・ Ht水路防l111ゲー トの

イ方tF作 業の中 l「l、 日k水

路防潮ゲー トの点検 I子

υ)対 ,よ

・ I「 ,ir,、と,■ 、 1命だ←守ヽ

輸 iな 11両 4の ,と ll王

記載箇所

資料2121

資料2■‐24

本文

基本設計方針

記載内容

取水,,(防 A可ゲ

ー トの保守作業

の中V,マ、取水蹄

|,'サ 、llゲー トのイェ

検時の対,よ

・
「 ‖∫大

L、・避、愉

送船、 ‖冷,)(1:Ⅲ lF

年の ,と lf上

記載機所

,1水防髄

施設

要目表

記市覚内容記載箇所

運用を担保する設備、資機材

中央制御室衛星電話用アンテナ (津波

防護用)予備品

構外潮位計

携帯電話

仮設潮位計

クレーン

設

Ｉ

認

記

載

無

し

※2,資料番号は、高浜4号機の資料番号を代表で記載

一通 しページ9-



添付 1

設置許可申請書に記載の運用事項 (番号は、表1の①～③に対応)

(屋外施設 )

。海水ポンプ (配管、弁を含む。 )

。海水ス トレーナ

。復水 タンク (配管、弁 を含む。 )

。燃料取替用水 タンク (配管、弁 を含む。 )

(建屋 内の施設で外気 と繋がっている施設 )

・換気空調設備 (ア ニュラス空気再循環設備、原子炉格納容器換気

設備、補助建屋換気設備、中央制御室換気設備及びデ ィーゼル発

電機室の換気空調設備の外気 と繋がるダク ト・ファン及び外気 と

の境界 となるダンパ・バタフライ弁 )

・格納容器排気筒

1.7.2手順等

(1)飛来時の運動エネル ギー、貫通力が設計飛来物である鋼製材 よ りも

大きなものについては、管理規定を定め、設置場所等に応 じて固縛、

建屋 内収納又は撤去により飛来物 とな らない管理を行 う手順等を整備

し、的確 に実施す る。

(2)車 両に関 しては入構 を管理す るとともに、竜巻の襲来が予想 され る

場合 には、停車 している場所 に応 じて退避又は固縛す ることによ り飛

来物 とな らない管理 を行 う手順等 を整備 し、的確 に実施す る。

(3)竜巻飛来物防護姑策設備 の取付・取外操作、飛来物発生防止対策の

ために設置 した設備の操作については、手順等を整備 し、的確に操作

を実施す る。

(4)竜巻の襲来が予想 される場合 には、デ ィーゼル建屋 の水密扉の開止

状態 を確認 し、使用済燃料 ピッ トの竜巻飛来物防護対策設備 を設置 し、

換気空調系のダンパ等 を閉止す る手順等 を整備 し、的確 に実施す る。

(5)竜巻の襲来が予想 され る場合の燃料取扱作業 中止 については、手順

等を整備 し、的確 に操作を実施す る。

(6)安全施設 の うち、竜巻に対 して構造健全性が維持できない場合の代

替設備又は予備 品の確保 においては、運用等 を整備 し、的確 に実施す
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①

る。

(7)竜巻飛来物防護封策設備 について、要求機能を維持す るために、保

守管理を実施す るとともに、必要に応 じ補修 を行 う。

(8)建屋開口部付近 に飛来物が衝突 し、原子炉施設の安全機能 を損 な う

可能性がある発火性又は引火性物質 を内包す る機器の設置については、

火災防護計画によ り適切 に管理す るとともに、必要に応 じ防護対策 を

行 う。

(9)竜巻の襲来後 については、屋外設備 の点検 を実施 し損傷の有無 を確

認す る手順等を整備 し、的確 に実施す る。

(11)竜巻の襲来後、建屋外において火災を発見した場合、消火用水、化

学消防自動車及び小型動カポンプ付水槽車等による消火活動を行 う手

順等を整備 し、的確に実施する。

(12)竜巻に対する運用管理を確実に実施す るために必要な技術的能力

を維持・向上 させることを目的とし、竜巻に対する運用管理に関する

教育及び訓練を定期的に実施する。

(10)竜 巻の襲来後、取水路防潮ゲー ト又は潮位観測 システム (防護用 )

に損傷 を発見 した場合の措置について、取水路防潮ゲー トの駆動機構

又は潮位を見測 システム (防護用)に損傷 を発見 した場合、安全機能回

復の応急処置 を行 う手順等を整備 し、的確 に実施す る。また、応急処

置が困難 と判断 された場合にはプラン トを停止す る手順等 を整備 し、

的確 に実施す る。
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を生起す る時間帯 (基準津波 1:地 震発生後約 1時間後、基準津

波 2:地 震発生後 10～ 20分後)を踏まえ過去の地震データを抽

出・整理す ることにより余震の規模 を想定 し、余震 としてのハザ

ー ドを考慮 した安全側の評価 として、この余震規模か ら求めた地

震動 に対 してすべての周期 で上回 る地震動 を既 に時刻歴波形 を

策定 している弾性設計用地震動の中か ら設定す る。

余震荷重 と津波荷重の組合せ については、入力津波が若狭海丘

列付近断層 による津波で決まる場合 は、弾性設計用地震動 Sd―

5H(NS)及 び Sd-5Vを 余震荷重 として津波荷重 と組み合わせ

る。入力津波が FO― A～ FO― B～熊川断層で決まる場合 は、

弾性設計用地震動 Sd-1を 余震荷重 として津波荷重 と組み合わせ

る。なお、入力津波の波源が複数 あるため、他方の組合せ も必要

に応 じて検討す る。

放水 口側防潮堤及び防潮扉は、堆積層及び盛上の上に設置 され

てお り、基準地震動が作用 した場合設置位置周辺の地盤 が液状化

す る可能性があることか ら、基礎杭 に作用す る側方流動力の影響

を考慮 し、津波防護機能が十分保持できるよ うに設計す る。

10.6.1.1.4主 要仕様

第 10.6.1.1.1表 を変 更す る。 第 10.6.1.1.1表 以外 は変 更前 の

「10,6.1.1,4主要仕様」の記載に同 じ。

10.6.1.1.6手 順等

(1)大 津波警報が発表 された場合に津波の敷地への遡上及び水位 の低

下による海水ポンプヘの影響 を防止す るため、 1号及び 2号炉当直

課長の取水路防潮ゲー ト閉上の判断に基づき、 1号及び 2号炉当直

課長 と 3号及び 4号炉当直課長の連携 により、 1～ 4号炉循ダ呆―水ポ

ンプ停止操作 (プ ラン ト停止 )、 中央制御室か らの取水路防潮 ゲー

ト閉止 を実施す る手順 を整備 し、的確 に実施す る。

(2)地震加速度高によ り原子炉が トリップ し、かつ津波警報等が発表
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②

③

④

された場合には、水位 の低下による海水ポンプヘの影響 を防止す る

ため、 1号及び 2号炉当直課長の 1～ 4号炉循環水ポンプ停止判断

に基づき、 1号及び 2号炉当直課長 と 3号及び 4号炉当直課長の連

携 によ り、 1～ 4号炉循環水ポンプ停止 を実施す る手順 を整備 し、

的確 に実施す る。

(5)防潮扉については、原則閉運用 とするが、開放後の確実な閉止操

作、 3号及び 4号炉中央制御室における閉止状態の確認及び閉止 さ

(3)取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を確認 した場合に津波の敷地ヘ

の遡上及び水位の低下による海水ポンプヘの影響を防止するため、

1号及び 2号炉当直課長の取水路防潮ゲー ト閉止の判断に基づき、

1号及び 2号炉当直課長 と 3号及び 4号炉当直課長の潮位を見測シ

ステム (防護用)の うち衛星電話 (津波防護用)を用いた連携によ

り、 1～ 4号炉循環水ポンプ停止操作 (プ ラン ト停止 )、 中央制御

室からの取水路防潮ゲー ト閉上を実施する手順を整備 し、的確に実

施する。

(4)(3)に て整備す る手順 によ り、津疲の房女地への遡上及び水位 の低下

による海水ポンプヘの影響を防止す るが、これに加 え、可能な限 り

早期 に津波 に対応す るための手順 を整備す る。具体的には、「発電

所構外 において、敷地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘ

の影響のおそれがある潮位 の変動 を観測 し、その後、潮位観測シス

テム (防護用 )の うち、2台 の潮位計の観測潮位がいずれ も 10分以

内に 0.5m以 上下降す ること、又は 10分以内に 0.5m以 上上昇す る

こと。」を 1号及び 2号炉当直課長 と 3号及び 4号炉当直課長の潮

位観沢Jシステム (防護用)の うち衛星電話 (津波防護用 )を用いた

連携 によ り確認 した場合は、 1～ 4号炉循環水ポンプ停止操作 (プ

ラン ト停止 )、 中央制御室か らの取水路防潮ゲ‐ 卜閉上 を実施す る

手順 を整備 し、的確に実施す る。

また、発電所構外において、津波 と想定 され る潮位 の変動 を観狽J

した場合は、ゲー ト落下機構の確認等を行 う手順 を整備 し、的確 に

実施す る。

8(1)-10-13 一通 しページ13-



れていない状態が確認 された場合の閉止操作の手順に基づき、的確

に実施す る。

(6)水密扉 については、開放後の確実な閉止操作、中央制御室におけ

る閉止状態の確認及び 閉止 されていない状態が確認 された場合の

閉止 を実施する手順 を整備 し、的確に実施す る。

④

(8)津波監視カメラ及び潮位計による津波の襲来状況の監視に係 る運

用手順を整備 し、的確に実施する。

(9)津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及び津波影響軽減施

設については、各施設及び設備に要求される機能を維持するため、

適切な保守管理を行 うとともに、故障時においては補修を行 う。

(10)津波防護に係る手順に関する教育並びに津波防護施設、浸水防止

設備、津波監視設備及び津波影響軽減施設の保守管理に関する教育

を定期的に実施する。

10.6.1.2重 大事故等対処施設

10。 6.1.2.2 壺史言十ノす金十

重大事故等対処施設は、基準津波 に対 して重大事故等の対処への機

能が損なわれ るおそれがない設計 とす る。

津波か ら防護す る設備 は、重大事故等対処施設、可搬型重大事故等

対処設備、津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備 (以 下「重

(7)燃料等輸送船に関し、津波警報等が発表 された場合において、荷

役作業を中断し、陸側作業員及び輸送物を退避 させるとともに、緊

急離岸する船側 と退避状況に関する情報連絡を行 う手順を整備 し、

的確に実施する。一方、津波警報等が発表 されず、かつ、荷役中に

発電所構外にて(津波 と想定される潮位の変動を観測 した場合にお

いて、荷役作業を中断 し、陸側作業員及び輸送物を退避 させるとと

もに、係留強化する船側 と情報連絡を行 う手順を整備 し、的確に実

施する。また、荷役中以外に、発電所構外にて津波と想定される潮

位の変動を観測 した場合において、緊急離岸する船側 と退避状況に

関する情報連絡を行 う手順を整備 し、的確に実施する。
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設置許可申請書の補足説明資料に記載の運用事項 (番号は、表 1の①～③に対応)

表 1潮位変動開始から取水路防潮ゲー トの閉止判断基準 (ト リガー)に到達
するまでの所要時間

※ :1台の潮位計において観測潮位が 05m以上下降、又は上昇した時点で各中央制御室に警報が発信

b.取水路防潮ゲー トの閉止判断基準 (ト リガー)の到達を確認するまでの
対応

a。 で設定 した津波襲来時において、警報発信から取水路防潮ゲー トの

閉止判断基準 (ト リガー)に到達するまでの対応について取水路防潮ゲー

トの閉止完了までの一連の対応を含め、以下に示す。

(a)潮位観測システム (防護用)の うち潮位計が 10分以内に 0.5m以上下
降、又は上昇 した時点の警報発信 (1台 日)
・ 1台 目の潮位計において観測潮位が 10分以内に 0.5m以上下降、又は
上昇 した時点で 1号及び 2号炉中央制御室又は 3号及び 4号炉中央制
御室に警報が発信する。
。この時点で 1号及び 2号炉運転員又は 3号及び 4号炉運転員は 1号及
び 2号炉当直課長又は 3号及び 4号炉当直課長へ警報発信 したことを
報告する。
・ 1号及び 2号炉当直課長又は 3号及び 4号炉当直課長は他方の中央制
御室の当直課長へ潮位観測システム (防護用)の うち衛星電話 (津波防
護用)を用いて、警報発信 したことを報告する。なお、衛星電話 (津波
防護用)の補助設備 として運転指令設備、保安電話 (固定)、 保安電話
(携帯)を活用する。 ((b)か ら(e)も 同様 )
。その後、1号及び 2号炉当直課長並びに 3号及び 4号炉当直課長は潮位
の継続的な集中監視を行 うために、1号及び 2号炉運転員又は 3号及び
4号炉運転員に潮位の継続監視、循環水ポンプ停止準備、プラン ト停止
準備及び取水路防潮ゲー ト閉止準備に備えるよう指示する。
。1号及び 2号炉運転員並びに 3号及び 4号炉運転員はそれぞれの中央
制御室の監視モニタヘ移動 し、潮位計の潮位変化量や トレン ドグラフを

糸匹続的に日視確認 し、1号及び 2号炉当直課長又は 3号及び 4号炉当直
課長に速やかに状況を報告する。

1号炉海,Jく″■、ンプ室前 2号炉海水ポシ充 前 3.4号 炉海水菰レノ手前

下げ側

最初の0.5m※
(図 4の ①の時間 )

2.55分
(43.35分 -45.90分〕

2.50分
(43.55分 -46.05分 〕

1.95分
(44.25分～46.20分う

全体
(図 4のO+②の時間)

6.00分
r43_35子Ⅲ～49_35台ヽ

6.10分
(43.55分 -49.65分 Ⅲ

6.30分
「44.25す子-5055分Ⅲ

上げ側 最初の0.5m
(図 4の Oの時間)

1.00分
(49.35分 -50.35分】

0.80分
(49.65分 -50.45分Ⅲ

0.75分
f50.55分～51,30分 Ⅲ

・なお、安全性向上のためのイ雨助機能として、1考及び 2号厚当直課長と
3号及び 4号炉当直課長は、潮位観測シス>ム (補助用)か ら警報が発
信 した時プ点で、他号炉の観測潮位の動向を把握する。 ((b)か ら(d)も 同

③
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③

(5)津居山地点における観測潮位活用のまとめ
(1)～ (4)に示 した発電所構外の観測潮位の活用検討に基づいた、
津居山地点での「プラン ト影響のある津波」高さ、津居山地点での「プラ

ン ト影響の可能性ある津波」高さ及び発電所構外の観測潮位の活用によ

る取水路防潮ゲー ト閉止時間の短縮効果を図 11に示す。
図 11に示す通 り、発電所構外の観測潮位において、「プラン ト影響のあ

る津波」高さを確認 した場合は、構内の潮位観沢Jシステム (防護用)にお
いて、2台の観測潮位がいずれも 10分以内に 0.5m以上の下げ (上げ)の
みで判断をすることとしてお り、より早期の対応を行 うものとする。短縮

時間の効果としては約 4分の短縮効果があると考えている。
また、発電所構外の観測潮位において、「プラン ト影響の可能性ある津

波」高さを確認 した場合は、取水路防潮ゲー トの落下機構の健全性確認な

ど(取水路防潮ゲー トの保守作業の中止、構内の一般車両の退避、輸送船

の退避、輸送車両等の退避、津波監視カメラによる監視)を実施 し津波襲

来に備える。

●詈報が努霞苛 Lない津波に可鰐な限り早期対応するための運用

(1)設置許可申請書に認載する運用

①発電所精外にて「プラン鴨園腱透透津波」を検知し勝

②発電所編外にて「プラント影督の可能性ある簿波」t検知した場合

図11 津居山地′点における観測潮位の活用

傾憂所構タト】 【羽li也内】海水ポンプ室
短縮珀暴 :莉4分

津届J切場合よ0分以内 lm上昇 〔下降)Xl

0分   13分 15分

※1:お郎中鷲等鶴示固定等、有なな指示変動(1よ′ユい事,〕均らか
'ど

崎 はほ(

【5と拝翼邑√〕Fl゛ξぢP卜】

津湖L瑠こ備えた対応
・防潮ゲート保守特彗う中止
・橋内の一般庫両の退避■1

娼泌凱わ恨轟X2

・滓波鋤 メラによる監視

・輸送車両等の屋避
・ゲート落下鶴結の確認

津居山の場合 10分以内05師下路 (上昇)

同様の対応を実施

そ睦 、「う轡電所構タトにて「カ ン時診蟹あ碑
波」を検知した場合」に該当し隣 は、上記と

※1:X朗 囲D覇よ、車勲 位田 □係t贈厳え、期 麟艘 への― ― 、

必要に脳 、定める
※2:散鵬 零Iよ瞭く

0分  4分

た場合、防潮ゲートf珂止判断を早期化する運用とし、運用の具体的な内容は社内標準で定める。

(2
主的な取り組みとし早期C津波夕・す声心の更なる自 て 津波翻 メラ発電P斤構タトにてプラント影響のある滓波を検知し、

第二編 -164
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添付 2

保安規定変更認可申請書の記載方針 (番号は表1の①～③に対応)

⑤

(津波防護施設 )

第 68条の2 モー ド1、 2、 3、 4、 5、 6および使用済燃料ピットに燃料体を貯蔵し
ている期間において、津波防護施設は、表 68の 2-1で定める事項を運転上の制限と
する。

2.津波防護施設が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため、次の
各号を実施する。

(1)計柴保修課長は、定期事業者検査時に イ寺葎鼻;目 11ン ス T ム
`防

誇 日 ) の うサ、;童日イ寺計 (;童月

位検出器、監視モニタ (モニタ、電源箱、演算装置)を含む。以下、本条において「潮
位計Jと いう。)の設定値確認および機能の確認を行い、その結果を発電室長に通知す

る。

(2)当直課長は、モー ド1、 2、 3、 4、 5、 6および使用済燃料ピットに燃料体を貯

蔵している期間において、 1日 に 1回、ゲー ト落下機構の電源系および制御系に異常

がないこと ナ▲`スイド! 』侍計 ぶ重
"イ

七訂静 で ふ ス ), を確認する。

(3)土木建築課長は、モー ド1、 2、 3、 4、 5、 6および使用済燃料ピットに燃料体

を貯蔵している期間において、 lヶ月に 1回、開放している取水路防潮ゲー トの外観

点検を行い、動作可能であることを確認する。

(4)電気保修課長は、モー ド1、 2、 3、 4、 5、 6および使用済燃料ピットに燃料体

を貯蔵している期間において、 lヶ月に 1回、潮位観測システム (防護用)の うち衛
星電話 (津波防護用)(以下、本条において「衛星電話 (津波防護用)」 という。)の通
話確認を実施する。

3.計装保修課長、土木建築課長または電気保修課長は、津波防護施設が第 1項で定める
運転上の制限を満足していないと判断した場合、当直課長に通知する。当直課長は、通

知を受けた場合、または津波防護施設が第 1項で定める運転上の制限を満足していない

と判断した場合、表68の 2-2の措置を講じるとともに照射済燃料の移動を中止する
必要がある場合は、原子燃料課長に通知する。通知を受けた原子燃料課長は、同表の措

置を講じる。

表 68の 2-1
項  目 運転上の制限

津波防護施設

(1)取水路防潮ゲー トが 2系統※1のゲー ト落下機構により動

作可能
※2で
ぁること

(2) 潮位計 3台が動作可能※3でぁること

(3) 衝星雷話

`注

消防誰 田う 4 4※ 5ボ置hィ七可能不 ふス ),

※ 1:2系統とは機械式クラッチおよび電磁式クラッチのゲー ト落下機構をいう。
※2:動作可能とは、遠隔閉止信号により、ゲー トが落下できることをいう (外部電源喪
失時も含む)。 なお、開止しているゲー トについては、動作可能とみなす (以下、

本条において同じ)。

※3:動作可能とは、潮位検出器による潮位の観測、演算装置による潮位変化量の演算お
よび監視モニタによる潮位変化量の表示、警報の発信が正常にできることをいう(以

下、本条において同じ)。

※4:衛星電話 (津波防護用)4台とは、A中央制御室およびB中央制御室の各々2合を
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いう。また、衛星電話 (津波防護用)には、衛星電話 (固定)と兼用するものをA
中央制御室およびB中央制御室で各々 1台含めることができる (以下、本条におい

て同じ)。

※5:衛星電話 (津波防護用)と兼用する 星電話 ( 定)が動作不能時は、第85条
(表 85-20)の 運転上の制限も確認する。

表68の 2-2
条 件 要求される措置 完了時間

A.取水路防潮ゲー ト
が 2系統未満のゲ
ー ト落下機構によ

り動作可能である

場合

A.1当直課長は、取水路防潮ゲー トを2系統の
ゲー ト落下機構により動作可能な状態に

復旧する。

および

A.2当直課長は、残りの系統のゲー ト落下機構
の電源系および制御系に異常がないこと

を確認する。

10日

4時間

その後 8時

間に 1回

B.モー ド1、 2、 3

および4において

条件Aの措置を完
了時間内に達成で

きない場合

B.1当直課長は、モー ド3にする。
および

B.2当直課長は、モー ド5にする。

12時間

56時間

C.モー ド5、 6およ

び使用済燃料ピッ

トに燃料体を貯蔵

している期間にお

いて条件Aの措置
を完了時間内に達

成できない場合

C.1原子燃料課長は、照射済燃料移動中の場合
は、照射済燃料の移動を中止する。

および

C.2当直課長は、1次冷却材中のほう素濃度が

低下する操作を全て中止する。

および

C3当直課長は、1次冷却系の水抜き操作を行
つている場合は、水抜きを中止する。

速やかに

速やかに

速やかに
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表 63の 2-2(続 き)
条 件 要求される措置 完了時間

D.2台の潮位計が動作
可能である場合

D.1当直課長は、 3台のうち動作不能となって
いる潮位計 1合にて取水路防潮ゲー トの閉
止判断基準に係る潮位変動※

6を
確認したと

みなす。

および

D.2当直課長は、動作不能となっている潮位計

を動作可能な状態に復旧する措置を開始す

る。

速やかに

速やかに

E.モード1、 2、 3
および4において

動作可能な潮位計

が2台未満である

場合

E.1当 直課長は、動作不能となつている潮位計
を動作可能な状態に復旧する措置を開始す

る。

および

E.2当直課長は、発電所構外の観測潮位に故障
を示す指示変動や欠測がないことを確認す

る。

および

E.3当直課長は、E2の措置を実施後、モード3
にする。

および

E.4当直課長は、モード5にする。
および

E.5当直課長は、モード5到達後、取水路防潮ゲ
一卜を開止する。

速やかに

速やかに

12時間

56時間

速やかに

F.条件 Eの措置を完
了時間内に達成で

きない場合

または

条件 Eで要求され

る措置を実施中

に、発電所構外で

津波と想定される

潮位の変動を観測

した場合もしくは

発電所構外の観測

潮位が欠測した場

合

F.1当直課長は、取水路防潮ゲー トを開止する。 速やかに
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⑤

表 68の 2-2(続 き)
条 件 要求される措置 完了時間

G.モード5、 6およ
び使用済燃料ピッ

トに燃料体を貯蔵

している期間にお

いて動作可能な潮

位計が2台未満で

ある場合

G.1当直課長は、動作不能となつている潮位計
を動作可能な状態に復旧する措置を開始

する。

および

G.2原子燃料課長は、照射済燃料移動中の場合

低下する操作を全て中止する。

および
G.4当直課長は、1 系のフkキ打★操作 弁行

つている場合は、水抜きを中止する。

および

G.5当直課長は、取水路防潮ゲー トを開止す

る。

は、照射済燃料の移動を中止する。

および

G.3当直課長は、1次冷却材中のほう素濃度が

速やかに

速やかに

速やかに

速やかに

速やかに

H.モー ド1、 2、 3

および4において

動作可能な衛星電

話 (津波防護用)

が4台未満である

場合

H.1電気保修課長は、動作不能となっている
設備を動作可能な状態に復旧する措置を

開始する。

および

H.2電気保修課長は、代替手段※8を確保す
る。

速やかに

速やかに

I.条件 Hの措置を完
了時間内に達成で

きない場合

I.1電気保修課長は、衛星電話 (津波防護
用)または代替手段以外の通信手段※9を

確保する。

および

12当直課長は、1.1の措置を実施後、モー ド
3にする。

および

1.3当直課長は、モード5にする。
および

I.4当直課長は、モード5到達後、取水路防潮
ゲートを開止する。

速やかに

12時間

56時間

速やかに
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⑤

表 68の 2-2(続 き)
条 件 要求される措置 完了時間

J.条件 Iの措置を完
了時間内に達成で

きない場合

または

条件 Iで要求され

る措置を実施中

に、衛星電話 (津

波防護用)も しく
は代替手段以外の

通信手段による中

央制御室間の連携

ができなくなった

場合

J.1当直課長は、取水路防潮ゲー トを開止す
る。

速やかに

K.モード5、 6およ

び使用済燃料ピッ

トに燃料体を貯蔵

している期間にお

いて動作可能な衛

星電話 (津波防護

用)が 4台未満で
ある場合

K.1電気保修課長は、動作不能となっている
設備を動作可能な状態に復旧する措置を

開始する。

および

K.2電気保修課長は、代替手段または代替手段
以外の通信手段を確保する。

および

K.3原子燃料課長は、照射済燃料移動中の場合
は、照射済燃料の移動を中止する。

および

K.4当直課長は、1次冷却材中のほう素濃度が

低下する操作を全て中止する。

および

K.5当直課長は、1次冷却系の水抜き操作を行
つている場合は、水抜きを中止する。

および
K.6当 直課長は、取 防潮ゲー ト各閉止す

る。

速やかに

速やかに

速やかに

速やかに

速やかに

速やかに

※6:取水路防潮ゲー トの開止判断基準にイ系る刺位変動と1よ、潮位計の観測潮位が 10分
以内に 0.5m※

7以
上下降し、その後、 ,〕

レヽぅ 10 ′刀`以内 | 0.5m※
7以
上上昇

すること、または 10分以内に 0.5m※ 7以上上昇し、その後、最高潮位から 10分

以内に 0.5m※ 7以上下降することをいう。
※7:潮位変動値の許容範囲 ( )は 0.45mとする∩(以下、同じ)
※8:保安電話 (携帯)、 保安電話 (固定)、 運転指令設備および衛星電話 (固定)のいず
れかによる通信手段をいう (以下、本条において同じ)。

※ 9:加入電話および携行型通話装置のいずれかによる通信手段をいう (以下、本条にお
いて同じ)。
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(予防保全を目的とした点検 日保修を実施する場合)

第 89条 各課 (室)長 (品質保証室長、品質保証室課長、安全・防災室長、安全 口防災
室課長、所長室長、所長室課長 (総務)、 技術課長、保全計画課長、電気工事グループ課

長、機械工事グループ課長および土木建築工事グループ課長 (以下、「品質保証室長等」

という。本条において同じ。)を除く。)は、予防保全を目的とした点検・保修を実施す
るため、計画的に運転上の制限外に移行する場合は、当該運転上の制限を満足していな

いと判断した場合に要求される措置
※1を
要求される完了時間の範囲内で実施する

※2。 な

お、運用方法については、表 88-1の 例に準拠するものとする。
2.各課 (室)長 (品質保証室長等を除く。)は、予防保全を目的とした点検・保修を実施
するため、計画的に運転上の制限外に移行する場合であつて、当該運転上の制限を満足

していないと判断した場合に要求される措置を要求される完了時間の範囲を超えて実施

する場合は、あらかじめ必要な安全措置
※1を
定め、原子炉主任技術者の確認を得て実施

する
※2。

3.各課 (室)長 (品質保証室長等を除く。)は、表89-1で 定める設備について、保全
計画に基づき定期的に行う点検 日保修を実施する場合は、同表に定める点検時の措置

※1

を実施する。

4.第 1項、第 2項および第 3項の実施については、第 88条第 1項の運転上の制限を満
足しない場合とはみなさない。

5 各課 (室)長 (品質保証室長等を除く。)は、第 1項、第 2項または第 3項に基づく点
検 日保修を行う場合、関係課 (室)長と協議し実施する。
6.第 1項、第 2項および第 3項の実施に当たつては、運転上の制限外へ移行した時点を
点検 日保修に対する完了時間の起点とする。

7.第 1項を実施する場合、各課 (室)長 (品質保証室長等を除く。)は、運転上の制限外
に移行する前に、運転上の制限外に移行した段階で要求される措置

※3を
順次実施し、そ

の全てが終了した時点から24時間以内に運転上の制限外に移行する。なお、移行前に
実施した措置については、移行時点で完了したものとみなす。

8.第 1項、第 2項または第 3項に基づき運転上の制限外に移行する場合は、第 88条第
3項、第 7項、第 8項、第 9項および第 10項に準拠する。なお、第 3項に基づき運転
上の制限外に移行する場合は、「要求される措置」を「点検時の措置」に読み替えるもの

とする。

9.各課 (室)長 (品質保証室長等を除く。)は、第 1項または第 3項の場合において要求
される措置または点検時の措置を完了時間内に実施できなかった場合または第 2項の場

合において安全措置を実施できなかつた場合は、当該運転上の制限を満足していないと

判断する。

10.各課 (室 )長 (品質保証室長等を除く。)は、運転上の制限外へ移行した場合および運

転上の制限外から復帰していると判断した場合は当直課長に通知する。

11.各課 (室 )長 (品質保証室長等を除く。)は、第 2項に基づく点検 B保修および第 3項

において、完了時間を超えて点検 "保修を実施後、運転上の制限外から復帰していると

判断した場合は、原子炉主任技術者に報告する。

※ 1:措置を定めるにあたつては、確率論的リスク評価等を用いて、措置の有効性を検証
する。
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※2:この規定第 2項に基づく確認として同様の措置を実施している場合は、これに代え
ることができる。

※3:点検・保修を実施する当該設備等に係る措置および運転上の制限が適用されない状
態へ移行する措置を除く。また、複数回の実施要求があるものについては、 2回目
以降の実施については除く。
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表 89-刊

実施頻度

点検前
※5

その後の 8時間に 1回

点検前※
5

その後の 10日に 1回

点検前
※5

その後の 1日 に 1回

点検前※5

点検期間が完了時間

(30日 )を超えて点検
を実施する場合は、そ

の後のlヶ月に1回

点検前※
5※ 8

点検前※
5

点検前
※5

その後の 1週間に 1回

点検前※
5

その後の 1週間に 1回

点検時の措置

。発電所構外の観測潮位に通常の潮汐とは異なる潮位変動や故障

を示す指示変動がないこと、現地の手動操作に必要な資機材が

確保されていること、および現地の手動操作によリゲー トを落
下 r去 ス仏 牛lihヾ稚 寺 A〕η_て い ス

「

>券 確 頚 寸 ス _

・点検対象号炉の他号炉※4の当該系統が動作可能であることを確
認する。

・動作可能な外部電源について、電圧が確立していることを確認す

る。

・所要のディーゼル発電機が動作可能であることを確認※6する。

・余熱除去ポンプが動作可能であることを確認する。

・1号炉および2号炉については、C充てん/高圧注入ポンプ (自
己冷却)による代替炉心注水系が動作可能であることを至近の
記録等により確認する。
・3号炉および4号炉については、B充てん/高圧注入ポンプ (自
己冷却)による代替炉心注水系が動作可能であることを至近の
記録等により確認する。
・ 1暑炉および 2号炉については、使用済燃料 ピッ トの水位が 巳
+310m以上および水温が 65℃以下であることか確認する

^

・ 3号炉および4号炉については、使用済燃料ピットの水位が EL
+3140m以上および水温が 65℃以下であることを確認する。

・ 1号炉および 2号炉については、使用済燃料ピットの水位が Eと
+310m以上および水温が 65℃以下であること存確認するぉ
・ 3号炉および4号炉については、使用済燃料ピッドの水位が EL
+3140m以上および水温が 65℃以下であることを確認する。

第 89条適用時期

原子炉 1基以上がモー

ド1、 2、 3および4
以外

点検対象号炉の他号炉※

4んミモー ド1、  2、  3、

4および照射済燃料移
動中

モード刊、 2、 3、

4、 5、 6および使用
済燃料ビットに燃料体

を貯蔵している期間

モード5および6

使用済燃料ピットに燃

料体を貯蔵している期

間

モード1、 2、 3、

4、 5および6以外

点検対象設備

・取水路防潮ゲー ト

・中央制御室非常用循環系

・外部電源

アキュムレータ

・蓄圧タンク

・使用済燃料ピット水位 (広域)
・使用済燃料ピット温度 (AM用 )
・使用済燃料ピットエリア監視力

メラ (使用済燃料ピットエリア

監視カメラ空冷装置を含む)

・大容量ボンプ (放水砲用)

関連条文

第 68条の 2

第70条

第73条

第 85条
(35-4-2)
(35-4-2の 2)

第 85条
(85-12-3)

第 85条
(85-13-1)
(85--13--1 の 2)
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表 89-¬ (続き)

実施頻度

点検前※
5

その後の 1週間に 1回

点検前※
5

その後の 1週間に 1回

点検前※
5

点検前※
5

その後の 1日 に珂回

点検前※5

その後の 1週間に1回

点検時の措置

・所要のディーゼル発電機が動作可能であることを確認する。

・所要のディーゼル発電機が動作可能であることを確認する。

・所要のディーゼル発電機が動作可能であることを確認※6する。
・所要の空冷式非常用発電装置が動作可能であることを確認※9す

る。
・所内電気設備の系統電圧を確認し、使用可能であることを確認す

る。

・所要の非常用高圧母線に電力供給可能な外部電源 3回線以上の
電圧が確立していること、および 1回線以上は他の回線に対し
て独立性を有していることを確認する。

第 89条適用時期

モード1、 2、 3、 4、

5および6以外

モード1、 2、 3
5および6以外

4

モー ド1、 2、 3、 4、

5

および 6以外
モー ド1、 2、 3、 4、

5およぴ 6以外

モー ド1、 2、 3、 4、

5および6以外

点検対象設備

・空冷式非常用発電装置

・電源車

蓄電池 (3系統目)

代替所内電気設備分電盤

代替所内電気設備変圧器

燃料油貯油そう

関連条文

第 85条
(35-15-1)

(35-15-1の 2)

第 85条
(85-15-3)

(35-15-3の 2)

第 35条
(85-15-4の 2)

第 85条
(85-15-6)

(85-15-6の 2)

第 85条
(85-15-7)
(85-15-7の 2)

‐
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表89-1(続 き)

「他号炉」とは、 1号炉については 2号炉、 2号炉については刊号炉を、 3号炉については4号炉、4号炉については3号炉をいう。

※ 6

運転上の制限外に移行する前に順次実施し、その全てが終了した時点から24時間以内に運転上の制限外に移行する。なお、移行前に実施した措置については、移行時点で
完了したものとみなす。
「動作可能であることを確認」とは、ディーゼル発電機 2基※7を起動し動作可能であることを確認する。ただし、第89条適用時期が使用済燃料ピットに燃料体を貯蔵してい
る期間で、かつ、点検期間が30日 を超えない場合は、至近の記録により動作可能であることを確認する。
モード1、 2、 3および4以外ではディーゼル発電機に非常用発電機 1基を含めることができる。
運転中のポンプについては、運転状態により確認する。
「動作可能であることを確認」とは、空冷式非常用発電装置 1台を起動し動作可能であることを確認する。ただし、点検期間が30日 を超えない場合は、至近の記録により動作
可能であることを確認する。

※ 7

※ 8
※ 9

※ 4
※ 5

‐
曲

げ
ぇ
ｆ
能
誤

‐

実施頻度

点検前
※S

その後の 1日 に 1回

点検時の措置

・1号炉および 2号炉については、以下の代替パラメータの計装設
備が動作可能であることを確認する。

く代替パラメータの

・格納容器サンプB広域水位
〈代替パラメータ③
・燃料取替用水タンク水位
・復水タンク水位
・内部スプレ流量積算
・恒設代替低圧注水ポンプ出口流量積算
・原子炉下部キャビティ注水ポンプ出口流量積算

・3号炉および4号炉については、以下の代替パラメータの計装設
備が動作可能であることを確認する。
(代替パラメータ①〉
・格納容器再循環サンプ広域水位
〈代誉パラメータ②〉
・燃料取替用水タンク水位
・復水タンク水位
・格納容器スプレイ流量積算

・恒設代替低圧注水ボンプ出口流量積算

第89条適用時期

モー ド5

点検対象設備

・原子炉下部キャビティ水位

関連条文

第 85条
(85-16-1)

(85-16-1の 2)



附 則 (2020年 3月 30日  平成 26原安管通達第 3号-22)
(施行期日)

第 1 条 この通達は、令和 2年 5月 1日以降最初に3号炉または4号炉の発電用原子
炉施設に係る核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第43条の3の
15の検査 (施設定期検査)を終了した日から施行する。
2,令和 2年 4月 1日 以降、前項中の「第 43条の 3の 15の検査 (施設定期検査)」 を
「第43条 3の 16第 1項の検査 (定期事業者検査 )」 とする。

附 則 (2020年 10月 7日 平成 26原安管通達第 3号-26)
(施行期日)

第 1 条 この通達は、2020年 10月 12日から施行する。
2.本規定施行の際、使用前検査対象の特重施設に関連する規定および特重施設要員の確
保に関連する規定 (特重施設要員の有毒ガス防護に関連する規定を含む)については、
工事の計画に係る全ての工事が完了した時の各原子炉施設に係る使用前検査終了日以降

に適用することとし、それまでの間は従前の例による。

なお、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第 17条第 3号の規定に基づく
使用の承認を受ける場合は当該の承認日以降に適用することとし、それまでの間は従前

の例による。

3.本規定施行の際、使用前検査対象の蓄電池 (3系統日)に関連する規定については、
工事の計画に係る全ての工事が完了した時の各原子炉施設に係る使用前検査終了日以降

に適用することとし、それまでの間は従前の例による。

附 則 (平成  年  月  日 平成 26原安管通達第 3号―  )
(施行期日)

第 1 条 この通達は、 年  月  日から施行する。
2.本規定施行の際、使用前検査の対象となる規定 (第 3項を除く。)については、原子炉
に燃料体を挿入することができる状態になつた時の各原子炉施設に係る使用前検査終了

日 (ただし、 3号炉および4号炉の重大事故時の原子炉等への注水手段の一部変更 (送
水車の導入等)に係る使用前検査の対象となる規定については、工事の計画に係る全て
の工事が完了した時の各原子炉施設に係る 了日、かつ 1号炉、2号炉、3

号炉および4号炉の津波警報等が発表されない可能性のある津波への対応に係る全ての
工事が完了した時の核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第43条の
3の 11第 3項の使用前確認完了日 (構外の観測潮位を用いた運用を含む)以降に適用
す る とと 子れ支で の F日日本ナ▲`お^紆前 による6ただ しヽ上記検査がない設備に
ついては構造、強度または漏えいに係る検査終了日以降に適用する。なお、第 13条 (運
転員等の確保)については、 2号炉の原子炉に燃料体を挿入することができる状態にな
つた時の各原子炉施設に係る使用前検査終了日以降に適用することとし、それまでの間

のうち、 1号炉の原子炉に燃料体を挿入することができる状態になった時の各原子炉施
設に係る使用前検査終了日までは従前の例により、それ以降は別紙-1による。
3.第 85条 (重大事故等対処設備)の うち、原子炉下部キャビティ水位計に係る規定に
ついては、原子炉の運転モー ド5の期間における使用前検査終了日以降に適用する。
4.第 30条 (熱流東熱水路係数 (FO(Z)))に おける表30-1の うち 1号炉および2号
炉熱流東熱水路係数 F。 (Z)および図30-1の うち 1号炉および2号炉 K(Z)、 第31条

一通 しページ27-



(核的エンタルピ上昇熱水路係数 (FNAH))に おける表 31-1の うち 1丹炉および 2
号炉核的エンタルピ上昇熱水路係数 FN△ H、 35条 (DNB比 )I おける表 35-1の
うち1号炉および2号炉DNB比、第51条 (蓄圧タンク)における表51-2の うち
1号炉および2号炉蓄圧タンクほう素濃度、第 54条 (燃料取替用水タンク)における
表54-2の うち 1号炉および 2号炉燃料取替用水タンクほう素濃度、第 58条 (原子
炉格納容器スプレイ系)における表58-2の うち¬号炉および 2号炉苛性ソーダ溶液
量、第 81条 (1次冷却材中のほう素濃度 ―モー ド6-)における表81-1の うち
1号炉および 2号炉 1次冷却材中のほう素濃度、第85条 (重大事故等対処設備)にお
ける表 85-4の うち85-4-2炉 心 (1号炉および2号炉)アキュムレータほ
う素濃度、表85-14の うち85-14-3燃 料取替用水タンク (1号炉および2号
炉)ほう素濃度および第 102条 (放射性気体廃棄物の管理)における表 102-1の
うち放出管理目標値については、 1号炉および2号炉における高燃焼度 (55,000
MWd/t)燃料の原子炉内への初回装荷が両号炉ともに開始した日以降に適用し、それま
での間のうち、1号炉または2号炉における高燃焼度 (55,000MWd/t)燃 料の原
子炉内への装荷を開始する日までは別紙-2により、それ以降は別紙-3による。
5.本規定施行の際、使用前事業者検査対象の津波警報等が発表されない可能性のある津
波への対応に関連する規定については、 1号炉、2号炉、3号炉および4号炉の津波警
報等が発表されない可能性のある津波への対応に係る全ての工事が完了した時の核原料

物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第43条の 3の 11第 3項の使用前確
認完了日 (構外の観測潮位を用いた運用を含む)、 または3号炉および4号炉の重大事故
時の原子炉等への注水手段の一部変更 (送水車の導入等)に係る全ての工事が完了した
時の各原子炉施設に係る使用前検査終了日のいずれか遅い日以降に適用することとし、

それまでの間は従前の例による。
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添付 2火災、内部浴水、火山影響等、自然災害

および有毒ガス発生時の対応に係る実施基準

(第 18条、第 18条の 2、 第 18条の 2の 2、 第 18条の 3

および第 18条の3の 2関連)

特重施設および特重施設要員に係る規定は、 3号炉および 4号炉を対象に適用する。

一通 しページ29-



5津  波
安全 口防災室長は、津波発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の

整備として、次の5.1項から5.4項を含む計画を策定し、所長の承認を得る。また、
各課 (室)長は、計画に基づき、津波発生時における原子炉施設の保全のための活動を
行うために必要な体制および手順の整備を実施する。

5 .1要 員の配置
(1)所長は、災害 (原子力災害を除く。)が発生するおそれがある場合または発生し
た場合に備え、必要な要員を配置する。

(2)所長は、原子力災害が発生するおそれがある場合または発生した場合に備え、第
121条に定める必要な要員を配置する。

5.2教 育訓練の実施

て 、

④

的に実施する。

(3)各課 (室)長は、各課員に対して、津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備
および特重施設の代替設備に対して基準津波高さを一定程度超える津波を想定し

た津波高さを考慮した水密性を維持するための設備の施設管理、点検に関する教

育訓練を定期的に実施する。

5.3資 機材の配備
各課 (室)長は、津波発生時に使用する資機材を配備する。

5 4手順書の整備
(1)各課 (室)長 (当直課長を除く。)は、津波発生時における原子炉施設の保全の
ための活動を行うために必要な体制の整備として、以下の活動を実施することを

社内標準に定める。

a.水密扉の開止状態の管理
1号炉および2号炉について、当 I丈 ^ 中車幣‖御室 | た、`しヽ て ,k第 酸A

視設備の警報監視により、水密扉の閉止状態の確認および閉止されていない状

態が確認された場合の閉止操作を行う。

3号炉および4号炉について、当直課長は、B中央制御室において水密扉監
視設備の警報監視により、水密扉の開止状態の確認および閉止されていない状

態が確認された場合の閉止操作を行う。

また、各課 (室)長は、水密扉開放後の確実な閉止操作および閉止されてい
ない状態が確認された場合の開止操作を行う。

期的に実施する。また、安全 日防災室長は、全所員に対して、津波発生時における

一通 しページ30-



④

b.取水路防潮ゲー トの管理
当直課長は、取水路防潮ゲー トの両系列4門全てが開止した場合、または3
門が閉上した場合は、循環水ポンプを全台停止する。また、運転中の号炉につ

いては原子炉を停止する。

c.防潮扉の開止状態の管理
防潮扉については、原則閉止運用とし、当直課長は、中央制御室において防

潮扉の開止状態の確認を行う。また、各課 (室)長は、防潮扉開放後の確実な
閉止操作および閉止されていない状態が確認された場合の閉止操作を行う。

e

(a)当直課長は、原則として 1号炉ヽ2号炉、3号炉および4号炉の循環水ポンプ
を停止 (プラント停止)する。また、A中央制御室から取水路防潮ゲー トを開
止するとともに、原子炉の冷却操作を実施する。

ただし、以下の場合はその限りではない。

ア 大津波警報が誤報であつた場合
イ 遠方で発生した地震に伴う津波であつて、発電所を含む地域に、到達する
までの時間経過で、大津波警報が見直された場合

(b)原子燃料課長は、燃料等輸送船に関し、津波警報等が発表された場合、荷役
作業を中断し、陸側作業員および輸送物の退避に関する措置を実施する。

(c)放射線管理課長は、燃料等輸送船に関し、津波警報等が発表された場合、荷
役作業を中断し、陸側作業員および輸送物の退避に関する措置ならびに漂流物

化防止対策を実施する。

(dl原子燃料課長および放射線管理課長は、緊急離岸する船側と退避状況に関す
る情報連絡を行う。

le)当直課長は、津波監視カメラおよび潮位計による津波の襲来状況の監視を実
施する。

(f)安全・防災室長は、発電所構内の放水口側防潮堤および取水路防潮ゲー トの
外側に存在し、かつ漂流物になるおそれのある車両について津波の影響を受け

ない場所へ退避することにより漂流物とならない措置を実施する。
f h脅加凍膚盲 こよ り原子炉が トIJッ プし、かつ発電所券含む地域に津波警報等

安全 日防災室長は、発電所構内の放水口側防潮堤および取水路防潮ゲー トの

外側に存在し、かつ漂流物になるおそれのある車両について、漂流物とならな

が発表された場合の対応

(a)当直課長は、原則として 1丹炉ヽ 2号炉、3号炉および 4号炉の循環水ポン
プを停止する。

(b)当直課長は、津波監視カメラおよび潮位計による津波の襲来状況の監視を実
施する。

一通 しページ31-



二.発電所を含む地域に津波警報等が発羞された場合の対応
(a)当直課長は、速やかにゲー ト落下機構の電源系および制御系に異常がないこ

とを確認する。

(b)原子燃料課長および放射線管理課長は、緊急離岸する船側と退避状況に関す
る情報連絡を行う。

(c)当直課長は、津波監視カメラおよび潮位計による津波の襲来状況の監視を実

施する。

h.津波警報等が発表されない可能性のある津波への対応
※

②、③

④

(プラント停止)する。また、A中央制御室から取水路防潮ゲー トを開止す
るとともに、原子炉の冷却操作を実施する。

イ 当直課長は、津波監視カメラおよび潮位計による津波の襲来状況の監視を

実施する。

※ :「潮位観測システム (防護用)の うち、 2台 の潮位計の観測潮位がいず
れも 10分以内に 0.5m以上下降し、その後、最低潮位から 10分以内
に 0.5m以上上昇すること、または 10分以内に 0.5m以上上昇し、そ
の後、最高潮位から 10分以内に 0.5m以上下降すること、ならびに発
電所構外において、遡上波の地上部からの到達、流入および取水路、放水

路等の経路からの流入 (以下、「敷地への遡上」という。)ならびに水位
の低下による海水ポンプヘの影響のおそれがある潮位の変動を観測し、そ

の後、潮位観測システム (防護用)の うち、 2台 の潮位計の観測潮位が
いずれも 10分以内に 0.5m以上下降すること、または 10分以内に 0.5
m以上上昇すること。」を¬号炉および2号炉を担当する当直課長と3号

炉および4号炉を担当する当直課長の潮位観測システム (防護用)の うち

1 2 3 4

を確認」という。以下、同じ。)

し

ア 当宙誤岳 I丈ヽ 丹炉 ヽ 丹炉 ^ 暑輌ハ上が 暑炉の循臀,kポシプ券停 Iト

衛 星西 妻 r注帯 睛 整 田ヽ歩 田 、ナ, よ り確 認

`

の条件の何

'寺

確認 券

「取水路防潮ゲー トの閉止

る。

イ 当直課長は、津波監視カメラによる津波の襲来状況の監視を実施する。ま

た、発電所構外の観測潮位欠測時も同等の対応を実施する。

ウ 土木建築課長は、取水路防潮ゲー ト保守作業の中断に係る措置を行う。ま

た、発電所構外の観測潮位欠測時も同等の対応を実施する。
工 安全 L防災室長は、発電所構内の放水口側防潮堤および取水路防潮ゲー ト

の外側に存在し、かつ漂流物になるおそれのある車両について津波の影響を

受けない場所へ退避することにより漂流物とならない措置を実施する。また、

発電所構外の観測潮位欠測時も同等の対応を実施する。
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④

⑤

の へ の

各課 (室)長は、発電所を含む地域に大津波警報が発表された場合または取水
路防潮ゲー トの開止判断基準等を確認した場合は、事象収束後、原子炉施設の損

傷の有無を確認するとともに、その結果を所長および原子炉主任技術者に報告す

る。

上.施設管理、点検
各課 (窒)長は、津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備および津波影響
軽減施設の要求機能を維持するため、ならびに特重施設の代替設備に対して基準

津波高さを一定程度超える津波を想定した津波高さを考慮した水密性を維持す

るため、施設管理計画に基づき適切に施設管理、点検を実施するとともに、必要

に応じ補修を行う。

なお、取水路防潮ゲー トの速隔閉止信号を停止する場合は、現地の手動操作に

より敷地への遡上および水位の低下による海水ポンプヘの影響のおそれがある

潮位に至る前にゲー トを落下できるよう、発電所構外の観測潮位に通常の潮汐と

は異なる潮位変動や故障を示す指示変動がないことを確認し、資機材を確保する

とともに体制を確保し、維持する。

オ 原子燃料課長は、燃料等輸送船が荷役中の場合、荷役作業を中断し、陸側

作業員および輸送物の退避に関する措置を実施するとともに、係留強化する

船側と情報連絡を行う。

力 放射線管理課長は、燃料等輸送船が荷役中の場合、荷役作業を中断し、陸

側作業員および輸送物の退避に関する措置ならびに漂流物化防止対策を実

施するとともに、係留強化する船側と情報連絡を行う。なお、荷役作業中は、

発電所構外における潮位の観測を実施する。

キ 原子燃料課長および放射線管理課長は、燃料等輸送船が荷役中以外の場合、

つ

潮位変動を確認すれば、取水路防潮ゲー トを開止する。

イ 安全日防災室長は、作業の中断、所員と車両の退避に係る措置を実施する。

(d)動作可能な衛星電話 (津波防護用)が 4台未満となった場合、かつ、代替手
段を速やかに確保できない場合の対応

ア 当直課長は、衛星電話 (津波防護用)または代替手段以外の通信手段によ
る中央制御室間の連携を維持する。

イ 安全・防災室長は、作業の中断、所員と車両の退避に係る措置を実施する。

(e)取水路防潮ゲー ト閉止判断基準には到達しない平常時とは異なる潮位変動
を確認した場合 (台風等の異常時の潮位変動を除く)の対応
ア 計柴保修課長は、監視モニタと手計算の潮位変化量が率合していること弁
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k.津波評価条件の変更の要否確認
(a)各課 (室)長は、設備改造等を行う場合、都度、津波評価への影響確認を
行う。

(b)安全 日防災室長は、津波評価に係る評価条件を定期的に確認する。

5.5定 期的な評価
(1)各課 (室)長は、5.1項から5.4項の活動の実施結果について、 1年に 1回
以上定期的に評価を行うとともに、評価結果に基づき、より適切な活動となるよう

に必要に応じて、計画の見直しを行い、安全 日防災室長に報告する。

(2)安全・防災室長は、各課 (室)長からの報告を受け、必要に応じて、計画の見直
しを行う。

5.6原 子炉施設の災害を未然に防止するための措置
各課 (室)長は、津波の影響により、原子炉施設の保安に重大な影響をおよぼす
可能性があると判断した場合は、所長、原子炉主任技術者および関係課 (室)長に
連絡するとともに、必要に応じて原子炉停止等の措置について協議する。

5.7そ の他関連する活動
(1)原子力技術部門統括 (原子力技術)および原子力技術部門統括 (土木建築)は、
以下の活動を実施することを社内標準に定める。

a.新たな知見の収集、反映
原子力技術部門統括 (原子力技術)および原子力技術部門統括 (土木建築)は、

定期的に新たな知見の確認を行い、新たな知見が得られた場合、耐津波安全性に

関する評価を行い、必要な事項を適切に反映する。

一通 しページ34-



6竜  巻
安全 日防災室長は、竜巻発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の

整備として、次の6 1項から6.4項を含む計画を策定し、所長の承認を得る。また、
各課 (室)長は、計画に基づき、竜巻発生時における原子炉施設の保全のための活動を
行うために必要な体制および手順の整備を実施する。

6.1要 員の配置
(1)所長は、災害 (原子力災害を除く。)が発生するおそれがある場合または発生し
た場合に備え、必要な要員を配置する。

(2)所長は、原子力災害が発生するおそれがある場合または発生した場合に備え、第
121条に定める必要な要員を配置する。

6 2教育訓練の実施
(1)安全 口防災室長は、全所員に対して、竜巻防護の運用管理に関する教育訓練を定

期的に実施する。また、安全・防災室長は、全所員に対して、竜巻発生時における

車両退避等の訓練を実施する。

(2)発電室長は、運転員に対して、竜巻発生時の運転操作等に関する教育訓練を定期

的に実施する。

(3)各課 (室)長は、各課員に対して、竜巻対策設備の施設管理、点検に関する教育
訓練を定期的に実施する。

6.3資 機材の配備
各課 (室)長は、竜巻対策として固縛に使用する資機材を配備する。

6.4手 順書の整備
(1)各課 (室)長 (当直課長を除く。)は、竜巻発生時における原子炉施設の保全の
ための活動を行うために必要な体制の整備として、以下の活動を実施することを社

内標準に定める。

a.飛来物管理の手順
(a)各課 (室)長は、飛来時の運動エネルギー、貫通力が設計飛来物である鋼製
材
※1よ
りも大きなものについて、設置場所等に応じて回縛、建屋内収納また

は撤去により飛来物とならない管理を実施する。

(b)各課 (室)長は、屋外の重大事故等対処設備について、位置的分散を図るこ
とで、重大事故等対処設備の機能を損なわないよう管理する。また、重大事故

等対処設備が基準事故対処設備に悪影響を与えないよう管理を実施する。

(c)安全 口防災室長は、車両に関する入構管理を行う。
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①

※ 1:設計飛来物である鋼製材の寸法等は、以下のとおり。

飛来物の種類 鋼製材

寸法 (m)
長さ X tt X奥行き

4.2XO.3XO.2

質量 (kg) 135

b.竜巻の襲来が予想される場合の対応
(a)安全・防災室長は、車両に関して停車している場所に応じて退避または国縛す

ることにより飛来物とならない管理を実施する。

(b)各課 (室)長は、ディーゼル発電機建屋の水密扉の閉止状態の確認するととも
に、換気空調系統のダンパ等の開上を実施する。

(c)原子燃料課長は、燃料取扱作業を中止する。
(d)各課 (室 )長は、 1丹炉および 2号炉♂う伸口落燃郷 ドッ ト 部 券防謹ネ ッ トで上

覆う操作を実施する。

c 竜巻飛来物防護対策設備の取付けおよび取外操作等
各課 (室)長は、竜巻飛来物防護対策設備の取付および取外操作、飛来物発生防
止のために設置した設備の操作を実施する。

d.代替設備または予備品確保
各課 (室)長は、竜巻の襲来により、安全施設の構造健全性が維持できない場合
には、代替設備または予備品を確保する。

e.竜巻発生時の原子炉施設への影響確認
各課 (室)長は、発電所敷地内に竜巻が発生した場合は、事象収東後、原子炉施
設の損傷の有無を確認するとともに、その結果を所長および原子炉主任技術者に報

告する。

f.竜巻により原子炉施設等が損傷した場合の処置
(a)当直課長は、3号炉および4号炉格納容器排気筒に損傷を発見した場合、気
体廃棄物が放出中であればすみやかに放出を停止する。

(b)原子炉保修課長は、3号炉および4号炉格納容器排気筒に損傷を発見した場
合、応急補修を行う。

(c)当直課長は、3号炉および4号炉格納容器排気筒の補修が困難な場合、プラ
ント停止操作を行う。

(d)土木建築課長は、取水路防潮ゲートに損傷を発見した場合、安全機能回復の

(亘)各課 (室)長は、建屋外において竜巻による火災の発生を確認した場合、消
火用水等による消火活動を行う。

(e)電気保修課長および計装保修課長は、潮位観測システム (防護用)に損傷を
発見した場合は、安全機能回復の応急処置を行う。

(f)当直課長は、取水路防潮ゲー トまたは潮位観測システム (防護用)の安全機
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g.施設管理、点検
各課 (室)長は、竜巻飛来物防護対策設備の要求機能を維持するために、施設管
理計画に基づき適切に施設管理、点検を実施するとともに、必要に応じ補修を行う。

6.5定 期的な評価
(1)各課 (室)長は、6.1項から6.4項の活動の実施結果について、 1年に 1回以
上定期的に評価を行うとともに、評価結果に基づき、より適切な活動となるように必

要に応じて、計画の見直しを行い、安全 日防災室長に報告する。

(2)安全・防災室長は、各課 (室)長からの報告を受け、必要に応じて、計画の見直し
を行う。

.6原 子炉施設の災害を未然に防止するための措置
各課 (室)長は、竜巻の影響により、原子炉施設の保安に重大な影響を及ぼす可能性
があると判断した場合は、所長、原子炉主任技術者および関係課 (室)長に連絡すると
ともに、必要に応じて原子炉停止等の措置について協議する。

7その他関連する活動
(1)原子力技術部門統括 (原子力技術)は、以下の活動を実施することを社内標準に定
める。

a.新たな知見の収集、反映
原子力技術部門統括 (原子力技術)は、定期的に新たな知見の確認を行い、新た
な知見が得られた場合の竜巻の評価を行い、必要な事項を適切に反映する。

6

6
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設工認申請書の記載方針 (番号は表1の①～③に対応)

3 浸水防護施設の基本設計方針、適用基準及び適用規格
(1)基本設計方針

申請範囲に係る部分に限る。

添付 3

変更後

変更なし

変更前

用語の定義は「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に

関する規則」の第 2条 (定義)に よる。

それ以外の用語については以下に定義する。

1.設置許可基準規則第 12条第 2項に規定される「安全機能を有す
る系統のうち、安全機能の重要度が特に高い安全機能を有するも

の」(解釈を含む。)を重要施設とする。(以下「重要施設」という。)

2.設計基準対象施設のうち、安全機能を有するものを安全施設と
する。 (以下「安全施設」という。)

3.安全施設のうち、安全機能の重要度が特に高い安全機能を有する

ものを重要安全施設とする。 (以下「重要安全施設」という。)

4.浸水防護設備の基本設計方針「第 2章 個別項目」の「1.津波
による損傷の防止、2.発電用原子炉施設内における冷水等による

損傷の防止、3.主要対象設備」においては、設置許可基準規則第
2条第 2項第 11号に規定される「重大事故等対処施設」は、設置

許可基準規則第 2条第 2項第 12号に規定される「特定重大事故等

対処施設」を含まないものとする。

5.浸水防護設備の基本設計方針「第 2章 個別項目」の「1.津波
による損傷の防止、2.発電用原子炉施設内における冷水等による

損傷の防止、3.主要対象設備」においては、設置許可基準規則第
2条第 2項第 14号に規定される「重大事故等対処設備」は、設置

許可基準規則第 2条第 2項第 12号に規定される「特定重大事故等

対処施設」を構成するものを含まないものとする。
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変更後

変更なし

第 2章 個別項目
1.津波による損傷の防止

1.1 設計基準対象施設及び重大事故等対処施設
1.1.1 耐津波設計の基本方針
設計基準対象施設及び重大事故等対処施設が設置 (変更)許可を受

けた基準津波によりその安全性又は重大事故等に対処するために必

要な機能が損なわれるおそれがないよう、遡上への影響要因及び浸

水経路等を考慮して、耐津波設計に用いる「最も水位変動が大きい入

力津波」を設定する。

設置 (変更)許可を受けた基準津波のうち、津波警報等が発表され

ない可能性がある津波 (以下「基準津波 3及び基準津波 4」 という。)

に対しては、施設に対して影響を及ぼさないよう、第 1波の水位変動

で津波襲来を検知し、取水路防潮ゲー ト(1・ 2・ 3・ 4号機共用 (以

下同じ。))の閉止判断基準により、取水路防潮ゲー トを閉止する設計

変更前

第 1章 共通項目
浸水防護施設の共通項目である「1.地盤等、 2.自 然現象 (2.
2 津波による損傷の防止を除く。)、 3.火災、5.設備に対する要
求 (5,3 使用中の亀裂等による破壊の防止、5。 4 耐圧試験等、
5.5 安全弁等、 5。 6 逆止め弁、5.7 内燃機関及びガスタ
ービンの設計条件、5.8 電気設備の設計条件を除く。)、 6.その
他 (6.4 放射性物質による汚染の防止を除く。)」 の基本設計方針
については、原子炉冷却系統施設の基本設計方針 「第 1章 共通頂
目」に基づく設計とする。

第 2章 個別項目
1.津波による損傷の防止

1,1 設計基準対象施設及び重大事故等対処施設
1.1.1 耐津波設計の基本方針
設計基準対象施設及び重大事故等対処施設が設置 (変更)許可を受

けた基準津波によりその安全性又は重大事故等に対処するために必

要な機能が損なわれるおそれがないよう、遡上への影響要因及び浸

水経路等を考慮して、設計時にそれぞれの施設に対して入力津波を

設定するとともに津波防護対象設備に対する入力津波の影響を評価

し、影響に応 じた津波防護対策を講じる設計とする。
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変更後

とする。また、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準で、施設に対して影

響を及ぼす津波を見逃さないことを確認するために、施設に対して

影響を及ばし、第 1波の水位変動量が小さい「施設に影響を及ぼす水

位に近接する入力津波」を設定する。

なお、基準津波 3及び基準津波 4については、波源特性である崩壊

規模及び破壊伝播速度を固定値としないことから、「最も水位変動が

大きい入力津波」の設定においては、水位変動が最も大きくなるよう

に崩壊規模及び伯皮壊伝播速度の最大値を適用する。また、「施設に影

響を及ぼす水位に近接する入力津波」の設定においては、部分的な崩

壊や遅い崩壊によつて施設影響を及ぼす可能性があることから、崩

壊規模及び破壊伝播速度のパラメータスタディを実施する。

「最も水位変動が大きい入力津波」については、津波防護対象設備

に対する入力津波の影響を評価し、影響に応じた津波防護対策を講

じる設計とする。

「施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波」については、その

入力津波の第 1波の水位変動量を取水路防潮ゲー トの閉止判断基準

で検知できることを確認する。確認に当たっては、詳細設計で評価す

る計装誤差を考慮する。

変更なし

変更前

(1)津波防護対象設備

設計基準対象施設が、基準津波により、その安全Jl生が損なわれるお

それがないよう、津波より防護すべき施設は、設計基準対象施設のう

ち「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査

指針」で規定されているクラス 1及びクラス 2に該当する構築物、系
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変更後

(2) 取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の設定及び閉止手順
基準津波 3及び基準津波 4については、以下の若狭湾の津波伝播

における増幅の傾向を踏まえ、潮位観測システム (防護用)(「 1・ 2・

3・ 4号機共用、 1号機に設置」、「1・ 2・ 3・ 4号機共用、3号機

に設置」 (以下同じ。))で観測された津波の第 1波の水位変動量によ

り津波襲来を確認した場合に、循環水ポンプを停止 (プラント停止)

し、取水路防潮ゲー トを閉止することにより第 2波以降の浸入を防

止することで、「遡上波の地上部からの到達、流入及び取水路、放水

路等の経路からの流入」(以下「敷地への遡上」という。)並びに水位

の低下による海水ポンプヘの影響を防止する。

【若狭湾の津波伝播における増幅の傾向】

・取水路から海水ポンプ室に至る経路において津波の第 1波より

第 2波以降の水位変動量が大きくなる。
。第 1波は、押し波が敷地へ遡上せず、引き波による水位の低下に

対しても海水ポンプが機能保持できる。

変更前

統及び機器 (以下「津波防護対象設備」という。)とする。津波防護

対象設備の防護設計においては、津波により防護対象施設に波及的

影響を及ぼすおそれのある防護対象施設以外の施設についても考慮

する。また、重大事故等対処施設及び可搬型重大事故等対処設備につ

いても、設計基牟対象施設と同時に必要な機能が損なわれるおそれ

がないよう、津波防護対象設備に含める。

さらに、津波が地震の随伴事象であることを踏まえ、耐震 Sク ラ

スの施設を含めて津波防護対象設備とする。
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変更後

。第 2波以降は、押し波が敷地に遡上するおそれがあり、引き波

による水位の低下に対しても海水ポンプが機能保持できないお

それがある。

基準津波 3及び基準津波 4に対する取水路防潮ゲー トの閉止判断

基準は、基準津波 3及び基準津波 4の波源に関する「崩壊規模」及び
「破壊伝播速度」並びに若狭湾における津波の伝播特性のパラメー

タスタディの結果を踏まえ、敷地への遡上及び水位の低下による海

水ポンプヘの影響のおそれがある津波を網羅的に確認 したうえで、

潮位のゆらぎ等を考慮して設定する。なお、設定に当たつては、平常

時及び台風時の潮位変動の影響を受けないことも確認する。

具体的には、「潮位観測システム (防護用)の うち、2台の潮位計の

観測潮位がいずれも10分以内に0.5m(注 1)以上下降し、その後、最低

潮位から10分以内に0.5m鉛 1)以上上昇すること、又は10分以内にO.5m

(注 1)以上上昇し、その後、最高潮位から10分以内に0.5m(注
1)以上下

降すること。」とする。

この条件成立を 1号及び 2号機当直課長と3号及び 4号機当直課

長の潮位観測システム (防護用)の うち衛星電話 (津波防護用)を用

いた連携により確認 (以下、この条件成立の確認を「取水路防潮ゲー

トの閉止判断基準を確認」という。)した場合、循環水ポンプを停止

(プラント停止)後、取水路防潮ゲー トを閉止する手順を整備する。

なお、取水 ― 卜の保全計画による に、発電所構

外において津波と想定される潮位の変動を観測 した場合、保守作業

を中断し、作業前の状態に復旧することで発電所の安全性に影響を

及ぼさない設計としている。

変更前

④のうち、ゲート保守作業の中断、⑥ 一通 しページ42-



変更後

1.1.2 入力津波の設定

入力津波については、「最も水位変動が大きい入力津波」及び 「施

設に影響を及ぼす水位に所棲する入力津渡 |をそれぞれ設庁する^

入力津波の設定の諸条件の変更により、評価結果が影響を受けない

ことを確認するために、評価条件変更の都度、津波評価を実施する運

サ平lと i庁る。

(1)最 も水位変動が大きい入力津波

最も水位変動が大きい入力津波は、各施設・設備の設計又は評価を

行 うため、最も水位変動が大きい津波を遡上波の地上部からの到達、

流入に伴 う入力津波 (以下「遡上波」という。)と 取水路・放水路等

の経路からの流入に伴 う入力津波 (以下「経路からの津波」という。)

として設定する。

遡上波及び経路からの津波の設定の諸条件の変更により、評価結

果が影響を受けないことを確認するために、評価条件変更の都度、津

波評価を実施する運用とする。

遡上波については、遡上への影響要因として、敷地及び敷地周辺の

地形及びその標高、河)「 1等の存在、設備等の設置状況並びに地震によ

る広域的な隆起・沈降を考慮して、遡上波の回り込みを含め敷地への

遡上の可能性を評価する。遡上する場合は、基準津波の波源から各施

設。設備の設置位置において算定される津波高さとして設定する。ま

た、地震による変状又は繰返し襲来する津波による洗掘・堆積により

変更前

1.1.2 入力津波の設定

各施設。設備の設計又は評価に用いる入力津波として、敷地への遡

上に伴う入力津波 (以下「遡上波」という。)と 取水路・放水路等の

経路からの流入に伴う入力津波 (以下 「経路からの津波」という。)

を設定する。

入力津波の設定の諸条件の変更により、評価結果が影響を受けな

いことを確認するために、評価条件変更の都度、津波評価を実施する

こととし、保安規定に定めて管理する。

a.遡上波については、遡上への影響要因として、敷地及び敷地周辺

の地形及びその標高、河川等の存在、設備等の設置状況並びに地震

による広域的な隆起・沈降を考慮して、遡上波の回り込みを含め敷

地への遡上の可能性を評価する。遡上する場合は、基準津波の波源

から各施設 。設備の設置位置において算定される津波高さとして

設定する。また、地震による変状又は繰返し襲来する津波による洗

掘・堆積により地形又は河川流路の変化等が考えられる場合は、敷

地への遡上経路に及ぼす影響を評価する。

②
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変更後

地形又は河川流路の変化等が考えられる場合は、敷地への遡上経路

に及ぼす影響を評価する。

経路からの津波については、浸水経路を特定し、基準津波の波源か

ら各施設・設備の設置位置において算定される時亥J歴波形及び津波

高さとして設定する。

.取水路防潮ゲー トの開閉条件

基準津波による敷地周辺の遡上。浸水域の評価 (以下「津波シミ

ュレーション」という。)においては、基準津波ごとに特性を考慮

して、取水路防潮ゲー トの開閉条件を設定する。

基準津波に対して、敷地への遡上及び水位の低下による海水ポ

ンプヘの影響を防ぐため、津波防護施設として、取水路上に取水

路防潮ゲー ト、放水口側の敷地に放水口側防潮堤 (1・ 2・ 3・ 4

号機共用 (以下同じ。))及び防潮扉 (1・ 2・ 3・ 4号機共用 (以

下同じ。))、 放水路沿いの屋外排水路に屋外排水路逆流防止設備

(1・ 2・ 3・ 4号機共用 (以下同じ。))、 放水ピントに 1号及び

2号機放水ピット止水板 (1・ 2・ 3・ 4号機共用 (以下同じ。))、

1号及び 2号機中央制御室並びに中央制御室に潮位観測システム

(防護用)を設置する。

基準津波 1については、地震発生後、発電所に津波が到達する

までに取水路防潮ゲー トを閉止することができること、並びに敷

地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘの影響を防ぐた

め、発電所を含む地域に大津波警報が発表された場合、原則、循環

変更前

b。 経路からの津波については、浸水経路を特定し、基準津波の波源

から各施設・設備の設置位置において算定される時刻歴波形及び

津波高さとして設定する。
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変更後

水ポンプを停止 (プラント停止)し、取水路防潮ゲー トを閉止する

ことから、取水路防潮ゲー ト閉上を前提として津波水位を評価す

る。

基準津波 2については、地震発生後、取水路防潮ゲー トを閉止

するまでに津波が襲来することや、敷地への遡上及び水位の低下

による海水ポンプヘの影響のおそれがない津波であることから、

取水路防潮ゲー ト開を前提として津波水位を評価する。

基準津波 3及び基準津波 4については、取水路防潮ゲー トの閉

止判断基準を確認した場合に、取水路防潮ゲー トを閉止すること

を前提として津波水位を評価する。

b.評価モデル等の設定

津波シミュレーションに当たつては、遡上解析上影響を及ぼす

斜面や道路、取・放水路 (取水路及び非常用海水路等)の地形とそ

の標高及び伝播経路上の人工構造物の設置状況を考慮し、遡上域

のメンシユサイズ (最小3.125m)に合わせた形状にモデル化する。

敷地沿岸域及び海底地形は、海上保安庁等による海底地形図、海

上音波探査結果及び取水日付近の深浅測量結果を使用する。また、

取・放水路 (取水路及び非常用海水路等)の諸元、敷地標高につい

ては、発電所の竣工図を使用する。

伝播経路上の人工構造物について、図面を基に津波シミュレー

ション上影響を及ぼす構造物、津波防護施設を考慮し、遡上・伝播

経路の状態に応じた解析モデル、解析条件が適切に設定された遡

上域のモデルを作成する。

敷地周辺の遡上・浸水域の把握に当たっては、敷地前面。側面及

変更前
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変更後

び敷地周辺の津波の浸入角度及び速度並びにそれらの経時変化を

把握する。また、敷地周辺の浸水域の押し波・引き波の津波の遡上・

流下方向及びそれらの速度について留意し、敷地の地形、標高の局

所的な変化等による遡上波の敷地への回り込みを考慮する。

津波シミュレーションに当たつては、遡上及び流下経路上の地

盤並びにその周辺の地盤について、地震による液状化、流動化又は

すべり、標高変化を考慮した遡上解析を実施し、遡上波の敷地への

到達 (回 り込みによるものを含む。)の可能性について確認する。

なお、敷地の周辺斜面が、遡上波の敷地への到達に対して障壁と

なっている箇所はない。また、敷地西側に才谷川が存在するが、発

電所と才谷川は標高約 100mの 山を隔てており、敷地への遡上波に

影響することはない。

遡上波の敷地への到達の可能性に係る検討に当たつては、基準

地震動に伴う地形変化、標高変化が生じる可能性について検討し、

放水口側及び取水口側のそれぞれについて、津波水位に及ばす影

響を評価する。

放水口側の影響評価として、放水日付近は埋立層及び沖積層が

分布し、基準地震動が作用した場合には、地盤が液状化により沈下

するおそれがあることから、有効応力解析結果により沈下量を設

定し、沈下後の敷地高さを津波シミュレーションの条件として考

慮する。なお、放水日付近には遡上経路に影響を及ぼす斜面は存在

しない。

取水口側の影響評価として、取水口側の流入経路の大半は岩盤

であり取水口についても地盤改良を行っていることから、基準地

変更前
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変更後

震動が作用した場合においても沈下はほとんど生じることはな

く、取水口及び取水路周辺斜面についても、基準地震動により津波

シミュレーションに影響するすべりは生じないことを確認してい

ることから、津波シミュレーションの条件として沈下及びすべり

は考慮しない。

また、基準津波の評価における取水口側のモデルでは、取水路防

潮ゲー トの開口幅を実寸より広く設定し、取水ロケーノン重量コ

ンクリー トを考慮しない条件としているが、設備形状の影響評価

及び管路解析の影響評価においては、取水路防潮ゲー トの開口幅

を実寸で設定し、取水ロケーノン重量コンクリー トを考慮する条

件や貝付着を考慮しない条件も津波シミュレーションの条件とし

て考慮する。さらに、津波水位を保守的に評価するため、これらの

条件の組合せを考慮する。

c.水位変動及び地殻変動の考慮

遡上波及び経路からの津波の設定に当たつては、水位変動とし

て、朔望平均満潮位T.P.J B4又は朔望平均千潮位T.P.E=]mを

考慮する。上昇側の水位変動に対しては、満潮位の標準偏差0.15m

を、下降側の水位変動に対しては、千潮位の標準偏差0.17mを潮位

のばらつきとして加えて設定する。地殻変動については、基準津波

1の若狭海丘列付近断層で±Om、 基準津波 2の FO― A～ FO―

B～熊川断層で0.23mの隆起である。基準津波 3及び基準津波 4の

隠岐 トラフ海底地すべりについては考慮対象外である。一方で、

「日本海における大規模地震に関する調査検討会」の波源モデル

を踏まえて、Mansinha and Smylie(1971)の 方法により算定した敷

変更前

c.a、 bにおいては、水位変動として、朔望平均満潮位 T.P.E=lm

を考慮する。上昇側の水位変動に対 しては、満潮位の標準偏差

0.15mを潮位のばらつき 雌めとして加えて設定する。地殻変動に

ついては、基準津波 1の若狭海丘列付近断層で±Om、 基準津波 2の

FO一 A～ FO一 B～熊川断層で 0.23mの 隆起である。入力津波
については、「日本海における大規模地震に関する調査検討会」の

波源モデルを踏まえて、Mansinha et al(1971)の 方法により算定

した敷地地盤の地殻変動量は、基準津波 1の若狭海丘列付近断層

で±Om、 基準津波 2の FO― A～ FO一 B～熊川断層で 0.30mの

隆起が想定されるため、下降側の水位変動に対して安全評価を実

施する際には 0.30mの隆起を考慮する。下降側の水位変動に対す
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変更後

地地盤の地殻変動量は、基準津波 1の若狭海丘列付近断層で±Om、

基準津波 2の FO― A～ FO― B～熊川断層で0,30mの 隆起が想
定されるため、下降側の水位変動に対して安全評価を実施する際

には0.30mの隆起を考慮する。下降側の水位変動に対する安全評価

としては、対象物の高さに隆起量を加算した後で、下降側評価水位

と比較する。また、上昇側の水位変動に対して安全評価する際に

は、隆起しないものと仮定して、対象物の高さと上昇側評価水位を

直接比較する。また、遡上波及び経路からの津波が有する数値計算

上の不確かさを考慮することを基本とする。

(2)施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波

施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波は、基準津波 3及び

基準津波 4の波源特性である「崩壊規模」及び「破壊伝播速度」のパ

ラメータスタディ並びに「設備形状の影響評価」及び「管路解析の影

響評価」を踏まえて、施設影響を及ばす水位に近接する津波を複数抽

出し、それらの中で上昇側 。下降側について、第 1波の水位変動量が

最も小さい波源を入力津波として設定する。なお、パラメータスタデ

ィ及び影響評価においては、「(1)b.評価モデル等の設定」に示す
条件を考慮する。

1.1.3 津波防護対策
「1.1.2 入力津波の設定」で設定した最も水位変動が大きい

入力津波 (以下「入力津波」という。)に よる津波防護対象設備への

影響を、津波の敷地への流入の可能性の有無、漏水による重要な安全

変更前

る安全評価としては、対象物の高さに隆起量を加算した後で、下降

側評価水位と比較する。また、上昇側の水位変動に対して安全評価

する際には、隆起しないものと仮定して、対象物の高さと上昇側評

価水位を直接比較する。また、入力津波が有する数値計算上の不確

かさを考慮することを基本とする。

1.1.3 津波防護対策
「1.1.2 入力津波の設定」で設定した入力津波による津波防
護紺象設備への影響を、津波の敷地への流入の可能性の有無、漏水に

よる重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能ヘ
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変更後

機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響の有無、

津波による浴水の重要な安全機能及び重大事故等に対処するために

必要な機能への影響の有無並びに水位変動に伴 う取水性低下及び津

波の二次的な影響による重要な安全機能及び重大事故等に対処する

ために必要な機能への影響の有無の観点から評価することにより、

津波防護対策が必要となる箇所を特定して必要な津波防護対策を実

施する設計とする。

入力津波の変更等が津波防護対策に影響を与えないことを確認す

ることとし、定期的な評価及び改善に関する手順を保安規定に定め

て管理する。

a.敷地への浸水防止 (外郭防護 1)

(a)遡上波の地上部からの到達、流入の防止

遡上波による敷地周辺の遡上の状況を加味した浸水の高さ分布を

基に、津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設

備及び非常用取水設備を除く。)を内包する建屋及び区画の設置され

た敷地において、遡上波の地上部からの到達、流入の可能性の有無を

評価する。流入の可能性に対する裕度評価において、高潮ハザー ドの

再現期間 100年に対する期待値と、入力津波で考慮した朔望平均満

刷位及び潮位のばらつきの合計との差を設計上の答度とし、判断の

際に考慮する。

評価の結果、遡上波が地上部から到達し流入する可能性がある場

合は、津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設

備及び非常用取水設備を除く。)を内包する建屋又は区画並びに海水

変更前

の影響の有無、津波による冷水の重要な安全機能及び重大事故等に

対処するために必要な機能への影響の有無並びに水位変動に伴 う取

水性低下及び津波の二次的な影響による重要な安全機能及び重大事

故等に対処するために必要な機能への影響の有無の観点から評価す

ることにより、津波防護対策が必要となる箇所を特定して必要な津

波防護対策を実施する設計とする。

入力津波の変更等が津波防護対策に影響を与えないことを確認す

ることとし、定期的な評価及び改善に関する手順を保安規定に定め

て管理する。

a.敷地への浸水防止 (外郭防護 1)

(a)遡上波の地上部からの到達、流入の防止

遡上波による敷地周辺の遡上の状況を加味した浸水の高さ分布を

基に、津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設

備及び非常用取水設備を除く。)を内包する建屋及び区画の設置され

た敷地において、遡上波の地上部からの到達、流入の可能性の有無を

評価する。流入の可能性に対する裕度評価において、高潮ハザー ドの

再現期間 100年に対する期待値と、入力津波で考慮した朔望平均満

潮位及び潮位のばらつき 徳かの合計との差を設計上の裕度とし、判

断の際に考慮する。

評価の結果、遡上波が地上部から到達し流入する可能性がある場

合は、津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設

備及び非常用取水設備を除く。)を内包する建屋又は区画並びに海水
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変更後

ポンプ室 (3号機設備、3・ 4号機共用 (以下同じ。))及び燃料油貯

油そう (「重大事故等時のみ 3・ 4号機共用」、「3号機設備、重大事

故等時のみ 3・ 4号機共用」(以下同じ。))に、津波防護施設として、

遡上波の流入を防止するための取水路防潮ゲー ト、放水口側防潮堤、

防潮扉、屋外排水路逆流防止設備、 1号及び 2号機放水ピント止水

板、 1号及び 2号機中央制御室並びに中央制御室に潮位観測システ
ム (防護用)を設置するとともに、浸水防止設備として、開口部等の

浸水経路からの流入を防止するための海水ポンプ室浸水防止蓋 (3

号機設備、3・ 4号機共用 (以下同じ。))を設置する設計とする。取

水路防潮ゲー トについては、防潮壁、ゲー ト落下機構及びゲー ト扉体

等で構成し、敷地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘの影

響のおそれのある潮位に至る前に遠隔閉上を確実に実施するため、

重要安全施設 (MS-1)と して設計する。潮位観測システム (防護
用)は、潮位計 (潮位検出器、監視モニタ (データ演算機能及び警報

発信機能を有し、電源設備及びデータ伝送設備を含む。))及び衛星電

話 (津波防護用)等により構成され、取水路防潮ゲー トを閉止する判

断を行 うための設備であることから、重要安全施設として取水路防

潮ゲー ト (MS-1)と 同等の設計とする。
大津波警報が発表された場合、押し波の地上部からの到達、流入を

防止するため、原則、循環水ポンプを停止 (プラント停止)し

ゲートを 止 る イこ めて 理

変更前

ポンプ室 (3号機設備、3・ 4号機共用 (以下同じ。))及び燃料油貯

油そう (「重大事故等時のみ 3・ 4号機共用」、「3号機設備、重大事

故等時のみ 3・ 4号機共用」(以下同じ。))に、津波防護施設として、

遡上波の流入を防止するための取水路防潮ゲー ト (1・ 2・ 3・ 4号

機共用 (以下同じ。))、 放水日側防潮堤 (1・ 2・ 3・ 4号機共用 (以

下同じ。))、 防潮扉 (1・ 2・ 3・ 4号機共用 (以下同じ。))、 屋外排

水路逆流防止設備 (1・ 2・ 3・ 4号機共用 (以下同じ。))並がω l

号及び 2号機放水ピット止水板 (1。 2・ 3・ 4号機共用 (以下同

じ。))を設置するとともに、浸水防止設備として、開口部等の浸水経

路からの流入を防止するための海水ポンプ室浸水防止蓋 (3号機設

備、3・ 4号機共用 (以下同じ。))を設置する設計とする。取水路防

潮ゲー トについては、防潮壁、ゲー ト落下機構及びゲー ト扉体等で構

成し、敷地への遡上のおそれのある津波襲来前に遠隔閉止を確実に

実施するため、重要安全施設 (MS-1)と して設計する。また、取
水路防潮ゲー トについては、取水路防潮ゲー トの閉止運用を保安規

定に定めて管理する①

②
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変更後

(b)取水路、放水路等の経路からの津波の流入防止

取水路又は放水路等の経路のうち、津波の流入の可能性のある経

路につながる海水系、循環水系、それ以外の屋外排水路、配管の標高

に基づく津波許容高さと経路からの津波高さを比較することによ

り、津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備

及び非常用取水設備を除く。)を内包する建屋及び区画並びに海水ポ

ンプ室及び燃料油貯油そうへの、津波の流入の可能性の有無を評価

する。流入の可能性に対する裕度評価において、高潮ハザー ドの再現

期間 100年に対する期待値と、入力津波で考慮した朔望平均満潮位

及び潮位のばらつきの合計との差を設計上の裕度とし、判断の際に

考慮する。

評価の結果、流入する可能性のある経路がある場合は、津波防護対

象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及び非常用取水

設備を除く。)を内包する建屋又は区画並びに海水ポンプ室及び燃料

油貯油そうに、津波防護施設として、経路からの津波の流入を防止す

るための取水路防潮ゲー ト、放水日側防潮堤、防潮扉、屋外排水路逆

流防止設備、 1号及び 2号機放水ピット止水板並びに潮位観測シス

テム (防護用)を設置するとともに、浸水防止設備として、開回部等

の浸水経路からの流入を防止するための海水ポンプ室浸水防止蓋を

設置する設計とする。

大津波警報が発表された場合、経路からの津波の流入を防止する

ため、原則、循環水ポンプを停止 (プラント停止)し、取水路防潮ゲ

― 卜を開止する運用を保安規定に定めて管理する。

変更前

(b)取水路、放水路等の経路からの津波の流入防止

取水路又は放水路等の経路のうち、津波の流入の可能性のある経

路につながる海水系、循環水系、それ以外の屋外排水路、配管の標高

に基づく津波許容高さと経路からの津波高さを比較することによ

り、津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備

及び非常用取水設備を除く。)を内包する建屋及び区画並びに海水ポ

ンプ室及び燃料油貯油そうへの、津波の流入の可能性の有無を評価

する。流入の可能性に対する裕度評価において、高潮ハザー ドの再現

期間 100年に対する期待値と、入力津波で考慮した朔望平均満潮位

及び潮位のばらつき 破めの合計との差を設計上の裕度とし、判断の

際に考慮する。

評価の結果、流入する可能性のある経路がある場合は、津波防護対

象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及び非常用取水

設備を除く。)を内包する建屋又は区画並びに海水ポンプ室及び燃料

油貯油そうに、津波防護施設として、経路からの津波の流入を防止す

るための取水路防潮ゲー ト、放水口側防潮堤、防潮扉、屋外排水路逆

流防止設備並びに 1号及び 2号機放水ピット止水板を設置するとと

もに、浸水防止設備として、開口部等の浸水経路からの流入を防止す

るための海水ポンプ室浸水防止蓋を設置する設計とする。また、取水

路防潮ゲー トについては、経路からの津波の流入を防止するため、取

水路防潮ゲー トの閉止運用を保安規定に定めて管理する。
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変更後

ゲー トの閉止判断基準を確認 した場合、経路からの津波の流入を防

止するため、循環水ポンプを停止 (プラント停止)し、取水路防潮ゲ

ー トを閉止する運用を保安規定に定めて管理する。

(a)、 (b)において、外郭防護として設置する津波防護施設及び

浸水防止設備については、各地点の入力津波に対し、設計上の裕度を

考慮する。

b.漏水による重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必
要な機能への影響防止 (外郭防護 2)

(a)漏水対策

経路からの津波が流入する可能性のある取水・放水設備の構造上

の特徴を考慮し、取水・放水施設及び地下部等において、津波による

漏水が継続することによる浸水範囲を想定 (以下「浸水想定範囲」と

いう。)するとともに、当該範囲の境界における浸水の可能性のある

経路及び浸水口 (扉、開口部、貢通口等)について、浸水防止設備を

設置することにより、浸水範囲を限定する設計とする。さらに、浸水

想定範囲及びその周辺にある津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水

防止設備、津波監視設備及び非常用取水設備を除く。)に対しては、

浸水防止設備として、防水区画化するための設備を設置するととも

に、防水区画内への浸水による重要な安全機能及び重大事故等に対

処するために必要な機能への影響の有無を評価する。

評価の結果、浸水想定範囲における長期間の冠水が想定される場

合は、重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能

への影響がないよう、排水設備を設置する設計とする。

変更前

(a)、 (b)において、外郭防護として設置する津波防護施設及び

浸水防止設備については、各地点の入力津波に対し、設計上の裕度を

考慮する。

②

b.漏水による重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必
要な機能への影響防止 (外郭防護 2)

(a)漏水対策

経路からの津波が流入する可能性のある取水・放水設備の構造上

の特徴を考慮し、取水 。放水施設及び地下部等において、津波による

漏水が継続することによる浸水範囲を想定 (以下「浸水想定範囲」と

いう。)するとともに、当該範囲の境界における浸水の可能性のある

経路及び浸水口 (扉、開口部、貫通口等)について、浸水防止設備を

設置することにより、浸水範囲を限定する設計とする。さらに、浸水

想定範囲及びその周辺にある津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水

防止設備、津波監視設備及び非常用取水設備を除く。)に対しては、

浸水防止設備として、防水区画化するための設備を設置するととも

に、防水区画内への浸水による重要な安全機能及び重大事故等に対

処するために必要な機能への影響の有無を評価する。

評価の結果、浸水想定範囲における長期間の冠水が想定される場

合は、重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能

への影響がないよう、排水設備を設置する設計とする。
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変更後

c.津波による冷水の重要な安全機能及び重大事故等に対処するた
めに必要な機能への影響防止 (内郭防護 )

(a)浸水防護重点化範囲の設定

津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及

び非常用取水設備を除く。)を内包する建屋及び区画を浸水防護重点

化範囲として設定する。

(b)浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策

経路からの津波による冷水を考慮 した浸水範囲及び浸水量を基

に、浸水防護重点化範囲への浸水の可能性の有無を評価する。浸水範

囲及び浸水量については、地震による冷水の影響も含めて確認する。

地震による冷水のうち、津波による影響を受けない範囲の評価につ

いては、「2.発電用原子炉施設内における冷水等による損傷の防止」

に示す。

評価の結果、浸水防護重点化範囲への浸水の可能性のある経路、浸

水口がある場合には、津波の流入を防止するための津波防護施設、浸

水防止設備の設置を実施する設計とする。

内郭防護として、津波防護施設又は浸水防止設備による対策の範

囲は、浸水評価結果に設計上の裕度を考慮する。

d.水位変動に伴 う取水性低下及び津波の二次的な影響による重要
な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響

変更前

c.津波による冷水の重要な安全機能及び重大事故等に対処するた
めに必要な機能への影響防止 (内郭防護 )

(a)浸水防護重点化範囲の設定

津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及

び非常用取水設備を除く。)を内包する建屋及び区画を浸水防護重点

化範囲として設定する。

(b)浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策

経路からの津波による総水を考慮 した浸水範囲及び浸水量を基

に、浸水防護重点化範囲への浸水の可能性の有無を評価する。浸水範

囲及び浸水量については、地震による浴水の影響も含めて確認する。

地震による冷水のうち、津波による影響を受けない範囲の評価につ

いては、「2.発電用原子炉施設内における冷水等による損傷の防止」

に示す。

評価の結果、浸水防護重ザ点化範囲への浸水の可能性のある経路、浸

水口がある場合には、津波の流入を防止するための津波防護施設、浸

水防止設備の設置を実施する設計とする。

内郭防護として、津波防護施設又は浸水防止設備による対策の範

囲は、浸水評価結果に設計上の裕度を考慮する。

d.水位変動に伴 う取水性低下及び津波の二次的な影響による重要
な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響
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変更後

防止

(a)海水ポンプ等の取水性

海水ポンプについては、海水ポンプ室前の入力津波の下降側水位

が、海水ポンプの設計取水可能水位を上回ることにより、取水機能が

保持できる設計とする。そのため、津波防護施設として、取水路防潮

ゲー ト及び潮位観沢1システム (防護用)を設置する設計とする。

循環水ポンプ室及び海水ポンプ室は水路によって連絡されている

ため、発電所を含む地域に大津波警報が発表された場合、引き波時に

おける海水ポンプの取水量を確保するため、原則、循環水ポンプを停

止 (プラント停止)し、取水路防潮ゲー トを開止

また、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を確認し

た場合、引き波時における海水ポンプの取水量を確保するため、循環

水ポンプを停止 (プラント停止)し、取水路防潮ゲー トを開止する運

用を保安規定に定めて管理する。

る運用を

に定めて管理する

海水ポンプについては、津波による海水ポンプ室前の上昇側の水

位変動に対しても、取水機能が保持できる設計とする。

地震加速度高により原子炉が トリップし、かつ津波警報等が発表

された場合には、引き波時における海水ポンプの取水量を確保する

ため、原則、循環水ポンプを停止する運用を保安規定に定めて管理す

る。

大容量ポンプ(3号機設備、 3・ 4号機共用 (以下同じ。))及び送

水車についても、入力津波の水位に対して取水性を確保できるもの

を用いる設計とする。

変更前

防止

(a)海水ポンプ等の取水性

海水ポンプについては、海水ポンプ室前の入力津波の下降側水位

が、海水ポンプの設計取水可能水位を上回ることにより、取水機能が

保持できる設計とする。

なお、循環水ポンプ室及び海水ポンプ室は水路によって連絡され

ているため、発電所を含む地域に大津波警報が発令された場合、引波

時における海水ポンプの取水量を確保するため、原則、循環水ポンプ

を停止 (プラント停止)する運用を保安規定に定めて管理する。

海水ポンプについては、津波による海水ポンプ室前の上昇側の水

位変動に対しても、取水機能が保持できる設計とする。

大容量ポンプ (3号機設備、 3・ 4号機共用 (以下同じ。))及び送

水車についても、入力津波の水位に対して取水性を確保できるもの

を用いる設計とする。

②
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変更後

(b)津波の二次的な影響による海水ポンプ等の機能保持確認
基準津波による水位変動に伴 う砂の移動・堆積に対して、海水取水

トンネル (3号機設備、3・ 4号機共用 (以下同じ。))及び海水ポン

プ室が閉塞することなく海水取水 トンネル及び海水ポンプ室の通水

性が確保できる設計とする。

また、海水ポンプ取水時に浮遊砂が軸受に混入した場合にも、海水

ポンプの軸受部の異物逃がし溝から排出することで、海水ポンプが

機能保持できる設計とする。大容量ポンプ及び送水車は、浮遊砂の混

入に対して取水機能が保持できるものを用いる設計とする。

漂流物に対しては、発電所構内及び構外で漂流物となる可能性の

ある施設・設備を抽出し、抽出された漂流物となる可能性のある施

設。設備が漂流した場合に、海水ポンプヘの衝突及び取水日の閉塞が

生 じることがなく、海水ポンプの取水性確保並びに

ル及び海水ポンプ室の通水性が確保できる設計とする。また、漂流物

せ の運用い ついて

を保安規定に定めて管理する。

④のうち、車両、輸送船退避
e.津波監視

津波監視設備として、敷地への津波の繰返しの襲来を察知し、津波

防護施設及び浸水防止設備の機能を確実に確保するため、津波監視

カメラ (3号機設備、 1・ 2・ 3・ 4号機共用、3号機に設置 (計測

制御系統施設の設備で兼用)(以下同じ。))及び潮位計 (3号機設備、

3・ 4号機共用、 3号機に設置 (以下同じ。))を設置する。

変更前

(b)津波の二次的な影響による海水ポンプ等の機能保持確認
基準津波による水位変動に伴 う砂の移動・堆積に対して、海水取水

トンネル (3号機設備、3・ 4号機共用 (以下同じ。))及び海水ポン

プ室が閉塞することなく海水取水 トンネル及び海水ポンプ室の通水

性が確保できる設計とする。

また、海水ポンプ取水時に浮遊砂が軸受に混入した場合にも、海水

ポンプの軸受部の異物逃がし溝から排出することで、海水ポンプが

機能保持できる設計とする。大容量ポンプ及び送水車は、浮遊砂の混

入に対して取水機能が保持できるものを用いる設計とする。

漂流物に対しては、発電所構内及び構外で漂流物となる可能性の

ある施設・設備を抽出し、抽出された漂流物となる可能性のある施

設・設備が漂流した場合に、海水ポンプヘの衝突及び取水日の閉塞が

生じることがなく、海水ポンプの取水性確保並びに海水取水 トンネ

ル及び海水ポンプ室の通水性が確保できる設計とする。

e.津波監視

津波監視設備として、敷地への津波の繰返しの襲来を察知し、津波

防護施設及び浸水防止設備の機能を確実に確保するため、津波監視

カメラ (3号機設備、 1・ 2・ 3・ 4号機共用、3号機に設置 (計測

制御系統施設の設備で兼用)(以下同じ。))及び潮位計 (3号機設備、

3・ 4号機共用、 3号機に設置 (以下同じ。))を設置する。
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変更後

f.津波影響軽減

津波影響軽減施設として、発電所周辺を波源とした津波の波力を

軽減させるため、取水ロカーテンウォール (1・ 2・ 3・ 4号機共用、

3号機に設置 (以下同じ。))を設置する。

1.1.4 津波防護対策に必要な浸水防護施設の設計
a.設計方針

津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及び津波影響軽減施設

については、入力津波に対して、津波防護対象設備の要求される機能

を損なうおそれがないよう以下の機能を満足する設計とする。

(a)津波防護施設

津波防護施設は、津波の流入による浸水及び漏水を防止する設計

とする。

津波防護施設のうち取水路に設置する取水路防潮ゲー ト及び放水

路側に設置する放水口側防潮堤並びに防潮扉については、入力津波

高さを上回る高さで設置し、止水性を維持する設計とする。放水口

側防潮堤のうち杭基礎形式部は、液状化対策による地盤改良を行つ

た地盤に設置する。また、津波防護施設のうち屋外りに水路逆流防止

設備並びに 1号及び 2号機放水ピット止水板については、入力津波

による波圧等に対する耐性を評価し、津波の流入を防止する設計と

する。

変更前

f.津波影響軽減

津波影響軽減施設として、発電所周辺を波源とした津波の波力を

軽減させるため、取水ロカーテンウォール (1・ 2・ 3・ 4号機共用、

3号機に設置 (以下同じ。))を設置する。

1.1,4 津波防護対策に必要な浸水防護施設の設計
a.設計方針

津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及び津波影響軽減施設

については、「1.1.2 入力津波の設定」で設定している繰返し
の襲来を想定した入力津波に対して、津波防護対象設備の要求され

る機能を損なうおそれがないよう以下の機能を満足する設計とす

る。

(a)津波防護施設

津波防護施設は、津波の流入による浸水及び漏水を防止する設計

とする。

津波防護施設のうち取水路に設置する取水路防潮ゲー ト及び放水

路側に設置する放水口側防潮堤並びに防潮扉については、入力津波

高さを上回る高さで設置し、止水性を維持する設計とする。放水口

側防潮堤のうち杭基礎形式部は、液状化対策による地盤改良を行っ

た地盤に設置する。また、津波防護施設のうち屋外排水路逆流防止

設備並びに 1号及び 2号機放水ピット止水板については、入力津波

による波圧等に対する耐性を評価し、津波の流入を防止する設計と

する。
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変更後

主要な構造体の境界部には、想定される荷重の作用を考慮し、試

験等にて止水性を確認した止水ジョイント等で止水処置を講じる設

計とする。

津波防護施設のうち、潮位観測システム (防護用)は、敷地への遡

上及び水位の低下による海水ポンプヘの影響のおそれがある津波が

襲来した場合に、その影響を防止する重要安全施設である取水路防

潮ゲー トを閉止するために設置する。潮位観測システム (防護用)の

うち、潮位計は、1号及び 2号機中央制御室並びに中央制御室におい

て、「観測潮位が 10分以内に 0.5m以上下降、又は上昇した時点」で

警報発信 し、その後、「観測潮位が最低潮位から 10分以内に 0.5m以

上上昇、又は最高潮位から 10分以内に O.5m以上下降した時点」で

警報発信する設計とする。 1号及び 2号機当直課長と3号及び 4号

機当直課長は、 1号及び 2号機中央制御室並びに中央制御室におい

て潮位観測システム (防護用)の うち、衛星電話 (津波防護用)を用

いて連携することにより、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を確認

できる設計とする。

潮位観測システム (防護用)の うち衛星電話 (津波防護用)が竜巻

等により損傷した場合は、予備品による機能回復を図る設計とする。

(b)浸水防止設備

浸水防止設備は、浸水想定範囲等における浸水時及び冠水後の波

圧等に対する耐性を評価し、津波の流入による浸水及び漏水を防止

する設計とする。また、津波防護対象設備を内包する建物及び区画に

浸水時及び冠水後に津波が浸水することを防止するため、当該区画

変更前

主要な構造体の境界部には、想定される荷重の作用を考慮し、試

験等にて止水性を確認した止水ジョイント等で止水処置を講じる設

計とする。

①

(b)浸水防止設備

浸水防止設備は、浸水想定範囲等における浸水時及び冠水後の波

圧等に対する耐性を評価し、津波の流入による浸水及び漏水を防止

する設計とする。また、津波防護対象設備を内包する建物及び区画に

浸水時及び冠水後に津波が浸水することを防止するため、当該区画

Ｆ
Ｉ
Ｉ
Ｌ
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変更後

への流入経路となる開日部に設置するとともに、想定される浸水高

さに余裕を考慮した高さまでの施工により止水性を維持する。

海水ポンプエリアの浸水防止設備については、海水ポンプエリア

床面 T,P.+1.55mの 開口部に設置する設計とする。浸水防止設備は、

試験等により閉上部等の上水性を確認 した設備を設置する設計とす

る。

(c)津波監視設備

津波監視設備は、津波の襲来状況を監視できる設計とする。また、

波力、漂流物の影響を受けにくい位置に設置する。

津波監視設備のうち津波監視カメラは、1号機、2号機、3号機及

び 4号機の非常用所内電源設備から給電するとともに映像信号を中

央制御室へ伝送し、中央制御室にて周囲の状況を昼夜にわたり監視

できるよう、暗視機能を有する設計とする。

津波監視設備のうち潮位計は、経路からの津波に対し海水ポンプ

室の上昇側及び下降側の水位変動のうち T,P.約酌
から T.P.約

凹
を測定可能とし、非接触式の水位検出器により計測できる設

計とする。また、潮位計は 3号機及び 4号機の非常用所内電源設備か

ら給電し、中央制御室から監視可能な設計とする。

(d)津波影響軽減施設

津波影響軽減施設は、津波防護施設及び浸水防止設備への津波に

よる影響を軽減する機能を保持する設計とする。また、地震後におい

て、津波による影響を軽減する機能が保持できる設計とする。

変更前

への流入経路となる開口部に設置するとともに、想定される浸水高

さに余裕を考慮した高さまでの施正により上水性を維持する。

海水ポンプエリアの浸水防止設備については、海水ポンプエリア

床面 T.P,+1.55mの 開口部に設置する設計とする。浸水防止設備は、

試験等により閉上部等の上水性を確認した設備を設置する設計とす

る。

(c)津波監視設備

津波監視設備は、津波の襲来状況を監視できる設計とする。また、

波力、漂流物の影響を受けにくい位置に設置する。

津波監視設備のうち津波監視カメラは、1号機、2号機、3号機及

び 4号機の非常用所内電源設備から給電するとともに映像信号を中

央制御室へ伝送し、中央制御室にて周囲の状況を昼夜にわたり監視

できるよう、暗視機能を有する設計とする。

津波監視設備のうち潮位計は、経路からの津波に対し海水ポンプ

計
辮 雛 宅:矯 融猛純 斌ど撃 剛 粂 とを蟹

計とする。また、潮位計は 3号機及び 4号機の非常用所内電源設備か

ら給電し、中央制御室から監視可能な設計とする。

(d)津波影響軽減施設

津波影響軽減施設は、津波防護施設及び浸水防止設備への津波に

よる影響を軽減する機能を保持する設計とする。また、地震後におい

て、津波による影響を軽減する機能が保持できる設計とする。
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変更後

津波影響軽減施設のうち取水ロカーテンウォールは、取水ロケー

ジンに設置する設計とする。

b.荷重の組合せ及び許容限界

津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及び津波影響軽減施設

の設計に当たっては、津波による荷重及び津波以外の荷重を適切に

設定し、それらの組合せを考慮する。また、想定される荷重に対する

部材の健全性や構造安定性について適切な許容限界を設定する。

(a)荷重の組合せ

津波と組み合わせる荷重については、原子炉冷去日系統施設の基本

設計方針「第 1章 共通項目」のうち「2.3 外部からの衝撃によ
る損傷の防止」で設定している風、積雪の荷重及び余震として考えら

れる地震 (Sd)に加え、漂流物による荷重を考慮する。津波による荷

重の設定に当たつては、各施設・設備の機能損傷モー ドに対応した荷

重の算定過程に介在する不確かさを考慮し、余裕の程度を検討した

上で安全側の設定を行 う。

津波影響軽減施設の設計においては、基準地震動による地震力を

考慮し、適切に組み合わせる。

(b)許容限界

津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備の許容限界は、地震

後、津波後の再使用性や、津波の繰返し作用を想定し、施設・設備を

構成する材料がおおむね弾性状態に留まることを基本とする。

変更前

津波影響軽減施設のうち取水ロカーテンウォールは、取水ロケー

ジンに設置する設計とする。

b.荷重の組合せ及び許容限界
津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及び津波影響軽減施設

の設計に当たつては、津波による荷重及び津波以外の荷重を適切に

設定し、それらの組合せを考慮する。また、想定される荷重に対する

部材の健全性や構造安定性について適切な許容限界を設定する。

(a)荷重の組合せ

津波と組み合わせる荷重については、原子炉冷却系統施設の基本

設計方針「第 1章 共通項目」のうち「2.3 外部からの衝撃によ
る損傷の防止」で設定している風、積雪の荷重及び余震として考えら

れる地震 (Sd)に加え、漂流物による荷重を考慮する。津波による荷

重の設定に当たつては、各施設・設備の機能損傷モー ドに対応した荷

重の算定過程に介在する不確かさを考慮し、余裕の程度を検討した

上で安全側の設定を行 う。

津波影響軽減施設の設計においては、基準地震動による地震力を

考慮し、適切に組み合わせる。

(b)許容限界

津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備の許容限界は、地震

後、津波後の再使用性や、津波の繰返し作用を想定し、施設・設備を

構成する材料がおおむね弾性状態に留まることを基本とする。
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変更後

津波影響軽減施設の許容限界は、津波の繰返し作用を想定し、施設

が機能を喪失する変形に至らないこと及び終局状態に至らないこと

を確認する。

1.1.5 計装誤差を考慮した取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の
妥当性確認

取水路防潮ゲー トの閉止判断基準で、施設に対して影響を及ぼす

津波を見逃さないことを確認するために、「1.1.2 入力津波の設
定」で設定した「施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波」の第

1波の水位変動量を取水路防潮ゲー トの閉止判断基準で検知できる

ことを確認する。確認に当たっては、詳細設計で評価する計装誤差を

考慮する。

1.1.6 設備の共用
浸水防護施設のうち津波防護に関する施設の一部は、号機の区分

けなく一体となった津波防護対策及び監視を実施することで、共用

により発電用原子炉施設の安全性を損なわない設計とする。

また、重要安全施設に該当する取水路防潮ゲー トについては、共用

している取水路に対して設置することにより、 1号機から4号機の

いずれの津波から防護する設備も、基準津波に対して安全機能を損

なうおそれがなく安全性の向上が図れるため、 1号機から4号機で

共用する設計とする。

重要安全施設に該当する潮位観測システム (防護用)は、観測場

所を 1号機海水ポンプ室、 2号機海水ポンプ室及び海水ポンプ室に

変更前

津波影響軽減施設の許容限界は、津波の繰返し作用を想定し、施設

が機能を喪失する変形に至らないこと及び終局状態に至らないこと

を確認する。

1.1.5 設備の共用
浸水防護施設のうち津波防護に関する施設の一部は、号機の区分

けなく一体となった津波防護対策及び監視を実施することで、共用

により発電用原子炉施設の安全J性を損なわない設計とする。

また、重要安全施設に該当する取水路防潮ゲー トについては、共用

している取水路に対して設置することにより、 1号機から4号機の
いずれの津波から防護する設備も、基準津波に対して安全機能を損

なうおそれがなく安全性の向上が図れるため、 1号機から4号機で

共用する設計とする。
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「資料 2-1-1-1耐 震設計上重要な設備を設置する施設に対する
自然現象等への配慮に関する基本方針」の記載方針 (抜粋 )

。生物 学 的 事 象

・森 林 火 災

・ 高潮

・ 地 滑 り

3.1,1 自然現象に対する具体的な設計上の配慮

(1)津波

防護対象施設は、基準津波に対 して、安全機能または重大事故に対処するために

必要な機能が損なわれるおそれがないよう、津波の敷地への流入防止、漏水による

安全機能への影響防止、津波防護の多重化及び水位低下による安全機能への影響防

止を考慮 した津波防護対策を講 じる。

このため、遡上波を地上部から到達及び流入 させない設計とするため、外郭防護

として取水路に取水路防潮ゲー ト、1号及び 2号機放水口側に放水口側防潮堤及び

防潮扉、1号及び 2号機中央制御室並びに中央制御室に潮位観測シス>ム (防護用 )

を設置する。

また、取水路、放水路及び屋外排水路の経路から流入させない設計とするため、

外郭防護として 1号及び 2号機放水路に屋外排水路逆流防止設備並びに 1号及び

2号機放水ピットに 1号及び 2号機放水ピット止水板、海水ポンプ室に海水ポンプ

室浸水防止蓋を設置する。

津波が発生 した場合に、その影響を俯 H敢的に把握するため、津波監視設備 として、

3号機原子炉格納施設及び原子炉補助建屋に津波監視カメラ、海水ポンプ室に潮位

計を設置する。

さらに、津波影響軽減施設 として、発電所周辺を波源 とした津波の波力を軽減す

るために取水ロカーテンウォールを設置する。

詳細については、資料 2-1-2「 津波への配慮に関する説明書」にて示す。

(2)風 (台風 )

風 (台風)については、平成 27年 10月 9日 付け原規規発第1510091号にて認

可された工事計画の資料 2-1-1「 耐震設計上重要な設備を設置する施設に対す

る自然現象等への配慮に関する基本方針Jの 3.1(2)項のとおりとする。

(3)竜巻

防護対象施設は、設置 (変更)許可を受けた最大風速100m/sの 竜巻が発生した場

合においても、竜巻による風圧力による荷重、気圧差による荷重及び飛来物の衝突
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①

荷重を組み合わせた荷重等に対して安全機能を損なわないために、飛来物の発生

防止対策及び竜巻防護対策を行 う。

詳細については、平成 27年 10月 9日 付け原規規発第1510091号にて認可され

た工事計画の資料 2-3「竜巻への配慮に関する説明書」のとお りとする。

なお、潮位観測シス冴ム (防護用)が竜巻等により損傷した場合は、予備品によ

り、機能回復の応急処置を行 う設計とする。また、応急処置が困難 と判断された場

合にはプラン トを停止する手順等を整備 し、的確に実施する。

(4)凍結

凍結については、平成 27年 10月 9日 付け原規規発第1510091号にて認可され

た工事計画の資料 2-1-1「 耐震設計上重要な設備を設置する施設に対する自然

現象等への配慮に関する基本方針」の3,1(4)項 のとお りとする。

(5)降水

降水については、平成 27年 10月 9日 付け原規規発第 1510091号にて認可され

た工事計画の資料 2-1-1「 耐震設計上重要な設備を設置する施設に対する自然

現象等への配慮に関する基本方針」の3.1(5)項のとお りとする。

(6)積雪

積雪については、平成 27年 10月 9日 付け原規規発第1510091号にて認可され

た工事計画の資料 2-1-1「 耐震設計上重要な設備を設置する施設に対する自然

現象等への配慮に関する基本方針」の3.1(6)項 のとお りとする。

(7)落雷

落雷については、平成 27年 10月 9日 付け原規規発第 1510091号にて認可され

た工事計画の資料 2-1-1「 耐震設計上重要な設備を設置する施設に対する自然

現象等への配慮に関する基本方針」の3.1(7)項 のとお りとする。

(8)火 山

火山については、平成 27年 10月 9日 付け原規規発第 1510091号にて認可され

た工事計画の資料 2-1-1「 耐震設計上重要な設備を設置する施設に対する自然

現象等への配慮に関する基本方針」の3.1(8)項 のとおりとする。

(9)生物学的事象
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「資料 2-1-2-1耐 津波設計の基本方針」の記載方針 (抜粋 )

「施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波Jについては、その入力津波の第 1波

の水位変動量を取水路防潮ゲー トの閉止判断基準で検知できることを確認する。確認に

当たっては、詳細設計で評価する計装誤差を考慮する。

資料 2-1-1-1「 耐震設計上重要な設備を設置する施設に対する自然現象等への

配慮に関する基本方針」の「3.1,1(11)高潮」を踏まえ、津波と同様な潮位の変動事象

である高潮の影響について確認する。確認結果については、資料 2-1-2-3「 入力

津波の設定」に示す。

2.1.1 津波防護対象設備

津波防護対象設備については、平成 27年 10月 9日 付け原規規発第1510091号に

て認可された工事計画の資料 2-2-1「 耐津波設計の基本方針」から変更はない。

2.1.2 取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の設定及び閉止手順

基準津波 8及び基準津波 4については、以下の若狭湾の津波伝播における増幅の

傾向を踏まえ、潮位観測システム (防護用)(「 1・ 2・ 3・ 4号機共用、 1号機

に設置J、 「1・ 2・ 3・ 4号機共用、 3号機に設置」 (以下同じ。))で観測さ

れた津波の第 1波の水位変動量により津波襲来を確認 した場合に、循環水ポンプを

停止 (プラント停止)し、取水路防潮ゲー トを閉止することにより第 2波以降の浸

入を防止することで、 「遡上波の地上部からの到達、流入及び取水路、放水路等の

経路からの流入J(以下 「敷地への遡上」という。)並びに水位の低下による海水

ポンプヘの影響を防止する。

【若狭湾の津波伝播における増幅の傾向】

・ 取水路から海水ポンプ室に至る経路において津波の第 1波より第 2波以降の水

位変動量が大きくなる。

・ 第 1波は、押し波が敷地へ遡上せず、引き波による水位の低下に対しても海水

ポンプが機能保持できる。

・ 第 2波以降は、押し波が敷地に遡上するおそれがあり、引き波による水位の低

下に対しても海水ポンプが機能保持できないおそれがある。

基準津波 3及び基準津波 4に対する取水路防潮ゲー トの開止判断基準は、基準津

波 3及び基準津波 4の波源に関する「崩壊規模J及び 「破壊伝播速度J並びに若狭

湾における津波の伝播特性のパラメータスタディの結果を踏まえ、敷地への遡上及

び水位の低下による海水ポンプヘの影響のおそれがある津波を網羅的に確認したう

えで、潮位のゆらぎ等を考慮して設定する。なお、設定に当たっては、平常時及び

台風時の潮位変動の影響を受けないことも確認する。
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具体的には、 「潮位観狽1システム (防護用)の うち、2台の潮位計の観測潮位がい

ずれも10分以内に0.5m(.Ll)以 上下降し、その後、最低潮位から10分以内に0.5m(II

l)以 上上昇すること、又は10分以内に0.5m(.±
1)以上上昇 し、その後、最高潮位か

ら10分以内に0,5m('11)以上下降すること。」とする。

②

⑥、④のうち、ゲート保守作業の中断

2.2 入力津波の設定

入力津波については、「最も水位変動が大きい入力津波」及び 「施設に影響を及ばす

水位に近接する入力津波Jをそれぞれ設定する。

(1)最も水位変動が大きい入力津波

最も水位変動が大きい入力津波は、各施設 。設備の設計又は評価を行うため、最

も水位変動が大きい津波を遡上波の地上部からの到達、流入に伴う入力津波 (以下

「遡上波」という。)と 取水路・放水路等の経路からの流入に伴 う入力津波 (以下

「経路からの津波」という。)を設定する。

設定方針を以下に示す。

基準津波については、資料 2-1-2-2「 基準津波の概要」に示す。入力津波

の設定方法及び結果に関しては、資料 2-1-2-3「 入力津波の設定」に示す。

入力津波の設定の諸条件の変更により、 「2.3 入力津波による津波防護対象設備ヘ

の影響評価」にて実施する評価結果が影響を受けないことを確認するために、評価

条件変更の都度、津波評価を実施することとし、保安規定に定めて管理する。

遡上波については、遡上への影響要因として、敷地及び敷地周辺の地形及びその

標高、河)|1等の存在、設備等の設置状況並びに地震による広域的な隆起 。沈降を考

慮して、泌上波の回り込みを含め敷地への遡上の可能性を評価する。遡上する場合

は、基準津波の波源から各施設・設備の設置位置において算定される津波高さとし

ステム (防護用)の うち衛星電話 (津波防護用)を用いた連携により確認 (以下、

この条件成立の確認を「取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を確認Jと いう。)し た

場合、循環水ポンプを停止 (プラント停止)後、取水路防潮ゲー トを閉止する手順

を整備する。

こ の ン1 の2 3 4

なお、取水路防潮ゲー トの保全計画による保守作業時に、発電所構外において津

波と想定される潮位の変動を観狽1した場合、保守作業を中断し、作業前の状態に復

旧することで発電所の安全性に影響を及ぼさない設計としている。

入力津波の設定の諸条件の変更により、評価結果が影響を受けないことを確認する

めに、評価条件変更の都度、津波評価を実施する運用とする。
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(1)

②

③、④、③

a

対策が必要となる箇所を特定し、必要な津波防護対策を実施する設計とする。

具体的な影響評価の内容及び結果については、資料 2-1-2-4「 入力津波によ

る津波防護対象設備への影響評価」に示す。

また、入力津波の変更等が津波防護対策に影響を与えないことを確認することとし、

保安規定に定期的な評価及び改善に関する手順を定めて管理する。

敷地への浸水防止 (外郭防護 1)

.遡 上波の地上部からの到達、流入の防止

遡上波による敷地周辺の遡上の状況を加味した浸水の高さ分布を基に、津波防護

対象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及び非常用取水設備を除

く。)を 内包する建屋及び区画の設置された敷地において、遡上波の地上部からの

到達、流入の可能性の有無を評価する。流入の可能性に対する裕度評価において、

高潮ハザー ドの再現期間100年に対する期待値と、入力津波で考慮した朔望平均満

潮位及び潮位のばらつきの合計との差を設計上の裕度とし、判断の際に考慮する。

評価の結果、遡上波が地上部から到達し流入する可能性がある場合は、津波防護

対象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及び非常用取水設備を除

く。)を内包する建屋又は区画に、遡上波の流入を防止するための津波防護施設を

設置するとともに、開日部等の浸水経路からの流入を防止するための浸水防止設備

を設置する設計とする。

大津波警報が発表された場合、遡上波の地上部からの到達、流入を防止するため、

原則、循環水ポンプを停止 (プラント停止)し、取水路防潮ゲー トを閉止する運用

b.取水路、放水路等の経路からの津波の流入防止

取水路又は放水路等の経路のうち、津波の流入の可能性のある経路につながる海

水系、循環水系、それ以外の屋外り

'水

路又は配管の開日部等の標高に基づく許容津

波高さと経路からの津波高さを比較することにより、津波防護対象設備 (津波防護

施設、浸水防止設備、津波監視設備及び非常用取水設備を除く。)を内包する建屋

及び区画への、津波の流入の可能性の有無を評価する。流入の可能性に対する裕度

評価において、高潮ハザー ドの再現期間100年に対する期待値と、入力津波で考慮

した朔望平均満潮位及び潮位のばらつきの合計との差を設計上の裕度とし、判断の

また、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を確認した

場合、遡上波の地上部からの到達、流入を防止するため、循環水ポンプを停止 (プ

ラント停止)し、取水路防潮ゲー トを閉止する運用を保安規定に定めて管理する。

路防潮ゲー ト落下機構の点検等の津波襲来に備える設計とし、運用を保安規定に定

― ト 止 のらに、発 の ヤヽ 、
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際に考慮する。

評価の結果、流入する可能性のある経路がある場合は、津波防護対象設備 (津波

防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及び非常用取水設備を除く。)を内包する

建屋及び区画に、経路からの津波の流入を防止するための津波防護施設を設置する

とともに、開口部等の浸水経路からの流入を防止するための浸水防止設備を設置す

る設計とする。

大津波警報が発表された場合、経路からの津波の流入を防止するため、原則、循

環水ポンプを停止 (プラント停止)し、取水路防潮ゲー トを閉止する運用を保安規

定に定めて管理する

②

③、

(2)漏水による重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響防

止 (外郭防護2)

漏水による重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響

防止 (外郭防護2)については、平成 27年 10月 9日 付け原規規発第1510091号にて

認可された工事計画の資料 2-2-1「 耐津波設計の基本方針」の「(2)漏水によ

る重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響防止 (外郭防

護2)」 から変更はない。

(3)津波による冷水の重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への

影響防止 (内郭防護 )

津波による冷水の重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能ヘ

の影響防止 (内郭防護)については、平成 27年 10月 9日付け原規規発第1510091号

にて認可された工事計画の資料 2-2-1「 耐津波設計の基本方針」の「(3)津波

による冷水の重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響

防止 (内郭防護)Jから変更はない。

(4)水位変動に伴 う取水性低下及び津波の二次的な影響による重要な安全機能及び重大

事故等に対処するために必要な機能への影響防止

a.海水ポンプ等の取水性

海水ポンプについては、海水ポンプ室 (3・ 4号機共用 (以下同じ。))の入力津波

また、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を確認した場合、経

路からの津波の流入を防止するため、循環水ポンプを停止 (プラント停止)し、取

水路防潮ゲー トを閉止する運用を保安規定に定めて管理する

― 卜閉止潮位を用い、 の 化や取水路防潮ゲー ト落下

さらに、発電所構
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の下降側水位が、海水ポンプの設計取水可能水位を上回ることにより、取水機能が

保持できる設計とする。

大津波警報が発表された場合、引き波時における海水ポンプの取水量を確保する

ため、原則、循環水ポンプを停止 (プ ント停止)し、取水路防潮ゲー ト 止

る運用を保安規定に定めて管理する。

②

③、④、③

④のうち、車両、

地震加速度高により原子炉が トリップし、かつ津波警報等が発表された場合、引

き波時における海水ポンプの取水量を確保するため、原則、循環水ポンプ停止を実

施する運用を保安規定に定めて管理する。

また、大容量ポンプ(3号機設備、 3・ 4号機共用 (以下同じ。))及び送水車につ

いても入力津波の水位に対して、取水性が確保できるものを用いる設計とする。

b.津波の二次的な影響による海水ポンプ等の機能保持確認

基準津波による水位変動に伴 う砂の移動・堆積に対して、取水日が閉塞すること

がなく海水取水 トンネル (3号機設備、 3・ 4号機共用 (以下同じ。))及び海水ポン

プ室の通水性が確保できる設計とする。

海水ポンプは、取水時に浮遊砂が軸受に混入した場合においても、海水ポンプの

軸受部の異物逃がし溝から排出することで、取水機能が保持できる設計とする。大

容量ポンプ及び消防ポンプについても、浮遊砂の混入に対して取水機能が保持でき

るものを用いる設計とする。

漂流物に対しては、発電所構内及び構外で漂流物となる可能性のある施設・設備

を抽出し、抽出された漂流物となる可能性のある施設・設備が漂流した場合に、海

水ポンプヘの衝突及び取水日の閉塞が生じることがなく、海水ポンプの取水性確保

並びに海水取水 トンネル及び海水ポンプ室の通水性が確保できる設計とする。

退

(5)津波監視

津波監視については、平成 27年 10月 9日 付け原規規発第1510091号にて認可さ

れた工事計画の資料 2-2-1「 耐津波設計の基本方針」の 「(5)津波監視」から

変更はない。

また、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を

ポンプの取水量を確保するため、循環水ポン

を停止 (プラント停止)し、取水路防潮ゲー トを閉止する運用を保安規定に定め

認 した 、引き における

管理する さらに、発電所構外の観測潮位を用い、取水路防潮ゲー ト閉止判断の早

防潮ゲー ト落下機構の点検等の津波襲来に備える設計とし、運用を保

安規定に定めて管理する。

また、漂流物化させない運用を行 う車両等については、漂流物化防止対策の運用

安規定に定めて管理する。
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「資料 2-1-2-3入 力津波の設定」の記載方針 (抜粋 )

設備形状の影響評価及び管路解析の影響評価で考慮する条件は、いずれも取水口～

取水路 (非常用取水路)～海水ポンプ室に至る経路上の条件であることから、これら

の組合せを考慮する。組合せに当たっては、管路解析の条件 (貝付着なし)について

は、非常用取水路清掃後の一時的な期間で発生する条件であることを踏まえ、まずは

設備形状の影響評価を行い、次に、管路解析の影響評価を行 う。影響評価の各フロー

では、各フローの条件を考慮 した方が、第 1波の水位低下量が小さくなる場合、次の

フローの影響評価において、解析モデルに考慮する。

b.評価結果

影響評価結果を第 31表に示す。仮設定値①のエリアCの崩壊規模 40%の ケース

は、設備形状の影響評価及び管路解析の影響評価の結果を踏まえても第 1波の水位低

下量に影響はなく、第 1波の水位低下量の最小値は 0.69mで ある。

仮設定値②のエリアBの破壊伝播速度 0.4m/sの ケースは、設備形状の影響評価及び

管路解析の影響評価の結果、第 1波の水位低下量の最小値は0,63mと なる。以上よ

り、 「非線形性の観点」である仮設定値②の 0,63mを 、仮設定値として再設定する。

第 31表  影響評価結果

赤字 :第 1波の水位低下量の最小値

第 1波の水位低下量 (10分間)(値 )

(1)に示す仮設定値
(基本ケース)

設備形状による

影響評価

管路解析による
影響評価

仮設定①

エ リアC(Es-12)
Kinematicモ デルによる方法

崩壊規模40%
0 69 0,86 0.69

仮設定②

エ リアB(Es―K5)
Kinematicモ デルによる方法

破壊伝播速度04m/s
0.65 0 69 0.63

(3)取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の設定

(2)b.で再設定 した仮設定値に対して、不確かさとして潮位のゆらぎを考慮の上、さ

らに余裕を考慮し、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を設定する。

不確かさとして考慮する潮位のゆらぎは、10分間の潮位の変動と取水路内の水面変

動を含んでおり、平常時における 10分間の潮位のゆらぎが、潮位観涙1データから 10

分間の差分の中央値十標準偏差として 0.04mと 見積もられることから、保守的に 0.10m

とする。以上より、 「波高の観点」、 「非線形性の観点」及び 「増幅比率の観点Jで

設定 した仮設定値の 0.69m、 0.63m、 0,64mに潮位のゆらぎ 0,10mを 考慮した場合、

0.59m、 0.53m、 0.54mと なることから (第 32表 )、 さらに余裕を加味して取水路防潮

ゲー トの閉止判断基準を第 33表のとおり設定する。また、取水路防潮ゲー トの閉止
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②

判断基準の概念図を第 34図 に示す。第 1波の水位低下量が 0.63mと なるケースの時

刻歴波形を第 35図に示す。

第 32表  不確かさを考慮 した再設定値

第 33表  取水路防潮ゲー トの閉止判断基準

・潮位観測システム (防護用)の うち、2台の潮位計の観測潮位が 10分以内に O.5m以

上下降し、その後、最低潮位から 10分以内に 0.5m以上上昇する。

又は

・潮位観測シス>ム (防護用)の うち、2台の潮位計の観測潮位が 10分以内に 0.5m以

上上昇 し、その後、最高潮位から 10分以内に 0.5m以上下降する。

0.69m/0,63m/0,64m※ 判断基準の仮設定値

平常時の潮位のゆらぎ(0.10m)

0.59m/0.53m/0.54m※ ―
余湘S(0.09m/0.03m/0,04m※ )

0,50m 判断甚準値

※ :仮設定値①/仮設定値②/仮設定値③場合を示す。

第 34図  取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の概念図

この条件成立を 1号及び 2号機当直課長と3号及び 4号機当直課長の潮位観測シス

テム (防護用)の うち衛星電話 (津波防護用)を用いた連携により確認 (以下、この

条件成立の確認を 「取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を確認Jと いう。)し た場合、

循環水ポンプを停止 (プラン ト停止)後、取水路防潮ゲー トを閉止する手順を整備す
ノ_

仮機定値

不確かきの考慮
(10分間の翻位のゆらきう

不確 b｀き
を考慮した
再設定値

パラメータスタデイから得
殿鍾形状による影吾評価
及び管臨解析による影B
瞬価による仮設定値

られた仮設定値

仮骰定①

波高の観点

数値

(m)
0.69 0.69

0.10m

・検討用波源の設定にて考慮する「朔
望平均潮位」及び入力津波評価に
て考慮する「潮位のいらつき」は、それ
ぞれ過去の潮位データから平均値、
標準偏差として算出。

。これに倣い、夏季/冬季の潮位デー
タ観測から、統計的剌ざらつきを考慮
した波高は004mと見積もられる。
。これを踏まえつつ、10分間の翻位の
ゆら剖こついては、より保守的に、過
去観測の最大約0.10mを適用。

069-010
=0.59

仮酸定②

非機形性の観点

数値

(m)
0.65 0.63

063-010
=0.53

仮讚定③

増幅比率の観点

数値

(m)
0.64

064-010
=0.54
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「資料 2-1-2-4入 力津波による津波防護対象設備への影響評価」の記載方針 (抜粋 )

(3)評価結果

a.海水ポンプ等の敢水性

(a)海水ポンプの取水性

イ.水位低下に対する評価

引き波時の水位の低下に対 して海水ポンプが機能保持できる設計とするために

取水路防潮ゲー ト及び潮位観測システム (防護用)を設置する。循環水ポンプ室

及び海水ポンプ室は水路によつて連絡されているため、発電所を含む地域に大津

波警報が発表された場合、引き波時における海水ポンプの取水量を確保するため、

原則、循環水ポンプを停止 (プラン ト停止)し 、取水路防潮ゲー トを閉止する運

用を保安規定に定めて管理する

②

地震加速度高により原子炉が トリップし、かつ津波警報等が発表さ

れた場合、引き波時における海水ポンプの取水量を確保するため、原則、循秦水

ポンプ停止を実施する運用を保安規定に定めて管理する。

この評価の結果、海水ポンプ室前の入力津波高さは、T.P,E=Imで ぁり、海水

ポンプの設計取水可能水位T,P を上回ることから、水位低下に対 して海

水ポンプは機能保持できる。 (第 323図 )

また、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を確認

した場合、引き波時における海水ポンプの取水量を確保するため、循環水ポンプ

を停止 (プラン ト停止)し、取水路防潮ゲー トを閉止する運用を保安規定に定め

て管理する。

‐
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口.波力に対する評価

波力に対する評価は、平成 27年 10月 9日 付け原規規発第1510091号にて認可

された工事計画の資料 2-2-4「 入力津波による津波防護対象設備への影響評

価」の 「口.波力に対する評価」から変更はない。

(b)重大事故等時に使用するポンプの取水性

海水ポンプ室の入力津波の下降側の水位はT,P.口mで ある。また、大容量ポン

プの水中ポンプの送水先高 さはT,P 程度であ り、送水車の送水先高 さは

T,P,E=]m程度である。それぞれの差は、11.3mと 35。 3mで あり、これに対 して大容

量ポンプの水中ポンプの定格吐出圧力は0.19MPa(定格揚程 約19m)、 送水車の定

格吐出圧力は1.00MPa(定格揚程 約 100m)であることから、津波襲来時において、

各ポンプは、水位変動に対 して十分に追従性があり、取水性の確保が可能である。

b.津波の二次的な影響による海水ポンプ等の機能保持確認

(a)砂移動による取水口の堆積状況の確認

取水 日は、海水取水 トンネル呑み口底面がT.P.Eコmでぁり、取水 口底版T.P.|

酌 より約 lm高い位置にある。また、海水取水 トンネルの内径は約 2.6m、 海水ポン

プ室は、海水ポンプ下端から床面まで約 1.25mと なっている。

砂移動に関する数値シミュレーションを実施 した結果、基準津波 1、 基準津波 2、

基準津波 3及び基準津波 4に よる砂移動に伴 う砂堆積量は、海水取水 トンネル呑み

口において最大約 0,03m、 海水ポンプ室において最大約0,32mで あり、砂の堆積に

伴って、海水取水 トンネル呑み口から海水ポンプ下端までの海水取水経路が閉塞す

ることはない。

(b)砂混入時の海水ポンプ等の取水機能維持の確認

砂混入時の海水ポンプ等の取水機能維持の確認は、令和 2年 2月 19日 付け原規

規発第2002195号 にて認可された工事計画の資料 2-2-4「 入力津波による津波防

護対象設備への影響評価」の 「(b)砂混入時の海水ポンプ等の取水機能維持の確

認」から変更はない。

(c)漂流物による取水性への影響確認

イ.取水日、海水取水 トンネル及び海水ポンプ室の閉塞の評価

基準津波に伴 う漂流物について検討 した結果、第320図 ～第322図 により、各

評価フローの整理 (第37表及び第38表)の分類 Dと なるような、海水ポンプの

取水性に影響を及ぼす漂流物はないことを確認 している。評価結果を第39表及

④のうち、車両退避

また、漂流物化させない運用を行 う車両等については、漂流物化防止対策の

用を保安規定に定めて管理する のうち、 ロイ則 び

④のうち、車両、輸送船の退避
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④のうち、車両退避

卜より外側の津波遡上範囲に存在 し、かつ漂流物となるおそれのある車両につい

ては、大津波警報発表時もしくは、発電所構外において津波と想定される潮位の

変動を観測 した場合に、津波の影響を受けない場所へ退避することとし、以下の

基本方針に基づき管理する。

【津波遡上範囲の車両に対する基本方針】

放水口側防潮堤及び取水路防潮ゲー トより外側の津波遡上範囲は、原則駐

車禁止とする。ただし、当該エリアに作業で入域する等の発電所運営上必要

な場合は停車可とし、この場合においても、運転手が車両付近に常駐
※
(荷役

などの車両を用いた作業との兼務は可とする。)し、直ちに車両を移動させる

ことが可能な体制とする。

また、当該エ リアでの車両を用いた作業は、事前許可制とし、放水 口側防

潮堤の外側及び取水路防潮ゲー トの外側それぞれにおいて、退避する作業車

両が 10台以下となるよう管理する。 (※ :車両を離れる場合は、別の者を

運転手に指定する。 )
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「資料 2-1-2-5津 波防護に関する施設の設計方針」の記載方針 (抜粋 )

4.機能設計

資料 2-1-2-3「 入力津波の設定」で設定している入力津波に対 し、 「3.要求機能及

び性能目標」で設定 している津波防護に関する施設の機能設計上の性能 目標を達成するため

に、各施設の機能設計の方針を定める。

4.1 潮位観測システム (防護用 )

4.1.1 潮位観測システム (防護用)の設計方針

潮位観測システム (防護用)は、 「3.要求機能及び性能 目標」の 「3.1(2)性能

目標」で設定している機能設計上の性能目標を達成するために、以下の設計方針 と

している。

潮位観測システム (防護用)は、敷地への遡上及び水位の低下による海水ポンプ

ヘの影響のおそれがある津波が襲来 した場合に、その影響を防止する重要安全施設

である取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を確認するため、以下の措置を講 じる設計

とする。

潮位観測システム (防護用)の うち、潮位計は、中央制御室並びに 3号及び 4号

機 中央制御室において、 「観測潮位が 10分以内に0.5m以 上下降、又は上昇 した時点」

で警報発信 し、その後、 「観測潮位が最低潮位から10分以内に0.5m以 上上昇、又は

最高潮位から10分以内に0.5m以上下降 した時点Jで警報発信する設計 とする。また、

1号及び 2号機当直課長 と3号及び 4号機当直課長は、中央制御室並びに 3号及び

4号機中央制御室において潮位観測システム (防護用)の うち、衛星電話 (津波防

護用)を用いて連携することにより、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を確認でき

る設計 とする。なお、潮位計は4台設置 し、この うち1台 を予備 とし、衛星電話 (津

波防護用)は 1号及び 2号機中央制御室及び中央制御室に各々3台設置 し、このうち

1台 を予備 とする。また、 1号及び 2号機中央制御室並びに中央制御室に設置する衛

星電話 (津波防護用)は、互いの中央制御室に設置する 3台いずれの衛星電話 (津

波防護用)に対 しても通話が可能な設計とする。

⑤

また、潮位計 (防護用)は取水路防潮ゲー トの閉止判断にかかわる直接関連系で

あることから、取水路防潮ゲー トと同等の設計とする。

潮位観測システム (防護用)が 要求される機能を維持するため、計画的に保守管

理を実施するとともに必要に応 じ補修を実施する運用を保安規定に定めて管理する

潮位観測システム (防護用)の うち、衛星電話 (津波防護用)の故障時には代替

設備を用いて、中央制御室間の連携を維持できる設計 とする。潮位観測システム

(防護用)が故障した場合の運用を保安規定に定めて管理する。
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「資料 2別添2発電所構外
潮位観測システム (防護用)

の観測潮位を用いた取水路防潮ゲー ト閉止判断の早期化等の対応及び
の故障時の対応について 」の記載方針

1.概要

資料 2-1-2-1「 諧津波設計の基本方針」 (以下 「資料 2-1-2-1」 という。)

において、津波警報等が発表されない可能性のある津波に封しては、「施設に対して影響

を及ぼさないよう、潮位観沢Jシステム (防護用)に よつて「取水路防潮ゲー トの閉止判断

基準」を確認 した場合、循環水ポンプを停止 (プラン ト停止)後、取水路防潮ゲー トを閉

止する手順を整備する」としている。

本資料は、上記の「津波警報等が発表されない可能性のある津波に対し、可能な限り早

期に対応するための発電所構外の観測潮位を用いた対応」と、「潮位観測システム (防護

用)の故障時の対応」について説明するものである。

④、⑤
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④

2.基本方針

発電所構外の観測潮位を用いた取水路防潮ゲー ト閉止判断の早期化等の対応については、

津居山地点の在兄測潮位を発電所構外の観測潮位 として用い、取水路防潮ゲー ト閉止判断の

早期化や取水路防潮ゲー ト落下機構の点検等の津波襲来に備える設計とし、具体的な運用

を保安規定に定めて管理する。

潮位観沢1システム (防護用)の故障時の対応については、潮位観測システム (防護用)の

うち、衛星電話 (津波防護用)の故障時には代替設備を用いて、中央制御室間の連携を維

持できる設計とし、潮位観浪1システム (防護用)の うち潮位計と衛星電話 (津波防護用)の

故障時の具体的な運用を保安規定に定めて管理する。

3.発電所構外の観沢1潮位を用いた取水路防潮ゲー ト閉止判断の早期化等の対応

3.1 対応に用いる設備の設計方針

発電所構外の観測潮位は、発電所構外の潮位検出器の観沢1潮位を専用回線によ

り発電所構内へ伝送し、 1号及び 2号機中央制御室及び 3号及び 4号機中央制御

室の監視モニタ (構外の観測潮位表示用)において、潮位変化量及び トレン ドグラ

フを表示するとともに、警報発信可能な設備を用いて観測する設計とする。また、

故障の検知と定期的な点検が可能な設備を用いて観測する設計とする。

3.2 「敷地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘの影響のおそれがある潮位の

変動Jの情報発信基準

津居山地点における「敷地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘの影響の

おそれがある潮位 Jと して、大津波警報相当の津波高さの予測値を観測潮位で検知

できること及び津居山地点の潮位観測範囲内であることを踏まえ、T,P,+1,Omと す

る。

また、潮位変動の周期 (時間)と して、地すべ り津波の周期に合わせて10分以内

という時間軸を設定する。

以上を踏まえ、「10分以内1.Om上昇 (下降 )」 を、津居山地点における観測潮位の

中央制御室への情報発信基準とする。なお、中央制御室への情報発信基準のセント

値は、構内の潮位観沢1システム (防護用)に よる取水路防潮ゲー トの閉止判断基準

のセット値の考え方を踏まえ、計装誤差を考慮 し「10分以内に0,95m」 とする。

3.3 「津波と想定される潮位の変動」の情報発信基準

一通 しページ75-



④

津居山地点における、敷地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘの影響が

生じる波源を用いた津波シミュレーション結果を踏まえ、「10分以内0.6m上 昇 (下

降)Jを、津居山地点の観測潮位における「津波と想定される潮位の変動Jと する。

その上で、津居山地点での平常時の短時間の潮位のゆらぎが10分 間で最大約0.lm

であることを考慮 して、津居山地点での観測潮位が「10分以内に0.5mの 水位が下降

した場合」を、津居山地点の観沢1潮位における中央制御室への情報発信基準とする。

なお、中央制御室への情報発信基準のセット値は、構内の潮位観測システム (防護

用)に よる取水路防潮ゲー トの閉止判断基準のセット値の考え方を踏まえ、計装誤

差を考慮 し「10分以内に0.45mJと する。

3.4 発電所構外の観浪1潮位を用いた取水路防潮ゲー ト閉止判断の早期化等の対応内容

「敷地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘの影響のおそれがある潮位の

変動Jの情報発信基準に達した場合、構内の潮位観測システム (防護用)での取水

路防潮ゲー トの閉止判断基準を 「2台 の潮位計の観測潮位がいずれも10分以内に

0.5m以 上下降 (上昇)す ること」のみとし、取水路防潮ゲー ト閉止判断を早期化す

る。

また、「津波と想定される潮位の変動」の情報発信基準に達 した場合、以下の対応

を実施 し津波襲来に備える。

・取水路防潮ゲー ト保守作業の中断

。発電所構内の放水口側防潮堤および取水路防潮ゲー トの外側に存在 し、かつ

漂流物になるおそれのある車両の退避

・燃料等輸送船が荷役中以外の場合、輸送船の退避および輸送船との情報連絡

・燃料等輸送船が荷役中の場合、輸送車両等の退避 (荷役作業を中断し、陸側

作業員および輸送物の退避並びに輸送船との情報連絡 )

。取水路防潮ゲー ト落下機構の健全性確認

・津波監視カメラによる津波襲来状況の確認

以上の運用の具体的内容を保安規定に定めて管理する。

なお、更なる津波対応の早期化の自主的な取 り組みとして、「敷地への遡上及び水

位の低下による海水ポンプヘの影響のおそれがある潮位の変動Jの情報発信基準に

達した後、津波監視カメラで有意な津波の前兆を確認 した場合、取水路防潮ゲー ト

閉止判断を早期化することとし、運用の具体的内容を社内標準に定めて管理する。
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④

3.5 発電所構外の観測潮位欠測時の対応

一時的に津居山地点での観測潮位を用いることができない場合は、以下の①～

③の対応を行 うことで津波襲来に備える設計とし、運用の具体的内容を保安規定

に定めて管理する。

① 「欠測時の運用を除外」

一時的に津居山地点での観淑1潮位を用いずとも津波対応上の問題がないと評

価できる場合

② 「津波襲来を判断した際と同等の封応を実施」

津波対応上の問題があるが、津波襲来を判断した際と同等の対応が可能な場

合

③ 「個別に代替手法を検討」

津波襲来を判断した際と同等の封応ができない場合
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⑤

4 潮位観測システム (防護用)の故障時の対応

4,1 潮位観預1システム (防護用)の うち潮位計の故障時の対応

4.1.1 潮位計の所要台数ついて

潮位計は、合計 4台設置 し、 1台 は予備としている。また、2 out of 3の扱いと

し、単一故障を想定しても動作を保証する設備数として、 3台 を所要台数とする。

4.1,2 潮位計の故障時の対応

(1)2台 の潮位計が動作可能な場合

動作可能な潮位計が 2台 となった場合、動作不能となっている潮位計 1台

を取水路防潮ゲー ト閉止判断基準に係る潮位変動を確認 した (検知)と 扱 う。

動作可能な潮位計が残 り2台 となった場合に、故障による検知失敗の可能

性を低減 し、 8台 中 2台の検知による判断と同等の信頼性を確保する。

(2)2台未満の潮位計が動作可能な場合

動作可能な潮位計が 2台未満となった状態では、津波検知ができず、津波

防護機能を喪失している状況であることから、津波襲来の有無に係わらず取

水路防潮ゲー トを閉止する。

以上の運用の具体的内容を保安規定に定めて管理する。

4.2 潮位観測システム (防護用)の うち衛星電話 (津波防護用)の故障時の対応

4.2.1 衛星電話 (津波防護用)の故障時に用いる設備の設計方針

中央制御室に設置および保管する代替設備および代替手段以外の通信手段を用い

て、1号及び2号機中央制御室と3号及び4号機中央制御室間の連携により通話を可能

とする。保安電話 (携帯)、 保安電話 (固定 )、 運転指令設備、衛星電話 (固定 )、 携

行型通話装置および加入電話を1号及び2号機中央制御室と3号及び4号機中央制御室

に設置および保管する。また、これ らの代替設備および代替手段以外の通信手段

は、非常用所内電源又は無停電電源に接続 し、外部電源が期待できない場合でも動

作可能な設計とする。なお、携行型通話装置の電源は、単 8乾電池 2本より給電

し、予備の乾電池と交換することにより、 7日 間以上継続 して通話ができる設計と

する。
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⑤

4.2.2 衛星電話 (津波防護用)の所要台数について

1号および 2号機を担当する当直課長または 3号および 4号機を担当する当直課長

は、他方の中央制御室の当直課長へ潮位観測システム (防護用)の うち衛星電話 (津

波防護用)を用いて、潮位計が警報発信 したことを報告することとし、単一故障を想

定しても対応を保証する設備数 (中央制御室毎に 2台の合計 4台 )を所要台数とす

る。

4.2.3 衛星電話 (津波防護用)の故障時の姑応

動作可能な衛星電話 (津波防護用)が所要台数未満になった場合は、速やかに動

作可能な状態に復旧する措置を開始することに加え、速やかに代替手段として 「保

安電話 (携帯 )、 保安電話 (固定)、 運転指令設備Jお よび衛星電話 (津波防護用)と

同種の通信機器である「衛星電話 (固 定)Jのいずれかによる通信手段を確保する。

上記措置ができない場合は、代替手段以外の通信手段 (加入電話または携行型通

話装置)を確保のうえ、取水路防潮ゲー トを閉止する。

以上の運用の具体的内容を保安規定に定めて管理する。
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「資料 7中央制御室の機能に関する説明書」の記載方針 (抜粋 )

1.概要

本資料は、 「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 (以下 「技術基

準規則」とい う。 )」 第38条及びそれ らの 「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準

に関する規則の解釈 (以 下 「解釈」とい う。 )」 に関わる原子炉制御室 (以下 「中央制御室

(3号機設備、 3・ 4号機共用 (以下同じ。))Jと い う)の うち、中央制御室の機能につ

いて説明するものである。

なお、技術基準規則第38条及びその解釈に関わる発電用原子炉施設の外部の状況を把握す

る機能以外は、平成 27年 10月 9日 付け原規規発第 1510091号にて認可された工事計画 (以

下 「既工事計画Jと いう。)の記載に変更はない。

今回の工事は、津波警報が発表されない可能性のある津波への対応として、通常の潮汐と

は異なる潮位変動を中央制御室にて把握する設計に変更することから、中央制御室の機能の

うち外部状況把握に関する機能について説明する。

本申請における既認可からの変更は、 「2.1 外部状況把握」及び 「3.1.1 気象観測設備

等」に関して、 「潮位観測システム (防護用)J、 「潮位計J及び   「潮位観測シス>ム

(補助用)Jの記載を追加した点である。

2.基本方針

2.1 外部状況把握

中央制御室は、発電用原子炉施設に迫る津波等の自然現象をカメラの映像等により昼

夜にわた り監視できる装置、気象観測設備 (3号機設備、 1・ 2・ 3・ 4号機共用、 3

号機に設置 (以下同じ。))、 潮位観測システム (防護用)(「 1・ 2・ 3・ 4号機共

用、 1号機に設置」、 「1・ 2・ 3・ 4号機共用、 3号機に設置」 (浸水防護施設の設

備で兼用)(以 下同じ。))、 潮位計 (「 3号機設備、 3・ 4号機共用、 3号機に設置」

(以下同じ。))、 潮位観測システム (補助用)(「 1・ 2・ 3・ 4号機共用、 1号機

に設置」、 「1・ 2・ 3・ 4号機共用、 3号機に設置」 (以下同じ。))及 び公的機関

から地震、津波、竜巻情報等を入手することにより発電用原子炉施設の外部の状況を把

握できる機能を有する設計 とする。

③

また、潮位観測システム (防護用)は、地震荷重等を考慮し必要な強度を有する設計

とするとともに、 1号機、 2号機、 3号機及び 4号機の非常用所内電源設備から給電で

きる設計とする。

なお、外部状況把握のうち監視カメラ、気象観測設備、潮位計及び公的機関からの地

潮位観測システム (補助用)の運用について、 1

機当直課長は、潮位観測システム (補助用)か ら

報が発信 した時点で、他号機の観沢1潮位の動向を把握できる設計とする。

3 4
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補足説明資料 (抜粋 )

① 4,1.6 潮位観測システム (防護用)の応急復旧について

潮位観測システム (防護用)の うち衛星電話 (津波防護用)において、機器故障時や竜

巻等飛来物の衝突により故障した場合を想定し、高浜発電所構内に予備品を保有している

ことから、速やかに応急復旧処置が可能な設計とする。

衛星電話 (津波防護用)の 中央制御室衛星電話用アンテナ (津波防護用)又は制御端末

本体の予備品を衛星捕捉可能かつケーブル敷設可能箇所へ設置し、中央制御室までの通信

線ルー トを構築することにより、衛星電話 (津波防護用)を通話可能な状態に復旧する。(第

4-1-8図 参貝R)

衛星

靡

②

または
①中央制御室衛塁電話用アンテナ (予備)※ 1
②制御端末本体 (予備う※2

【凡例】

―
 :通信線 (本露隻分)
~~~:通

f富線 (l反般分)

※1 中央制御室衛星電話用アンテナ (予備)は仮設置可能
※2 中央制御室衛星電話用アンテナ 制御端末本体 (予儒)は可撥によるアンテナ代用可能

第 4-1-8図  衛星電話 (津波防護用)の応急復旧構成例

中央部l御室用衛星設鯨
収容架 (津波防護用)
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③

4.7潮位観測システム (補助用)の位置づけについて

4.7.1概要

本資料は、潮位観測システム (補助用)について、既許可で潮位観狽1システム (補

助用)と 同じ条文を適用している既認可設備と比較の上、今回の設工認の申請書

類・内容を整理した結果を説明するものである。

4.7.2潮位観沢1システム (防護用)に対する各自然現象に対する対策について

潮位観測システム (補助用)は、設置許可基準規則第 26条 「原子炉制御室等」

第 1項第 2号における「外の状況を把握する設備Jに該当し、同じ条文を適用し

ている既認可設備である気象観測設備の申請書類と同等の記載内容であることを

確認して今回の設工認にて申請している。

可搬型気象観測設備と潮位観測システム (補助用)の工認図書の比較を第 4‐ 7‐ 1

表及び第 4‐ 7‐2表に示す。

4,7.3潮位観測システム (補助用)を用いた運用について

潮位観沢Jシステム (補助用)は、潮位観沢1システム (防護用)の機能を補助する

設備として、他号機の海水ポンプ室の潮位を確認することで取水路防潮ゲー トの

閉止判断基準の確認を補助するために設置する。

l号及び 2号機当直課長と3号及び4号機当直課長は、潮位観測システム (補助

用)か ら警報が発信した時点で、他号機の観測潮位の動向を把握できる設計とする。
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⑥、④のうち、ゲート保守作業の中断

5.6 取水路及び取水路防潮ゲー トの保全計画に係る保守作業時の対応について

高浜発電所において、取水路及び取水路防潮ゲー トについて保守作業を行う場合、

次の (1)～ (3)の作業を行う必要がある。

(1)取水路防潮ゲー トの直下清掃に伴う落下防止処置

(2)取水路防潮ゲー トの取替

(3)取水路防潮ゲー トの開閉

ここで、上記の作業に伴い、保安規定の運転上の制限 (第 68条の 2)の要求事項

(取水路防潮ゲー トが遠隔閉止信号によるゲー ト落下機能により動作可能であるこ

と)を満足できないことから、当該作業中において津波警報等が発表されない津波が

襲来した場合及び大津波警報が発表された場合の対応について以下に示す。

5.6.1 対象となる保守作業の概要

(1)取水路防潮ゲー トの直下清掃に伴 う落下防止処置

取水路防潮ゲー トの直下清掃は、潜水作業員により水路内の海生生物等を除去する

作業である。潜水作業員の安全確保の観′点で、第 51図のとおり、清掃作業中は休止

ピンとス トンパ~を挿入することで取水路防潮ゲー トが落下しない処置を講じるた

め、遠隔閉止機能が停止する。

トッ′I■

ラック棒
(駅 )

ゲート

取水路

(縦断図)

潜水作業員

第 51図 取水路防潮ゲー トの直下清掃に伴 う落下防止処置の概要図

I

ゲート

(ゲートl民け
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⑥、④のうち、ゲート保守作業の中断

(2)取水路防潮ゲー トの取替

取水路防潮ゲー トの取替については、第 52図のとおり、ゲー ト落下機構を取り外

して、クレーンにより取水路防潮ゲー トを取替えする作業であるため、遠隔閉止機能

が停止する。

―ト

位置合わせ

取フ」く路
(縦断図)

第 5-2図  取水路防潮ゲー ト取替の概要図

(3)取水路防潮ゲー トの開閉

取水路防潮ゲー トの直下清掃に伴 う落下防止処置や取水路防潮ゲー トの取替の作

業時には、取水路防潮ゲー トの開閉状態を変更する必要があり、開閉作業に当たって

は、第 53図のとおリクレーンを用いて開閉を行うこととしており、この間、取水路

防潮ゲー トの遠隔閉止機能が停止する。

なお、本作業においては、(2)の作業と異なリゲー トの位置合わせが不要であること

から、開閉時間については、(2)の作業における評価に包含される。従つて、本資料で

は説明を省略する。

新ゲ

第 53図 取水路防潮ゲー トの開閉
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⑥、④のうち、ゲート保守作業の中断

5.6.2 津波警報等が発表されない津波襲来時の対応について

(1)対応方針

取水路防潮ゲー トの直下清掃に伴う落下防止処置及び取水路防潮ゲー トの取替の

作業時において、津波警報等が発表されない津波が襲来した場合は以下のとおり対

応する。

(1)作業は、天候や波浪状況が安定していること、及び発電所構外の観測潮位に欠測

等がなく、発電所構外の観測潮位の確認が出来る状態で実施する。万が一、作業

中に発電所構外の観測潮位の確認が出来ない状態となつた場合には、直ちに作業

を中断し、作業前の状態に復旧する。

(五 )発電所構外の観測潮位にて情報発信された場合は、1号及び 2号機中央制御室又

は 3号及び 4号機中央制御室から現場作業員へ連絡し、作業中断の上、津波襲来

までに作業前のゲー ト開閉状態に復旧する。

これらの対応を図ることにより発電所の安全性に影響はない。また、津波襲来前

に作業員が退避可能であるため、作業安全性の確保が可能である。

上記の対応に関して、予防保全を目的として計画的に運転上の制限外に移行する

ことが可能となる保守作業の対象とするため、保安規定第 89条第 3項の “保全計

画に基づき定期的に行 う点検・保修を実施する設備"に取水路防潮ゲー トを追加す

る。また、保安規定 添付 2に取水路防潮ゲー トの遠隔閉止信号を停止する場合の措

置を規定する。

(2)対応手順及び所要時間

取水路防潮ゲー トの直下清掃に伴う落下防止処置時及び取水路防潮ゲー トの取替

時における対応手順及び所要時間を第 53図、第 54図に示す。発電所構外の観測

潮位にて情報発信された後、同図に示す手順で対応することにより、高浜発電所に

津波が到達する前に、作業前のゲー ト開閉状態に復旧することが可能である。

具体的には、取水路防潮ゲー トの直下清掃に伴 う落下防止処置時については、発

電所構外の観測潮位にて情報発信された後、 1号及び 2号機中央制御室又は 3号及

び 4号機中央制御室から現場作業員に連絡し、休止ピンとス トッパーを解除するこ

とにより、作業前のゲー ト開閉状態に復旧可能である。

また、取水路防潮ゲー トの取替え時については、発電所構外の観測潮位にて情報

発信された後、 1号及び 2号機中央制御室又は 3号及び 4号機中央制御室から現場

作業員に連絡したタイミングが、「ゲー トが位置合わせにはめ込んでいる状態 (ケー

ス① )」 であれば、そのままゲー トを閉止し、「旧ゲー トを取り外した後 (ケース

② )」 であれば、新ゲー トを位置合わせにはめ込んだ後に新ゲー トを閉止すること
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⑥、④のうち、ゲート保守作業の中断

で、作業前のゲー ト開閉状態に復旧可能である。なお、ジスク回避の観点から旧ゲ

ー トを引き抜く前には、発電所構外の観測潮位を確認し、異常がないことを判断し

て作業を行う。

また、欠測等により、発電所構外の観測潮位の確認が出来ない状態となった場合

の対応手順及び所要時間を第 55図に示す。同図より、欠測等が発生した場合にお

いても、発電所の安全性に影響はない。また、津波襲来前に作業員が退避可能であ

るため、作業安全性の確保が可能である。

第 53図 取水路防潮ゲー トの直下清掃に伴う落下防止処置時の対応手順及び所要時間
(発電所構外において津波と想定される潮位の変動を観測した場合)

※取水路防潮ゲー トの取替時については、発電所構外の観測潮位にて情報発信された後、 1号及び 2号機中央制御室又は3号
及び4号機中央制御室から現場作業員に連絡したタイミングが、「ゲー トを位置合わせにはめ込んでいる状態 (ケース①)」
であれば、そのままゲー トを開とし、「十日ゲー トを取り外した後 (ケース②)」 であれば、新ゲートを位置合わせにはめ込ん

だ後に新グー トを閉止する。

第 54図 取水路防潮ゲー トの取替時の対応手順及び所要時間
(発電所構外において津波と想定される潮位の変動を観測した場合)

対応に係る各ステップlこ要する
時間および説明

「隠岐トラフ海底地すべり」による
津波発生からの経過時間 (分 )

時間 説明

潮位観測システム (防護用)にて警報発信 IIや | :動を検知 0分
通常潮汐から0.5m変動を検知すれば、
中央制御室にて警報発信

潮位変動の判断
運転員の指示等

:

:
5分

循環水ポン剪亭止 れ

ユニットトリップ 日
5分

ゲート閉止 (遠隔閉止) il 1分

中
央
制
御
室

発電所構外の観測潮位にて情報発信
▽発電所構外α
点に津波至吐
四  :

地

分
コ
ｈ

酬

甑

―
5分
通常潮汐から10分以内に0,5m変動を
検知すれば、中央制御室にて情報発信

l ll潜水作業員退避 ‖ |ゝ

1分
現
地 ゲート落下防止処置

(休止ピン、ス膨パー)の解除

４

‐
1分

昭

による 対応に係る各ス:秒ブlこ要する
時間および説明

時間 説明

中
央
市」
御
室

潮位観測システム (防護用)にて豊報発信
▽
‥
日

5m:
0分
通常潮汐から0.5m変動を検λllすれ
代 中典悧i御事にて豊錦発信

潮位変動の判断
湮童アロの孝旨テ民ξ隼

5分

循環水ポンプ停止
に

'

'分

▽
5分

ユニットトリップ i津波到達4 :M

ゲート閉止 (遠隔閉止) i i→ 1分

発電所構外の観測潮位にて情報発信
▽発電所構外て観測地

室31分

lil
5分
通常潮汐から10分以内に0,5m変
動を検知すれ1よ 中央制御室にて情
報発信

現
地

ケース
①

クレーンよるゲート閉止
―

‐ |:|
1分
ダート降下距離6m、 クレーン巻上フリ
ク速度約10m/分より1分劇 面

ケース
②

クレーンによるゲー日居付け・閉止 → 11分

ゲート設置時の実績から10分以内で
居付け可能
デート降下距離12m、 クレーン巻上
フック凍,登約10m/分より2分と評価
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⑥、④のうち、ゲート保守作業の中断

「隠岐トラフ海底地すべり」による
津波発生からの経過時間 (分 )

対応に係る各ステップlE要する
時間および説明

時間 説明

中
央
市」
御
室

潮位観測システム (防護用)にて警報発信
，
ｍ

‥

▽
ｌ

動を検知 0分
通常潮汐から0.5m変動を検知すれ1よ
司コ央制御室にて警報発信

潮位変動の判断
運転員の指示等

5分

循環水ポンプ停止 !:I!! 峙
5分

ユニットトリップ 引

ゲート閉止 (遠隔閉止) i i■ 1分

発電所橋外の観測潮位の
確認が出来なしЧ犬態 (欠測等) 持111引111111 0分

欠測等を確認した時点で、保守的に津
波が襲来するという想定

現地作業員への周知 1分

現
地

直
下
清
掃

潜水作業員退避 LI
i li i i
[:1  1 [ 1分

ゲート落下防止処置
(休止ピン、ス的パー)の解除

ｌｉ
Ч 1分

ゲ
ー
ト
交
換

巧
①

クレーンよるゲート閉止 | 1分
ゲート降下距離6m、 クレーン巻上フック
墓度約10m/分より1分と評価

幻
②

クレーンによるゲート据付け・閉止 引 11分

ゲート設置時の冥績から10分以内です届
寸け可能
ゲート降下距離12m、 クレーン巻上フッ
ク凍麿約10m/分より2分と評価

第 55図  欠測等が発生した場合の対応手順及び所要時間
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⑥、④のうち、ゲート保守作業の中断

5.6.3 大津波警報発表時の対応について

(1)対応方針

大津波警報が発表された場合は、 1号及び 2号機中央制御室又は 3号及び 4号機

中央制御室から現場作業員へ連絡し、作業中断の上、津波襲来までに取水路防潮ゲ

ー トを閉止することにより、発電所の安全性に影響はない。また、津波襲来前に作

業員が退避可能であるため、作業安全性の確保が可能である。

なお、本運用についても、津波警報等が発表されない津波襲来時と同様に、保安

規定に反映することとし、保安規定第 89条第 3項の “保全計画に基づき定期的に

行 う点検・保修を実施する設備"に取水路防潮ゲー トを追加する。また、保安規定

添付 2に取水路防潮ゲー トの遠隔閉止信号を停止する場合の措置を規定する。

(2)対応手順及び所要時間

対応手順と所要時間を第 56図に示す。同図に示す手順で対応することにより、

高浜発電所に津波が到達するまでに取水路防潮ゲー トの閉止が可能である。

※既許可の基準津波評価におして、取水路防潮ゲート閉条件の場合、「大陸棚外縁～B～野坂断層」を波源とする津波力塙浜発電所に最も早く津波が到達するため、その至J

達時間である24分を指標としている。

第 56図 取水路防潮ゲー ト保守作業に係る対応手順及び所要時間

(大津波警報発表時)

地震・津波発生からの経過時間 (分 ) 青族作業中の対応

2   4   6   8  10  12  14  16  18  20  22  24 時間 説明

中央制御室にで
】l,露・連構惜部入羊 埼 3分

連絡体制に基づき
作業関係者への棟イ各

鷺
¬ 4分 ▽

2分

循環水ポンプ停止

ユニットトリッ

'ミ
イ乍

5分

中
央
制
御
室

ゲート閉止 (遠隔閉止)

め
　
‐

１
ヽ
い 1分

潜水作業員退避

HI

1分

清掃イア「業甲もケートから這

(離れた場所に行くことはなく、

メート直近に設置する仮設勇
怪言91盾サ,ヽ らヽ艮絆する̂

ゲート落下防止処置
(休止ピン、ス的パー)の解除

1分

直
下
清
掃
時

ゲート閉止 (遠隔閉止)

3分

1分

現
地

ゲ
ー
ト
交
換

クレーンI[よるゲート据付け。閉止 11分

ゲート設置時の実績から1(

か以内で据付け可能
ゲート降下距離12m、 ち
ノ~ン 巻上フツク速度縦
10m/分より2分と評イ面

ー
…
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6。 発電所構外の観測潮位を用いた運用

6.1 概要
本資料は、発電所構外の観測潮位を活用 し、可能な限り早期に津波警報等が発

表されない可能性のある津波に対応する「運用」を検討するものである。

6.2 検討条件
発電所構外の観測潮位として活用する候補地点を抽出し、既往観測潮位
の活用可能性を確認した上で、津波を早期に確認可能な地点を選定する。早

期確認可能な地点に対して、「敷地への遡上及び水位の低下による海水ポン

プヘの影響のおそれがある潮位の変動」の情報発信基準及び「津波と想定さ

れる潮位の変動」の情報発信基準を設定する。
「敷地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘの影響のおそれがあ

る潮位の変動」及び「津波と想定される潮位の変動」は、6.3(2)津居山地
点の観測潮位における「敷地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘ

の影響のおそれがある潮位の変動」及び、6.3(3)津居山地点における「津
波と想定される潮位の変動」において後述する。

6.3 検討結果
以下の①、②の「運用」を定め、設工認申請書の資料 2の別添 2に記載し、
運用の具体的な内容は、保安規定以下で定めることとする。詳細を(1)～ (5)

に示す。

①  発電所構外にて「敷地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘの
影響のおそれがある潮位の変動」を確認した場合

構内の潮位観測システム (防護用)での取水路防潮ゲートの閉止判断
基準 (ト リガー)を 「2台の観測潮位がいずれも 10分以内に 0.5mの
「変動 (下げ (上げ)のみ)」」とし、取水路防潮ゲート閉止判断を早期
化する。第 6併1図に概念図を示す。

【発電所構タト】 浮居山の場合18分薮ぬilれ上昇 〔下降〕ス1
【発電所構内】海篇 ン差

0分   i3分 iS分

Xl:散薗 蒔 轄ふ藝芝与ド肖専な僣永登働て鵡おい専叩欄う抑出隈郭
`」

】∈(

X2:等

`盛
単に要違し(原稔 ド″ブ曇硫嗣全爛郎 とヽ、濠埼l訳茂無 鑢澱影触 tセ筆断し韓 原子戸を醒 9'する弟 ,

節備軌畢 :釣44

第 6卜1図 発電所構外にて「敷地への遡上及び水位の低下による海水ポンプ
ヘの影響のおそれがある潮位の変動」を確認した場合の姑応の概念図

②  発電所構外にて「津波と想定される潮位の変動」を確認した場合
取水路防潮ゲー トの落下機構の健全性確認など(取水路防潮ゲー ト
の保守作業の中止、構内の一般車両の退避、輸送船の退避、輸送車両等
の退避、津波監視カメラによる監視)を実施し津波襲来に備える。第 6-

3-2図に概念図を示す。
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【発電所構外】

習 感畠華
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潮ゲー刺審コ乍美の中止
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4分 ′0分
I ′

その後、「敷地への遡上及び水位の低下による海
水ボンプヘ鴨 響のおそれがある潮舷の変勤」に

よ 1-
‐1ヽ

1

,(I

/1

ヽ ' 該当した場合は、上記と同様の対応を実施
ヽ ′

津居山の場合10分以内0 5mttF冬 (上昇 )

第 6-3-2図  発電所構外にて 「津波と想定される潮位の変動」を確認 した場合
の対応の概念図

(1)発電所構外の潮位観測の候補地ッ点
発電所構外の潮位観測の活用について、「構内の潮位観測システム (防

護用)よ りも早期に確認できること」及び「過去を見測データの蓄積により、

海底地すべり津波と通常の潮汐を識別可能なこと」を条件に、候補地点を

抽出した。高浜発電所周辺の既往観測潮位地点を第 6-3-3図に示す。ま
た、各地点における津波シミュレーション結果の時刻歴波形から判断し

たエリアB(基準津波 3)及びエリアC(基準津波4)の津波到達時間を
第 6-併1表に示す。第 併併1表より、高浜発電所に対する津波の早期確
認の観ッ点では、①舞鶴や②敦賀では早期に確認できないことから、津波を

早期に確認できる地点は「③三国、④津居山、⑤経ヶ岬」である。③三国、

④津居山、⑤経ヶ岬における観測潮位記録の蓄積有無及びデータ受領状

況は以下の通りである。

③ 三国 :フ ロート式水位計が 1台設置されている。国土地理院より当
該地点検潮所での過去の潮位データを受領済み。

④ 津居山 :フ ロート式水位計が1台設置されている。兵庫県より当該地
点検潮所での過去の潮位データを受領済み。検潮所のリアル

タイムの観測潮位データが当社への提供が可能。
⑤ 経ヶ岬 :潮位観測していない。(レーダー式沿岸波浪計であるため潮位

観測は不可。)
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①京都府舞鶴市浜
(気象庁管轄の制 用位 )

隠岐トラフ海だ即咆
=ぺ
り

鬱

苺

P      59kΠ i

」 )た

②福丼県敦賀市川崎町地先
(港湾局管轄の倒岡潮位)

③福井県坂丼市三国町
(国土地理院管轄― 用位 )

④兵庫県豊岡市小島
(兵庫県例里皿逐位)

⑤京都府京丹後市経ヶ山甲
(気象庁管轄の沿岸渡濃計で
あり、翻位の観測はしていない)

第併併3図 高浜発電所周辺の既往観測潮位地点

第 631表 各地点における津波到達時間

55分

58分

52分

61分
※高浜発期 Rこおける時間は取水口前での滓波到違時間。

第 631表より、高浜発電所に封する津波の早期確認の観ッ点では、潮位
を観測していること、エリアB(基準津波 3)又はエリアC(基準津波 4)
の海底地すべり津波の早期確認に効果的であることから、④津居山、③三

国、⑤経ヶ岬の順に発電所構外における津波確認としての活用の可能性

を検討した。検討結果を以下に示す。

O④津居山については、既往潮位データの分析から、潮汐と津波の区別
が可能であり、リアルタイムデータの入手も可能なことから、津波確

認後に 1号及び 2号機中央制御室並びに 3号及び4号機中央制御室
へ情報発信し、更なる早期の取水路防潮ゲート閉止判断等に用いる。

O③三国については、高浜発電所と比べて津波を早期に確認できる時間
が数分程度である。リアルタイムでの潮位データの取得等について、

将来的な更なる安全性向上の取り組みとして検討していく。

O⑤経ヶ岬については、既往の観測記録の潮位データがない。丹後半島
(経ヶ岬等)に新たに潮位計を設置する場合、設置のための立地交渉
や妥当性のある潮位変動発信基準を設定するため相当期間のデータ

採取が必要であるため、将来的な更なる安全性向上の取り組みとして

検討していく。

以上より、津居山地ッ点については、1,2号機再稼働までに対応する。
その他は将来的な更なる安全性向上として対応していく。

3フ 分

46分

31分

24分

22分

23分

②敦賀   ③ 三国  l ④津居山 l ⑤経ヶ岬  高浜発電所※③舞鶴

43分

47分
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(2)津居山地点の観測潮位における「敷地への遡上及び水位の低下による海
水ポンプヘの影響のおそれがある潮位の変動」

津居山地点における 「敷地への遡上及び水位の低下による海水ポンプ
ヘの影響のおそれがある潮位の変動」による情報発信基準設定案及び評

価結果を第 6-3-2表 に示す。発電所構外における「敷地への遡上及び水位
の低下による海水ポンプヘの影響のおそれがある潮位の変動」は、水位

T.P.+3.Omと 水位 T.P.+2.Omと 水位 T,P,+1.Omの基準案から、大津波警報

相当の津波高さの予測値を観測潮位で検知できること、加えて津居山及

国地点の観測潮位範囲内であり、最も安全側の判断基準であること

T,P.+1,Omを採用する。

居 山及び三国地点 において、過去の観測最高潮位 がそれぞれ
+1.68m、 To P.+0,98mで あることから、「潮位が T,P。 +1.Omに到達する

」を判断基準とした場合には誤判断をする可能性がある。津居山及び

地点の過去の観測最高潮位はいずれも台風や低気圧による高潮が原

因であり、また高潮による潮位変動の周期 (時間)は非常に長いため、誤
判断防止の観点から、地すべ り津波の周期に合わせて 10分以内という時

間軸を設定することで信頼性確保が可能である。

以上を踏まえ、「10分以内 1.Om上昇 (下降)」 を津居山地点の観測潮位
における 「敷地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘの影響のお

それがある潮位の変動」とする。

ただし、「敷地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘの影響のお

それがある潮位」が襲来する前の潮位が津居山地点で T.P,+1.lm以 上、三

国地点で T.P,+0.2m以 上の場合は 10分以内に lmの水位上昇をすべて確
認することができないため、その際は、レンジオーバーとなつたときに判

断基準に達 したものとする。
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判断基準案 1   水位 TP+3.Om   l   水位 TP+2.Om   l   水位 TP+1.Om

設定経緯や
その根拠等

気象庁が発表する大津波警報と

同等の設定。
発電所構外で大津波警報相当
の津波が検知された場合、プラン
ト「影響のある」津波と判断するこ
ととし、判断基窄を「3.Omの上げ
又は下tザ」とする。

津居山地点及び三国地点の観
測範囲の上限を超えており、常時、
レシジオー′ヽいでの判断が必要。

参考 :発電所構外の観測地点候補の観測範囲

気象庁発表の津波予想高さが実
際よりも高めに設定されることから、
実観測値としては3mよりも低い
水位を大津波警報担当と設定。
気象庁における過去の滓波記録
と予測の比較から、験潮所での観
測値とデータベース予測値との上ヒ
は平均 1 2程度であることから、
大津波警報の下限値 3m/1.2
=25mより、保守的に2mと設
定。
プラント「影響のある」津波高さの

判断基準を「20mの上げ又は下
げJとする。

3.Omより安全側の判断基津。
津居山地点は観測範囲内であり
採用可。一方、三国地点の観測
範囲の上限を超えており、常時、
レンジオー′ヽ一の判断が必要。

気象庁における津波警報は予報
区ごとに発表されることから左記の

観測値と予測植め比較は予報区
ベースで考慮するとその比が 1.
8程度である。したがつて、大津波
警報の下F長値3m/1,8=1,7m
より、保守的にlmと設定。
プラント「影響のある」滓波高さの
判断基楽を「1.Omの上歿 は下
げ」とする。

2.Omよ り安全側の判断基準。
津居山地点及び三国地点の観
測範囲内であり採用可。
過去最高潮位を踏まえると誤検
知の可BB性あり。

言平イ西

第 6-3-2表 判断基準設定案及び評価結果

翻 J嫉
|

観測範囲
|

過去最高'浄】位  (掻弧内は観測時期及び理由)

津居山 T2+21m～ IP-23m

TR+12m ～ TR-18m

TR+168m (2004年 10月 20日 :台風23号 )

T'+098m (2005年 12月 6日 :低気圧)

(3)津居山地点における「津波と想定される潮位の変動」
「津波と想定される潮位の変動Jと して、発電所に施設影響が生じる波

源を用いて、津居山地点における津波シミュレーションを実施 した。

津居山地点の津波シミュレーション結果における最初の下げ波の水位

低下量を確認 した結果を第 6-3-4図に示す。いずれのケースも最初の下
げ波の水位低下量は 0。 6m以上である。

0.50

0.40

0.30

0.20

0.10

こ 0.00

却 _0.10

(-0.20

‐O.30

‐0.40

‐0.50

-0.60

-0,70

29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42
時 間 (min)

エ リアB(基準津波 3)

一
エリアBキネマ

ー
エリアBキネマ

‐― ―エリアBキネマ

ー
エリアBキネマ

ー
エリアBキネマ

エリアBキネマ

エリアBキネマ

エリアBキネマ

破壊伝播速度08m/s
破壊伝播速度07m/s
破壊伝:番速度06m/s
破壊伝播速度055m/s
崩壊規模800/O

崩壊規模700/O

崩壊規模600/O

崩壊規模500/O
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0.50

0.40

0.30

0.20

0.10

こ 0.00

却 _0,10

く い0.20

-0,30

‐0.40

‐0.50

-0.60

‐0,70

22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35
時 間 (min)

エリアC(基準津波 4)
第併折4図 判断基準設定案及び評価結果

破壊伝播速度のパラメータスタディ及び崩壊規模のパラメータスタデ

ィを行い、発電所に施設影響が生じるケースを用いて、津居山地′点の津波
シミュレーションを行った結果、「津居山地点 1波 目の水位低下量と発電

所の最高水位 。最低水位の関係」、「1波 目の水位低下量と 0。 6m低下に要
する時間の関係」及び「判断基準 (1波 目の水位低下量が 10分以内に 0.6m

以上であること)による確認可否」を第 6-卜5図及び第併併6図に示す。
津居山地点における 1波 目の水位低下量と発電所敷地内の最高水位・
最低水位の関係から、発電所敷地内での津波高さが高い津波ほど、津居山

地点における1波 目の水位低下量が大きいこと、津居山地点における1波

目の水位低下が 0.6m未満のケースでは発電所に施設影響が生じないこと

を確認した。
また、津居山地点における 1波 目の水位低下量と0,6m低下に要する時

間の関係から、津居山地点における 1波 目の水位低下が大きいほど、0.6m

水位低下に要する時間は短いこと、発電所に施設影響が生じるケースの

うち、津居山地点における 0。 6m水位低下に要する時間が 10分超のケー
スはないことを確認した。

以上を踏まえ、「10分以内 0.6m上昇 (下降)」 を津居山地点の観測潮位
における「津波と想定される潮位の変動」とする。

………エリアCキネマ

・―――エリアCキネマ
～一‐―エリアCキネマ

ー……エリアCキネマ

ーーーーエリアCキネマ

破壊伝播速度04m/s
崩壊チ見本莫800/O

崩壊去見4貫600/O

崩期貝模500/O

崩1表央見オ莫450/o

一
エリア 4

水位低下量0.6m
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第 6-卜5図 のパラメータスタディによる検知可否
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第 6-3-6図  崩壊規模のパラメータスタディによる検知可否
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(4)津居山地点の情報発信基準の設定
「津波と想定される潮位の変動」として、発電所に施設影響が生じる波

源を用いて、津居山地′くにおける津波シミュレーションを行った結果、最

初の下げ波の水位低下量は、いずれのケースも最初の下げ波の水位低下

量は 10分以内に 0。 6m以上であった。これを踏まえ、津居山地点での平
常時の短時間の潮位のゆらぎが 10分間で最大約 0。 lmであることを考慮
して、津居山地点での観測潮位が「10分以内に0.5mの水位が下降 (上昇)
した場合」を、津居山地点の潮位を計測する計装設備の情報発信基準とし、
1号及び 2号機中央制御室並びに3号及び4号機中央制御室に情報発信
を行う。この際の、情報発信基準のセット値は、構内の潮位観測システム

(防護用)に よる取水路防潮ゲートの閉止判断基準 (ト リガー)のセット

値の考え方を踏まえ、計装誤差を考慮し「10分以内に 0.45m」 とする。
また、「敷地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘの影響のおそ

れがある潮位の変動」として、津居山地点での観測潮位が「10分以内に
1,Omの水位が下降 (上昇)した場合」を、津居山地ッ点の潮位を計測する
計装設備の情報発信基準とし、 1号及び 2号機中央制御室並びに3号及
び4号機中央制作l室に情報発信を行う。この際の、情報発信基準のセット
値は、上記と同様に計装誤差を考慮し、「10分以内に 0.95m」 とする。
津居山地点の観測潮位を用いた「津波と想定される潮位の変動」の情報

発信基準を第 併3-7図に、津居山地J煮の潮位観測実績を第 6-併8図に、
平常時における潮位のゆらぎの考え方を第 6-3-9図 に示す。潮位のゆら

ぎの算出にあたつては、潮位の変動が大きくなると考えられる夏期 (8月
～10月 )と冬期 (1月 ～3月 )の観測データをもとに算出する。具体的な
潮位のゆらぎの算定方法を第 6310図 に示す。
なお、上記の情報発信基準に加え、津居山地点の観測潮位欠測時につい

ても、 1号及び 2号機中央制御室並びに3号及び 4号機中央制御室に情
報発信を行う。その際の対応については、6.4章に示す。

情報発信基婆の仮設定値

情報発信基準の仮設定値 :津波シミュレーシヨンにおける情報発信卜リガーの仮設定値
情報発信基準値 :平常時の潮位の″♪らぎを考慮した構外地点 (津居出)の基淮値
設定値 :格外地点 (津居山)の情1反発信のために必要な潮位変化量の許容範囲
セットll百 :実機の計装設備にセットす糾子動値

0.60m

0.50m

045m __

平常時の潮位のゆらぎ

(最大 0.10m)

情報斃僣基準値

設定値

津居山地点の

観測潮位
演算装置 監視モニタ

降～20m州 通信

単体誤差 :± 19mm ±3mm

ループ誤差 :± 22.2mm≒ ±23mm
潮位変化量の計装誤差 :±23mm× 2測定点 =± 46mm■ ±50mm

セット値
計装誤差
(0.05m)

o津居山地点の観測潮位の情報発信基準値の臨 図

。津居麹地点の観測潮位の誤差の考え方

第 6-3-7図  津居山地点の観測潮位を用いた「津波と想定される潮位の変動」
の情報発信基準
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・平常時の潮汐による潮位変動

兵庫県の津居山地点におして、兵庫県が潮位を計測している

が、観測潮位の瞬時値としてデータ提供を受けた2018年 1月
から2019年 10月までの値で、平常時の潮汐の変動は最大で
10分間において約0.10m程度である。

・台風などの異常時の潮位変動
台風などの異常時の潮汐変動について、代表として若狭湾
周辺の潮汐の変動が大きいと想定される2018年の台風21
号 (中心気圧950hPa)の潮汐変動を確認した。
潮汐の変動は大きいところで10分間で0.27m程度である。

●通常時の潮汐の変動 2019年9月 瞬時値 (60秒間隔採取)  ●2018年の台風21号の潮位データ 瞬時値 (60秒間隔採取)

2019.09.01_1日 201809,04_と日

（
Ｅ

ｏ

）

彗
葵

ヽ

>津居山地点1こおける通常の潮位変動においてfよ、10分間の変動量が0,10m程度である。

>2018年 1月～2019年 10月における台風時の潮位データを考慮しても、潮汐の変動は大きいところで10分間で0.27m
綾 であった。

第 638図 津居山地プ煮の潮位観測実績

第 639図 平常時における潮位のゆらぎの考え方について

平常時における短時間の潮位のゆらぎの考え方を以下に示す。

・構内における基準津波評価にて考慮する「朔望平均潮位」及び入力津波評価にて考慮する「潮位のIおつき」は、
それぞれ過去の潮位データから平均値、標準偏差として算出。

。これに倣い、過去6ケ月分の夏期/冬期の潮位デー期 から、統計的なI註)つきを考慮した波高は下表の結果か
ら0.03mと見積もられる。

。これを踏まえつつ、10分間の潮位のゆらぎについては、より保守的に、過去観測のデータの3σの値よりも大きい
0.10mt適用 .

0.60m 情報発信基準の仮設定値

平常時の潮位のゆらぎ

(0・ 10m)

情報発信基準値

設定値
計装誤差

(0.05m)

。津居山地点圃 潮位帖 報発信基準値硼 念国

C.50m

O.45m 些卿 セット値

デ
ー
タ
数

‐ 田 田 ■
|

0,010     0,020      0.010

0.015      0.019      0.017

0,025      0,039      0,023

●夏期と冬期における10分間の潮位の孵 ぎ(m)

潮位の1註うつき(cm)
010分間の潮位のゆらぎの1おつき (過去データ6ケ月分)
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(参考)平常時の潮位のゆらぎの具体的な箕定方法について
平常時における短時間の潮位のゆらぎの具体的な算定方法を以下に示す。

・10分前の瞬問潮位値と現在時刻の潮位イ直の差を取る。 (例 :2019/9/10:10:00と2019/9/10:20:00の
差を取り、10分差を-lcmと算定する。)

・変動差のばらつきを見るため上記差の絶対値を算定する。

・夏期、冬期、全体の期間における10分間潮位のぼらつきの絶対値を統計的に処理し、中央値と標準偏差を算出す
る。潮位のゆら試よ中央値と標拳偏差の租とする。

。これを踏まえつつ、10分間の潮位のゆらぎ1こついては、より保守的に、過去観測のデータの3σと中央イ直の不日よりも大

きい0,10mを適用する。

●観測データを用いた10分差及び絶対値のlttl

010分間の潮位のゆらぎのイメージ

年 月 日 時刻 瞬間潮位個

MM Yr遺 単イ立cm lo分差 絶対値
2019 09 0, 0,000 0 0

2019 09 0, 0,4iCO Sl -2 2

2019 09 01 015,00 5, -2 2

2019 09 01 51

2019 09 01 C19!00 50 O 0

2019 09 01 O!20100 ⊆ 5に>
"・

_1

2019 09 01 0121!00

2019 09 0, O.25つ0 53 -2 2

2019 09 01 026100 53 -2 2

130,986

0.010

0,0と 5

0,025

126′ 019

0,020

0,019

0,039

257.005

0010

0.017

0.028

0夏期と冬期における10分間の潮位のゆらざlm)

第 6-3-10図  平常時における潮位のゆらぎの具体的な算定方法について

夏期
2019.8.1～ ■0.31

冬期
2019,1.1～ 3.31
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(5)津居山地点における観測潮位活用のまとめ
(1)～ (4)に示した発電所構外の観測潮位の活用検討に基づいた、
津居山地点での「敷地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘの影

響のおそれがある潮位の変動」、津居山地点での「津波と想定される潮位
の変動」及び発電所構外の観測潮位の活用による取水路防潮ゲー ト閉止

時間の短縮効果を第併3-11図 に示す。

第 63H図 に示す通り、発電所構外の観測潮位において、「敷地への遡
上及び水位の低下による海水ポンプヘの影響のおそれがある潮位の変動」

を確認した場合は、構内の潮位観測システム (防護用)において、2台の
観測潮位がいずれも 10分以内に O.5m以上の下げ (上げ)のみで判断を
することとしており、より早期の対応を行うものとする。短縮時間の効果

としては約 4分の短縮効果があると考えている。
また、発電所構外の観測潮位において、「津波と想定される潮位の変動」

を確認した場合は、取水路防潮ゲートの落下機構の健全性確認など(取水

路防潮ゲートの保守作業の中止、構内の一般車両の退避、輸送船の退避、

輸送車両等の退避、津波監視カメラによる監視)を実施し津波襲来に備え

る。

●音報が発段納 ない驚波IE可 8Bな限り早期対応するための運用

(1)設置許可申語書に記戦する運用

①発電所構外にて「プラントー 墨 簿波Jを検知し却母合

②発電所稿外にて「プラン

(2)自主的な運用
早期の津波対応の更なる自主的な取り牽日みとして、発電所構外にてプラント影響のある津波を攘 lし、
担曝合、防潮ゲート閲止判断を早期化する運用とし、運用の具体的な内容は社内標準で定める。

第併311図 津居山地点における観測潮位の活用

【ラ浄蕪訴新耐調汐卜】 【敷地内】海水ポン迭
題駒 暴 :詢4分

津居山の場合よ0分以内lm止男 (下降〉Xl

※1れ鰤餘濤 建所目定等、有憲な僧示蛮Bで 1魏t寧力切らか嘲 I却思

0分   13分 15分

【g向タロロげ弓げ絣 】

・津波欝島リメうによる監視

津居との場合10分奴内0.5m下降 (上昇)

そ睦 、「発鷺所構外にで「カ ント影響ある津
波」を検知眈 場合」に該当眈 場合1よ、上記と
同様の対応を実施

:潤毬4用よ、頼 の位と,母確 協隊え、競 鵬 艘 への路 を働案し、
必要lE胸臥 定碇}る

:蔽務 割 ど曖く

4分 r

燿腕 犀 :莉5分
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6.4 発電所構外の観測潮位欠測時の対応
6.4.1 背景
津波警報等が発表 されない可能性のある津波に可能な限り早期に対応す

るため、発電所構外の観測潮位を活用 し、取水路防潮ゲー トの閉止判断の早

期化 と、取水路防潮ゲー トの落下機構の確認などの津波襲来に備えること

としている。

本章では、発電所構外の観測潮位が欠測 した場合に、これらの対応ができ

ないことから、そのような状況における対応について検討するものである。

6.4.2 検討条件
発電所構外の観測潮位は、津波警報等が発表されない可能性のある津波

に対して、可能な限り早期に封応するものであるため、一時的に津居山地点

での観測潮位を用いずとも津波姑応上の問題がないと評価できる場合は
「欠測時の運用を除外 (① )」 する。また、津波対応上の問題があるが、津波

襲来を判断した際と同等の対応が可能な場合は、「津波襲来を判断した際と

同等の対応を実施 (②)」 する。津波襲来を判断した際と同等の対応ができな
いものは、「個別に代替手法を検討 (③ )」 する。

以上の検討内容を第併4-1図の検討フローに示す。
なお、ここで、「津波襲来を判断した際」とは、構外の観測潮位にて「敷

地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘの影響のおそれがある潮位
の変動 (津居山地点にて、10分以内に潮位 lm上昇 (下降)を観測」と「敷
地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘの影響のおそれがある潮位
の変動 (津居山地点にて 10分以内に潮位 0.5mの 上昇 (下降)を観測」した
場合を指す。

橋外の観測潮位欠測時の対応フロー

YES

NO

YES

NO

第 6-4-1図 発電所構外の観測潮位欠測時の対応

に構外の観測潮住を用いず

③イ固別に代替手法を検討 ②津波襲来を判断した際と同等の対応を実施 ①欠演J時の対応を除外
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6.4.3 評価結果
発電所構外の観測潮位を活用 した対応項 目に関して、観測潮位欠測時の

姑応を第 6-4-1図 の検討フローに基づいて整理した結果を第 6-4-1表 に示

す。
「敷地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘの影響のおそれがあ

る潮位の変動」を確認 した際の取水路防潮ゲー ト開止判断の早期化につい

ては、構内の潮位観測システム (防護用)に より取水路防潮ゲー トの閉止判
断基準を確認後、取水路防潮ゲー トを開止する場合でも、最も時間余裕が厳

しい津波に対 して約 9分の余裕時間をもつて施設影響の生 じるケースを防
護可能であることから、仮に構外の観測潮位が欠測した場合は、取水路防潮

ゲー ト閉止判断の早期化に係る対応を除外する。

「津波と想定される潮位の変動」を確認した際の取水路防潮ゲー ト保守

作業の中断については、保守的に欠測と同時に津居山地点に津波が襲来し

た場合を想定しても、津波を確認した際と同様の対応を欠測と同時に行う
ことで、発電所に津波が襲来するまでに保守作業を中断し、ゲートの復旧が

可能であることから、欠測時は津波襲来を判断した際と同等の対応を実施

する。

「津波と想定される潮位の変動」を確認した際の発電所構内の放水口側

防潮堤および取水路防潮ゲートの外側に存在し、かつ漂流物になるおそれ
のある車両の退避については、保守的に欠測と同時に津居山地点に津波が

襲来した場合を想定しても、津波襲来を判断した際と同様の対応を欠測と

同時に行うことで、発電所へ津波が襲来するまでに退避が可能であること

から、欠測時は津波襲来を判断した際と同等の封応を実施する。

「津波と想定される潮位の変動」を確認 した際の荷役中以外の場合の輸

送船の退避については、海底地すべ り津波の最大流速、最高・最低水位に封

し輸送船の係留が維持できること、輸送船が岸壁に乗 り上がらないこと、着

底や座礁等により航行不能にならないことを確認 してお り、漂流物となら

ないことから、欠測時の運用を除外する。

「津波と想定される潮位の変動」を確認した際の荷役中の場合の輸送車

両等の退避については、燃料輸送作業は年間数日程度であり、夜問作業がな
いこと、欠測時の輸送車両等の退避による作業中断は、輸送工程への影響が

大きいことから、作業時は津居山地点に人を配置し、仮に津居山地点からの

潮位伝送に異常が生じた場合には、現地にて可搬型のスケール等にて潮位
を確認し、潮位の観測が途切れないよう対応する。

「津波と想定される潮位の変動」を確認した際の取水路防潮ゲー ト落下

機構の健全性確認については、取水路防潮ゲート閉上の前提条件であるた

め、欠測時は直ちに津波襲来を判断した際と同等の対応を実施する。
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「津波と想定される潮位の変動」を確認した際の津波監視カメラによる

津波襲来状況の監視については、津波対応の前提条件であるため、欠測時は

直ちに津波襲来を判断した際と同等の対応を実施する。
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第 併41表 発電所構外の観測潮位欠測時の対応整理

※1:輸送船については荷役中の場合は津波襲来を判断しても退避しないこととしている。輸送車両等については輸送船が荷役中以外の場合は岸壁に輸送車両等はない。

分類

①

②

②

①

③

②

②

発電所構外の観測潮位欠測時の対応に係る評価

構内潮位観測システム (防護用)の うち 2台の潮位計の観測潮位がいずれも 10分以
内 05m以上の「上下変動」での取水路防潮ゲート閉上にて、最も時間余裕が厳しい

津波に対し、約 9分の余裕時間をもつて、施設影響が生じるケースを防護可能

保守的に欠測と同時に津居山地点に津波が襲来した場合を想定しても、欠測と同時に

津波襲来を判断した際と同様の対応を行うことで、発電所に津波が襲来するまでに保

守作業を中断し、ゲートの復旧が可能であり、上段の対応により施設影響が生じるケ

ースを防護可能

(津居山地点での津波確認時及び欠測時は、速やかに 1号及び 2号機中央制御室又は

3号及び4号機中央制御室に情報が発信される体制を構築する)

保守的に欠測と同時に津居山地点に津波が襲来した場合を想定しても、欠測と同時に

津波襲来を判断した際と同様の対応を行うことで、発電所へ津波が襲来するまでに退

避が可能

(津居山地点での津波確認時及び欠測時は、速やかに 1号及び 2号機中央制御室又は

3号及び4号機中央制御室に情報が発信される体制を構築する)

海底地すべり津波の最大流速、最高・最低水位に対し輸送船の係留が維持できること、

輸送船が岸壁に乗り上がらないこと、着底や座礁等により航行不能にならないことを

確認しており、漂流物とならない。

左記対応により、発電所構外潮位を継続監視可能

取水路防潮ゲー ト閉上の前提条件であるため、欠測時は直ちに津波襲来を判断した際

と同等の対応を実施。

津波対応の前提条件であるため、欠測時は直ちに津波襲来を判断した際と同等の対応

を実施。

発電所構外の観測潮位欠測時の対応

左記の取水路防潮ゲー ト閉止判断の早期化

に係る対応を除外する。

同左

同左

左記の輸送船の退避に係る対応を除外する。

作業は年間数日程度であり、夜間作業がない

こと、欠測時の輸送車両等の退避による作業

中断は、輸送工程への影響が大きいことか

ら、作業時は津居山地点に人を配置し、仮に

津居山地点からの潮位伝送に異常が生じた

場合には、現地にて可搬型のスケール等にて

潮位を確認し、潮位の観測が途切れないよう

対応する。

同左

同左

発電所構外で津波を確認した

時の対応

構内の潮位観預1システム (防護

用)の うち 2台の潮位計の観測

潮位がいずれも 10分以内 05m

以上の「変動」で取水路防潮ゲ

ー ト閉止判断

取水路防潮ゲー ト保守作業の

中断

発電所構内の放水口側防潮堤

および取水路防潮ゲー トの外

側に存在し、かつ漂流物になる

おそれのある車両の退避

【荷役中以外の場合】

輸送船の退避※1

【荷役中の場合】

輸送車両等の退避※1

取水路防潮ゲー ト落下機構の

健ハ上′陛確認

津波監視カメラによる津波襲

来状況の確認

燃
料
等
輸
送

敷地への遡上及び水位の低

下による海水ポンプヘの影

響のおそれがある潮位の変

動 (津居山地点で 10分以内

10m上昇 (下降)を確認し

た場合

津波と想定される潮位の変

動 (津居山地点で 10分以内

05m上昇 (下降)を確認し

た場合
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7,構外潮位の設計に関する補足事項
7.1 潮位観測システム (防護用)の設計に関する補足資料
構外の観測潮位の活用については、可能な限り早期に津波に対応する

ための運用として、高浜発電所 1,2号機の再稼働までに津居山地′点の既往
観沢J潮位を活用する方針である。

また、安全性向上に係る取 り組みとして、津居山地点への当社潮位計の設

置や、他地点への潮位計の設置等を検討することとしている。

本章においては、津居山地点の既往観測潮位の活用に係る運用を保安規

定以下に記載するに当たり、その具体的な設備構成と、安全性向上に係る取

り組みの うち、至近に実施可能な津居山地点への当社潮位計の設置につい

て説明する。

津居山地点の既往観測潮位および至近に実施可能な津居山地点への当社

潮位計の設置に係る設備構成のイメージを第 711図 に示す。
具体的な設備構成は以下のとお り。

(対応場所)

11号
及び2号炉中央制御室

(津居出) j研位観渕システム lけう臓月)のうち
衛■電:き (4瀬筋厳臓)弦 1

,齢位観灘システム l筋蟄用)のう
衛■電話 (浮娘妨浄用)Xj

発電所橋外の潮位計

潮位機躍システム lゆう護月)のち漏位■

3号及び4号炉中央制御室

潮位観】騨Jシステム 働 懐用J,らち鴻位計

5条・26条・40条 (潮位吾1)
5条・12条・26条・40条
(潮位観測システム (防醸用)

②当社設置等の

安全性向上の取り組み

運転員PC
取水路

PC

) と
(対応条文※2)

第 711図 構外潮位の設備構成イメージ

7.1.1 津居山地点の既往観測潮位の活用に係る設備構成

(1)設備構成
津居山地点の既往観測潮位については、津居山地点の既往潮位計、発電

所内外のデータ伝送ラインおよび中央制御室の監視モニタ (構外の観測

潮位表示用)で構成 している。既往観測潮位の全体構成図を第 712図 に
示す。
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③、④、③

監視モニタ

(構外の観測潮位表示用)

監視モニタ

(構外の観測潮位表示用)

1号及び 2号機中央制御室 3号及び 4号機中央制御室

演算装置

データ

収集装置

データ

収集装置

高浜発電所

通信 通信

構 内

4-20mA DC

構 外 通信

津居山検潮所

0●lV DC

兵庫県庁殿設備

潮位計

第 712図  既往観測潮位の全体構成図

(2)潮位計の仕様
津居山地′様の既往観測潮位では、フロー ト式水位計を採用 しており、フ

ロー トの浮き沈みによリワイヤが上下し、歯車で水位の変動を検知する。

潮位計の概要図 (イ メージ)を第 713図 に示す。
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鱒
　嬉鞭
ワイヤ

ケーカレ

おもり

フB―ト

導水管

第 71-3図  潮位計の概要図 (イ メージ)

(3)データ伝送ラインの仕様
津居山地点の F、死往観測潮位データは、通信事業者の光専用回線を 2回

線使用 して高浜発電所に伝送する。

(4)監視モニタ (構外の観測潮位表示用)の仕様
監視モニタ (構外の観測潮位表示用)は、潮位変化量および トレン ドグ

ラフを表示するとともに、警報発信可能な設計とする。

具体的には、「発電所構外において津波と想定される潮位の変動を在見測

(10分以内に 0.5mの水位が下降 (上昇))Jした場合、監視モニタ (構外
の観測潮位表示用)に 「変化量注意」の警報が発信する。また、「発電所
構外において、遡上波の地上部からの到達、流入および取水路、放水路等

の経路からの流入ならびに水位の低下による海水ポンプヘの影響のおそ

れがある潮位の変動をを見測 (10分以内に 1.Omの水位が下降 (上昇 ))」 し

た場合、監視モニタ (構外の観測潮位表示用)に 「変化量警報Jの警報が
発信 し、これらの警報を監視モニタ (構外の観測潮位表示用)に識別 して

表示する。

(5)計装誤差を踏まえた情報発信基準
津居山地点での観測潮位が「10分以内に 0.5mの水位が下降 (上昇)し
た場合」を、津居山地′点の潮位を計測する計装設備の情報発信基準とし、

1号および 2号機中央制御室並びに 3号および 4号機中央制御室に情報
発信を行 う。

なお、情報発信基準のセット値は、構内の潮位観沢Jシステム (防護用 )

による取水路防潮ゲー トの閉止判断基準 (ト リガー)のセット値の考え方

を踏まえ、計装誤差を考慮 し「10分以内に 0.45m」 とする。津居山地点の

観測潮位を用いた情報発信基準を第 卜14図 に示す。なお、「10分以内に
1.Omの水位が下降 (上昇))した場合」、同様に計装誤差を考慮し、「10分

1 2‐ 1 言 2‐2 !之‐S iぞ  `i =｀ !

:牽 ■肇 ご
=

鵡    変換部

:

,
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以内に 0,95m」 とする。

0.60m 情報発信基準の仮設定値

情報発信基準の仮設定値 :津波シミュレーシヨンにおける情報発信ドサガーのl反設定値
情報発信基準値 :平常時の潮位のゆらぎを考慮した構外地点 (津居とと)の基准値
設定rl壱 ,構外地点 (淳居山)の情報発信のために必要な潮位変化量の許容範囲
セット値 :実機の計彗驚設備にセットするイ乍動値

平常時の潮位のゆらぎ

(最大 010m)

0.50m 情報発信基輩値

設定値045齢 鯉 ェニセッⅢ絆と
計装誤差

(0.05m)

。津居山地点の観測潮位の誤差の考え方

第 714図  津居山地点の観測潮位を用いた情報発信基準

(6)津居山地′点の既往観測潮位の信頼性確保
津居山地点の貝児往観測潮位検出器は 1台構成であるが、基本的に伝送
ラインは 2回線を使用 してお り、可能な限り多重化を図つている。
また、伝送ライン 1回線故障時においても、他の 1回線にて伝送を継続
することができる。

さらに、構外伝送ラインの保守については、通信事業者が 24時間 365

日の監視対応をしてお り、故障時において速やかな対応が可能である。

(7)津居山地点の既往荏見測潮位の故障検知
津居山検潮所の既往観測潮位計については、フロー ト式潮位計を採用

してお り、フロー トの浮き沈みによリワイヤが上下し、歯車で水位の変動

を検知することにより、想定される故障モー ド、故障した場合に想定され

る監視モニタ (構外の荏見測潮位表示用)の指示変動および指示変動に伴 う

故障確認は第 7-1-1表 のとおり。

想定される故障モー ドによって、監視モニタ (構外の観測潮位表示用)

の指示は、指示固定、スケールダウンまたはスケールオーバーとなる。

指示固定した場合は、監視モニタ (構外の観測潮位表示用)に「信号不
信頼」、スケールダウンまたはスケールオーバーした場合は、監視モニタ

(構外の観沢J潮位表示用)に 「故障」の警報が発信する設計としている。
なお、指示固定とは 30秒間潮位指示に変化がない場合をいう。
中央制御室において、運転員は、監視モニタ (構外の観測潮位表示用 )

の警報音が発信 したことを把握 し、監視モニタ (構外の観測潮位表示用)

の画面上で警報名称および潮位の トレン ドグラフを目視確認することに

より、即座に故障を確認できる。

なお、2018年 1月 から 2019年 10月 までの津居山の既往荏兄測潮位デー

タ分析結果を第 712表 に示す。
当該期間の欠測 28件のうち、計画外は 15件、計画内は 13件であった。

計画外の欠測理由は、データ収録手ラー及び現地潮位電源断によるも

兵庫県庁殿設備

津居山地点の i データ   データ  演算装置
観測潮位  収集装置  収集装置

監視モニタ
(構外の観

",潮

位表示用)

通信

導体誤差 :圭 10mm  ±8mm  ±4mm ±8mm

ループ誤差 :± 15 6mm≒ ±16mm
潮位変化量の計装誤差 :と 16mm× 2測定点 =± 32mm<と 50mm
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のであり、いずれの故障についても前述の故障モー ドに包含されるため、

中央制御室において、運転員は、監視モニタの警報音が発信 したことを把

握 し、監視モニタの画面上で警報名称及び潮位の トレン ドグラフを目視

確認することにより、即座に故障を確認できる。また、故障により欠測が

発生した場合、直ちに復旧に努めるとともに、兵庫県所管設備の故障の状

況、復旧見込み等を兵庫県より速やかに連絡を受ける運用とする。

次に、計画内の欠測理由は、計画停電及び各種′点検によるものであり、

いずれの場合についても、兵庫県より事前連絡を受ける運用とする。なお、
「1.3 構外潮位計の運用について」に示すとお り、津居山地点の既往
観測潮位及び当社潮位計の 2台による運用とし、それぞれの潮位計の,点
検時期の輻挨により、同時に 2台の潮位計が欠測 しない運用とする。

第 711表  フロー ト式潮位計の故障モー ド等の整理表
散障モード 監視モ

=夕
摺尿変酌X2 指示変動に伴う散障確隠

ワイヤ断裂 (おもり側) 指示固定 監視モニ

'(構
外の観測潮位表示用)に「橋外潮位信号不信頼」の警報

が発信する。運転員(よ、監視モニタ (福外の観測潮位表示用)の警報きが
発信したことを把握し、監視モニタ (構外の観測潮位表示用)の画面上で
警報名称及び潮位のトレンドグラフを目視確認することにより、RD座に故障を

確認できる。

歯車固者 指示固定 周上

導水管つまり 指示固定 同上

ケープチレ地絡、電源断※1 スケールダウシ 監視モニタ (構外の観測潮位表示用)に「構外潮位故J章」の書報が発
「

s
する。運転員は、監視モニタ (橋外の観測潮位表示用)の書報書力〔発信し
たことを把握し、監視モ三夕 (構外の観測潮位表示用)の画面上で警報名
称及び潮位のトレントグラフを目視確認することにより、日D座に故障を確認でき
る。

演算装置故障、データ収録エラー※1 スケールゲウン又fよスケール
オーメぐ―

同上

※li津居山既往観測潮位にて電源断およびデータ収録エラーによる故障実績あり
※2:各指示変動のイメージを示す。

指示固定 スケールダウン スケールオー″ヽ一

第 712表  津居山の既往潮位データ分析結果

No  データ欠測開始時刻
1 2018/11/22 11:31

2  2019/v6  0:59

3  2019/4/4  23:02

4  2019/5/8  9i38

5  2019/5/9  0:02

6 2019/5/31  12:41

7 2019/7/12  10:01

8  2019/10/4  1:21

9  2019/10/4  22:21

10 2019/10/5  0:41

11 2019/10/5  3:21

12 2019/10/5  9:11

13 2019/10/5  12:01

14 2019/10/5  15■ 1

よ5 2019/10/5  19:21

16 2019/10/12 15:41

欠測時間

10分

2日 11時間

15時間4分

13分

10時間11分

10分

10分

10分

10分

こ0分

10分

iO分

10分

10分

10分

3日 1時間20分

欠測I里由

データ収録エラー

現地潮位電源断

現地潮位電源断

現地潮位電源断

現地潮位電源断

データ収a,■ラー

データ収録エラー

データ収傷庄ラー

データ収a予エラー

データ収と,エクー

データ収a斑ラー

データl灰 9豪ェラー

データ収銅Lラー

デー,収3豪エラー

データ収ユ予エラー

停電

データ欠′ql開始時斑

2018/2/17  8:21

201S/3/22   9:41

2018/3/28  11:00

2018/3/28 12■ 1

2018/3/2  13:01

2018/8/3  9:01

2013/3/31  13:31

2013/11/2 17:Sl

2018/11/9 1フ :51

2018/1V14 9:51

2018/1v16 19:11

2019/9/5  12:21

2019/9/6  9:01

欠測時間

9時間40分

1時間20分

1分

1時間

3時間40分

50分

10時間29分

1日 15時間30分

2日 2時間30分

50分

2日 14時間

3時間40分

1時間40分

欠測理由

計画停電

定期点検

風向風速計交換

風旬馳速計交換

現地詳細点検

現地詳細点検

計画停電

計画停電

計画停電

定期点検

計画停電

現地詳細点横

現地詳細点検

随

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

‐３

計 画 外 針 画 内
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(8)津居山地点の既往観測潮位の点検
津居山地′点の既往観測潮位は、疋

~期
的 (プラン ト1サイクル毎)に以下

の点検を実施する。

【点検内容】

・各機器の目視確認・清掃

各機器の目視確認 。清掃を行い、致命的な損傷がないことを確認す

る。

・ソフ トウェア照合

演算装置プログラムのマスターソフ トウェアとのソフ トウェア照合

を行い、不整合がないことを確認する。 (こ れにより計測範囲、警

報設定値の不整合も合わせて確認できる)

・入出力重力作確認

津居山検潮所のデータ収集装置へ模擬入力 し、発電所構内のデータ

収集装置、演算装置および監視モニタ (構外の観沢J潮位表示用)ヘ
の出力を確認する。

・機能確認試験

演算装置に模擬入力を印加 し、プログラム通 りの設定値で警報が動

作をしているか確認する。

7.1.2 津居山地点のF、元往観測潮位の活用に係る設備構成
(1)設備構成
津居山地点の当社潮位計を用いた観測潮位については、津居山地点の

潮位計、発電所内外のデータ伝送ラインおよび中央制御室の監視モニタ

(構外の観沢J潮位表示用)で構成 している。当社潮位計を用いた観測潮位
の全体構成図を第 7-15図 に示す。
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高浜発電所

通信 通信

構  内

4‐ 20mA DC

構  外 通信

津居山検潮所

4-20mA DC

潮位計

第 715図  当社潮位計を用いた観測潮位の全体構成図

(2)潮位計の仕様
津居山地点の当社潮位計は、差圧式の潮位計を採用する。差圧式潮位計の

外形図を第 作1-6図 に、差圧式潮位計の取付図を第 717図 及び第 7-1-8
図に示す。

監視モニタ

(構外の観測潮位表示用)

監視モニタ

(構外の観測潮位表示用 )

1号及び 2号機中央制御室 3号及び4号機中央制御室

演算装置

データ

収集装置

データ

収集装置
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理 璽

ゼ ロ点

第 7-1-6図  差圧式潮位計の外形図

競往潮位計

(フロート式水位計 )

当社潮位計
(差圧式水位計)

第 717図  差圧式潮位計の取付図 (平面図)

A

検潮丼戸
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既往潮位計

(フロート式水位計) TR+約 2,2m

当社潮位計

(差圧式水位計 )

iR+約 1.2m

in―約0.2m

導水管
約4.8m

約1.Om

第 718図  差圧式潮位計の取付図 (AA矢視図)

(3)データ伝送ラインの仕様
7.1.1(3)と 同様。

(4)監視モニタ (構外の観沢J潮位表示用)の仕様
7.1.1(4)と 同様。

(5)計装誤差を踏まえた情報発信基準
津居山地′点での当社潮位計の観測潮位が「10分以内に 0.5mの水位が下
降 (上昇)した場合」を、津居山地点の潮位を計測する計装設備の情報発
信基準とし、 1号および 2号機中央制御室並びに 3号および 4号機中央
制御室に情報発信を行 う。

なお、情報発信基準のセット値は、構内の潮位観測システム (防護用 )

による取水路防潮ゲー トの閉止判断基準 (ト リガー)のセット値の考え方
を踏まえ、計装誤差を考慮 し「10分以内に O.45m」 とする。津居山地点の

観測潮位を用いた情報発信基準を第 719図 に示す。なお、「10分以内に
1.Omの水位が下降 (上昇))した場合」、同様に計装誤差を考慮 し、「10分
以内に 0.95m」 とする。
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情報発信基準の仮設定値

情報発信基達の仮設定値 :津波シミュレーションにおける情報発信 l咄ジガーの仮設定値
情報発信基準値 :平常時の潮位のゆらざを考慮した構外地点 ()津居山)の基準値
設定値 :橋外地点 (津居山)の情報発信のために必要な潮位変化量の許容範囲
セッ帷 :実機の計装設備にセットするf乍動値

0.60m

0,SOn

045m 05m
セッlヽ

“

[百

平常時の潮位のゆらぎ

(最大 0,10m)

)

情報発信基準値

設定値

計装誤差

(0,05m)

0当社潮位言子の観測潮位の情報発信基準値の概念図

0当社潮位計の観測潮位の誤差の考え方

第 7-1-9図  当社潮位計の観測潮位を用いた情報発信基準

(6)津居山地ッ点の当社潮位計の信頼性確保
7.1.1(6)と 同様。

(7)津居山地点の当社潮位計の故障検知
津居山検潮所にて当社が新たに設置する潮位計については、差圧式潮

位計を採用 してお り、水頭圧を測定することで水位の変動を検知するこ

とにより、想定される故障モー ド、故障した場合に想定される監視モニタ

(構外の観測潮位表示用)の指示変動および指示変動に伴 う故障確認は
下表のとお り。想定される故障モー ドによって、監視モニタ (構外の観測

潮位表示用)の指示は、指示固定、スケールダウンまたはスケールオーバ

ーとなる。

指示固定した場合は、監視モニタ (構外の観測潮位表示用)に 「信号不
信頼」、スケールダウンまたはスケールオーバーした場合は、監視モニタ

(構外の観測潮位表示用)に「故障」の警報が発信する設計としている。
なお、指示固定とは 30秒間潮位指示に変化がない場合をいう。
中央制御室において、運転員は、監視モニタ (構外の観測潮位表示用)

の警報音が発信 したことを把握 し、監視モニタ (構外の観測潮位表示用 )

の画面上で警報名称および潮位の トレン ドグラフを目視確認することに

より、即座に故障を確認できる。

第 713表 差圧式潮位計の故障モード等の整理表
故障モード 監視モニタ掴示褒D 指示変動に伴う散隠確・』

検出器圧力導入日の詰まり 指示固定 監視モニタ (橋外の観測潮位表示用)に「稿外潮位信号不儒頼」の魯報
が発信ずる。運転員(よ、監視モニタ (構外の観測潮位表示用)のと報音が
発信したことを把握し、監視モニタ (構外の観測潮位表示用)の画面上で
機報名称及び潮位のトレンドグラフを目視確認することにより、即座に故障を
確認できる。

導水管つまり 掲示固定 同上

ケーカレ地絡、電源断 スケーザレダウシ 監視モニタ (構外の観測潮位表示用)にr構外潮位 故障」の警報力境信
する。運転員Iよ、監視モニタ (構外の観測潮位表示用)の警報音力〈テと信し
たことを把握し、監視モニタ (構外の観測潮位表示用)の画面上で書報名
イオ、及び潮位のトレントグラフを目視確認することにより、即座に故障を確認でき
る。

演算装置故障、データ収録五ラー スノァ_ルカ ン又(よスケール
オープ(―

同上

当社潮位計の  データ   データ  演算装置
観測潮位  収集装置  収集装置

監視モニタ
用 )

路ハυ20mAl 通信

単体誤差 :圭 12mm ±10mm  ±4mm ±3mm

'レ

ープ誤差 :圭 18mm
諄月位変化量の計装誤差 :と 18mm× 2測定点 =圭 36mm<± 50mm
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(8)津居山地′像の当社潮位計の′点検
津居山地点の当社潮位計は、定期的 (プラント1サイクル毎)に以下の

点検を実施する。

【点検内容】

・各機器の目視確認・清掃

各機器の目視確認・清掃を行い、致命的な損傷がないことを確認す

る。

・機器単体確認・動作検証

機器の単体検査および動作検証を行い、健全性を確認する。

・ソフ トウェア照合

演算装置プログラムのマスターソフ トウェアとのソフ トウェア照合

を行い、不整合がないことを確認する。 (これにより計沢J範囲、警

報設定値の不整合も合わせて確認できる)

。入出力動作確認

津居山検潮所のデータ収集装置へ模擬入力し、発電所構内のデータ

収集装置、演算装置および監視モニタ (構外の程見測潮位表示用)ヘ
の出力を確認する。

・機能確認試験

演算装置に模擬入力を印加 し、プログラム通 りの設定値で警報が動

作をしているか確認する。

7.1,3 津居山地点の観測潮位の健全性

津居山地点の既往観沢J潮位および当社潮位計は、7.1。 1(8)及 び 7.1.2
(8)に示すとお り、定期的な点検により機能に異常がないことを確認 し
ている。

また、仮に、故障により観測潮位を欠浪Jした場合においても、7.1.1

(7)及び 7.1.2(7)に示すとお り、想定される故障モー ド、故障した

場合に想定される監視モニタ (構外の観測潮位表示用)の指示変動及び指

示変動に伴 う故障確認により、中央制作l室において、運転員は、監視モニ

タ (構外の在見測潮位表示用)の警報音が発信 したことを把握 し、監視モニ

タ (構外の観測潮位表示用)の画面上で警報名称および潮位の トレンドグ

ラフを目視確認することにより、即座に故障を確認できる。

これらを踏まえ、津居山地点の既往観測潮位および当社潮位計は、健全

性を担保することが可能である。
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7.1.4 津居山地ッ点の構外潮位の運用
津居山地ッ点の既往観沢J潮位及び当社潮位計の 2台による運用を20
21年 1月 に開始予定である。具体的な運用を以下に説明する。

(1)通常時及び 1台故障時の運用
津居山地′点の既往荏兄測潮位及び当社潮位計による詳細運用を第 7-1-

4表に示す。
通常時は、既往観測潮位計又は当社潮位計のいずれか 1台が検知す
れば判断 (l out of 2)す る。

また、1台故障時は、故障した潮位計を除外 し、故障した潮位計を復
旧するまでの間、健全な 1台で継続監視 し、検知すれば判断 (l out of
l)する。
なお、「構外潮位 故障」又は「構外潮位 信号不信頼」の警報が発信

した場合、運転員は、監視モニタ (構外の観測潮位表示用)の警報が発
信 したことを把握 し、監視モニタ (構外の観測潮位表示用)の画面上で

警報名称及び既往観測潮位計又は当社潮位計のいずれか 1台の潮位デ
ータがスケールダウン、スケールオーバー又は指示固定した状態を継

続 していること、及び他方の潮位データが通常潮位を示 していること

を目視確認することにより、即座に故障を確認できる。

第 714表  津居山地プ煮の既往観測潮位及び当社潮位計による詳細運用

(2)2台故障時の運用
通常運転中、潮位計の故障により中央制御室に警報発信 した場合、運転

員が監視モニタ (構外のを見浪J潮位表示用)の画面を確認 し、潮位計の故障
を確認後、故障 した潮位計を除外 し、健全な 1台で継続監視する。仮に、
2台が同時に故障し、中央制御室に警報発信した場合、運転員が監視モニ

タ (構外の観測潮位表示用)の画面を目視確認 し、2台の故障を確認すれ
ば、保守的に構外潮位計の全台欠淑Jを津波襲来検知とみなして射応する。

具体的には、 1号及び 2号機中央制御室又は 3号及び 4号機中央制御
室の当直課長は、構外潮位計の全台欠測を確認後、構内一斉放送にて構外

判断方法 イメージ

通常時

賜往観測潮位計またlよ当社潮位計のい

ずれか1台カゾラント影響 (の可能性 )
のある滓波を検矢Bすれ1武 滓波襲来に備

えた対応を実施する。

当社潮位計

1/2 判 勝

1台故障時

故障した潮位計を除外する。

故障した潮位計を復十日するまでのP口写は、
健全な1台で継続監視し、プラント影響
(の可能性)のある津波を検知すれば、
津波襲来に備えた対応を実施する。

既往観測潮位計触 障した場合
!:11:維射IJ癖11,Vil 当社潮位計

X

2台故障時
2台故障の可能性は低しヽと考えるが、保守的に欠測と同時に原則、滓居山地点に津波が窮襲来したものとし、滓波襲

来を判断した,祭と同様の対応を実施する。本運踊を保安規定・社内標準億定め、確実に運用する。
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潮位の全台欠測を構内全域に周知する。

第 7-1-5表 に示すとお り、構外潮位計全台欠測時は、プラン ト影響の可

能性がある津波 (津居山で 10分以内 0.5m上昇 (下降))を検知した場合
と同様、運転員、保修課員又は作業員は、構内一斉放送にて構外潮位の検

知を把握すれば、速やかに取水路防潮ゲー ト保守作業の中断、構内の一般

車両の退避、ゲー ト落下機能の確認及び津波監視カメラによる監視を行

う設計とする。

第 715表  構外潮位計全台欠測時の対応
構外で津波を検

知した時の対応

構外潮位計

全台欠測時の対応
構外潮位計欠測時の対応に係る評価

構内潮位計 2

台、10分以内

05m以上の「変
動Jでゲー ト開
止判断

<構外で津波を検知 した時
と異なる対応 >
構内潮位計 2台、10分以内

05m以上の「上下変動Jで
ゲー ト開止判断

構内潮位計 2台、10分以内 05m以 上の「上下変動Jでのゲー

ト閉止にて、最も時間余裕が厳 しい津波に対し、約 9分の余裕

時間をもつて、施設影響のある津波を防護可能

ゲー ト保守作業

の中断

<構外で津波を検知 した時
と同様の対応 >
ゲー ト保守作業の中断

保守的に欠測と同時に構外に津波が襲来した場合を想定して

も、発電所へ津波が襲来するまでに復 1日が可能であり、上段の

対応により施設影響のある津波を防護可能

※なお、構外での津波検知時及び欠測時は、速やかに中央制

御室より連絡が入る体制を構築する。

構内の一般車両

の退避

<構外で津波を検知 した時
と同様の対応 >
構内の一般車両の退避

保守的に欠測と同時に構外に津波が襲来した場合を想定して

も、発電所へ津波が襲来するまでに退避が可能

燃

料

等

輸

送

(荷役中以

外の場合)

輸送船の

退避

<構外で津波を検知した時
と異なる対応 >
対応操作なし

海底地すべり津波の最大流速、最高・最低水位に対し輸送船の

係留が維持できること、輸送船が岸壁に乗り上がらないこと、

着底や座礁等により航行不能にならないことを確認しており、

漂流物とならない。

(荷役中の

場合)

輸送車両

等の退避

<構外で津波を検知した時

と異なる対応>
(荷役中の場合)

現地における潮位監視によ

り作業継続

作業は年間数日程度であり、夜間作業がないこと、欠測時の輸

送車両等の退避による作業中断は、輸送工程への影響が大きい

ことから、作業時は構外潮位計設置箇所へ人を配置し、仮に構

外潮位計の潮位伝送に異常が生じた場合には、現地にて潮位を

確認し、構外潮位の監視が途切れないよう対応

ゲー ト落下機構

の確認

<構外で津波を検知 した時
と同様の対応 >
ゲー ト落下機構の確認

ゲー ト閉止の前提条件であるため、欠測時は同等の対応を実

施。

津波監視カメラ

による監視

<構外で津波を検知 した時
と同様の対応 >
津波監視カメラによる監視

津波対応の前提条件であるため、久測時は同等の対応を実施。
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(3)構外の観測潮位に異常がないことの確認について
予防保全を目的とした′点検・保修を

~夫
施する場合等において、「構外の観測

潮位に通常の潮汐とは異なる潮位変動や故障を示す指示変動がないこと」を

確認 したうえで、作業を実施することとしている。

具体的には、作業責任者又は運転員は、作業実施前にA,B中 央制待l室に設
置 している潮位計の監視モニタ (構外の観沢J潮位表示用)を 目視確認 し、通常
の潮汐とは異なる潮位変動及び設備故障がないことをそれぞれ以下の手順に

より確認 し、各種点検 。保修に着手する。

(a)通常の潮汐とは異なる潮位変動の確認手順
第 7110図 に示すとお り、津居山地点における過去の潮位データを
踏まえ、平常時の短時間の潮位変動は 10分間で最大約 0。 lmであるの

に対 して、台風などの異常時の潮位変動は 10分間で最大 0.27m程度で

あることより、通常の潮汐とは異なる潮位変動を確認する。

(b)設備故障の確認手順
7.1.1(7)「津居山地点の既往観測潮位の故障検知」及び 7.1.2(7)
「津居山地点の当社潮位計の故障検知」1こ示すとお り、故障が発生した

場合、監視モニタ (構外の荏見測潮位表示用)の警報が発信 したことを把
握 し、監視モニタ (構外の観測潮位表示用)の画面上で警報名称及び既
往観測潮位計又は当社潮位計のいずれか 1台の潮位データがスケール
ダウン、スケールオーバー又は指示固定した状態を継続 していること、

及び他方の潮位データが通常潮位を示していることを目視確認するこ

とにより、設備故障を確認する。

・平常時の瀬汐によう潮位套働
兵庫県の滓居山地点において、兵庫県力瑚位を計測してい心
が、観測潮位の瞬時r遵としてデータ提供を受けた2018年二月
から2019年 10月までの値で、平常時の'潮汐の変動は最大で
10分間において約0,10m程度である。

・台風などの緊常時の鶏値禁働
台風などの異常時の潮汐変動について、イ代表として着狭湾
周辺の期汐の変動が大きいと想定される2018年の合風21
号 (中心気辰950hPa)の期汐変動を確愚忍した。
潮汐の変動は大きしヒこうで10分間で0.27m程度である。

●通常時の
'0み

汐J)変勘 20と 9年9月 V舞1寺 rl竜 (6014,P碑号隔探敬)  ●2018年の台鳳21母の期命データ瞬「脅植 (60秒間隔採取)

2019.09,0と _ユ艤

111輛
Iコ

VH

201る  01 ,ユ _ta

第 7110図  津居山地点における過去の潮位データ
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④のうち、輸送船、輸送車両の退避

(4)LLW輸送荷役作業中における構外潮位計全台欠測時の封応について

(a)背景
作業は、年間数 日程度であり、夜間作業がないこと、構外潮位計全台欠

測時の輸送車両等の退避による作業中断は、輸送工程への影響が大きい

ことから、荷役作業中は構外潮位計設置箇所へ人を配置 し、仮に構外潮位

計の潮位伝送に異常が生じた場合には、現地にて潮位を確認 し、構外潮位

の観測を行 う。以下に具体的な資機材及び運用方法について説明する。

(b)現地における潮位観測のための資機材について
潮位観測のための資機材 として、レーザー距離計を採用 し、海水面に浮

かせたフロー トにレーザーを照射することにより、潮位の変動を観沢]す

る。レーザー距離計を含む資機材 (以下、仮設潮位計という)の設置イメ
ージを第 7111図 、仕様等を第 716表 に示す。潮位の変動データにつ
いては、レーザー距離計から、現地設置のパソコンに伝送 し、現地監視人

が測定結果を確認する。確認イメージについては第 7112図 に示す。

レーザー

屁巨漢薩言十

仮設
潮位計

パイプ

フロート

当社潮位計

椅 朝

丼戸

第 7111図  仮設潮位計の全体構成図

甲

既往潮位計
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④のうち、輸送船、輸送車両の退避

第 7-1-6表 仮設潮位計の仕様等

※10分間の最大 (最小)値 と現時点での測定値を比較 して、10分変位 (下降)
及び (上昇)を確認する。情報発信基準値 (10分以内に 0.45m)を超過 した
場合は警告として赤色表示される。

第 7112図  測定結果の確認画面イメージ

(c)監視体制
構外潮位計が全台欠沢Jした場合、津居山地点に現地監視人 (2人 )に て、

仮設潮位計で潮位観測を開始 し、津波監視を行 う。

(d)情報発信基準と通報連絡フロー
津居山地点での観沢J潮位が「10分以内に 0.5mの水位が下降 (上昇)し
た場合」を、津居山地点の潮位を計測する計装設備の情報発信基準とし、

情報発信を行 う。

レーザー距離計 項 目 仕様

測定精度 ± 21111n

電源 単 4アルカヅ乾電池×2本

日 付 日寺 亥」
測定イ直

[m]

10分変位 (上昇)

[m]

10分変位 (下降)

[m]

2020年 12月 1日 6日寺31ノ刀＼50秒 0.76

2020年 12月 1日 6時32分00秒 0.77 + 0.00 0.01

2020年 12月 1日 6時33分 10秒 0.78 + 0.00 0,02

2020年 12月 1日 6時33分20秒 0.77 0.01+ 0.01

2020年 12月 1日 6時33分30秒 0.77 + 0,01 0.01

2020年 12月 1日 6日寺33/刀＼40れ少 0.77 + 0.01 0.00

2020年 12月 1日 6日寺42分30秒 1.10 + 0.00 0.34

2020年 12月 1日 6日寺42分40秒 1.13 + 0.00 0.37

2020年 12月 1日 6時42分50秒 1.15 + 0,00 0.39

2020年 12月 1日 6日寺43分00秒 1.21 + 0.00

2020年 12月 1日 6日寺43分 10秒 1,25 0.00+
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④のうち、輸送船、輸送車両の退避

なお、情報発信基準のセット値は、構内の潮位観測システム (防護用 )

による取水路防潮ゲー トの閉止判断基準 (ト リガー)のセット値の考え方、

津居山地点の員元往観沢J潮位計及び当社潮位計のセット値を踏まえ、「10分

以内に 0。 45m」 とする。

また、構外潮位計全台欠測時及び情報発信基準超過時の通報連絡フロ

ーを第 7113図 に示す。
構外潮位計全台欠沢J時には、当社責任者である放射線管理課長から作

業責任者に、作業責任者は現地監視人に仮設潮位計による潮位観測を開

始 し、津波監視を行 うよう指示を行 う。情報発信基準超過時には、現地監

視人から作業責任者に、作業責任者は放射線管理課長に情報発信基準超

過を連絡する。

連絡手段については、携帯電話 (2台 (予備 1台を含む))イこて、構外

潮位計全台欠測時点から、常時通話状態とし、通話ができないことを確認

した時′様で、保守的に「(e)構外潮位が観測できない場合の対応」を行
うこととする。

構
外
潮
位
計
全
台
欠
測

時

当社貢任者
(放射線管理課長)

作業貢任者

現地監視人

第 7113図  構外潮位計全台欠測時及び情報発信基準超過時の
通報連絡フロー

(e)構外潮位が観測できない場合の対応について
構外潮位計及び仮設刷位計のいずれによっても、潮位が観測できない

場合は、保守的に、津居山地点に津波襲来を判断した際と同様に、荷役作

業を中断し、陸側作業員および輸送物の退避ならびに漂流物化防止対策

を実施するとともに、係留強化する船側と情報連絡を行 う。

一
情
報
発
信

基
達
超
過
時
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<説明事項 No.② >

(a)資料 2-1-2-1の トリガーの設定に関する記載は、設定方針のみの記載とし、プ
ロセスや結果に関する記載は入力津波の設定 (資料 2-1-2-3)に 移す。
(b)資料 2-1-2-3の トリガーの妥当性に関する記載は、資料 2-1-2-4に 移
す。

(c)資料 2-1-2-3の P35のフローと4.3章 との関係性 (特にフローの「3.」 と
4.3.3章 の (1)～ (5)と の関係性)が分かりづらいので修正する。
(d)入力津波の作成の流れについて、チャンピオンケースと敷地高さに近接するケースを

作成する必要があるということを踏まえ、章タイ トル等も含めて修正を検討する。

(c)敷地高さに近接する津波の時刻歴波形について、チャンピオンケースと同じ評価ポイ

ントの波形を示す。

<説明> 【評価の流れ】

上記を踏まえて、以下のとおり本文及び添付資料を修正する。詳細は別紙参照。

O本文 (基本設計方針 一浸水防護施設 )
。設工認段階で実施する評価の流れを明記する。さらに、評価の流れに沿うように記載箇所

を修正する。 (d)

○資料 2-1-2-1「 耐津波設計の基本方針 J
。設工認段階で実施する評価の流れを明記する。さらに、評価の流れに沿うように記載箇所

を修正する。 (d)

。トリガーの設定に関する記載は設定方針及び設定値のみを記載し、検討結果等については

資料 2-1-2-3に 記載する。そのうえで、検討結果に至る根拠等、検討プロセスについ

ては補足説明資料に記載する。 (a)

○資料 2-1-2-3「 入力津波の設定」
・ トリガーの設定に係る詳細な検討結果等について追記する。 (a)

・P35の検討フローについて、文章と整合するように適正化する。 (c)

。敷地高さに近接する津波の時刻歴波形として、取水日前面や放水日前面他の評価地点につ

いても追加する。 (e)

・ トリガーの妥当性に関する記載は削除し、資料 2-1-2-4に 記載する。 (b)
○資料 2-1-2-4「 入力津波による津波防護対象設備今の影響評価」

入力津波は 2種類設定 (チャンピオン津波及び近接津波 )

基準津波 3, 4か らチャンピオン津波を設定
(水位変動が最も大きくなるように崩壊規模

及び破壊伝播速度は最大値を用いる)

基準津波 3, 4か ら近接津波を設定
(部分的な崩壊や遅い崩壊により施設影響
の可能性が有るため、崩壊規模及び破壊伝播
速度のパラスタをする)

一

―
チャンピオン津波の影響を評価 し、影響に応じ

た津波防護対策を講じる設計とする。

近接津波の第 1波の水位変動量を閉止判断
基準で検知できることを確認 (計装誤差を考

慮 )

・ トリガーの妥当性に関する記載を追加する。 (b)
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別紙

3 浸水防護施設の基本設計方針、適用基準及び適用規格
(1)基本設計方針

申請範囲に係る部分に限る。

変更後

変更なし

変更なし

変更前

用語の定義は「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に

関する規則」の第 2条 (定義)に よる。

それ以外の用語については以下に定義する。

1.設置許可基準規則第 12条第 2項に規定される「安全機能を有す
る系統のうち、安全機能の重要度が特に高い安全機能を有するも

の」(解釈を含む。)を重要施設とする。(以下「重要施設」という。)

2.設計基準対象施設のうち、安全機能を有するものを安全施設と
する。 (以下 「安全施設」という。)

3.安全施設のうち、安全機能の重要度が特に高い安全機能を有する

ものを重要安全施設とする。 (以下 「重要安全施設」という。)

4.浸水防護設備の基本設計方針「第 2章 個別項目」の「1.津波
による損傷の防止、2.発電用原子炉施設内における冷水等による

損傷の防止、3.主要対象設備」においては、設置許可基準規則第
2条第 2項第 H号に規定される「重大事故等対処施設」は、設置
許可基準規則第 2条第 2項第 12号に規定される「特定重大事故等

対処施設」を含まないものとする。

5。 浸水防護設備の基―本設計方針「第 2章 個別項目」の「1.津波
による損傷の防止、2.発電用原子炉施設内における冷水等による

損傷の防止、3.主要対象設備」においては、設置許可基準規則第
2条第 2項第 14号に規定される「重大事故等対処設備」は、設置

許可基準規則第 2条第 2項第 12号に規定される「特定重大事故等

対処施設」を構成するものを含まないものとする。

第 1章 共通項目
一通 しページ123-



変更後

第 2章 個別項目

1.津波による損傷の防止

1.1 設計基準対象施設及び重大事故等対処施設
1.1.1 耐津波設計の基本方針
設計基準対象施設及び重大事故等対処施設が設置 (変更)許可を受

けた基準津波によりその安全性又は重大事故等に対処するために必

要な機能が損なわれるおそれがないよう、遡上への影響要因及び浸

水経路等を考慮して、耐津波設計に用いる「最も水位変動が大きい入

力津波」を設定する。

設置 (変更)許可を受けた基準津波のうち、津波警報等が発表され

ない可能性がある津波 (以下「基準津波 3及び基準津波 4」 という。)

に対しては、施設に対して影響を及ぼさないよう、第 1波の水位変動

で津波襲来を検知し、取水路防潮ゲー ト(1・ 2・ 3・ 4号機共用 (以

下同じ。))の閉止判断基準により、取水路防潮ゲー トを閉止する設計

とする。また、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準で、施設に対して影

響を及ぼす津波を見逃さないことを確認するために、施設に対して

変更前

浸水防護施設の共通項目である「1.地盤等、 2.自然現象 (2.
2 津波による損傷の防止を除く。)、 3.火災、5。 設備に対する要
求 (5,3 使用中の亀裂等による破壊の防止、5。 4 耐圧試験等、
5。 5 安全弁等、 5。 6 逆止め弁、5.7 内燃機関及びガスタ
ービンの設計条件、5,8 電気設備の設計条件を除く。)、 6。 その
他 (6.4 放射性物質による汚染の防止を除く。)」 の基本設計方針
については、原子炉冷却系統施設の基本設計方針 「第 1章 共通項
目」に基づく設計とする。

第 2章 個別項目

1.津波による損傷の防止

1.1 設計基準対象施設及び重大事故等対処施設
1.1.1 耐津波設計の基本方針
設計基準対象施設及び重大事故等対処施設が設置 (変更)許可を受

けた基準津波によりその安全性又は重大事故等に対処するために必

要な機能が損なわれるおそれがないよう、遡上への影響要因及び浸

水経路等を考慮して、設計時にそれぞれの施設に対して入力津波を

設定するとともに津波防護対象設備に対する入力津波の影響を評価

し、影響に応じた津波防護対策を講じる設計とする。



変更後

影響を及ばし、第 1波の水位変動量が小さい「施設に影響を及ぼす水

位に近接する入力津波」を設定する。

なお、基準津波 3及び基準津波 4については、波源特性である崩壊

規模及び破壊伝播速度を固定値としないことから、「最も水位変動が

大きい入力津波」の設定においては、水位変動が最も大きくなるよう

に崩壊規模及び破壊伝播速度の最大値を適用する。また、「施設に影

響を及ぼす水位に近接する入力津波」の設定においては、部分的な崩

壊や遅い崩壊によって施設影響を及ぼす可能性があることから、崩

壊規模及び破壊伝播速度のパラメータスタディを実施する。

「最も水位変動が大きい入力津波」については、津波防護対象設備

に対する入力津波の影響を評価 し、影響に応じた津波防護対策を講

じる設計とする。

「施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波」については、その

入力津波の第 1波の水位変動量を取水路防潮ゲー トの閉止判断基準

で検知できることを確認する。確認に当たっては、詳細設計で評価す

る計装誤差を考慮する。

変更なし

変更前

(1)津波防護対象設備

設計基準対象施設が、基準津波により、その安全性が損なわれるお

それがないよう、津波より防護すべき施設は、設計基準対象施設のう

ち「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査

指針」で規定されているクラス 1及びクラス 2に該当する構築物、系

統及び機器 (以下 「津波防護対象設備」という。)とする。津波防護

対象設備の防護設計においては、津波により防護対象施設に波及的

影響を及ばすおそれのある防護対象施設以外の施設についても考慮



変更後

(2) 取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の設定及び閉止手順
基準津波 3及び基準津波 4については、以下の若狭湾の津波伝播

における増幅の傾向を踏まえ、潮位観測システム (防護用)(「 1・ 2・

3・ 4号機共用、 1号機に設置」、「1・ 2・ 3・ 4号機共用、3号機

に設置」 (以下同じ。))で観測された津波の第 1波の水位変動量によ

り津波襲来を確認した場合に、循環水ポンプを停止 (プラント停止)

し、取水路防潮ゲー トを閉止することにより第 2波以降の浸入を防

止することで、「湖上波の地上部からの到達、流入及び取水路、放水

路等の経路からの流入」(以下「敷地への遡上」という。)並びに水位

の低下による海水ポンプヘの影響を防止する。

【若狭湾の津波伝播における増幅の傾向】

・取水路から海水ポンプ室に至る経路において津波の第 1波より

第 2波以降の水位変動量が大きくなる。

・第 1波は、押し波が敷地へ遡上せず、引き波による水位の低下に

対しても海水ポンプが機能保持できる。

・第 2波以降は、押し波が敷地に遡上するおそれがあり、引き波

による水位の低下に対しても海水ポンプが機能保持できないお

それがある。

基準津波 3及び基準津波 4に対する取水路防潮ゲー トの閉止判断

変更前

する。また、重大事故等対処施設及び可搬型重大事故等対処設備につ

いても、設計基準対象施設と同時に必要な機能が損なわれるおそれ

がないよう、津波防護対象設備に含める。

さらに、津波が地震の随伴事象であることを踏まえ、耐震 Sク ラ

スの施設を含めて津波防護対象設備とする。



変更後

基準は、基準津波 3及び基準津波 4の波源に関する「崩壊規模」及び
「破壊伝播速度」並びに若狭湾における津波の伝播特性のパラメー

タスタディの結果を踏まえ、敷地への遡上及び水位の低下による海

水ポンプヘの影響のおそれがある津波を網羅的に確認 したうえで、

潮位のゆらぎ等を考慮して設定する。なお、設定に当たっては、平常

時及び台風時の潮位変動の影響を受けないことも確認する。

具体的には、「潮位観測システム (防護用)の うち、2台の潮位計の

観沢!潮位がいずれも10分以内にO.5m帷 1)以上下降し、その後、最低

潮位から10分以内にO.5m(注 1)以上上昇すること、又は10分以内に0.5m

(注 1)以上上昇し、その後、最高潮位から10分以内にO.5mは 1)以上下

降すること。」とする。

この条件成立を 1号及び 2号機当直課長と3号及び 4号機当直課

長の潮位観測システム (防護用)の うち衛星電話 (津波防護用)を用

いた連携により確認 (以下、この条件成立の確認を「取水路防潮ゲー

トの閉止判断基準を確認」という。)した場合、循環水ポンプを停止

(プラント停止)後、取水路防潮ゲー トを閉止する手)買を整備する。

なお、取水路防潮ゲー トの保全計画による保守作業時に、発電所構

外において津波と想定される潮位の変動を観沢Jした場合、保守作業

を中断し、作業前の状態に復旧することで発電所の安全性に影響を

及ぼさない設計としている。

1.1.2 入力津波の設定
入力津波については、「最も水位変動が大きい入力津波J及び「施

設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波Jをそれぞれ設定する。

入力津波の設定の諸条件の変更により、評価結果が影響を受けない

変更前

1.1.2 入力津波の設定

へ



変更後

ことを確認するために、評価条件変更の都度、津波評価を実施する運

用とする。

(1)最 も水位変動が大きい入力津波

最も水位変動が大きい入力津波は、各施設・設備の設計又は評価を

行 うため、最も水位変動が大きい津波を遡上波の地上部からの到達、

流入に伴 う入力津波 (以下 「遡上波」という。)と 取水路・放水路等

の経路からの流入に伴 う入力津波 (以下「経路からの津波」という。)

として設定する。

遡上波及び経路からの津波の設定の諸条件の変更により、評価結

果が影響を受けないことを確認するために、評価条件変更の都度、津

波評価を実施する運用とする。

遡上波については、遡上への影響要因として、敷地及び敷地周辺の

地形及びその標高、河サ|1等の存在、設備等の設置状況並びに地震によ

る広域的な隆起・沈降を考慮して、遡上波の回り込みを含め敷地への

遡上の可能性を評価する。遡上する場合は、基準津波の波源から各施

設。設備の設置位置において算定される津波高さとして設定する。ま

た、地震による変状又は繰返し襲来する津波による洗掘・堆積により

地形又は河川流路の変化等が考えられる場合は、敷地への遡上経路

に及ばす影響を評価する。

経路からの津波については、浸水経路を特定し、基準津波の波源か

ら各施設・設備の設置位置において算定される時刻歴波形及び津波

高さとして設定する。

変更前

各施設・設備の設計又は評価に用いる入力津波として、敷地への遡

上に伴 う入力津波 (以下「遡上波」という。)と 取水路・放水路等の

経路からの流入に伴 う入力津波 (以下「経路からの津波」という。)

を設定する。

入力津波の設定の諸条件の変更により、評価結果が影響を受けな

いことを確認するために、評価条件変更の都度、津波評価を実施する

こととし、保安規定に定めて管理する。

a.遡上波については、遡上への影響要因として、敷地及び敷地周辺

の地形及びその標高、河川等の存在、設備等の設置状況並びに地震

による広域的な隆起。沈降を考慮して、遡上波の回り込みを含め敷

地への遡上の可能性を評価する。遡上する場合は、基準津波の波源

から各施設・設備の設置位置において算定される津波高さとして

設定する。また、地震による変状又は繰返し襲来する津波による洗

掘・堆積により地形又は河川流路の変化等が考えられる場合は、敷

地への遡上経路に及ばす影響を評価する。

b。 経路からの津波については、浸水経路を特定し、基準津波の波源

から各施設・設備の設置位置において算定される時刻歴波形及び

津波高さとして設定する。



変更後

a.取水路防潮ゲー トの開閉条件
基準津波による敷地周辺の遡上。浸水域の評価 (以下「津波シミ

ュレーション」という。)においては、基準津波ごとに特性を考慮

して、取水路防潮ゲー トの開閉条件を設定する。

基準津波に対して、敷地への遡上及び水位の低下による海水ポ

ンプヘの影響を防ぐため、津波防護施設として、取水路上に取水

路防潮ゲー ト、放水口側の敷地に放水口側防潮堤 (1・ 2・ 3・ 4

号機共用 (以下同じ。))及び防潮扉 (1・ 2・ 3・ 4号機共用 (以

下同じ。))、 放水路沿いの屋外排水路に屋外排水路逆流防止設備

(1・ 2・ 3・ 4号機共用 (以下同じ。))、 放水ピットに 1号及び

2号機放水ピット止水板 (1・ 2・ 3・ 4号機共用 (以下同じ。))、

1号及び 2号機中央制御室並びに中央制御室に潮位観測システム

(防護用)を設置する。

基準津波 1については、地震発生後、発電所に津波が到達する

までに取水路防潮ゲー トを閉止することができること、並びに敷

地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘの影響を防ぐた

め、発電所を含む地域に大津波警報が発表された場合、原則、循環

水ポンプを停止 (プラント停止)し、取水路防潮ゲー トを開止する

ことから、取水路防潮ゲー ト閉上を前提として津波水位を評価す

る。

基準津波 2については、地震発生後、取水路防潮ゲー トを閉止

するまでに津波が襲来することや、敷地への遡上及び水位の低下

による海水ポンプヘの影響のおそれがない津波であることから、

取水路防潮ゲー ト開を前提として津波水位を評価する。

変更前



変更後

基準津波 3及び基準津波 4については、取水路防潮ゲー トの閉

止判断基準を確認した場合に、取水路防潮ゲー トを閉止すること

を前提として津波水位を評価する。

b.評価モデル等の設定

津波シミュレーションに当たっては、遡上解析上影響を及ぼす

斜面や道路、取・放水路 (取水路及び非常用海水路等)の地形とそ

の標高及び伝播経路上の人工構造物の設置状況を考慮し、遡上域

のメッシュサイズ (最小3.125m)に合わせた形状にモデル化する。

敷地沿岸域及び海底地形は、海上保安庁等による海底地形図、海

上音波探査結果及び取水日付近の深浅測量結果を使用する。また、

取・放水路 (取水路及び非常用海水路等)の諸元、敷地標高につい

ては、発電所の竣工図を使用する。

伝播経路上の人工構造物について、図面を基に津波シミュレー

ション上影響を及ぼす構造物、津波防護施設を考慮し、遡上・伝播

経路の状態に応じた解析モデル、解析条件が適切に設定された遡

上域のモデルを作成する。

敷地周辺の遡上。浸水域の把握に当たっては、敷地前面・側面及

び敷地周辺の津波の浸入角度及び速度並びにそれらの経時変化を

把握する。また、敷地周辺の浸水域の押し波・引き波の津波の遡上・

流下方向及びそれらの速度について留意し、敷地の地形、標高の局

所的な変化等による遡上波の敷地への回り込みを考慮する。

津波シミュレーションに当たっては、遡上及び流下経路上の地

盤並びにその周辺の地盤について、地震による液状化、流動化又は

すべり、標高変化を考慮した遡上解析を実施し、遡上波の敷地への

到達 (回 り込みによるものを含む。)の可能性について確認する。

変更前



変更後

なお、敷地の周辺斜面が、遡上波の敷地への到達に対して障壁と

なっている箇所はない。また、敷地西側に才谷川が存在するが、発

電所と才谷川は標高約 100mの 山を隔てており、敷地への遡上波に

影響することはない。

遡上波の敷地への到達の可能性に係る検討に当たっては、基準

地震動に伴 う地形変化、標高変化が生じる可能性について検討し、

放水口側及び取水口側のそれぞれについて、津波水位に及ぼす影

響を評価する。

放水口側の影響評価として、放水口付近は埋立層及び沖積層が

分布し、基準地震動が作用した場合には、地盤が液状化により沈下

するおそれがあることから、有効応力解析結果により沈下量を設

定し、沈下後の敷地高さを津波シミュレーションの条件として考

慮する。なお、放水日付近には遡上経路に影響を及ぼす斜面は存在

しない。

取水口側の影響評価として、取水口側の流入経路の大半は岩盤

であり取水口についても地盤改良を行つていることから、基準地

震動が作用 した場合においても沈下はほとんど生じることはな

く、取水口及び取水路周辺斜面についても、基準地震動により津波

シミュレーションに影響するすべりは生じないことを確認してい

ることから、津波シミュレーションの条件として沈下及びすべり

は考慮しない。

また、基準津波の評価における取水口側のモデルでは、取水路防

潮ゲー トの開口幅を実寸より広く設定し、取水ロケーノン重量コ

ンクリー トを考慮しない条件としているが、設備形状の影響評価

及び管路解析の影響評価においては、取水路防潮ゲー トの開口幅

変更前



変更後

を実寸で設定し、取水ロケーソン重量コンクリー トを考慮する条

件や貝付着を考慮しない条件も津波シミュレーションの条件とし

て考慮する。さらに、津波水位を保守的に評価するため、これらの

条件の組合せを考慮する。

.水位変動及び地殻変動の考慮

遡上波及び経路からの津波の設定に当たっては、水位変動とし

て、朔望平均満潮位T.P.日  m■又は朔望平均干潮位T.P,E=Imを

考慮する。上昇側の水位変動に対しては、満潮位の標準偏差0。 15m

を、下降側の水位変動に対しては、干潮位の標準偏差0.17mを潮位

のばらつきとして加えて設定する。地殻変動については、基準津波

1の若狭海丘列付近断層で±Om、 基準津波 2の FO― A～ FO一
B～熊川断層で0.23mの隆起である。基準津波 3及び基準津波 4の

隠岐 トラフ海底地すべりについては考慮対象外である。一方で、

「日本海における大規模地震に関する調査検討会」の波源モデル

を踏まえて、Mansinha and Smylie(1971)の 方法により算定した敷

地地盤の地殻変動量は、基準津波 1の若狭海丘列付近断層で±Om、

基準津波 2の FO一 A～ FO― B～熊川断層で0。 30mの隆起が想
定されるため、下降側の水位変動に対して安全評価を実施する際

には0.30mの隆起を考慮する。下降側の水位変動に対する安全評価

としては、対象物の高さに隆起量を加算した後で、下降側評価水位

と比較する。また、上昇側の水位変動に対して安全評価する際に

は、隆起しないものと仮定して、対象物の高さと上昇側評価水位を

直接比較する。また、遡上波及び経路からの津波が有する数値計算

上の不確かさを考慮することを基本とする。

C

変更前

c.a、 bにおいては、水位変動として、朔望平均満潮位 T.P.J h
を考慮する。上昇側の水位変動に対 しては、満潮位の標準偏差

0.15mを潮位のばらつき 徳めとして加えて設定する。地殻変動に

ついては、基準津波 1の若狭海丘列付近断層で±Om、 基準津波 2の

FO― A～ FO一 B～熊川断層で 0.23mの 隆起である。入力津波
については、「日本海における大規模地震に関する調査検討会」の

波源モデルを踏まえて、Mansinha et al(1971)の 方法により算定

した敷地地盤の地殻変動量は、基準津波 1の若狭海丘列付近断層

で±Om、 基準津波 2の FO一 A～ FO― B～熊川断層で 0.30mの

隆起が想定されるため、下降側の水位変動に対して安全評価を実

施する際には 0.30mの 隆起を考慮する。下降側の水位変動に対す

る安全評価としては、対象物の高さに隆起量を加算した後で、下降

側評価水位と比較する。また、上昇側の水位変動に対して安全評価

する際には、隆起しないものと仮定して、対象物の高さと上昇側評

価水位を直接比較する。また、入力津波が有する数値計算上の不確

かさを考慮することを基本とする。



変更後

(2)施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波

施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波は、基準津波 3及び

基準津波 4の波源特性である「崩壊規模」及び「破壊伝播速度」のパ

ラメータスタディ並びに「設備形状の影響評価」及び「管路解析の影

響評価」を踏まえて、施設影響を及ぼす水位に近接する津波を複数抽

出し、それらの中で上昇側・下降側について、第 1波の水位変動量が

最も小さい波源を入力津波として設定する。なお、パラメータスタデ

ィ及び影響評価においては、「(1)b.評価モデル等の設定」に示す
条件を考慮する。

1.1.3 津波防護対策
「1.1.2 入力津波の設定」で設定した最も水位変動が大きい
入力津波 (以下「入力津波」という。)に よる津波防護対象設備への

影響を、津波の敷地への流入の可能性の有無、漏水による重要な安全

機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響の有無、

津波による浴水の重要な安全機能及び重大事故等に対処するために

必要な機能への影響の有無並びに水位変動に伴 う取水性低下及び津

波の二次的な影響による重要な安全機能及び重大事故等に対処する

ために必要な機能への影響の有無の観点から評価することにより、

津波防護対策が必要となる箇所を特定して必要な津波防護対策を実

施する設計とする。

入力津波の変更等が津波防護対策に影響を与えないことを確認す

ることとし、定期的な評価及び改善に関する手順を保安規定に定め

て管理する。

変更前

1.1,3 津波防護対策
「1.1.2 入力津波の設定」で設定した入力津波による津波防
護対象設備への影響を、津波の敷地への流入の可能性の有無、漏水に

よる重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能ヘ

の影響の有無、津波による冷水の重要な安全機能及び重大事故等に

対処するために必要な機能への影響の有無並びに水位変動に伴 う取

水性低下及び津波の二次的な影響による重要な安全機能及び重大事

故等に対処するために必要な機能への影響の有無の観点から評価す

ることにより、津波防護対策が必要となる箇所を特定して必要な津

波防護対策を実施する設計とする。

入力津波の変更等が津波防護対策に影響を与えないことを確認す

ることとし、定期的な評価及び改善に関する手順を保安規定に定め

て管理する。



変更後

a.敷地への浸水防止 (外郭防護 1)

(a)遡上波の地上部からの到達、流入の防止

遡上波による敷地周辺の遡上の状況を加味した浸水の高さ分布を

基に、津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設

備及び非常用取水設備を除く。)を内包する建屋及び区画の設置され

た敷地において、遡上波の地上部からの到達、流入の可能性の有無を

評価する。流入の可能性に対する裕度評価において、高潮ハザー ドの

再現期間 100年に対する期待値と、入力津波で考慮した朔望平均満

潮位及び潮位のばらつきの合計との差を設計上のお度とし、判断の

際に考慮する。

評価の結果、遡上波が地上部から到達し流入する可能性がある場

合は、津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設

備及び非常用取水設備を除く。)を内包する建屋又は区画並びに海水

ポンプ室 (3号機設備、3・ 4号機共用 (以下同じ。))及び燃料油貯

油そう (「重大事故等時のみ 3・ 4号機共用」、「3号機設備、重大事

故等時のみ 3・ 4号機共用」(以下同じ。))に、津波防護施設として、

遡上波の流入を防止するための取水路防潮ゲー ト、放水口側防潮堤、

防潮扉、屋外排水路逆流防止設備、 1号及び 2号機放水ピット止水

板、 1号及び 2号機中央制御室並びに中央制御室に潮位観測システ
ム (防護用)を設置するとともに、浸水防止設備として、開口部等の

浸水経路からの流入を防止するための海水ポンプ室浸水防止蓋 (3

号機設備、3・ 4号機共用 (以下同じ。))を設置する設計とする。取

水路防潮ゲー トについては、防潮壁、ゲー ト落下機構及びゲー ト扉体

等で構成し、敷地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘの影

響のおそれのある潮位に至る前に遠隔閉上を確実に実施するため、

変更前

a.敷地への浸水防止 (外郭防護 1)

(a)遡上波の地上部からの到達、流入の防止

遡上波による敷地周辺の遡上の状況を加味した浸水の高さ分布を

基に、津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設

備及び非常用取水設備を除く。)を内包する建屋及び区画の設置され

た敷地において、遡上波の地上部からの到達、流入の可能性の有無を

評価する。流入の可能性に対する裕度評価において、高潮ハザー ドの

再現期間 100年に対する期待値と、入力津波で考慮した朔望平均満

潮位及び潮位のばらつき 徳めの合計との差を設計上の裕度とし、判

断の際に考慮する。

評価の結果、遡上波が地上部から到達し流入する可能性がある場

合は、津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設

備及び非常用取水設備を除く。)を内包する建屋又は区画並びに海水

ポンプ室 (3号機設備、 3・ 4号機共用 (以下同じ。))及び燃料油貯

油そう (「重大事故等時のみ 3・ 4号機共用」く「3号機設備、重大事

故等時のみ 3・ 4号機共用」(以下同じ。))に、津波防護施設として、

遡上波の流入を防止するための取水路防潮ゲー ト (1・ 2・ 3・ 4号

機共用 (以下同じ。))、 放水口側防潮堤 (1・ 2・ 3・ 4号機共用 (以

下同じ。))、 防潮扉 (1・ 2・ 3・ 4号機共用 (以下同じ。))、 屋外排

水路逆流防止設備 (1・ 2・ 3・ 4号機共用 (以下同じ。))並びに 1

号及び 2号機放水ピット止水板 (1・ 2・ 3・ 4号機共用 (以下同

じ。))を設置するとともに、浸水防止設備として、開口部等の浸水経

路からの流入を防止するための海水ポンプ室浸水防止蓋 (3号機設

備、 3・ 4号機共用 (以下同じ。))を設置する設計とする。取水路防

潮ゲー トについては、防潮壁、ゲー ト落下機構及びゲー ト扉体等で構



変更後

重要安全施設 (MS-1)と して設計する。潮位観測システム (防護
用)は、潮位計 (潮位検出器、監視モニタ (データ演算機能及び警報

発信機能を有し、電源設備及びデータ伝送設備を含む。))及び衛星電

話 (津波防護用)等により構成され、取水路防潮ゲー トを閉止する判

断を行 うための設備であることから、重要安全施設として取水路防

潮ゲー ト (MS-1)と 同等の設計とする。
大津波警報が発表された場合、押し波の地上部からの到達、流入を

防止するため、原則、循環水ポンプを停止 (プラント停止)し、取水

路防潮ゲー トを閉止する運用を保安規定に定めて管理する。また、取

水路防潮ゲー トの閉止判断基準を確認した場合、押し波の地上部か

らの到達、流入を防止するため、循環水ポンプを停止 (プラント停止)

し、取水路防潮ゲー トを閉止する運用を保安規定に定めて管理する。

(b)取水路、放水路等の経路からの津波の流入防止

取水路又は放水路等の経路のうち、津波の流入の可能性のある経

路につながる海水系、循環水系、それ以外の屋外排水路、配管の標高

に基づく津波許容高さと経路からの津波高さを比較することによ

り、津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備

及び非常用取水設備を除く。)を内包する建屋及び区画並びに海水ポ

ンプ室及び燃料油貯油そうへの、津波の流入の可能性の有無を評価

する。流入の可能性に対する裕度評価において、高潮ハザー ドの再現

期間 100年に対する期待値と、入力津波で考慮した朔望平均満潮位

及び潮位のばらつきの合計との差を設計上の裕度とし、判断の際に

考慮する。

評価の結果、流入する可能性のある経路がある場合は、津波防護対

変更前

成し、敷地への遡上のおそれのある津波襲来前に遠隔閉上を確実に

実施するため、重要安全施設 (MS-1)と して設計する。また、取
水路防潮ゲー トについては、取水路防潮ゲー トの閉止運用を保安規

定に定めて管理する。

(b)取水路、放水路等の経路からの津波の流入防止

取水路又は放水路等の経路のうち、津波の流入の可能性のある経

路につながる海水系、循環水系、それ以外の屋外排水路、配管の標高

に基づく津波許容高さと経路からの津波高さを比較することによ

り、津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備

及び非常用取水設備を除く。)を内包する建屋及び区画並びに海水ポ

ンプ室及び燃料油貯油そうへの、津波の流入の可能性の有無を評価

する。流入の可能性に対する裕度評価において、高潮ハザー ドの再現

期間 100年に対する期待値と、入力津波で考慮した朔望平均満潮位

及び潮位のばらつき ∝めの合計との差を設計上の裕度とし、判断の

際に考慮する。

評価の結果、流入する可能性のある経路がある場合は、津波防護対



変更後

象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及び非常用取水

設備を除く。)を内包する建屋又は区画並びに海水ポンプ室及び燃料

油貯油そうに、津波防護施設として、経路からの津波の流入を防止す

るための取水路防潮ゲー ト、放水口側防潮堤、防潮扉、屋外排水路逆

流防止設備、 1号及び 2号機放水ピント止水板並びに潮位観測シス

テム (防護用)を設置するとともに、浸水防止設備として、開口部等

の浸水経路からの流入を防止するための海水ポンプ室浸水防止蓋を

設置する設計とする。

大津波警報が発表された場合、経路からの津波の流入を防止する

ため、原則、循環水ポンプを停止 (プラント停止)し、取水路防潮ゲ

ー トを閉止する運用を保安規定に定めて管理する。また、取水路防潮

ゲー トの閉止判断基準を確認した場合、経路からの津波の流入を防

止するため、循環水ポンプを停止 (プラント停止)し、取水路防潮ゲ

ー トを閉止する運用を保安規定に定めて管理する。

(a)、 (b)において、外郭防護として設置する津波防護施設及び

浸水防止設備については、各地点の入力津波に対し、設計上の裕度を

考慮する。

b。 漏水による重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必

要な機能への影響防止 (外郭防護 2)

(a)漏水対策

経路からの津波が流入する可能性のある取水・放水設備の構造上

の特徴を考慮し、取水・放水施設及び地下部等において、津波による

漏水が継続することによる浸水範囲を想定 (以下「浸水想定範囲」と

いう。)するとともに、当該範囲の境界における浸水の可能性のある

変更前

象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及び非常用取水

設備を除く。)を内包する建屋又は区画並びに海水ポンプ室及び燃料

油貯油そうに、津波防護施設として、経路からの津波の流入を防止す

るための取水路防潮ゲー ト、放水口側防潮堤、防潮扉、屋外排水路逆

流防止設備並びに 1号及び 2号機放水ピット止水板を設置するとと

もに、浸水防止設備として、開口部等の浸水経路からの流入を防止す

るための海水ポンプ室浸水防止蓋を設置する設計とする。また、取水

路防潮ゲー トについては、経路からの津波の流入を防止するため、取

水路防潮ゲー トの閉止運用を保安規定に定めて管理する。

(a)、 (b)において、外郭防護として設置する津波防護施設及び

浸水防止設備については、各地点の入力津波に対し、設計上の裕度を

考慮するЬ

b.漏水による重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必
要な機能への影響防止 (外郭防護 2)

(a)漏水対策

経路からの津波が流入する可能性のある取水・放水設備の構造上

の特徴を考慮し、取水・放水施設及び地下部等において、津波による

漏水が継続することによる浸水範囲を想定 (以下「浸水想定範囲」と

いう。)するとともに、当該範囲の境界における浸水の可能性のある



変更後

経路及び浸水口 (扉、開口部、貢通口等)について、浸水防止設備を

設置することにより、浸水範囲を限定する設計とする。さらに、浸水

想定範囲及びその周辺にある津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水

防止設備、津波監視設備及び非常用取水設備を除く。)に対しては、

浸水防止設備として、防水区画化するための設備を設置するととも

に、防水区画内への浸水による重要な安全機能及び重大事故等に対

処するために必要な機能への影響の有無を評価する。

評価の結果、浸水想定範囲における長期間の冠水が想定される場

合は、重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能

への影響がないよう、排水設備を設置する設計とする。

c.津波による冷水の重要な安全機能及び重大事故等に対処するた
めに必要な機能への影響防止 (内郭防護 )

(a)浸水防護重点化範囲の設定

津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及

び非常用取水設備を除く。)を内包する建屋及び区画を浸水防護重点

化範囲として設定する。

(b)浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策

経路からの津波による冷水を考慮 した浸水範囲及び浸水量を基

に、浸水防護重点化範囲への浸水の可能性の有無を評価する。浸水範

囲及び浸水量については、地震による冷水の影響も含めて確認する。

地震による冷水のうち、津波による影響を受けない範囲の評価につ

いては、「2.発電用原子炉施設内における総水等による損傷の防止」

に示す。

変更前

経路及び浸水口 (扉、開口部、貫通口等)について、浸水防止設備を

設置することにより、浸水範囲を限定する設計とする。さらに、浸水

想定範囲及びその周辺にある津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水

防止設備、津波監視設備及び非常用取水設備を除く。)に対しては、

浸水防止設備として、防水区画化するための設備を設置するととも

に、防水区画内への浸水による重要な安全機能及び重大事故等に対

処するために必要な機能への影響の有無を評価する。

評価の結果、浸水想定範囲における長期間の冠水が想定される場

合は、重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能

への影響がないよう、排水設備を設置する設計とする。

c.津波による冷水の重要な安全機能及び重大事故等に対処するた
めに必要な機能への影響防止 (内郭防護 )

(a)浸水防護重点化範囲の設定

津波防護対象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及

び非常用取水設備を除く。)を内包する建屋及び区画を浸水防護重点

化範囲として設定する。

(b)浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策

経路からの津波による浴水を考慮 した浸水範囲及び浸水量を基

に、浸水防護重点化範囲への浸水の可能性の有無を評価する。浸水範

囲及び浸水量については、地震による浴水の影響も含めて確認する。

地震による冷水のうち、津波による影響を受けない範囲の評価につ

いては、「2.発電用原子炉施設内における冷水等による損傷の防止」

に示す。



変更後

評価の結果、浸水防護重点化範囲への浸水の可能性のある経路、浸

水口がある場合には、津波の流入を防止するための津波防護施設、浸

水防止設備の設置を実施する設計とする。

内郭防護として、津波防護施設又は浸水防止設備による対策の範

囲は、浸水評価結果に設計上の裕度を考慮する。

d.水位変動に伴 う取水性低下及び津波の二次的な影響による重要
な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響

防止

(a)海水ポンプ等の取水性

海水ポンプについては、海水ポンプ室前の入力津波の下降側水位

が、海水ポンプの設計取水可能水位を上回ることにより、取水機能が

保持できる設計とする。そのため、津波防護施設として、取水路防潮

ゲー ト及び潮位観測システム (防護用)を設置する設計とする。

循環水ポンプ室及び海水ポンプ室は水路によつて連絡されている

ため、発電所を含む地域に大津波警報が発表された場合、引き波時に

おける海水ポンプの取水量を確保するため、原則、循環水ポンプを停

止 (プラント停止)し、取水路防潮ゲー トを閉止する運用を保安規定

に定めて管理する。また、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を確認し

た場合、引き波時における海水ポンプの取水量を確保するため、循環

水ポンプを停止 (プラント停止)し、取水路防潮ゲー トを閉止する運

用を保安規定に定めて管理する。

海水ポンプについては、津波による海水ポンプ室前の上昇側の水

位変動に対しても、取水機能が保持できる設計とする。

変更前

評価の結果、浸水防護重点化範囲への浸水の可能性のある経路、浸

水口がある場合には、津波の流入を防止するための津波防護施設、浸

水防止設備の設置を実施する設計とする。

内郭防護として、津波防護施設又は浸水防止設備による対策の範

囲は、浸水評価結果に設計上の裕度を考慮する。

d.水位変動に伴 う取水性低下及び津波の二次的な影響による重要
な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響

防止

(a)海水ポンプ等の取水性

海水ポンプについては、海水ポンプ室前の入力津波の下降側水位

が、海水ポンプの設計取水可能水位を上回ることにより、取水機能が

保持できる設計とする。

なお、循環水ポンプ室及び海水ポンプ室は水路によつて連絡され

ているため、発電所を含む地域に大津波警報が発令された場合、引波

時における海水ポンプの取水量を確保するため、原則、循環水ポンプ

を停止 (プラント停止)する運用を保安規定に定めて管理する。

海水ポンプについては、津波による海水ポンプ室前の上昇側の水

位変動に対しても、取水機能が保持できる設計とする。



変更後

地震加速度高により原子炉が トリップし、かつ津波警報等が発表

された場合には、引き波時における海水ポンプの取水量を確保する

ため、原則、循環水ポンプを停止する運用を保安規定に定めて管理す

る。

大容量ポンプ(3号機設備、 3・ 4号機共用 (以下同じ。))及び送

水車についても、入力津波の水位に対して取水性を確保できるもの

を用いる設計とする。

(b)津波の二次的な影響による海水ポンプ等の機能保持確認
基準津波による水位変動に伴 う砂の移動・堆積に対して、海水取水

トンネル (3号機設備、3・ 4号機共用 (以下同じ。))及び海水ポン

プ室が閉塞することなく海水取水 トンネル及び海水ポンプ室の通水

性が確保できる設計とする。

また、海水ポンプ取水時に浮遊砂が軸受に混入した場合にも、海水

ポンプの軸受部の異物逃がし溝から排出することで、海水ポンプが

機能保持できる設計とする。大容量ポンプ及び送水車は、浮遊砂の混

入に対して取水機能が保持できるものを用いる設計とする。

漂流物に対しては、発電所構内及び構外で漂流物となる可能性の

ある施設 。設備を抽出し、抽出された漂流物となる可能性のある施

設・設備が漂流した場合に、海水ポンプヘの衝突及び取水日の開塞が

生じることがなく、海水ポンプの取水性確保並びに海水取水 トンネ

ル及び海水ポンプ室の通水性が確保できる設計とする。また、漂流物

化させない運用を行 う車両等については、漂流物化防止対策の運用

を保安規定に定めて管理する。

変更前

大容量ポンプ (3号機設備、 3・ 4号機共用 (以下同じ。))及び送

水車についても、入力津波の水位に対して取水性を確保できるもの

を用いる設計とする。

(b)津波の二次的な影響による海水ポンプ等の機能保持確認
基準津波による水位変動に伴 う砂の移動・堆積に対して、海水取水

トンネル (3号機設備、3・ 4号機共用 (以下同じ。))及び海水ポン

プ室が閉塞することなく海水取水 トンネル及び海水ポンプ室の通水

性が確保できる設計とする。

また、海水ポンプ取水時に浮遊砂が軸受に混入した場合にも、海水

ポンプの軸受部の異物逃がし溝から排出することで、海水ポンプが

機能保持できる設計とする。大容量ポンプ及び送水車は、浮遊砂の混

入に対して取水機能が保持できるものを用いる設計とする。

漂流物に対しては、発電所構内及び構外で漂流物となる可能性の

ある施設 。設備を抽出し、抽出された漂流物となる可能性のある施

設。設備が漂流した場合に、海水ポンプヘの衝突及び取水日の閉塞が

生じることがなく、海水ポンプの取水性確保並びに海水取水 トンネ

ル及び海水ポンプ室の通水性が確保できる設計とする。



変更後

e.津波監視

津波監視設備として、敷地への津波の繰返しの襲来を察知し、津波

防護施設及び浸水防止設備の機能を確実に確保するため、津波監視

カメラ (3号機設備、 1・ 2・ 3・ 4号機共用、3号機に設置 (計狽J

制御系統施設の設備で兼用)(以下同じ。))及び潮位計 (3号機設備、

3・ 4号機共用、 3号機に設置 (以下同じ。))を設置する。

f.津波影響軽減

津波影響軽減施設として、発電所周辺を波源とした津波の波力を

軽減させるため、取水ロカーテンウォール (1・ 2・ 3・ 4号機共用、

3号機に設置 (以下同じ。))を設置する。

1.1.4 津波防護対策に必要な浸水防護施設の設計
a.設計方針

津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及び津波影響軽減施設

については、入力津波に対して、津波防護対象設備の要求される機能

を損なうおそれがないよう以下の機能を満足する設計とする。

(a)津波防護施設

津波防護施設は、津波の流入による浸水及び漏水を防止する設計

とする。

津波防護施設のうち取水路に設置する取水路防潮ゲー ト及び放水

路側に設置する放水口側防潮堤並びに防潮扉については、入力津波

変更前

e.津波監視

津波監視設備として、敷地への津波の繰返しの襲来を察知し、津波

防護施設及び浸水防止設備の機能を確実に確保するため、津波監視

カメラ (3号機設備、 1・ 2・ 3・ 4号機共用、3号機に設置 (計測

制御系統施設の設備で兼用)(以下同じ。))及び潮位計 (3号機設備、

3・ 4号機共用、 3号機に設置 (以下同じ。))を設置する。

f.津波影響軽減

津波影響軽減施設として、発電所周辺を波源とした津波の波力を

軽減させるため、取水ロカーテンウォール (1・ 2・ 3・ 4号機共用、

3号機に設置 (以下同じ。))を設置する。

1.1.4 津波防護対策に必要な浸水防護施設の設計
a.設計方針

津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及び津波影響軽減施設

については、「1,1.2 入力津波の設定」で設定している繰返し
の襲来を想定した入力津波に対して、津波防護対象設備の要求され

る機能を損なうおそれがないよう以下の機能を満足する設計とす

る。

(a)津波防護施設

津波防護施設は、津波の流入による浸水及び漏水を防止する設計

とする。

津波防護施設のうち取水路に設置する取水路防潮ゲー ト及び放水

路側に設置する放水口側防潮堤並びに防潮扉については、入力津波



変更後

高さを上回る高さで設置し、止水性を維持する設計とする。放水口

側防潮堤のうち杭基礎形式部は、液状化対策による地盤改良を行っ

た地盤に設置する。また、津波防護施設のうち屋外排水路逆流防止

設備並びに 1号及び 2号機放水ピット止水板については、入力津波

による波圧等に対する耐性を評価し、津波の流入を防止する設計と

する。

主要な構造体の境界部には、想定される荷重の作用を考慮し、試

験等にて止水性を確認した止水ジョイント等で止水処置を講じる設

計とする。

津波防護施設のうち、潮位観測システム (防護用)は、敷地への遡

上及び水位の低下による海水ポンプヘの影響のおそれがある津波が

襲来した場合に、その影響を防止する重要安全施設である取水路防

潮ゲー トを閉止するために設置する。潮位観測システム (防護用)の

うち、潮位計は、1号及び 2号機中央制御室並びに中央制御室におい

て、「観測潮位が 10分以内に O.5m以上下降、又は上昇した時点」で

警報発信し、その後、「観測潮位が最低潮位から 10分以内に 0。 5m以

上上昇、又は最高潮位から 10分以内に 0.5m以上下降した時点」で

警報発信する設計とする。 1号及び 2号機当直課長と3号及び 4号

機当直課長は、 1号及び 2号機中央制御室並びに中央制御室におい

て潮位観測システム (防護用)の うち、衛星電話 (津波防護用)を用

いて連携することにより、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を確認

できる設計とする。

潮位観測システム (防護用)の うち衛星電話 (津波防護用)が竜巻

等により損傷した場合は、予備品による機能回復を図る設計とする。

変更前

高さを上回る高さで設置し、止水性を維持する設計とする。放水口

側防潮堤のうち杭基礎形式部は、液状化対策による地盤改良を行っ

た地盤に設置する。また、津波防護施設のうち屋外りF水路逆流防止

設備並びに 1号及び 2号機放水ピット止水板については、入力津波

による波圧等に対する耐性を評価 し、津波の流入を防止する設計と

する。

主要な構造体の境界部には、想定される荷重の作用を考慮し、試

験等にて止水性を確認した止水ジョイント等で止水処置を講じる設

計とする。



変更後

(b)浸水防止設備

浸水防止設備は、浸水想定範囲等における浸水時及び冠水後の波

圧等に対する耐性を評価し、津波の流入による浸水及び漏水を防止

する設計とする。また、津波防護対象設備を内包する建物及び区画に

浸水時及び冠水後に津波が浸水することを防止するため、当該区画

への流入経路となる開口部に設置するとともに、想定される浸水高

さに余裕を考慮した高さまでの施工により上水性を維持する。

海水ポンプエリアの浸水防止設備については、海水ポンプエリア

床面 To P.E=}の 開口部に設置する設計とする。浸水防止設備は、

試験等により閉上部等の上水性を確認した設備を設置する設計とす

る。

(c)津波監視設備

津波監視設備は、津波の襲来状況を監視できる設計とする。また、

波力、漂流物の影響を受けにくい位置に設置する。

津波監視設備のうち津波監視カメラは、1号機、2号機、3号機及

び 4号機の非常用所内電源設備から給電するとともに映像信号を中

央制御室へ伝送し、中央制御室にて周囲の状況を昼夜にわたり監視

できるよう、暗視機能を有する設計とする。

津波監視設備のうち潮位計は、経路からの津波に対し海水ポンプ

室の上昇側及び下降側の水位変動のうち T.P.約酌
から T,P,約

田 を測定可能とし、非接触式の水位検出器により計測できる設

計とする。また、潮位計は 3号機及び 4号機の非常用所内電源設備か

ら給電し、中央制御室から監視可能な設計とする。

変更前

(b)浸水防止設備

浸水防止設備は、浸水想定範囲等における浸水時及び冠水後の波

圧等に対する耐性を評価し、津波の流入による浸水及び漏水を防止

する設計とする。また、津波防護対象設備を内包する建物及び区画に

浸水時及び冠水後に津波が浸水することを防止するため、当該区画

への流入経路となる開口部に設置するとともに、想定される浸水高

さに余裕を考慮した高さまでの施工により止水性を維持する。

海水ポンプエリアの浸水防止設備については、海水ポンプエリア

床面 T.P,凹 の開口部に設置する設計とする。浸水防止設備は、
試験等により閉上部等の上水性を確認した設備を設置する設計とす

る。

(c)津波監視設備

津波監視設備は、津波の襲来状況を監視できる設計とする。また、

波力、漂流物の影響を受けにくい位置に設置する。

津波監視設備のうち津波監視カメラは、1号機、2号機、3号機及

び 4号機の非常用所内電源設備から給電するとともに映像信号を中

央制御室へ伝送し、中央制御室にて周囲の状況を昼夜にわたり監視

できるよう、暗視機能を有する設計とする。

津波監視設備のうち潮位計は、経路からの津波に対し海水ポンプ

室の上昇側及び下降側の水位変動のうち T.P,約Eコmか ら To P.約

動
を沢1定可学とし、非接触式の水位検出器により討沢1できる設

計とする。また、潮位計は 3号機及び 4号機の非常用所内電源設備か

ら給電し、中央制御室から監視可能な設計とする。



変更後

(d)津波影響軽減施設

津波影響軽減施設は、津波防護施設及び浸水防止設備への津波に

よる影響を軽減する機能を保持する設計とする。また、地震後におい

て、津波による影響を軽減する機能が保持できる設計とする。

津波影響軽減施設のうち取水ロカーテンウォールは、取水ロケー

ソンに設置する設計とする。

b.荷重の組合せ及び許容限界
津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及び津波影響軽減施設

の設計に当たっては、津波による荷重及び津波以外の荷重を適切に

設定し、それらの組合せを考慮する。また、想定される荷重に対する

部材の健全性や構造安定性について適切な許容限界を設定する。

(a)荷重の組合せ

津波と組み合わせる荷重については、原子炉冷却系統施設の基本

設計方針「第 1章 共通項目」のうち「2.3 外部からの衝撃によ
る損傷の防止」で設定している風、積雪の荷重及び余震として考えら

れる地震 (Sd)に加え、漂流物による荷重を考慮する。津波による荷

重の設定に当たっては、各施設。設備の機能損傷モー ドに対応した荷

重の算定過程に介在する不確かさを考慮し、余裕の程度を検討した

上で安全側の設定を行 う。

津波影響軽減施設の設計においては、基準地震動による地震力を

考慮し、適切に組み合わせる。

(b)許容限界

変更前

(d)津波影響軽減施設

津波影響軽減施設は、津波防護施設及び浸水防止設備への津波に

よる影響を軽減する機能を保持する設計とする。また、地震後におい

て、津波による影響を軽減する機能が保持できる設計とする。

津波影響軽減施設のうち取水ロカーテンウォールは、取水ロケー

ジンに設置する設計とする。

b.荷重の組合せ及び許容限界
津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及び津波影響軽減施設

の設計に当たっては、津波による荷重及び津波以外の荷重を適切に

設定し、それらの組合せを考慮する。また、想定される荷重に対する

部材の健全性や構造安定性について適切な許容限界を設定する。

(a)荷重の組合せ

津波と組み合わせる荷重については、原子炉冷却系統施設の基本

設計方針「第 1章 共通項目」のうち「2.3 外部からの衝撃によ
る損傷の防止」で設定している風、積雪の荷重及び余震として考えら

れる地震 (Sd)に加え、漂流物による荷重を考慮する。津波による荷

重の設定に当たつては、各施設・設備の機能損傷モー ドに対応した荷

重の算定過程に介在する不確かさを考慮し、余答の程度を検討した

上で安全側の設定を行 う。

津波影響軽減施設の設計においては、基準地震動による地震力を

考慮し、適切に組み合わせる。

(b)許容限界
ヘ ー



変更後

津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備の許容限界は、地震

後、津波後の再使用性や、津波の繰返し作用を想定し、施設・設備を

構成する材料がおおむね弾性状態に留まることを基本とする。

津波影響軽減施設の許容限界は、津波の繰返し作用を想定し、施設

が機能を喪失する変形に至らないこと及び終局状態に至らないこと

を確認する。

1.1.5 計装誤差を考慮した取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の
妥当性確認

取水路防潮ゲー トの閉止判断基準で、施設に対して影響を及ぼす

津波を見逃さないことを確認するために、「1.1.2 入力津波の設
定」で設定した「施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波」の第

1波の水位変動量を取水路防潮ゲー トの閉止判断基準で検知できる

ことを確認する。確認に当たっては、詳糸H設計で評価する計装誤差を

考慮する。

1.1.6 設備の共用
浸水防護施設のうち津波防護に関する施設の一部は、号機の区分

けなく一体となった津波防護対策及び監視を実施することで、共用

により発電用原子炉施設の安全Jl生を損なわない設計とする。

また、重要安全施設に該当する取水路防潮ゲー トについては、共用

している取水路に対して設置することにより、 1号機から4号機の
いずれの津波から防護する設備も、基準津波に対して安全機能を損

なうおそれがなく安全性の向上が図れるため、 1号機から4号機で

共用する設計とする。

変更前

津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備の許容限界は、地震

後、津波後の再使用性や、津波の繰返し作用を想定し、施設 。設備を

構成する材料がおおむね弾性状態に留まることを基本とする。

津波影響軽減施設の許容限界は、津波の繰返し作用を想定し、施設

が機能を喪失する変形に至らないこと及び終局状態に至らないこと

を確認する。

1.1.5 設備の共用
浸水防護施設のうち津波防護に関する施設の一部は、号機の区分

けなく一体となった津波防護対策及び監視を実施することで、共用

により発電用原子炉施設の安全性を損なわない設計とする。

また、重要安全施設に該当する取水路防潮ゲー トについては、共用

している取水路に対して設置することにより、 1号機から4号機の
いずれの津波から防護する設備も、基準津波に対して安全機能を損

なうおそれがなく安全性の向上が図れるため、 1号機から4号機で

共用する設計とする。



変更後

重要安全施設に該当する潮位観沢1システム (防護用)は、観涙j場

所を 1号機海水ポンプ室、 2号機海水ポンプ室及び海水ポンプ室に

分散し、複数の場所で潮位観測を行 うこと、並びに 1号機から4号

機で共用することで取水路全体の潮位観測ができる設計とすること

から、2以上の原子炉施設の安全Jl生が向上するため、 1号機から4

号機で共用する設計とする。

1.2 特定重大事故等対処施設
1.2.1 耐津波設計の基本方針
特定重大事故等対処施設が設置 (変更)許可を受けた基準津波によ

り原子炉補助建屋等への故意による大型航空機の衝突その他のテロ

ジズムに対してその重大事故等に対処するために必要な機能が損な

われるおそれがないよう、遡上への影響要因及び浸水経路等を考慮

して、設計時にそれぞれの施設に対して最も水位変動が大きい入力

津波を設定するとともに津波防護対象設備に対する入力津波の影響

を評価し、影響に応じた津波防護対策を講じる設計とする。

また、津波警報等が発表されない可能性のある津波に対しては、施

設に対して影響を及ぼさないよう、第 1波の水位変動で津波襲来を

検知し、取水路防潮ゲー ト (1・ 2・ 3・ 4号機共用 (以下同じ。))

を閉止することから、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を設定する。

(1)津波防護対象設備

変更なし

変更前

1.2 特定重大事故等対処施設
1.2.1 耐津波設計の基本方針
特定重大事故等姑処施設が設置 (変更)許可を受けた基準津波によ

り原子炉補助建屋等への故意による大型航空機の衝突その他のテロ

リズムに対してその重大事故等に対処するために必要な機能が損な

われるおそれがないよう、遡上への影響要因及び浸水経路等を考慮

して、設計時にそれぞれの施設に対して入力津波を設定するととも

に津波防護対象設備に対する入力津波の影響を評価 し、影響に応じ

た津波防護対策を講じる設計とする。

(1)津波防護対象設備

特定重大事故等対処施設、津波防護施設、浸水防止設備及び津波監

視設備の津波から防護する設備を「特定重大事故等対処施設の津波

防護対象設備」とする。

ヘ ー
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1.概要

本資料は、発電用原子炉施設の耐津波設計が 「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術

基準に関する規則」 (以下「技術基準規貝J」 という。)第6条及び第51条 (津波による損傷の防

止)並びにその「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 (以下

「解釈」という。)」 に適合することを説明するものである。

本申請における員元認可からの変更は、 「2.1基本方針」、「2.2入力津波の設定J、 「2.3

入力津波による津波防護対象設備への影響評価の(1)敷地への浸水防止 (外郭防護 1)」 、

「2.3入力津波による津波防護対象設備への影響評価の(4)水位変動に伴 う取水性低下及び

津波の二次的な影響による重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への

影響防止の「a.海水ポンプ等の取水性」及び 「b.津波の二次的な影響による海水ポンプ等

の機能保持確認JJ、 「2.4津波防護対策に必要な浸水防護施設の設計方針」及び「2.5計

装誤差を考慮した取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の妥当性確認Jの記載である。

2.耐津波設計の基本方針

2,1 基本方針

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設が、設置 (変更)許可を受けた基準津波に

より、その安全性又は重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがな

いよう、遡上への影響要因及び浸水経路等を考慮して、耐津波設計に用いる「最も水位

変動が大きい入力津波Jを設定する。

設置 (変更)許可を受けた基準津波のうち、津波警報等が発表されない可能性がある

津波 (以下 「基準津波 3及び基準津波 4」 という。)に対しては、施設に封して影響を

及ばさないよう、第 1波の水位変動で津波襲来を検知し、取水路防潮ゲー ト (1・ 2・

3・ 4号機共用 (以下同じ。))の閉止判断基準により、取水路防潮ゲー トを閉止する

設計とする。また、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準で、施設に対して影響を及ばす津

波を見逃さないことを確認するために、施設に対して影響を及ばし、第 1波の水位変動

量が小さい 「施設に影響を及ばす水位に近接する入力津波Jを設定する。

なお、基準津波 3及び基準津波 4については、波源特性である崩壊規模及び破壊伝播

速度を固定値としないことから、 「最も水位変動が大きい入力津波」の設定においては、

水位変動が最も大きくなるように崩壊規模及び破壊伝播速度の最大値を適用する。また、

「施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波Jの設定においては、部分的な崩壊や遅

い崩壊によって施設影響を及ぼす可能性があることから、崩壊規模及び破壊伝播速度の

パラメータスタディを実施する。

「最も水位変動が大きい入力津波」については、津波防護対象設備に対する入力津波

の影響を評価し、影響に応じた津波防護対策を講じる設計とする。

一通 しページ147-



「施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波」については、その入力津波の第 1波

の水位変動量を取水路防潮ゲー トの閉止判断基準で検知できることを確認する。確認に

当たつては、詳細設計で評価する計装誤差を考慮する。

資料 2-1-1-1「 耐震設計上重要な設備を設置する施設に対する自然現象等への

配慮に関する基本方針」の「3.1。 1(11)高潮」を踏まえ、津波と同様な潮位の変動事象

である高潮の影響について確認する。確認結果については、資料 2-1-2-3「 入力

津波の設定」に示す。

2.1.1 津波防護対象設備

津波防護対象設備については、平成 27年 10月 9日付け原規規発第1510091号に

て認可された工事計画の資料 2-2-1「 耐津波設計の基本方針」から変更はない。

2.1,2 取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の設定及び閉止手順

基準津波 3及び基準津波 4については、以下の若狭湾の津波伝播における増幅の

傾向を踏まえ、潮位観測システム (防護用)(「 1・ 2・ 8。 4号機共用、 1号機

に設置」、 「1・ 2・ 3・ 4号機共用、 3号機に設置」 (以下同じ。))で観測さ

れた津波の第 1波の水位変動量により津波襲来を確認 した場合に、循環水ポンプを

停止 (プラン ト停止)し、取水路防潮ゲー トを閉止することにより第 2波以降の浸

入を防止することで、 「遡上波の地上部からの多1達、流入及び政水路、放水路等の

経路からの流入」 (以下 「敷地への遡上Jと いう。)並びに水位の低下による海水

ポンプヘの影響を防止する。

【若狭湾の津波伝播における増幅の傾向】

・ 取水路から海水ポンプ室に至る経路において津波の第 1波 より第 2波以降の水

位変動量が大きくなる。

・ 第 1波は、押し波が敷地へ遡上せず、引き波による水位の低下に対しても海水

ポンプが機能保持できる。

・ 第 2波以降は、押し波が敷地に遡上するおそれがあり、引き波による水位の低

下に対しても海水ポンプが機能保持できないおそれがある。

基準津波 3及び基準津波 4に対する取水路防潮ゲー トの閉止判断基準は、基準津

波 3及び基準津波 4の波源に関する「崩壊規模」及び 「破壊伝播速度J並びに若狭

湾における津波の伝播特性のパラメータスタディの結果を踏まえ、敷地への遡上及

び水位の低下による海水ポンプヘの影響のおそれがある津波を網羅的に確認 したう

えで、潮位のゆらぎ等を考慮 して設定する。なお、設定に当たっては、平常時及び

台風時の潮位変動の影響を受けないことも確認する。
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具体的には、 「潮位観測システム (防護用)の うち、2台の潮位計の観沢1潮位がい

ずれも10分以内に0.5m(.11)以上下降し、その後、最低潮位から10分以内に0.5m(.1

1)以上上昇すること、又は10分以内に0.5m(.11)以 上上昇 し、その後、最高潮位か

ら10分以内にO.5m('11)以 上下降すること。Jと する。

この条件成立を 1号及び 2号機当直口果長と8号及び 4号機当直課長の潮位観測シ

ステム (防護用)の うち衛星電話 (津波防護用)を用いた連携により確認 (以下、

この条件成立の確認を 「取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を確認」という。)し た

場合、循環水ポンプを停止 (プラント停止)後、取水路防潮ゲー トを閉止する手順

を整備する。

なお、取水路防潮ゲー トの保全計画による保守作業時に、発電所構外において津

波と想定される潮位の変動を観測した場合、保守作業を中断し、作業前の状態に復

旧することで発電所の安全性に影響を及ぼさない設計としている。

2.2 入力津波の設定

入力津波については、 「最も水位変動が大きい入力津波J及び 「施設に影響を及ぼす

水位に近接する入力津波Jをそれぞれ設定する。

入力津波の設定の諸条件の変更により、評価結果が影響を受けないことを確認するた

めに、評価条件変更の都度、津波評価を実施する運用とする。

(1)最も水位変動が大きい入力津波

最も水位変動が大きい入力津波は、各施設・設備の設計又は評価を行うため、最

も水位変動が大きい津波を遡上波の地上部からの到達、流入に伴う入力津波 (以下

「遡上波Jと いう。)と 取水路・放水路等の経路からの流入に伴う入力津波 (以下

「経路からの津波Jと いう。)を設定する。

設定方針を以下に示す。

基準津波については、資料 2-1-2-2「 基準津波の概要」に示す。入力津波

の設定方法及び結果に関しては、資料 2-1-2-3「 入力津波の設定」に示す。

入力津波の設定の諸条件の変更により、「2.3 入力津波による津波防護対象設備ヘ

の影響評価」にて実施する評価結果が影響を受けないことを確認するために、評価

条件変更の都度、津波評価を実施することとし、保安規定に定めて管理する。

遡上波については、遡上への影響要因として、敷地及び敷地周辺の地形及びその

標高、河川等の存在、設備等の設置状況並びに地震による広域的な隆起 。沈降を考

慮して、遡上波の回り込みを含め敷地への遡上の可能性を評価する。遡上する場合

は、基準津波の波源から各施設・設備の設置位置において算定される津波高さとし
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て設定する。

経路からの津波については、浸水経路を特定し、基準津波の波源から各施設 。設

備の設置位置において算定される時刻歴波形及び津波高さとして設定する。

a,取水路防潮ゲー トの開閉条件

基準津波による敷地周辺の遡上 。浸水域の評価 (以下 「津波シミュレーショ

ン」という。)においては、基準津波ごとに特性を考慮して、取水路防潮ゲー ト

の開閉条件を設定する。

基準津波に対して、敷地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘの影響を

防ぐため、津波防護施設として、取水路上に取水路防潮ゲー ト、放水口側の敷地

に放水口側防潮堤 (1・ 2・ 3・ 4号機共用 (以下同じ。))及び防潮扉 (1・

2・ 3・ 4号機共用 (以下同じ。))、 放水路沿いの屋外排水路に屋外排水路逆

流防止設備 (1・ 2・ 3・ 4号機共用 (以下同じ。))、 1号及び 2号機放水

ピットに 1号及び 2号機放水ピット止水板 (1・ 2・ 3・ 4号機共用 (以下同

じ。))、 1号及び 2号機中央制御室並びに中央制御室に潮位観測システム (防

護用)を設置する。

基準津波 1については、地震発生後、発電所に津波が到達するまでに取水路防

潮ゲー トを開止することができること、並びに敷地への遡上及び水位の低下によ

る海水ポンプヘの影響を防ぐため、発電所を含む地域に大津波警報が発表された

場合、原則、循環水ポンプを停止 (プラント停止)し、取水路防潮ゲー トを閉止

することから、取水路防潮ゲー ト閉止を前提として入力津波を評価する。

基準津波 2については、地震発生後、取水路防潮ゲー トを閉止するまでに津波

が襲来することや、敷地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘの影響のお

それがない津波であることから、取水路防潮ゲー ト開を前提として入力津波を評

価する。

基準津波 3及び基準津波 4については、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を確

認 した場合に、取水路防潮ゲー トを閉止することを前提として入力津波を評価す

る。

b.評価モデル等の設定

津波シミュレーションに当たつては、遡上解析上影響を及ぼす斜面や道路、

取 。放水路 (取水路及び非常用海水路等)の地形とその標高及び伝播経路上の人

工構造物の設置状況を考慮 し、遡上域のメッシュサイズ (最小3.125m)に 合わせ

た形状にモデル化する。

敷地沿岸域及び海底地形は、海上保安庁等による海底地形図、海上音波探査結
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果及び取水口付近の深浅測量結果を使用する。また、取 。放水路 (取水路及び非

常用海水路等)の諸元、敷地標高については、発電所の竣工図を使用する。

伝播経路上の人工構造物にっいて、図面を基に津波シミュレーション上影響を

及ぼす構造物、津波防護施設を考慮し、遡上 。伝播経路の状態に応じた解析モデ

ル、解析条件が適切に設定された遡上域のモデルを作成する。

敷地周辺の遡上・浸水域の把握に当たっては、敷地前面・側面及び敷地周辺の

津波の浸入角度及び速度並びにそれらの経時変化を把握する。また、敷地周辺の

浸水域の押し波 。引き波の津波の遡上 。流下方向及びそれらの速度について留意

し、敷地の地形、標高の局所的な変化等による遡上波の敷地への回り込みを考慮

する。

津波シミュレーションに当たっては、遡上及び流下経路上の地盤並びにその周

辺の地盤について、地震による液状化、流動化又はすべり、標高変化を考慮した

遡上解析を実施 し、遡上波の敷地への到達 (回 り込みによるものを含む。)の可

能性について確認する。

なお、敷地の周辺斜面が、遡上波の敷地への到達に対して障壁となっている箇

所はない。また、敷地西側に才谷川が存在するが、発電所と才谷川は標高約 100m

の山を隔てており、敷地への遡上波に影響することはない。

遡上波の敷地への到達の可能性に係る検討に当っては、基準地震動に伴 う地形

変化、標高変化が生じる可能性について検討 し、放水口側及び取水口側のそれぞ

れについて、津波水位に及ばす影響を評価する。

放水口側の影響評価として、放水日付近は埋立層及び沖積層が分布 し、基準地

震動が作用した場合、地盤が液状化により沈下するおそれがあることから、有効

応力解析結果により示す沈下量を設定 し、沈下後の敷地高さを津波シミュレー

ションの条件として考慮する。なお、放水日付近には遡上経路に影響を及ぼす斜

面は存在しない。

取水口側の影響評価 として、取水口側の流入経路の大半は岩盤であり取水口に

ついても地盤改良を行っていることから、基準地震動が作用した場合においても

沈下はほとんど生じることはなく、取水口及び取水路周辺斜面についても、基準

地震動により津波シミュレーションに影響するすべりは生じないことを確認して

いることから、津波シミュレーションの条件 として沈下及びすべりは考慮しない。

また、基準津波の評価における取水口側のモデルでは、取水路防潮ゲー トの開

口幅を実寸より広く設定し、取水ロケーノン重量コンクリー トを考慮しない条件

としているが、設備形状の影響評価及び管路解析の影響評価においては、取水路

防潮ゲー トの開口幅を実寸で設定し、取水ロケーノン重量コンクリー トを考慮す
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る条件や貝付着を考慮しない条件も津波シミュレーションの条件として考慮する。

さらに、津波水位を保守的に評価するため、これらの条件の組合せを考慮する。

c.水位変動及び地殻変動の考慮

遡上波及び経路からの津波の設定に当たつては、水位変動として、朔望平均満

潮位T,P.E=Im又は朔望平均干潮位T,P,日   ,■を考慮する。上昇側の水位変動に

対しては、満潮位の標準偏差0,15mを 、下降側の水位変動に対しては、千潮位の標

準偏差0.17mを潮位のばらつきとして加えて設定する。地殻変動については、基準

津波 1の若狭海丘列付近断層で±Om、 基準津波 2の FO一 A～ FO一 B～熊川断

層で0.23mの 隆起である。基準津波 3及び基準津波 4の隠岐 トラフ海底地すべりに

ついては考慮対象外である。一方で、 「日本海における大規模地震に関する調査

検討会」の波源モデルを踏まえて、Mansinha and Smyhe(1971)の 方法により算定

した敷地地盤の地殻変動量は、基準津波 1の若狭海丘列付近断層で±Om、 基準津

波 2の FO― A～ FO一 B～熊川断層で0.30mの 隆起が想定されるため、下降側の

水位変動に対して安全評価を実施する際には0.30mの隆起を考慮する。下降側の水

位変動に対する安全評価としては、対象物の高さに隆起量を加算した後で、下降

側評価水位と比較する。また、上昇側の水位変動に対して安全評価する際には、

隆起しないものと仮定して、対象物の高さと上昇側評価水位を直接比較する。ま

た、遡上波及び経路からの津波が有する数値計算上の不確かさを考慮することを

基本とする。

(2)施設に影響を及ばす水位に近接する入力津波

施設に影響を及ばす水位に近接する入力津波は、基準津波 3及び基準津波 4の波

源特性である「崩壊規模」及び 「破壊伝播速度」のパラメータスタディ並びに「設

備形状の影響評価J及び 「管路解析の影響評価」を踏まえて、施設影響を及ぼす水

位に近接する津波を複数抽出し、それらの中で上昇側・下降側について、第 1波の

水位変動量が最も小さい波源を入力津波として設定する。なお、パラメータスタ

ディ及び影響評価においては、 「(1)b.評価モデル等の設定」に示す条件を考慮す

る。施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波の設定方法及び結果に関しては、

資料 2-1-2-3「 入力津波の設定」に示す。

2.3 入力津波による津波防護対象設備への影響評価

敷地の特性 (敷地の地形、敷地及び敷地周辺の津波の遡上、浸水状況等)に応じた津

波防護を達成するため、以下 (1)～ (4)の津波防護の観点から最も水位変動が大きい入

力津波 (以下 「入力津波」という。)の影響の有無を評価することにより、津波防護
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対策が必要となる箇所を特定し、必要な津波防護対策を実施する設計とする。

具体的な影響評価の内容及び結果については、資料 2-1-2-4「 入力津波によ

る津波防護対象設備への影響評価」に示す。

また、入力津波の変更等が津波防護対策に影響を与えないことを確認することとし、

保安規定に定期的な評価及び改善に関する手順を定めて管理する。

(1)敷地への浸水防止 (外郭防護 1)

a.遡上波の地上部からの到達、流入の防止

遡上波による敷地周辺の遡上の状況を加味した浸水の高さ分布を基に、津波防護

対象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及び非常用取水設備を除

く。)を 内包する建屋及び区画の設置された敷地において、遡上波の地上部からの

到達、流入の可能性の有無を評価する。流入の可能性に対する裕度評価において、

高潮ハザー ドの再現期間100年に対する期待値と、入力津波で考慮した朔望平均満

潮位及び潮位のばらつきの合計との差を設計上の裕度とし、判断の際に考慮する。

評価の結果、遡上波が地上部から到達し流入する可能性がある場合は、津波防護

対象設備 (津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及び非常用取水設備を除

く。)を内包する建屋又は区画に、遡上波の流入を防止するための津波防護施設を

設置するとともに、開口部等の浸水経路からの流入を防止するための浸水防止設備

を設置する設計とする。

大津波警報が発表された場合、遡上波の地上部からの到達、流入を防止するため、

原則、循環水ポンプを停止 (プラント停止)し、取水路防潮ゲー トを閉止する運用

を保安規定に定めて管理する。また、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を確認した

場合、遡上波の地上部からの到達、流入を防止するため、循環水ポンプを停止 (プ

ラント停止)し、取水路防潮ゲー トを閉止する運用を保安規定に定めて管理する。

b.取水路、放水路等の経路からの津波の流入防止

取水路又は放水路等の経路のうち、津波の流入の可能性のある経路につながる海

水系、循環水系、それ以外の屋外排水路又は配管の開口部等の標高に基づく許容津

波高さと経路からの津波高さを比較することにより、津波防護対象設備 (津波防護

施設、浸水防止設備、津波監視設備及び)F常用取水設備を除く。)を内包する建屋

及び区画への、津波の流入の可能性の有無を評価する。流入の可能性に対する裕度

評価において、高潮ハザー ドの再現期間100年に対する期待値と、入力津波で考慮

した朔望平均満潮位及び潮位のばらつきの合計との差を設計上の容度とし、判断の

際に考慮する。

評価の結果、流入する可能性のある経路がある場合は、津波防護対象設備 (津波

防護施設、浸水防止設備、津波監視設備及び非常用取水設備を除く。)を内包する
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建屋及び区画に、経路からの津波の流入を防止するための津波防護施設を設置する

とともに、開日部等の浸水経路からの流入を防止するための浸水防止設備を設置す

る設計とする。

大津波警報が発表された場合、経路からの津波の流入を防止するため、原則、循

環水ポンプを停止 (プラント停止)し、取水路防潮ゲー トを閉止する運用を保安規

定に定めて管理する。また、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を確認した場合、経

路からの津波の流入を防止するため、循環水ポンプを停止 (プラン ト停止)し、取

水路防潮ゲー トを閉止する運用を保安規定に定めて管理する。

(2)漏水による重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響防

止 (外郭防護2)

漏水による重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響

防止 (外郭防護2)については、平成 27年 10月 9日 付け原規規発第1510091号にて

認可された工事計画の資料 2-2-1「 耐津波設計の基本方針」の「(2)漏水によ

る重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響防止 (外郭防

護2)」 から変更はない。

(3)津波による冷水の重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への

影響防止 (内郭防護 )

津波による総水の重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能ヘ

の影響防止 (内郭防護)については、平成 27年 10月 9日 付け原規規発第1510091号

にて認可された工事計画の資料 2-2-1「 耐津波設計の基本方針」の「(3)津波

による冷水の重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響

防止 (内郭防護 )」 から変更はない。

(4)水位変動に伴 う取水性低下及び津波の二次的な影響による重要な安全機能及び重大

事故等に対処するために必要な機能への影響防止

a.海水ポンプ等の取水性

海水ポンプについては、海水ポンプ室(3・ 4号機共用 (以下同じ。))の入力津波

の下降側水位が、海水ポンプの設計取水可能水位を上回ることにより、取水機能が

保持できる設計とする。

大津波警報が発表された場合、引き波時における海水ポンプの取水量を確保する

ため、原則、循環水ポンプを停止 (プラント停止)し、取水路防潮ゲー トを閉止す

る運用を保安規定に定めて管理する。また、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を確

一通 しページ154-



認した場合、引き波時における海水ポンプの取水量を確保するため、循環水ポンプ

を停止 (プラント停止)し、取水路防潮ゲー トを閉止する運用を保安規定に定めて

管理する。

地震力日速度高により原子炉が トリップし、かつ津波警報等が発表された場合、引

き波時における海水ポンプの取水量を確保するため、原則、循環水ポンプ停止を実

施する運用を保安規定に定めて管理する。

また、大容量ポンプ(3号機設備、 3・ 4号機共用 (以下同じ。))及び送水車につ

いても入力津波の水位に対して、取水性が確保できるものを用いる設計とする。

b.津波の二次的な影響による海水ポンプ等の機能保持確認

基準津波による水位変動に伴 う砂の移動 。堆積に対して、取水日が閉塞すること

がなく海水取水 トンネル (3号機設備、 3・ 4号機共用 (以下同じ。))及び海水ポン

プ室の通水性が確保できる設計とする。

海水ポンプは、取水時に浮遊砂が軸受に混入した場合においても、海水ポンプの

軸受部の異物逃がし溝から排出することで、取水機能が保持できる設計とする。大

容量ポンプ及び消防ポンプについても、浮遊砂の混入に対して取水機能が保持でき

るものを用いる設計とする。

漂流物に対しては、発電所構内及び構外で漂流物となる可能性のある施設・設備

を抽出し、抽出された漂流物となる可能性のある施設 。設備が漂流した場合に、海

水ポンプヘの衝突及び取水口の閉塞が生じることがなく、海水ポンプの取水性確保

並びに海水取水 トンネル及び海水ポンプ室の通水性が確保できる設計とする。

また、漂流物化させない運用を行 う車両等については、漂流物化防止対策の運用

を保安規定に定めて管理する。

(5)津波監視

津波監視については、平成 27年 10月 9日付け原規規発第1510091号にて認可さ

れた工事計画の資料 2-2-1「 耐津波設計の基本方針」の「(5)津波監視」から

変更はない。

(6)津波影響軽減

津波影響軽減については、平成 27年 10月 9日 付け原規規発第1510091号にて認

可された工事計画の資料 2-2-1「 耐津波設計の基本方針」の「(6)津波影響軽

減」から変更はない。

2.4 津波防護対策に必要な浸水防護施設の設計方針
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「2.3入力津波による津波防護対象設備への影響評価」にて、津波防護上、津波防護

対策が必要な場合は、以下 (1)及び (2)に基づき施設の設計を実施する。設計は、資料 2

-1-1-1「 耐震設計上重要な設備を設置する施設に対する自然現象等への配慮に関

する基本方針」の「4.組合せ」に従い、自然現象のうち、余震、積雪及び風の荷重を考

慮する。津波防護施設及び津波監視設備のうち、潮位観測システム (防護用)及び潮位

計 (3号機設備、 3・ 4号機共用、 3号機に設置 (以下同じ。))の詳細な設計方針に

ついては、資料 2-1-2-5「 津波防護に関する施設の設計方針Jに示す。

(1)設計方針

潮位観測システム (防護用)及び潮位計については、入力津波に対して、津波防

護対象設備の要求される機能を損なうおそれがないよう以下の機能を満足する設計と

する。なお、潮位観測シス冴ム (防護用)及び潮位計に関する耐震設計の基本方針は、

資料 5-1「耐震設計の基本方針」に従う。
a.潮位観測システム (防護用 )

潮位観測システム (防護用)は、敷地への遡上及び水位の低下による海水ポン

プヘの影響のおそれがある津波が襲来した場合に、その影響を防止する重要安全

施設である取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を確認できる設計とする。

b.潮位計

潮位計は、津波の襲来状況を監視できる設計とする。また、波力、漂流物の影響

を受けにくい高い位置に設置する。

津波監視設備のうち潮位計は、経路からの津波に対し海水ポンプ室前面の上昇側

及び下降側の水位変動のうちT,P。 約E=}か らT,P.約酌 を沢1定可能とし、非接

触式の水位検出器により計測できる設計とする。また、潮位計は 3号機及び 4号機

の非常用所内電源設備から給電し、中央制御室から監視可能な設計とする。

(2)荷童の組合せ及び許容限界

潮位観測システム (防護用)及び潮位計の耐津波設計における構造強度による機

能維持は、以下に示す入力津波による荷重と津波以外の荷重の組合せを適切に考慮

して構造強度評価を行い、その結果が許容限界内にあることを確認することl角罪析に

よる設計)に より行 う。なお、組み合わせる自然現象とその荷重の設定については、

資料 2-1-1-1「 耐震設計上重要な設備を設置する施設に対する自然現象等ヘ

の配慮に関する基本方針」に、地震荷重との組合せとその荷重の設定については、

資料 5-1「耐震設計の基本方針」に従う。

a. 荷重の種類
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b

(a)常時作用する荷重

常時作用する荷重は持続的に生じる荷重であり、自重又は固定荷重、積載荷

重、土圧及び海中部に対する静水圧 (浮力含む)を考慮する。

(b)地震荷重

基準地震動Ssに伴 う地震力 (動水圧含む。)とする。

(c)積雪荷重

資料 2-1-1-1「 耐震設計上重要な設備を設置する施設に対する自然現

象等への配慮に関する基本方針」に従い、積雪荷重を考慮する。

(d)風荷重

資料 2-1-1-1「 耐震設計上重要な設備を設置する施設に対する自然現

象等への配慮に関する基本方針」に従い、風荷重を考慮する。

荷重の組合せ

(a)積雪荷重の受圧面積が小さいもの、配置上又は形状上積雪が生じにくいもの、重

量のある構造物であり積雪荷重が占める割合がわずかであるものについては積雪荷

重を考慮しないこととする。

許容限界

潮位計は、地震後、津波後の再使用性や津波の繰返し作用を想定し、施設、設備

を構成する材料が概ね弾性状態に留まることとする。

C.

2.5 計装誤差を考慮した取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の妥当性確認

取水路防潮ゲー トの閉止判断基準で、施設に対して影響を及ぼす津波を見逃さないこ

とを確認するために、 「2.2 入力津波の設定」で設定した「施設に影響を及ぼす水位に

近接する入力津波Jの第 1波の水位変動量を取水路防潮ゲー トの閉止判断基準で検知で

きることを確認する。確認に当たっては、詳細設計で評価する計装誤差を考慮する。

2.6 適用規格

適用規格については、平成 27年 10月 9日付け原規規発第1510091号 にて認可された

工事計画の資料 2-2-1「 耐津波設計の基本方針Jの 「2.2適用規格」から変更はな
ヤ
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「資料 2-1-2-3入 力津波の設定」の記載方針 (抜粋)

1.概要

2.敷地の地形及び施設 。設備並びに敷地周辺の人工構造物

2,1 敷地の地形及び施設 。設備  ・

2.2 敷地周辺の人工構造物  ……・

3.取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の設定

4.最 も水位変動が大きい入力津波の設定

4.1 取水路防潮ゲー トの開閉条件  …

4。 2 考慮事項  …………………………

4.3 解析モデル  ………………………

4.4 最も水位変動が大きい入力津波

5.施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波の設定

5。 1 考慮事項 …………

5.2 解析モデル ……・!

5。 3 施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波

6.基準地震動Ssと の組合せで考慮する津波高さ

6.1 想定する津波 …………………………・

次目

頁

一通 しページ158エ



概要

本資料は、入力津波の設定について説明するものである。

入力津波の設定においては、敷地及び敷地周辺における地形、施設・設備及び人工構造物

等の位置等を把握 し、解析モデルを適切に設定した上で、津波シミュレーションを実施する。

津波シミュレーションの結果を踏まえて、 「3.最 も水位変動が大きい入力津波」の設定並

びに 「4.施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波」の設定を行 う。

最も水位変動が大きい入力津波については、各施設 。設備の設計又は評価を行 うため、最

も水位変動が大きい津波を遡上波の地上部からの到達、流入に伴 う入力津波 (以下 「遡上波 J

とい う。)と 取水路・放水路等の経路からの流入に伴 う入力津波 (以下 「経路からの津波」

とい う。)と して設定する。また、津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備並びに浸

水防止設備が設置された建物・構築物の耐震設計において基準地震動Ssと の組合せで考慮す

る津波を評価する。

施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波については、施設に対 して影響を及ぼす津波

を見逃さないよう、水位上昇側では敷地高さに近接する津波を設定し、水位下降側では海水

ポンプの取水可能水位に近接する津波を設定する。

本申請における既認可からの変更は、 「2.敷地の地形及び施設・設備並びに敷地周辺の

人工構造物」の記載、 「3.最 も水位変動が大きい入力津波」の記載、 「4.施設に影響を及

ぼす水位に近接する入力津波」の記載追加である。
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3.取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の設定

基準津波 8及び基準津波 4に ついては、潮位観測システム (防護用)(「 4号機設備、

1,2・ 3・ 4号機共用、 1号機に設置 J、 「4号機設備、 1・ 2,3・ 4号機共用、 8号

機に設置J(以 下同じ。))で 観沢Jさ れた津波の第 1波の水位変動量により津波襲来を確認

した場合に、循環水ポンプを停止 (プ ラン ト停止)し 、取水路防潮ゲー トを閉止することに

より第 2波以降の浸入を防止することで、 「遡上波の地上部からの到達、流入及び取水路、

放水路等の経路からの流入」 (以 下 「敷地への遡上」という。)並びに水位の低下による海

水ポンプヘの影響を防止する。

第31図 に取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の設定フローを示す。

SteD■ SteD 2

通常 (平常時、台風時)の潮位変動の確認施設影響が生じる波源の津波波形の特徴の確認

(確認 夕寸象  エリアA:Es―G3、 エリアB:Es― K5、 エリアC:Es―T2)
,水位下降が先行する波となる。

「 第1波よりも第2波以降の水位変動が大きしL

市第1波の水位変動では施設影響は生しないが、第2波以降で十渤続費影響が生じる

～
施設に影響するケースで1よ第1波の水位低下が0アm以上。

v施設に影響するケースで1よ第1波の水位低下に要する時間が10分以内。

M通常 (潮汐、台風崎)は 07m/10分の潮位変動はない。

SteD 3
取水路防潮ゲートの閉止判断基準の仮設定

潮位観測システム (防蔭用)のうち、2台の痢位計の観測 ,朝位がいずれも10分以内に
0,7m以上下隆 (又は上昇)し、その後、最低潮位から10分以内に07m以上上昇

(又は下降)

Step 4
取水路防潮ゲートの閉止判断基準の網羅性の確認

施設影響が生じるケースを様 々に想定した上で

(2)者狭湾の伝活特性IE関するパラメータスタディ

振幅・周期を様 に々変えた正弦波を用して津波水位計算を実施し、第1波と第2波以降の関縫 確認する。

SteD 5                取水路防潮ゲートの聞止判断基準の設定

Step4までに得られた結果と、「海底地すべりの波源特性」及び「若l夫湾の伝播特性」のパラメータスタデ術吉果を全て踏まえ、「波高の観点」、「非イ,長形性の観点」、「増幅比率の観点」から再

度、安全側に仮設定値を設定する。そのうち津波の時刻歴波形を有するケース(こついて、設備形状による影響評価及び管路解析(こよる影響評価を行い、第 1波の水位低下量が′Jヽさくなる
場合は、仮設定値を再設定する。これらに対し、10分間の潮位のゆらぎの最大約010mを考慮した上で、さらに余裕を加味し、取水路防潮ゲートの聞止判断基準を以下のとおり設定

潮位観測システム (防護用)のうち、2台の潮位計の観測潮位がいずれも10分以内に0.5m以上下降 (又は上昇)し、
その後、最低潮位から10分以内に0.5m以 上上昇 (又は下降)

第31図  取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の設定フロー

第31図 のStepl～ Step3の検討においては、水位変動が大きくなる波源の津波波形の特徴

の確認や、平常時や台風時の潮位変動の確認により、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を仮

設定 した。仮設定 した閉止判断基準 (10分以内に0。 7m上 下)に基づき、施設影響が生 じる

ケースを様々に想定した上で、いずれのケースも見逃すことなく検知できることを確認する

ため、Step4と して、崩壊規模及び破壊伝播速度のパラメータスタディ並びに若狭湾の伝播

特性に関するパラメータスタディを実施 した。パラメータスタディの結果を踏まえ、Step5

(1)海虜地すべりの波燃特性に関する′〔ラメ…タスタディ

a.施設に影轡する海底地すべりの抽出

位置・向き。赤見オ莫の特性を踏まえて複数の海底地すべりを選定し、発生する津波によって施設影響が生じる波源を抽出する。

c.破壊伝播速度のパラメータスタデイ

ン基本ケースでは破壊伝播速度を最大値で設定していることから、
破壊伝播速度を徐々に小さくしたパラメータスタディを実施する。

b.崩壊堀膜のパラメータスタデイ

>基ノヽケ~スでは確認された地すべり跡に基づいて崩壊規模を設定してい
ることから、崩壊規模を徐々に」ヽさくしたプぐラメータスタディを実施する。
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として 「波高の観点」、 「非線形性の観点」及び 「増幅比率の観点」から以下のとおり仮設

定値を設定した。

(1)3つの観点から設定 した仮設定値

a,波高の観′点

崩壊規模のパラメータスタディにおけるエ リアCの崩壊規模 40%の ケースでは潮位

のばらつきと高潮の裕度を考慮 した最高水位が T.P,回 mと なることから、エ リアC

の崩壊規模 40%の ケースの第 1波の水位低下量である 0,69mを仮設定値①とする。仮

設定値① (エ リア Cの崩壊規模 40%の ケース)は津波の時刻歴波形を有することか

ら、 (2)において設備形状の影響評価及び管路解析の影響評価を行 う。

b.非線形性の観点

第 32図のとお り、破壊伝播速度のパラメータスタディにおける破壊伝播速度と第

1波の水位低下量との関係が非線形的である傾向を踏まえ、施設影響を及ぼす津波を

見逃すことなく確認する観点から、安全側の設定として、施設影響はないものの、第

1波の水位低下量の傾向に非線形性が見られる石皮壊伝播速度 0.5m/s～ 0.6m/sの 区間の

水位に対して、非線形性の影響を受けない範囲内にある、破壊伝播速度 0.4m/sの ケー

スの第 1波の水位低下量である 0.65mを仮設定値② とする。仮設定値② (エ リア Bの

破壊伝播速度 0.4m/sの ケース)は津波の時刻歴波形を有することから、 (2)において

設備形状の影響評価及び管路解析の影響評価を行 う。

増幅比率の観点

第 33図のとお り、破壊伝播速度のパラメータスタディにおける各ポンプ室での増

幅比率※
1の
最大値が 3.7であることを踏まえ、敷地高さT,P,日・ を第 2波以降の最

高水位 と仮定し、最大の増幅比率 (3.7倍 )を用いて逆算 した第 1波の水位低下量とし

C

て 0.64m( を仮設定値③とする。なお、仮設定値③は、実際のパ

ラメータスタディ結果ではなく、時刻歴波形は存在 しないため、設備形状の影響及び

管路解析の影響の評価対象 としない。

※1 第 1波 と第 2波以降の振幅の比

※2 朔望平均満潮位 T.P.E=lmを初期水位 として、潮位のばらつき (0。 15m)と 高潮の裕度

とする。(0.49m)を 考慮 し、最高水位を 237m
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第 32図 破壊伝播速度のパラメータスタディにおける非線形性

笙
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第 33図 正弦波と海底地すべ りによる津波の増幅比率の比較 (各ポンプ室 )

(2)設備形状の影響評価及び管路解析の影響評価

(1)に示す 「波高の観点」、 「非線形性の観点」及び 「増幅比率の観点」で設定した仮

設定値①～③の 3ケースのうち、津波の時刻歴波形を有する仮設定値① (エ リアCの崩壊

規模 40%の ケース)及び仮設定値② (エ リアBの石皮壊伝播速度 0.4m/sのケース)の 2

ケースを対象として影響評価デど行う。

a.評価方法
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設備形状の影響評価及び管路解析の影響評価で考慮する条件は、いずれも取水口～

取水路 (非常用取水路)～海水ポンプ室に至る経路上の条件であることから、これら

の組合せを考慮する。組合せに当たつては、管路解析の条件 (貝付着なし)について

は、非常用取水路清掃後の一時的な期間で発生する条件であることを踏まえ、まずは

設備形状の影響評価を行い、次に、管路解析の影響評価を行 う。影響評価の各フロー

では、各フローの条件を考慮 した方が、第 1波の水位低下量が小さくなる場合、次の

フローの影響評価において、解析モデルに考慮する。

b.評価結果

影響評価結果を第 31表に示す。仮設定値①のエリアCの崩壊規模 40%の ケース

は、設備形状の影響評価及び管路解析の影響評価の結果を踏まえても第 1波の水位低

下量に影響はなく、第 1波の水位低下量の最小値は 0.69mで ある。

仮設定値②のエリアBの破壊伝播速度 0.4m/sの ケースは、設備形状の影響評価及び

管路解析の影響評価の結果、第 1波 の水位低下量の最小値は 0.63mと なる。以上よ

り、「非線形性の観点」である仮設定値②の 0.63mを 、仮設定値として再設定する。

第 31表 影響評価結果

赤字 :第 1波の水位低下量の最小値

第 1波の水位低下量 (10分闘)(m)

(1)に示す仮設定値
(基本ケース)

設備形状による
影響評価

管路解析による
影攀評価

仮設定①

エ リア C(Es― T2)
Kinematicモデルによる方法
崩壊規模40%

0.69 0.86 0.69

仮設定②

エ リア B(Es― K5)
Kinematicモ デルによる方法
破壊伝播速度0.4m/s

0 65 0 69 0 63

(3)取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の設定

(2)b。 で再設定した仮設定値に対して、不確かさとして潮位のゆらぎを考慮の上、さ

らに余裕を考慮 し、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を設定する。

不確かさとして考慮する潮位のゆらぎは、10分間の潮位の変動と取水路内の水面変

動を含んでお り、平常時における 10分間の潮位のゆらぎが、潮位観沢1データから 10

分間の差分の中央値十標準偏差として 0.04mと 見積もられることから、保守的に 0。 10m

とする。以上より、 「波高の観点」、 「非線形性の観点J及び 「増幅比率の観点Jで

設定した仮設定値の 0,69m、 0,63m、 0.64mに潮位のゆらぎ 0。 10mを 考慮した場合、

0.59m、 0.53m、 0.54mと なることから (第 32表 )、 さらに余裕を加味して取水路防潮

ゲー トの閉止判断基準を第 33表のとおり設定する。また、取水路防潮ゲー トの閉止
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判断基準の概念図を第 34図 に示す。第 1波の水位低下量が 0,63mと なるケースの時

刻歴波形を第 35図 に示す。

この条件成立を 1号及び 2号機当直課長と3号及び 4号機当直課長の潮位在見浪1シス

テム (防護用)の うち衛星電話 (津波防護用)を用いた連携により確認 (以 下、この

条件成立の確認を 「取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を確認」という。)し た場合、

循環水ポンプを停止 (プラン ト停止)後、取水路防潮ゲー トを閉止する手順を整備す

る。

第 32表  不確かさを考慮 した再設定値

第 33表 取水路防潮ゲー トの閉止判断基準

・潮位観測シス>ム (防護用)の うち、2台の潮位計の観測潮位が 10分以内に O.5m以

上下降 し、その後、最低潮位から 10分以内に 0.5m以上上昇する。

又は

。潮位観沢1システム (防護用)の うち、2台の潮位計の観測潮位が 10分以内に O.5m以

上上昇し、その後、最高潮位から 10分以内に O.5m以上下降する。

0.69m/0.63m/0,64m※ 判断基準の仮設定値

平常時の

'朝

位のゆらぎ(0.10m)

0.59m/0.53m/0.54m※ ―
余澪S(0,09m/0.03m/0.04m※ )

0.50m 判断基準値

※ :仮設定値①/仮設定値②/仮設定値③場合を示す。

第 34図  取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の概念図

仮設定値

′fラ
銃鋒露霊
ら得

|

敵毎形状による影彗評価
及び管路解析による影督
繹価による1反設定値

不確かきの考慮
(10分間の臨位のゆらきう

不確か會
を考慮した
再融定伯

仮設定①

波高の観点

数値

(m)
0.69 0.69

0.10m

・検討用波源の設定にて考慮する「朔
望平均潮位」及び入力滓波評価に
て考慮する「潮位のIおつき」は、それ
ぞれ過去の潮位データから平均値、
標津偏差として算とし。

。これに倣い、夏季/冬季の潮位デー
タ観測から、統計的剌おつきを考慮
した波高は004mと見積もられる。

これを踏まえつつ、10分間の剛位の
ゆらぎについては、より保守的に、過
去観測の最大約0.10mを適用。

069-010
=0.59

仮鍛定②

非艤形性の観点

数値

(m)
065 0.63

063-010
=0.53

仮霞定③

増幅比率の働点

数値

(m)
0.64

064-010
=0.54
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1号機海水ポンプ室前面

2号機海水ポンプ室前面

3 4号機海水ポンプ室前面

第 35図 第 1波 の水位低下量が最小 (0.63m)と なるケースの時刻歴波形

一通 しページ165-



5。 施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波

5,1 考慮事項

施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波を設定するための津波シミュレーション

においては、 「4.2 考慮事項」に記載される事項を考慮する。

5.2 解析モデル

施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波を設定するための解析モデルについては、

「4,3解析モデルJに記載されるモデルにて行 う。

5.3 施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波

入力津波の設定においては、施設に対 して最も影響を及ぼす津波を耐津波設計に用い

るために設定するが、それだけではなく、水位変動としては小さくても施設に対 して影

響を及ぼす津波についても、その津波の第 1波の水位変動量を、基本設計で設定した取

水路防潮ゲー トの閉止判断基準で確認できることが必要となる。その際、基本設計では

評価することができない計装誤差を考慮することから、詳細設計の条件下において入力

津波を作成する。

施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波としては、水位上昇側については敷地高

さに近接する津波を、水位下降側については海水ポンプの取水可能水位に近接する津波

をそれぞれ数波抽出し、それらの中で上昇側、下降側について、第 1波 の水位低下量が

最小の波源を入力津波として、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の妥当性を確認する。

近接する津波の抽出に当たっては、以下を考慮する。

・基準津波 3, 4に ついては、部分的な崩壊や遅い崩壊による施設影響の可能性を鑑み、
「崩壊規模」及び 「破壊伝播速度」のパラメータを固定していない。従つて、 「崩壊

規模」及び 「破壊伝播速度」のパラメータを変更した検討を行 う。

・ゲー ト開口幅を実寸法とする等を考慮 した 「設備形状の影響評価」並びに管路の貝付

着の状況を考慮 した 「管路解析の影響評価」を実施する。

第51図 に検討フローを示す。

5.8.1で は波源に関するパラメータスタディの方法について、これまで実施 してきたパ

ラメータスタディの結果を整理する。崩壊規模 と破壊伝播速度のパラメータを変化させ

て、最高水位及び最低水位 と第 1波の水位変動の関係から、傾向を分析する。また、5,3.

2で は施設評価で考慮するパラメータが最高水位及び最低水位 と第 1波の水位変動量の関

係を分析する。 これ ら、これまで実施 してきたパラメータスタディ結果の傾向分析から、

施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波の検討を行 う上での目安をつける。

5.3,3では施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波を作成することとし、 (1)及び
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(2)に おいては、水位上昇側の検討の波源に関するパラメータスタディを行 う。その結果

を受け、 (3)において、施設評価で考慮する影響評価を実施 し、水位上昇側の敷地高さに

近接する津波を作成する。 (4)に おいては、水位下降側の検討を行い、海水ポンプの取水

可能水位に近接する津波を作成する。 (3)及 び (4)の 検討では、第 1波 の水位低下量が取水

路防潮ゲー トの閉止判断基準である0.5m以上であることも確認する。最後に、 (5)にお

いては、第 1波の水位低下に要する時間について、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準で

ある 10分以内に水位低下していることを確認することで、取水路防潮ゲー トの閉止判

断基準が適切に機能することを確認する。

第51図 検討フロー

5.3,1波源に関するパラスタの方法

崩壊規模及び破嬢伝播速度のプ〔ラスタ結果を整理し、最高水位・最低水位と、第 1波の水位低下量の関係を確認する。

5J3.2施設評価で考慮する影響評価の方法(水位上昇恨じ)
影響評価による上昇側水位の変動量を考慮し、最高水位が敷地高さに近接す締 壊規模を推定する。

5,3.3入力津波の作成 (波源のメ|ラスタ及び施設評価で考慮する影響評価 )

(1)水位上昇側の崩壊規l膜をパラメ…夕とする波源、(2)エリアBの破壊伝播速度の非線形性について

>波源のアラスタを設備形状及び管路解析の影響評価と合わせて行う。

(3)水位上昇狼lJ:敷地高さに近接する津波

(4)水位下降碩lj:海水ポンプの取水可能水位に近接する淳波

>敷地高さに近接す碑 波と海水ボシプの取水可能水位に近
接する津波を抽出する。

>施設影響のある津波を抽出し、それらが取水路防潮ゲート
閉止判断基津で検知できることを確認

・第 1波が0.5m以上低下するか確認

↓
>第 1波の水位低下星が最も小さいケースを入力津波とする。

(5)第 1波の水位低下に要する時間の確認

>施設影響のある津波を抽出し、それらが取水路
防潮ゲートF堀止判断昼津で検知できることを確認

:第 1波水位低下に要する時間が10分以内か

確認
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5。 3.1 波源に関するパラメータスタディの方法

水位上昇側及び水位下降側の検討に当たり、波源のパラメータである崩壊規模及

び破壊伝播速度のパラメータスタディの結果を整理 し、最高水位又は最低水位 と、

第 1波の水位低下量との関係を確認する。

(1)水位上昇側 :最高水位 と第 1波の水位低下量の確認

最高水位 と第 1波の水位低下量を確認するため、崩壊規模及び破壊伝播速度のパ

ラメータスタディの結果を整理 した (第 52図 )。 なお、図中の基本ケースとは、崩

壊規模 100%・ 破壊伝播速度1.Om/sのケースを指す。

第52図 崩壊規模及び破壊伝播速度のパラメータスタディ結果

(最高水位 と第 1波の水位低下量の関係 )

上図に示す最高水位 と第 1波 の水位低下量との関係より、下記の 「i.」 ～ 「iii。 」の3

つの傾向を確認 した。

i。 エリア Cの崩壊規模は破壊伝播速度 よ り (ゝ 第 1波の水位低下量が小 さい

ii.エ リア B及 びエ リア Cの 崩壊規模 並び に 工 1 ア Cの石庁媒伝 播 凍 庁 li、 昂 高末柿 と第 1 湾

の水位低下量の関係が線形的

iii.エ リア Bの石皮壊伝キ番涼度は、最高水位 筆 1 湾 の 末柿 イ氏下 畳 F半耳係 非繰形 的の カミ

「i.」 の傾向を踏まえ、崩壊規模をパラメータとした波源を選定し、 「5.3.2 施設評

価で考慮する影響評価の方法 (水位上昇側)」 にて施設評価で考慮する影響評価を行い、

最高水位が敷地高さに近接する崩壊規模を推定する。 「iii.」 のエリアBの破壊伝播速度

の非線形性の傾向については、 「5,3.3 入力津波の作成」にて崩壊規模と組み合わせた

パラメータスタディを実施する。
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(2)水位下降側 :最低水位 と第 1波の水位低下量の関係

水位下降側についても同様に、崩壊規模及び破壊伝播速度のパラメータスタディ

の結果を整理した。第53図 に最低水位 と第 1波の水位低下量との関係を示す。

第53図  崩壊規模及び破壊伝播速度のパラメータスタディ結果

(最低水位 と第 1波の水位低下量の関係 )

上図に示す最高水位と第 1波の水位低下量との関係より、下記の 「i.」 ～ 「主主主.」 の3

つの傾向を確認 した。

i.①の図より、エリアB(1, 2SWP)に おいて、最低水位と第 1波の水位低下量の関係

はほぼ比例 しており、海水ポンプの取水可能水位を下回り施設影響のある次のケースでは、

第 1波の水位低下量がlm以上となる

(崩壊規模 100%。 破壊伝播速度 1,Om/s)、 (崩壊規模 100%・ 破壊伝播速度0.8m/s)、

(崩壊規模80%。 破壊伝播速度1.Om/s)

ii.②の図より、エリアB(3, 4SWP)に おいて、最低水位と第1波の水位低下量の関係
|ま の で る が

響がない区間である

海水ポンプの取水可能水位を下回 り施設影響のあるケース (崩壊規模 100%・ 破壊伝播速

度 1,Om/s)で は、第 1波の水位低下量がlm以上となる

iii.③の図より、エリアCでは最低水位が海水ポ ンプの取水可能水位 を下回 らないため流設影

響はない
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エ リア Bの海水ポンプの取水可能水位を下回 り施設影響のある範囲では、 1, 2号機側、

3, 4号機側 ともに第 1波の水位低下量がlm以上となる、といつた傾向については、水

位下降側が水位上昇側よりも水位低下しやすいとい う特性によるものと考えられる。この

ような特性を踏まえると、水位下降側については、水位上昇側に比べて検知性の観点で十

分な余裕があるため、第5-3図 のパラメータスタディ結果から施設影夕響のある津波のうち

(崩壊規模 100%。 破壊伝播速度1.Om/s)、 (崩壊規模 100%。 破壊伝播速度0.8m/s)及 び

(崩壊規模 80%・ 破壊伝播速度 1.Om/s)の ケースを抽出し、 「5,3.3 入力津波の作成

(波源のパラメータスタディ及び施設評価で考慮する影響評価 )」 にて、施設評価で考慮

する影響評価及び第 1波の水位低下量を確認する。
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5。 3.2 施設評価で考慮する影響評価の方法 (水位上昇側 )

「5,3.1(1)」 にて抽出した崩壊規模をパラメータとした波源について、最高水位

が敷地高さに近接するような崩壊規模のパラメータを推定するため、 「設備形状の

影響評価 J、 「管路解析の影響評価」並びにそれ らの組合せによる影響評価を実施

し、最高水位に与える影響を確認 した (第51表 )。

同表より「設備形状の影響評価」、 「設備形状の影響評価」及び 「管路解析の影

響評価」の組合せを行つた場合は、最高水位が約 10～ 40cm程度下がること、また、

「管路解析の影響評価」を行つた場合は、最高水位が数cm上 がることを確認 した。

上記を踏まえ、敷地高さに近接すると推定される崩壊規模のパラメータとして、

エ リア Bの崩壊規模 40%、 50%、 エ リアCの崩壊規模 40%、 70%を 目安に、これ らの波

源についてパラメータスタディ及び影響評価を実施する。

第51表 影響評価による最高水位に与える影響について
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5,3.3

(1)

入力津波の作成 (波源のパラメータスタディ及び施設評価で考慮する影響評価 )

水位上昇側 :崩壊規模をパラメータとする波源

「5。 3.2」 にて抽出したエ リア Bの崩壊規模 40%、 並びにエ リア Cの崩壊規模 40%、

70%を基本に、崩壊規模のパラメータスタディ及び施設評価で考慮する影響評価を実

施 した (第 52表 )。 同表より、エ リア Bの崩壊規模 35%、 38%、 48%、 エリアCの 40%、

68%、 69%で最高水位がT,P,Eコ mを 超 えることを確認 した。 この うち、最高水位

(T・ P・ 回 m)が ょり敷地高さに近接する波源である
エ リア Bの崩壊規模 48%、 エ リア

Cの崩壊規模 40%、 68%、 69%を 抽出する。なお、エ リア Bの崩壊規模 48%と エ リアC

の崩壊規模69%に ついては、いずれも設備形状を反映する条件から選定 した波源であ

ることから、第 1波の水位低下量を比較 し、より小さい波源であるエ リアBの崩壊

規模48%を代表 とする。

以上を踏まえ、最高水位がT,PI  lmと なるエ リア Bの崩壊規模 48%、 エリア Cの

崩壊規模 40%、 68%の 波源を抽出した。抽出した波源について、 (3)にて第 1波の水位

低下量を確認する。

第52表 崩壊規模のパラメータスタディ及び影響評価の結果
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(2)水位上昇側 :エ リア Bの破壊伝播速度の非線形性について

第52図 に示す とお り、エ リア Bにおいては、敷地高さ近傍で崩壊規模 と破壊伝播

速度の第 1波 の水位低下量の大小関係が交差するといつた、非線形性が確認 されて

いる。従つて、破壊伝播速度に崩壊規模を組み合わせたパラメータスタディを実施

する。具体的には、破壊伝播速度0.55m/sの第 1波の水位低下量が小さいことから、

破壊伝播速度0.55m/sに対 して崩壊規模のパラメータを組み合わせることとする。崩

壊規模のパラメータ設定の考え方を第54図 に、パラメータスタディの結果を第55

図に示す。

第55図 より、エ リア Bの崩壊規模93%・ 破壊伝播速度0.55m/sの波源で、最高水位

がT,P,E=]mと なり、第 1波の水位低下量が0。 69mであつたため、敷地高さに近接す

る津波として抽出し、 (3)にて施設評価で考慮する影響評価の実施及び第 1波の水位

低下量を確認する。

第54図  崩壊規模のパラメータ設定の考え方

第55図 崩壊規模及び破壊伝播速度の組合せによるパラメータスタディ結果
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(3)水位上昇側 :敷地高さに近接する津波

(1)にて崩壊規模のパラメータスタディ及び施設評価で考慮する影響評価により拍

出した3つの波源について、第 1波の水位低下量を確認する。

また、 (2)1こて破壊伝播速度の非線形性を踏まえた崩壊規模 との組み合わせによる

パラメータスタディより抽出した波源について、施設評価で考慮する影響評価を実

施 し、第 1波の水位低下量を確認する。

第53表 に各波源の影響評価結果及び第 1波の水位低下量を示す。同表においては、

影響評価の一つとして、施設評価で考慮する影響評価を実施 しない波源も加え、合

わせて示す。なお、第55図 にて、最高水位がわずかにTo P.□ を下回る崩壊規模

92%・ 破壊伝播速度0.55m/sの波源についても影響評価を実施 し、すべてのケースで

最高水位がT,P.1 日皿を下回ることを確認 している。

同表に示す とお り、エ リア Cの崩壊規模40%・ 破壊伝播速度1.Om/s(設備形状を反

映しない、貝付着なし)の波源で、最も小さい第 1波の水位低下量が0.69mであり、

水位低下量が0.5m以上であることを確認 したことから、この波源を「敷地高さに近

接する津波」として設定する。第56図 に敷地高さに近接する津波の時刻歴波形を示

す。

第53表 影響評価結果及び第 1波の水位低下量 (水位上昇側 )
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取水日前面

取水路防潮ゲー ト前面

3, 4号機循環水ポンプ室前面

第 56図 (1/3) 「敷地高さに近接する津波Jの 時刻歴波形
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1号機海水ポンプ室前面

2号機海水ポンプ室前面

3, 4号機海水ポンプ室前面

第56図 (2/3) 「敷地高さに近接する津波Jの時刻歴波形
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1号及び 2号機放水日前面

3号及び 4号機放水日前面

放水路 (奥 )

第 56図 (3/3) 「敷地高さに近接する津波」の時刻歴波形
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(4)水位下降側 :海水ポンプの取水可能水位に近接する津波

「5,3.1(2)」 にて抽出した波源及び施設評価で考慮する影響評価を実施 しない波

源も加え、施設評価で考慮する影響評価を実施 した。第54表 に影響評価結果 (水位

下降側)を示す。

第54表 影響評価結果 (水位下降側 )

第55表  設備形状を反映しない、貝付着なしのケースの施設評価で考慮する影響評価結果
影 鞘 t▼′留 rぃス

湾熊地すべりの波源特性
爾 1震0: ω

般傍形状 曽路解析
1号段 辱゙水
ポンプ奎前薔

2号観海水
ポ・フザ奎的面

8B4号藪獅水
ポンプ埜前苗

X く考慮しない)
占費備形状を反映しなぃ

0(考慮する)
員付着なし

崩壊規模 100鶴
疎壊伝播速度
1.0ぬ /S

1.49 1.51 1,78

崩壊規模 80鶴
破壊伝播速度
1.0ぬ /S

1.23 と,23 1.45

脇壌規模 100鶴
強壊伝播速度
0.8n/s

1.25 1.26 1.48

第54表 より、以下の結果となることが分かつた。

・設備形状を反映する、貝付着ありのケースでは、 (崩壊規模 100%・ 破壊伝播速度

1,Om/s)の ケースのみ海水ポンプの取水可能水位を下回る

。設備形状を反映する、貝付着なしのケースでは、 (崩壊規模 100%・ 破壊伝播速度

1,Om/s)の ケースのみ海水ポンプの取水可能水位を下回る

。設備形状を反映しない、貝付着なしのケースでは、 (崩壊規模 100%。 破壊伝播速

度1.Om/s)、 (崩壊規模 100%。 石皮壊伝播速度0.8m/s)及 び (崩壊規模80%・ 破壊

伝播速度 1,Om/s)の すべてのケースで、海水ポンプの取水可能水位を下回る

設備形状を反映 しない、貝付着なしのケースにおいて、代表ケースを選定するため
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に、海水ポンプの取水可能水位に近接することや第 1波 の水位低下量を確認する。

(第 55表 )

第54表、第55表 より、崩壊規模 100%。 破壊伝播速度0.8m/sのケースが最も海水ポ

ンプの取水可能水位に近接 し、第 1波の水位低下量が小さくなることから、この

ケースを代表ケースとする。

以上から、水位下降側における、各影響評価ケースごとの施設評価で考慮する影

響評価及び第 1波の水位低下量を第56表 に示す。同表より、エ リア Bの崩壊規模

100%・ 破壊伝播速度 1.Om/s(設備形状を反映する、貝付着あり)の波源で、最も小

さい第 1波の水位低下量が1.20mで あり、水位低下量が0.5m以 上であることを確認 し

たことから、この波源を「海水ポンプの取水可能水位に近接する津波」として設定

する。第57図 に海水ポンプの取水可能水位に近接する津波の時刻歴波形を示す。

第56表 影響評価結果及び第 1波の水位低下量 (水位下降側 )
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1号機海水ポンプ室前面

2号機海水ポンプ室前面

3 4号機海水ポンプ室前面

第57図  「海水ポンプの取水可能水位に近接する津波」の時刻歴波形
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(5)第 1波の水位低下に要する時間の確認

(3)、 (4)に て水位上昇側及び水位下降側について、それぞれ第 1波の水位低下量

が0.5m以上であることを確認 した。一方で、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準は第

1波の水位低下に要する時間の観点についても確認が必要である。従つて、敷地高

さを超える津波や海水ポンプの取水可能水位を下回る津波の第 1波が0.5m水位低下

するのに要する時間が10分以内であることを確認する。なお、確認においては、第

1波の水位低下に要する時間に影響する「破壊伝播速度」のパラメータスタディの

結果を用いる (第 58図 )。

同図より、敷地高さを超える津波や海水ポンプの取水可能水位を下回る津波の第

1波が0.5m低下するのに要する時間は5分程度であり、10分間で十分に検知が可能で

あることを確認 した。

※基本ケースlよ筋期 IttiOO° /o破壊伝播速度 10m/s
水位下降側

※基本ケースは崩壊,見4真 100%,破壊伝播速度iOm/s

●基本ケース(影望あり)

●破壊伝 l香速度(影響あり)

0破壊伝播速度 (影響なし)

水位上昇側
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施設影響なし

20      40      60      30      100     120     140 00    20    40    60    80   100
第 1波の水位が05m低 下するのに要する時間 (分 )                     第 1波の水位が05m低下するのに要する時間 (介 )

第 58図  破壊伝播速度のパラメータスタディ結果

(第 1波の水位低下量と第 1波が 0.5m低下するのに要する時間の関係 )

0基本ケース(影響あり)

0基本クース(影響なし)

●破壊伝播速度 (影聾あり)

0破壊伝播速度(影響なし)
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5.3.4 津波検知後の取水路防潮ゲー ト閉止を考慮した場合の津波高さ

5,3.3(3)に 示す敷地高さに近接する津波に対 して、その第 1波の水位低下量を、

取水路防潮ゲー トの閉止判断基準で確認 した後に、取水路防潮ゲー トを閉止 した場

合の津波高さを確認 した (第 5-7表 )。 併せて経路からの津波による津波高さとの比

較を第58表 に示す。これらの表より、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準で津波襲来

を検知 して、取水路防潮ゲー トを閉止することにより、施設影響を及ぼすことは無

く、また経路からの津波による津波高さを十分に下回ることを確認 した。
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第57表  「敷地高さに近接する津波」に対して取水路防潮ゲー トを閉止した場合の津波高さ※1

※1 水位上昇側の検討結果のみ示す。水位下降側については、水位上昇側に比べて第 1波の水位低下量が十分に大きく、取水路防潮ゲー トを閉上した場合の津波高さ

が、経路からの津波による津波高さよりも小さいことから省略する。

※2 地震を伴 う波源である基準津波 1に対する評価であるため、地震を伴わない波源である基準津波 3, 4に 姑する評価は省略する。
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さの

※地震を伴 う波源である基準津波 1に対する評価であるため、地震を伴わない波源である

る評価は省略する。

5

3, 41こ大,‐l
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6 基準地震動Ssと の組合せで考慮する津波高さ

6.1 想定する津波

基準地震動Ssの震源と津波の波源が同一の場合については、 FO― A～ FO一 B～熊

川断層が基準地震動Ssの検討用地震の震源であるとともに基準津波 2の波源であるが、

基準地震動Ssと 津波の伝播速度が異なることから、本震と津波が同時に敷地に達するこ

とはなく、基準地震動Ssに よる地震力と津波荷重の組合せを考慮しない。

一方、基準地震動Ssの震源 と津波の波源が異なる場合において、震源断層の活動によ

り津波の波源となる活動が誘発されると仮定した場合については、上記と同様に、その

伝播速度の違いから、津波が敷地に到達する前に本震が敷地に到達していることから、

基準地震動Ssに よる地震力と津波荷重の組合せを考慮 しない。また、津波の波源の断層

の活動によつて基準地震動Ssの震源断層が誘発される場合については、20■年東北地方

太平洋沖地震の事例において地震発生後に震源域外側で規模の大きな地震の発生が認め

られなかったことを踏まえ、短時間で誘発される可能性は極めて小さいことから、基準

地震動Ssに よる地震力と津波荷重の組合せを考慮しない。

基準地震動Ssと 津波とを独立事象として扱 う場合は、それぞれの発生頻度が十分に小

さいことから、基準地震動Ssに よる地震力と津波荷重の組合せを考慮 しない。
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「資料 2-1-2-4入 力津波による津波防護対象設備への影響評価」の記載方針 (抜粋 )

1.概要

2.設備及び施設の設置位置

3.入力津波による津波防護対象設備への影響評価  ……………………………・

3.1 入力津波による津波防護対象設備への影響評価の基本方針  …………f

3.2 敷地への浸水防止 (外郭防護 1)イこ係る評価  ……………………………

3.3 漏水による重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能

への影響防止 (外郭防護2)1こ係る評価  …………………………………

3.4 津波による冷水の重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要

な機能への影響防止 (内郭防護)に係る評価

3.5 水位変動に伴 う取水性低下及び津波の二次的な影響による重要な安全機

能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響防止に係る評価

4.計装誤差を考慮 した取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の妥当性確認

次目

頁
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1.概要

本資料は、津波防護対策の方針 として、津波防護対象設備に対する入力津波の影響につい

て説明するものである。

津波防護対象設備が、設置 (変更)許可を受けた基準津波によりその安全機能又は重大事

故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないよう、遡上への影響要因、浸水

経路等を考慮して、耐津波設計に用いる「最も水位変動が大きい入力津波」を設定する。

設置 (変更)許可を受けた基準津波のうち、津波警報等が発表 されない可能性がある津波

に対 しては、施設に対 して影響を及ぼさないよう、第 1波の水位変動で津波襲来を検知 し、

取水路防潮ゲー ト (4号機設備、 1・ 2・ 3・ 4号機共用 (以下同じ。))の 閉止判断基準

により、取水路防潮ゲー トを開止する設計とする。また、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準

で、施設に対 して影響を及ばす津波を見逃さないことを確認するために、第 1波の水位変動

量が小さい 「施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波」を設定する。

「最も水位変動が大きい入力津波」については、津波防護対象設備に対する入力津波の影

響を評価 し、影響に応 じた津波防護対策を講じる設計とする。

評価においては、資料 2-1-2-3「 入力津波の設定」に示す施設に最も影響を及ばす

入力津波 (以下 「入力津波」とい う。)を用いる。
「施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波」については、その入力津波の第 1波 の水

位変動量を取水路防潮ゲー トの閉止判断基準で検知できることを確認する。確認に当たって

は、詳細設計で評価する計装誤差を考慮する。

本申請における既認可からの変更は、 「2.設備及び施設の設置位置」の第21図 、 「3.2

敷地への浸水防止 (外郭防護 1)イこ係る評価」の潮位観測システム (防護用)の記載追加、

「3.5水位変動に伴 う取水性低下及び津波の二次的な影響による重要な安全機能及び重大事

故等に対処するために必要な機能への影響防止に係る評価」の記載及び 「4.計 装誤差を考

慮 した取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の妥当性確認」の記載追加である。
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4.計装誤差を考慮した取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の妥当性確認

施設に対して影響を及ぼす津波を見逃さないよう、資料 2-2-3「 入力津波の設定」で設定

した 「施設に影響を及ばす水位に近接する入力津波」の第 1波の水位変動量を取水路防潮ゲー ト

の閉止判断基準で検知できることを確認する。確認に当たつては、詳細設計で評価する計装誤差

を考慮する。なお、 「施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波」については、水位上昇側を

敷地高さに近接する津波、水位下降側を海水ポンプの取水可能水位に近接する津波としてそれぞ

れ設定していることから、それぞれについて、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の妥当性確認を

行う。

4.1 水位上昇側 :敷地高さに近接する津波に対する確認

敷地高さに近接する津波の第 1波の水位低下量 (0,69m)が、計装誤差を考慮した場合で

も、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準で検知できることを確認する。第41図 に敷地高さに近

接する津波に対する取水路防潮ゲー トの閉止判断基準での確認結果について示す。

同図より、敷地高さに近接する津波は、計装誤差 (0,05m)を考慮した場合でも第 1波の水

位低下量が0.64mで あり、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準 (0.50m)で検知できることから、

その妥当性を確認した。

第41図 敷地高さに近接する津波に対する確認
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4.2 水位下降側 :海水ポンプの取水可能水位に近接する津波に対する確認

海水ポンプの取水可能水位に近接する津波の第 1波の水位低下量 (1.20m)が 、計装誤差

を考慮した場合でも、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準で検知できることを確認する。第42

図に海水ポンプの取水可能水位に近接する津波に対する閉止判断基準での確認結果について

示す。

同図より、海水ポンプの取水可能水位に近接する津波は、計装誤差 (0,05m)を考慮した場

合でも第 1波の水位低下量が1.15mで あり、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準 (0.50m)で検

知できることから、その妥当性を確認した。

第42図 海水ポンプの取水可能水位に近接する津波に対する確認
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4.3 計測の時間遅れを考慮 した取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の妥当性確認

資料 2-2-3「 入力津波の設定」の4.3.3(2)に て第 1波の水位低下に要する時間に

ついては、水位上昇側で最高水位がT.P.E=コ m、 T・ P。 日  日■となる波源については5分程

度、T.P.E=】 m、 T・ P。 日  Bれ となる波源については7～ 8分程度であることを確認 してい

る。これらの結果を踏まえて、最高水位が敷地高さT,P,Eコ mに近接 し、第 1波の水位低

下が遅い津波を想定し、第 1波の水位低下に要する時間を内挿 した結果を第43図 に示す。

同図より、第 1波の水位が0.5m低下するのに要する時間は6～ 7分程度と想定する。

第44図 に、敷地高さに近接 し、第 1波の水位低下が遅い津波に対する閉止判断基準で

の確認結果を示す。上記を踏まえた上で、潮位観測システム (防護用)の最大の時間遅

れ (2,9秒 )を考慮 した場合でも、敦地高さに近接 し、第 1波の水位低下が遅い津波の第 1

波を取水路防潮ゲー トの閉止判断基準 (10分以内)で検知できることから、その妥当性

を確認 した。

第43図  敷地高さに近接する津波の第 1波の水位低下に要する時間の算定

第 44図 敷地高さに近接 し、第 1波の水位低下が遅い津波に対する確認
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補正申請 (20日 12口3)の章立て既認可の章立て

1.津波による損傷の防止
1.1.1耐津波設計の基本方針

1.津波による損傷の防止
1,1,1耐津波設計の基本方針

【本文・基本設計方針 (浸水防護施設)】 赤字 :12/3補正申請に対する気づき事項 青字 :1/8指摘事項を踏まえた修正   参考 1

・基準津波 34は津波検知後、ゲート閉止する 1.津波による損傷の防止
1.1.1耐津波設計の基本方針

・入力津波は2種類(最大、近接)設定すること
。最大入力津波の影響を評価
・影響に応じた津波防護対策を講じること
。計装誤差を考慮しても判断基準で確認できる

こと

DB(クラス1′ 2)と SAを防護対象設備とすること (1)津波防護対象設備(1)津波防護対象設備 (1)津波防護対象設備

1.1.2入力津波の設定
a.遡 上波
b.経 路からの津波
c,考 慮事項

1.1,3津波防護対策

1.1.4津波防護対策に必要な
浸水防護施設の設計

1.1.2取水路防潮ゲートの閉止
判断基準の設定及び閉止手順

1.1,3入力滓波の設定
a.取 水路防潮ゲートの開閉条
件

b.評 価モカ レ等の設定
c,考 慮事項

1.1.4詳細設計の条件下で作成
する入力津波について

1.1.5津波防護対策

1.1,6津波防護対策に必要な浸
水防護施設の設計

・基準滓波34は津波検知後、ゲート閉止する
。判断基準値、閉止手順

・入力淳波は2種類(最大、近接)設定すること

・入力津波の設定方法
・基準津波 1′ 2′ 3ァ 4のゲート閉止条件
・解析モデザレでの考慮事項
・潮位、地殻変動

・工認で入力滓波を作成すること
・計装誤差を考慮しても判断基準で確認できるこ

と
・具体的な設定方法、上昇側・下降側ともに設

定すること

省略

省略

省略

(2)取水路防潮ゲートの閉止判断基準の
設定及び閉止手順

1,1,2入力津波の設定
。入力津波は2種類 (最大・近接)設定

(1)最も水位変動が大きい入力津波の設
定
a.取 水路防潮ゲートの開閉条件
b.評 価モカレ等の設定
c.考 慮事項

(2)施設に影響を及は▼水位に近接する
入力津波
評価モカレ等の設定

1.1.3津波防護対策

1.1,4津波防護対策に必要な浸水防護
施設の設計

1日 1日5計 装誤差を考慮した取水路防潮
ゲートの閉止判断基準の妥当性確認

1.1.6設備の其用1.1.5設備の其用 1,1.フ 設備の其用

記裁内容 章立て (案 )

施設に対して最も影響を及 (ぎす入力津波

(チヤンピオン入力津波)に関する内容
詳細設計の条件下で作成する入力津波

(近接津波)に関する内容凡例 共通事項 (トリガー等 ) 角早本斤モデル



補正申請 (20.12.3)の章立て既認可の章立て

【添付資料 2-1-2-l i耐 津波設言十の基本方金十】赤字 :12/3補正申請に対する気づき事項  青字 :1/8指摘事項を踏まえた修正   参考 2

1.概要

2.耐津波設計の基本方針
2.1基本方針

2.■ 1津波防護対象設備

2.1.2入力津波の設定

2,1.3入力滓波による津波
防護対象設備への影響評価

2.1.4津波防護対策に必要
な浸水防護施設の設計方針

1.概要

2.耐津波設計の基本方針
2.1基本方針

2.1.1津波防護対象設備

2.1.2取水路防潮ゲートの閲止
判断基痒の設定及び閉止手順

2.1.3入力津波の設定
(1)取水路防潮ゲートの開閉条件
(2)評価モデル等の設定
(3)水位変動及び地殻変動の考
慮

2.1,4施設に影響を及は▼水位
に近接する入力津波について

2.1.5入力津波による津波防護
対象設備への影響評価

2,1.6津波防護対策に必要な浸
水防護施設の設計方針

省略

。入力津波は2種類(最大、近接)設定すること
。最大入力津波の影響を評価
・影響に応じた滓波防護対策を講じること
・計装誤差を考慮しても判断基準で確認できること

・基準津波 34は津波検知後、ゲート閉止する

DB(クラス1′ 2)と SAを防護対象設備とすること

・基準滓波34は津波検知後、ゲート閉止する
。判断基準値の設定方針、閲止手順 (検討結果
は資料2‐■-2-3に移動)

・入力津波は2種類(最大、近接)設定すること

・入力津波の設定方法
・基準滓波 1′ 2ァ 3′ 4のゲート閉止条件
・解析モデ)レでの考慮事項
・潮位、地殻変動

。工認で入力津波を作成すること
。計装誤差を考慮しても判断基準で確認できること
・具体的な設定方法、上昇側。下降側ともに設定
すること

省略

1.概要

2.耐津波設計の基本方針
2.1基本方針

2.1.1津波防護対象設備

2.1.2取水路防潮ゲートの閉止判断基
準の設定及び閉止手順

2.2入力滓波の設定
・入力津波は2種類 (最大・近接)設定
(1)最も水位変動が大きい入力津波の
設定
a.取 水路防潮ゲートの開閉条件
b.評 価モデル等の設定
c,水 位変動及び地殻変動の考慮
(2)施設に影響を及は▼水位に近接する
入力津波の設定
評価モカレ等の設定

2.3入力津波による津波防護対象設備
への影響評価

2.4津波防護対策に必要な浸水防護施
設の設計方針

2.5計装誤差を考慮した取水路防潮
ゲ…卜の閉止判断基準の妥当性確認

2.6適用規格

略
　
　
略

省
　
　
省

2.2適用規格 2.2適用規格

章立て (案 )記載内容

凡例 共通事項 (トリガー等 ) 角旱本斤モデル
施設に対して最も影響を及(訂入力津波
(チヤンピフ「シ入力津波)に関する内容

詳細設計の条件下で作成する入力津波
(近接津波)に関する内容



【添付資料 2-1-2-3 入力津波の設定】   赤字 :12/3孝甫正申請に対する気づき事項  青字 :1/8子旨摘事項を踏まえた修正   参考 3

既認可の章立て 補正申請 (20日 12.3)の章立て 記載内容 章立て (案 )

1.概要

2.1敷地の地形及び施設・設備

2,2敷地周辺の人工構造物

3.基準津波による敷地周辺の遡
上・漫水域

3.1考慮事項

3.2遡上角早本斤モデル

3,3敷地周辺の遡上・浸水域の
言平イ面

4.入力津波の設定
4,1考慮事項

1.概要

2.1敷地の地形及び施設。設備

2.2敷地周辺の人工構造物

3.取水路防潮ゲートの閉止判断基
準の設定

4.基準津波による敷地周辺の遡
上・浸水域

4,1考慮事項

4.2取水路防潮ゲートの開閉条件

4,3津波シミュレーションにおける角卑
析モデル

4.4 津波シミュレーション結果

。最大入力津波を設定 (遡上波、経路からの

津波 )

・近接する津波を設定
・Ss組合せで考慮する津波評価

・地形の特徴、施設について

・港湾施設、船等の状況

・基準津波34は津波検知後、ゲート閉止する
。判断基拳値の設定方針、判断基準値、閉
止手順

遡上波、経路からの津波に関する遡上解析モ

デ,レの考慮事項

1.概要

2.1敷地の地形及び施設・設備

2.2敷地周辺の人工構造物

3a取水路防潮ゲートの閉止判断基準の
設定

4.最も水位変動が大きい入力津波の設定
4.1取水路防潮ゲートの開閉条件

基準津波 1′ 2′ 3′ 4のゲート閉止条件

解析モデル

4.2考慮事項

4.3解析モデル

基準津波 1′ 2の最高水位分イ百、流速ベクトル  4.4最 も水位変動が大きい入力津波

4.2遡上波

4i3経路からの津波

5.基準地震動Ssとの組合せで考
慮する津波高さ

5.2施設に最も影響が大きい入力
津波

6.基津地震動Ssとの組合せで考慮
する津波高さ

遡上波、経路からの津波の設定方法、結果

5.入力津波の設定
5.1敷地高さに近接する入力津波

・近接する滓波の設定方法、結果
・計装誤差を考慮しても判断基津で確認でき
ること (資料 2-1-2-4に 移動)

5.施設に影響を及は▼水位に近接する入
力津波の設定
5.1考慮事項
5.2解析モカレ
5.3施設に影響を及 lよ▼水位に近接する
入力滓波

6.基準地震動Ssとの組合せで考慮する津
波高さ

文
口
田
Ｗ省

施設に対して最も諺響を及ぼす入力津波

(チャンピオン入力津波)に関する内容
詳細設計の条件下で作成する入力津波

(近接津波)に関する内容凡例 共通事項 (トリガー等 ) 角早本斤モデル



既認可の章立て 補正申請 (20,12,3)の章立て 記載内容

【添付資料2-1-2-4入 力津波による津波防護対象設備への影響評価】 赤字:12/3ネ南正申請lc女寸する気づき事項
青字 :1/8)旨摘事項を踏まえた修正

1.概要 1,概要 ・入力津波は2種類(最大、近接)設定
すること
。最大入力津波の影響を評価
・影響に応じた津波防護対策を講じること
・計装誤差を考慮しても判断基準で確

認できること

1. 概要

・計装誤差を考慮しても判断基準で確
認できること

参考 4

2.設備及び施設の設置位置

3.1入力津波による津波防護対象設備ヘ
の影響評価の基本方針

3.2敷地への浸水防止 (外郭防護1)に
係る評価

3.3漏水による重要な安全機能及び重大
事故等に対処するために必要な機能への影

響防止 (外郭防護2)に係る評価

3,4津波による浴水の重要な安全機能及
び重大事故等に対処するために必要な機能
への影響防止 (内閣防護)に係る評価

3.5水位変動に伴う取水性低下及び津波
の二次的な影響による重要な安全機能及び

重大事故等に対処するために応要な機能ヘ

の影響防止に係る評価

4口 施設に影響を及は▼水位に近接する入
力津波に対する取水路防潮ゲートの閉止

判断基準の妥当性確認につしlて

2.設備及び施設の設置位置

3.1入力津波による津波防護対象
設備への影響評価の基本方針

3.2敷地への浸水防止 (外郭防
護1)に係る評価

3.3漏水による重要な安全機能及
び重大事故等に対処するために必要

な機能への影響防止 (外郭防護
2)に係る評価

3.4津波による浴水の重要な安全
機能及び重大事故等に対処するた

めに必要な機能への影響防止 (内

閣防護)に係る評価

3.5水位変動に伴う取水性低下及
弾 波の二次的な影響による重要な

安全機能及び重大事故等に対処す

るために必要な機能への影響防止に

係る言平イ面

2.設備及び施設の設置位置

3.1入力津波による津波防護対象設
備への影響評価の基本方針

3.2敷地への浸水防止 (外郭防護
1)に係る評価

3.3漏水による重要な安全機能及び
重大事故等に対処するために必要な機

能への影響防止 (外郭防護2)に係
る評価

3.4津波による溶水の重要な安全機
能及び重大事故等に対処するために必

要な機能への影響防止 (内閣防護 )
に係る評価

3.5水位変動に伴う取水性低下及び
滓波の二次的な影響による重要な安

全機能及び重大事故等に対処するた

めに必要な機能への影響防止に係る評

価

章立て (棄 )

凡例
施設に対して最も影響を及1訂入力津波
(チヤンピオン入力津波)に関する内容

詳細設計の条件下で作成する入力津波

(近接津波)に関する内容



<説明事項No.③>

(a)資料 1の P173の第 5‐ 3表にういて、パラスタを表に記載の 3つの評価点で実施し

ておけば、評価上問題ない理由を記載する。また、エビデンスについても補足説明資料

等で示す。

(b)資料 1の P177～ 180について、5.3.3章 (4)と (5)の内容は トリガーの妥当性の

ため、P185以降 (資料 2‐ 1‐ 2‐ 4)に移動する。また、P181の 5.3.4章の内容も閉止後の

水位の内容であるためP185以降 (資料 2‐ 1‐ 2‐ 4)イこ移動する。

(c)P167～ 180の 5.3.1章から 5。 3。 3章の流れをシンプルに整理する。

<説明>

以下のとおり添付資料を修正する。詳細は別紙参照。

O資料 2-1-2-3「 入力津波の設定J
・第 5-3表に示す最高水位が、1～ 4号機海水ポンプ室及び 3,4号機循環水ポンプ室前面
の中で最も高い水位であることを明記する。さらに、他の評価地点については、最高水位が

敷地高さを超えないことを明記する。また、第 56表に示す最低水位についても、1～ 4号

機海水ポンプ室の中で最も低い水位であることを明記する。 (a)

・ トヅガーの妥当性に関する記載は削除し、資料 2-1-2-4に 記載する。 (b)
・津波検知後の防潮ゲー トを閉上した場合の津波水位の確認に関する記載は削除し、資料 2

-1-2-4に 記載する。 (b)
。近接津波の検討フローを再整理し、分かりやすい構成に適正化する。 (c)

○資料 2-1-2-4「 入力津波による津波防護対象設備への影響評価」
。トリガーの妥当性に関する記載を追加する。 (b)

・津波検知後の防潮ゲー トを閉止 した場合の津波水位の確認に関する記載を追加する。

(b)
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「資料 2-1-2-3入 力津波の設定」の記載方針 (抜粋 ) 別紙

施設に影響を及ばす水位に近接する入力津波の設定

入力津波の設定においては、施設に対 して最も影響を及ぼす津波を耐津波設計に用いるた

めに設定するが、それだけではなく、水位変動としては小さくても施設に対 して影響を及ぼ

す津波についても、その津波の第 1波の水位変動量を、基本設計で設定した取水路防潮ゲー

トの閉止判断基準で確認できることが必要となる。その際、水位変動が小さい津波として、

施設に影響を及ばす水位に近接する入力津波を作成する。

5,1 考慮事項

施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波を設定するための津波シミュレーション

においては、 「4.2 考慮事項」に記載される事項を考慮する。

5.2 解析モデル

施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波を設定するための解析モデルについては、

「4.3解析モデル」に記載されるモデルにて行 う。

5.3 施設に影響を及ばす水位に近接する入力津波

施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波としては、取水路防潮ゲー トが 「開Jの

状態において、水位上昇側については敷地高さに近接する津波を、水位下降側について

は海水ポンプの取水可能水位に近接する津波をそれぞれ数波抽出し、それらの中で上昇

側、下降側について、第 1波の水位低下量が最小の波源を入力津波とする。

近接する津波の抽出に当たっては、以下を考慮する。

・基準津波 3,4に ついては、部分的な崩壊や遅い崩壊による施設影響の可能性を鑑み、
「崩壊規模」及び 「破壊伝播速度」のパラメータを固定 していない。従つて、 「崩壊

規模」及び 「破壊伝播速度」のパラメータを変更した検討を行 う。

・ゲー ト開口幅を実寸法とする等を考慮 した 「設備形状の影響評価」並びに管路の貝付

着の状況を考慮した 「管路解析の影響評価」を実施する。

第51図 に検討フローを示す。

5.3.1で は波源のパラメータスタディ及び施設評価で考慮する影響評価の方法について

示す。 「波源に関するパラメータスタディの方法Jでは、崩壊規模及び破壊伝播速度の

パラメータスタディ結果を整理 し、最高水位及び最低水位 と第 1波の水位変動の関係か

ら、傾向を分析する。また、 「施設評価で考慮する影響評価の方法」では、影響評価に

よる最高水位 と第 1波の水位変動量の関係への影響を踏まえ、最高水位が敷地高さに近

接するような崩壊規模を推定する。

5.3.2で は施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波の作成について示す。 (1)では

5
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水位上昇側の検討として、敷地高さに近接する津波を設定し、 (2)で は水位下降側の検討

として、海水ポンプの取水可能水位に近接する津波を設定する。 ともに、波源のパラ

メータスタディを設備形状及び管路解析の影響評価と合わせて津波シミュレーションを

実施する。その結果から、施設影響を及ぼす水位に近接する津波を抽出し、第 1波の水

位低下量の最も小さいケースを入力津波とする。

5.3.1波源に関するパラメータスタディ及び施設評価で考慮する影響評価の方法

5,3.2施設影響を及1簿水位に近接する入力津波の作成 (波源のパラメータスタディ及び施設評価で考
慮する影響評価 )

波源に関するパラメータスタディの方法

崩壊規模及び破壊伝播速度のパラスタ結果を整理し、

最高水位。最低水位と、第 1波の水位低下量の関係を
確認する。

(1)敷地高さに近接する津波の設定

a.崩壊規模をパラメータとする波源の検討

b.エリアBの破壊伝播速度の非線形性についでの検討

>波 源のパラスタを設備形状及び管路解析の影響評
価と合わせて実施。

>敷 地高さに近接する津波に近接する津波を抽と巴。

↓
>第 1波の水位低下量が最も小さいケースを入力津波
とする。

施設評価で考慮する影響評価の方法(水位上昇側)

影響評価による上昇側水位の変動量を考慮し、最高水
位が敷地高さに近接する崩壊規模を推定する。

(2)海郡 ンプの取水可能水位1機 する津波の設定
>波源のパラスタを設備形状及び管路解析の影響評
価と合わせて実施。

>海水ポンプの取水可能水位に近接する津波を抽出。

↓
>第 1波の水位低下量が最も小さいケースを入力津波
とする。

第51図  検討フロー
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5.3.1 波源に関するパラメータスタディ及び施設評価で考慮する影響評価の方法

水位上昇側及び水位下降側の検討に当たり、波源のパラメータである崩壊規模及

び破壊伝播速度のパラメータスタディの結果を整理 し、最高水位又は最低水位 と、

第 1波の水位低下量との関係を確認する。

(1)水位上昇側の波源に関するパラメータスタディ及び施設評価で考慮する影響評価の

方法

a.最高水位と第 1波 の水位低下量の確認

最高水位 と第 1波の水位低下量を確認するため、崩壊規模及び破壊伝播速度のパラ

メータスタディの結果を整理 した (第52図 )。 なお、図中の基本ケースとは、崩壊

規模 100%。 破壊伝播速度1.Om/sの ケースを指す。

第52図 崩壊規模及び破壊伝播速度のパラメータスタディ結果

(最高水位 と第 1波の水位低下量の関係 )

1

上図に示す最高水位 と第 1波の水位低下量との関係より、下記の 「i.J～ 「iii.J

の3つの傾向を確認 した。

エ リアCの崩壊規模は破壊伝播速度よりも第 1波の水位低下量が小さい

ii.エ リア B及びエリアCの崩壊規模並びにエ リアCの破壊伝播速度は、最高水位と第 1波

の水位低下量の関係が線形的

iii.エ リア Bの石皮壊伝十番涼度 は、最高水位 第 1波の水位低下量の関係が非線形的

「i.」 の傾向を踏まえ、崩壊規模をパラメータとした波源を選定し、 「b.施設評

価で考慮する影響評価の方法」にて施設評価で考慮する影響評価を行い、最高水位が

敷地高さに近接する崩壊規模を推定する。 「iii.」 のエ リア Bの破壊伝播速度の非線

形性の傾向については、 「5。 3.2 施設影響を及ぼす水位に近接する入力津波の作成

(波源のパラメータスタディ及び施設評価で考慮する影響評価 )」 にて崩壊規模 と組
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み合わせたパラメータスタディを実施する。

b.施設評価で考慮する影響評価の方法

「a.最高水位 と第 1波の水位低下量の確認」にて抽出した崩壊規模をパラメータと

した波源について、最高水位が敷地高さに近接するような崩壊規模のパラメータを推

定するため、 「設備形状の影響評価」、 「管路解析の影響評価」並びにそれらの組合

せによる影響評価を実施 し、最高水位に与える影響を確認 した (第 51表 )。

同表より「設備形状の影響評価」、 「設備形状の影響評価」及び 「管路解析の影響

評価」の組合せを行つた場合は、最高水位が約 10～ 40cm程度下がること、また、 「管

路解析の影響評価」を行つた場合は、最高水位が数cm上がることを確認 した。

上記を踏まえ、敷地高さに近接すると推定される崩壊規模のパラメータとして、エ

リア Bの崩壊規模 40%、 50%、 エ リアCの崩壊規模 40%、 70%を 目安に、これらの波源に

ついてパラメータスタディ及び影響評価を実施する。

第51表 影響評価による最高水位に与える影響について
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1

(2)水位下降側の波源に関するパラメータスタディ及び施設評価で考慮する影響評価の

方法

a。 最低水位 と第 1波の水位低下量の関係

水位下降側についても同様に、崩壊規模及び破壊伝播速度のパラメータスタディの

結果を整理 した。第53図 に最低水位 と第 1波の水位低下量との関係を示す。

第53図  崩壊規模及び破壊伝播速度のパラメータスタディ結果

(最低水位と第 1波の水位低下量の関係 )

上図に示す最高水位 と第 1波の水位低下量との関係より、下記の 「i.」 ～ 「iii.」

の3つの傾向を確認 した。

①の図より、エリアB(1, 2SWP)に おいて、最低水位 と第 1波の水位低下量の関係

はほぼ比例しており、海水ポンプの取水可能水位を下回り施設影響のある次のケースでは、

第 1波の水位低下量がlm以上となる

(崩壊規模 100%。 破壊伝播速度 1.Om/s)、 (崩壊規模 100%・ 破壊伝播速度0,8m/s)、

(崩媒規模 800/0・ 播速度1.Om/3)
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ii.②の図より、エリアB(3, 4SWP)に おいて、最低水位 と第 1波の水位低下量の関係

のカ

響がない区間である

海 水ポンプの取水可能水位 狩下回 り流設影響 のあ る ケ

`崩

媒 類櫨 100― ス 砿 ・ 石庁媒 存辞悉棟

度 1.Om/3)で は、第 1波の水位低下量がlm以上となる

iii.③の図より、エ リアCでは最低水位が海水ポンプの取水可能水位 を下回 らないため施設影

響はない

エリア Bの海水ポンプの取水可能水位を下回り施設影響のある範囲では、 1, 2号

機側、 3, 4号機側 ともに第 1波 の水位低下量がlm以 上となる、といつた傾向につ

いては、水位下降側が水位上昇側よりも水位低下しやすいという特性によるものと考

えられる。このような特性を踏まえると、水位下降側については、水位上昇側に比べ

て検知性の観点で十分な余裕があるため、第53図 のパラメータスタディ結果から施

設影響のある津波の うち (崩 壊規模 100%・ 破壊伝播速度 1.Om/s)、 (崩壊規模

100%。 破壊伝播速度0.8m/s)及び (崩壊規模 80%・ 破壊伝播速度 1.Om/s)の ケース

を抽出し、 「5,3.2 施設影響を及ぼす水位に近接する入力津波の作成 (波源のパラ

メータスタディ及び施設評価で考慮する影響評価 )」 にて、施設評価で考慮する影響

評価及び第 1波の水位低下量を確認する。
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5。 3.2 施設影響を及ぼす水位に近接する入力津波の作成 (波源のパラメータスタディ及び

施設評価で考慮する影響評価 )

(1)歎地高さに近接する津波の設定

a.崩壊規模をパラメータとする波源の検討

「5,3.1(1)」 にて抽出したエ ジア Bの崩壊規模 40%、 並びにエ リア Cの崩壊規模

40%、 70%を基本に、崩壊規模のパラメータスタディ及び施設評価で考慮する影響評

価を実施 した (第 52表 )。 同表より、エ ジア Bの崩壊規模 35%、 38%、 48%、 エ リア

Cの 40%、 68%、 69%で最高水位がT.P,Eコ mを超えることを確認 した。このうち、最

高水位 (T,PoE=Im)が より敷地高さに近接する波涼であるエリア Bの崩壊規模 48%、

エ リア Cの崩壊規模 40%、 68%、 69%を抽出する。なお、エ リア Bの崩壊規模 48%と エ

リア Cの崩壊規模69%に ついては、いずれも設備形状を反映する条件から選定した波

源であることから、第 1波の水位低下量を比較 し、より小さい波源であるエ リア B

の崩壊規模48%を代表 とする。

以上を踏まえ、最高水位がT,P.:  即となるエ リア Bの崩壊規模 48%、 エリア Cの

崩壊規模40%、 68%の 波源を抽出した。抽出した波源について、 (3)にて第 1波の水位

低下量を確認する。

第52表 崩壊規模のパラメータスタディ及び影響評価の結果
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b・ エ リアBの破壊伝播速度の非線形性についての検討

第52図 に示す とお り、エジア Bにおいては、敷地高さ近傍で崩壊規模 と破壊伝播

速度の第 1波の水位低下量の大小関係が交差するといつた、非線形性が確認 されて

いる。従つて、破壊伝播速度に崩壊規模を組み合わせたパラメータスタディを実施

する。具体的には、破壊伝播速度0.55m/sの第 1波の水位低下量が小 さいことから、

破壊伝播速度0.55m/sに 対 して崩壊規模のパラメータを組み合わせることとする。崩

壊規模のパラメータ設定の考え方を第54図 に、パラメータスタディの結果を第55

図に示す。

第55図 より、エ リア Bの崩壊規模93%・ 破壊伝播速度0.55m/sの波源で、最高水位

がT,P,E=〕 となり、第 1波の水位低下量が0.69mで あったため、敷地高さに近接す

る津波として抽出し、施設評価で考慮する影響評価の実施及び第 1波の水位低下量

を確認する。

第54図 崩壊規模のパラメータ設定の考え方

第55図 崩壊規模及び破壊伝播速度の組合せによるパラメータスタディ結果
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c.敷地高さに近接する津波の設定

a,に て崩壊規模のパラメータスタディ及び施設評価で考慮する影響評価により抽

出した3つ の波源について、第 1波の水位低下量を確認する。

また、b.に て破壊伝播速度の非線形性を踏まえた崩壊規模 との組み合わせによる

パラメータスタディより抽出した波源について、施設評価で考慮する影響評価を実

施 し、第 1波の水位低下量を確認する。

第53表に各波源の影響評価結果及び第 1波の水位低下量を示す。同表においては、

影響評価の一つとして、施設評価で考慮する影響評価を実施 しない波源も加え、合

わせて示す。なお、第55図 にて、最高水位がわずかにT,P.凹 を下回る崩壊規模
92%。 石皮壊伝播速度0.55m/sの波源についても影響評価を実施 し、すべてのケースで

最高水位がT,P,E=)を 下回ることを確認 している。

同表に示すとお り、エリアCの崩壊規模40%・ 破壊伝播速度 1,Om/s(設備形状を反

映しない、貝付着なし)の波源で、最も小さい第 1波の水位低下量が0,69mであるこ

とを確認 したことから、この波源を 「敷地高さに近接する津波」として設定する。

第5-6図 に敷地高さに近接する津波の時刻歴波形を示す。

なお、第53表 に示す最高水位は、 1号機海水ポンプ室前面、 2号機海水ポンプ室

前面、 3, 4号機海水ポンプ室前面及び 8, 4号機循環水ポンプ室前面の うち、最

も高い水位を示す。それ以外の評価点においては、第56図 に示すとおり、津波水位

が敷地高さT.P,日・を超えないことを確認 している。

第53表 影響評価結果及び第 1波の水位低下量 (水位上昇側 )
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取水日前面

取水路防潮ゲー ト前面

3, 4号機循環水ポンプ室前面

第 56図 (1/3) 「敷地高さに近接する津波」の時刻歴波形
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1号機海水ポンプ室前面

2号機海水ポン

3 4号機海水ポン

第56図 (2/3) 「敷地高さに近接する津波」の時刻歴波形
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1号及び 2号機放水 口前面

3号及び 4号機放水口前面

放水路 (奥 )

第 56図 (3/3) 「敷地高さに近接する津波」の時刻歴波形
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(2)海水ポンプの取水可能水位に近接する津波の設定

「5.3.1(2)Jに て抽出した波源及び施設評価で考慮する影響評価を実施 しない波

源も加え、施設評価で考慮する影響評価を実施 した。第54表 に影響評価結果 (水位

下降側)を示す。

第54表 影響評価結果 (水位下降側 )

第55表 設備形状を反映しない、貝付着なしのケースの施設評価で考慮する影響評価結果
影 響 二7・ r中ス

鴻患地すべりの波源特性

覆 1,″0じ 用】〔n〕

H登備形状 省路解析
l号機湾求
ポンザ碧前面

2号機湾水
ポンデ空前面

8,4号機海ホ
ポンデ蜜前置

× (考慮しない)
占費備形状を反映しなぃ

0(考慮する〉
員付孝なし

崩壊規模 100略
石康壊機揺速度
1.Om/s 1.49 1.51 1,73

崩壊規模 80%
極演壊伝播速度
1.Om/s 1.23 1.28 1.45

崩壊規模 100“
破壊伝揺速度
O,8n/s

と.25 1,26 1.48

第54表 より、以下の結果となることが分かつた。
。設備形状を反映する、貝付着ありのケースでは、 (崩壊規模 100%・ 破壊伝播速度

1.Om/s)の ケースのみ海水ポンプの取水可能水位を下回る

。設備形状を反映する、貝付着なしのケースでは、 (崩壊規模 100%。 破壊伝播速度

1.Om/s)の ケースのみ海水ポンプの取水可能水位を下回る

。設備形状を反映しない、貝付着なしのケースでは、 (崩壊規模 100%。 破壊伝播速

度1.Om/s)、 (崩壊規模 100%。 破壊伝播速度0.8m/s)及 び (崩壊規模80%・ 破壊

伝播速度 1.Om/s)のすべてのケースで、海水ポンプの取水可能水位を下回る

設備形状を反映 しない、貝付着なしのケースにおいて、代表ケースを選定するため
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に、海水ポンプの取水可能水位に近接することや第 1波の水位低下量を確認する。

(第 55表 )

第5-4表 、第55表 より、崩壊規模 100%・ 破壊伝播速度0,8m/sの ケースが最も海水

ポンプの取水可能水位に近接 し、第 1波 の水位低下量が小さくなることから、この

ケースを代表ケースとする。

以上から、水位下降側における、影響評価ケースごとの施設評価で考慮する影響

評価及び第 1波 の水位低下量を第56表 に示す。同表より、エ リア Bの崩壊規模

100%・ 破壊伝播速度 1.Om/s(設 備形状を反映する、貝付着あり)の波源で、最も小

さい第 1波の水位低下量が1.20mで あることを確認 したことから、この波源を「海水

ポンプの取水可能水位に近接する津波」として設定する。第57図 に海水ポンプの取

水可能水位に近接する津波の時刻歴波形を示す。

なお、第56表 に示す最低水位は、 1号機海水ポンプ室前面、 2号機海水ポンプ室

前面、 8, 4号機海水ポンプ室前面の うち最も低い水位を示す。

ここで、今回の津波シミュレーションにおける条件 として、取水路防潮ゲー トを

「開Jの状態で行つていることから、 1号機海水ポンプ室前面、 2号機海水ポンプ

室前面及び 3, 4号機海水ポンプ室前面において、海水ポンプの取水可能水位を下

回ることを確認 した。

第56表 影響評価結果及び第 1波の水位低下量 (水位下降側 )
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1号機海水ポンプ室前面

2号機海水ポンプ室前面

3 4号機海水ポンプ室前面

第57図  「海水ポンプの取水可能水位に近接する津波」の時刻歴波形
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「資料 2-1-2-4入 力津波による津波防護封象設備への影響評価」の記載方針 (抜粋 )

1 概要

2.設備及び施設の設置位置

3.入力津波による津波防護対象設備への影響評価  ……………………………・

3.1 入力津波による津波防護対象設備への影響評価の基本方針  …………・

3.2 敷地への浸水防止 (外郭防護 1)イこ係る評価  ……………………………I

3.3 漏水による重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能

への影響防止 (外郭防護2)1こ係る評価  …………………………………I

3.4 津波による総水の重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要

な機能への影響防止 (内郭防護)に係る評価  …………………………・

3.5 水位変動に伴 う取水性低下及び津波の二次的な影響による重要な安全機

能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響防止に係る評価

4.施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波に対する取水路防潮ゲー トの閉

止判断基準の妥当性確認 …………………………………………………………・

次目

頁
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4.施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波に対する取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の妥当性

確認

施設に対して影響を及ばす津波を見逃さないよう、資料 2-1-2-3「 入力津波の設定」で

設定した 「施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波」の第 1波の水位変動量を取水路防潮

ゲー トの閉止判断基準で検知できることを確認する。確認においては、潮位観沢1システム (防護

用)に よる計装誤差についても考慮する。なお、 「施設に影響を及ばす水位に近接する入力津

波」については、水位上昇側を敷地高さに近接する津波、水位下降側を海水ポンプの取水可能水

位に近接する津波としてそれぞれ設定していることから、それぞれについて、取水路防潮ゲー ト

の閉止判断基準の妥当性確認を行 う。

さらに、施設に影響を及ばす水位に近接する入力津波の第 1波の水位変動量を取水路防潮ゲー

トの閉止判断基準で検知した後に、取水路防潮ゲー トを閉上 した場合の津波高さについて確認す

る。

(1)敷地高さに近接する津波に対する取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の妥当性確認

資料 2-1-2-3「 入力津波の設定Jの 「5.3.1(1)」 で設定した 「敷地高さに近接する

津波」の時亥1歴波形を第41図 に示す。

第41図 より、各海水ポンプ室前面において、第 1波の水位低下量が0.5m以上であること、

並びに10分以内に水位が低下していることから、敷地高さに近接する津波に対して、取水路

防潮ゲー トの閉止判断基準が妥当であることを確認した。

(2)海水ポンプの取水可能水位に近接する津波に対する取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の妥当

性確認

資料 2-1-2-3「 入力津波の設定」の「5,3.1(2)」 で設定した、「海水ポンプの取水

可能水位に近接する津波」の時亥1歴波形を第42図 に示す。

第42図 より、各海水ポンプ室前面において、第 1波の水位低下量が0.5m以上であること、

並びに10分以内に水位が低下していることから、海水ポンプの取水可能水位に近接する津波

に対して取水路防潮ゲー トの閉止判断基準が妥当であることを確認 した。
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1号機海水ポンプ室前面

2号機海水ポンプ室前面

3, 4号機海水ポンプ室前面

第41図  「敷地高さに近接する津波」の時刻歴波形
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1号機海水ポンプ室前面

2号機海水ポンプ室前面

8, 4号機海水ポンプ室前面

第42図  「海水ポンプの取水可能水位に近接する津波」の時刻歴波形
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(3)第 1波の水位低下に要する時間に対する取水路防潮ゲー トの妥当性確認

(1)、 (2)にて水位上昇側及び水位下降側について、それぞれ第 1波の水位低下量が0.5m以

上であり、かつ10分以内に水位低下することを確認 した。一方で、取水路防潮ゲー トの閉止

判断基準は第 1波の水位低下に要する時間の観点についても妥当性の確認が必要である。

従つて、敷地高さを超える津波や海水ポンプの取水可能水位を下回る津波の第 1波が0.5m

水位低下するのに要する時間が10分以内であることを確認する。なお、確認においては、第

1波の水位低下に要する時間に影響する「破壊伝播速度」のパラメータスタディの結果を用

いる (第43図 )。

同図より、敷地高さを超える津波や海水ポンプの取水可能水位を下回る津波の第 1波が

0.5m低下するのに要する時間は5分程度であることから、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準

が妥当であることを確認した。

※基本ケースは崩壊共同模100%破嬢伝播速度iOm/s ※基本ケースは崩壊規l菓 100%破壊伝播速度iOm/5
20 水位下降側
施設酵響あり

施設影響あり
エリア808m/s

エリアB08 0

エリアBO
0

水位上昇側

［Ｅ
］
瑠
卜
単
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［Ｅ
】
螂
卜
尊
導
※
Ｇ
黎
【
隠
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`l_,メ
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第 43図 破壊伝播速度のパラメータスタディ結果

(第 1波の水位低下量と第 1波が 0.5m低下するのに要する時間の関係 )

●基本ケース(影響あり)

●破嬢伝搭速度(影響あり)

0破壊伝悟速度(影響なし)

●基本ケース(影響あり)

0基本ケース(影響なし)

●破壊伝子番速度(影響あり)

0政壊伝j呂速度(影讐なし)
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(4)計装誤差を考慮した取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の妥当性確認

第 1波の水位低下量の計測に用いる潮位観測システム (防護用)には計装誤差を含んでい

ることから、その計装誤差を考慮した場合でも、 「施設に影響を及ばす水位に近按する入力

津波Jの第 1波の水位低下量を取水路防潮ゲー トの閉止判断基準で検知できることを確認す

る必要がある。ここでも、 「施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波」については、水

位上昇側を敷地高さに近接する津波、水位下降側を海水ポンプの取水可能水位に近接する津

波としてそれぞれ設定していることから、それぞれについて、取水路防潮ゲー トの閉止判断

基準の妥当性確認を行う。

a.敷地高さに近接する津波 (水位上昇側)に対する確認

敷地高さに近接する津波の第 1波の水位低下量 (0,69m)が 、計装誤差を考慮した場合

でも、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準で検知できることを確認する。第44図に敷地高さ

に近接する津波に対する取水路防潮ゲー トの閉止判断基準での確認結果について示す。

同図より、敷地高さに近接する津波は、計装誤差 (0.05m)を考慮した場合でも第 1波の

水位低下量が0.64mで あり、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準 (0,50m)で検知できること

から、その妥当性を確認した。

第44図 敷地高さに近接する津波に対する確認
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b.海水ポンプの取水可能水位に近接する津波 (水位下降側)に対する確認

海水ポンプの取水可能水位に近接する津波の第 1波の水位低下量 (1.20m)が 、計装誤

差を考慮した場合でも、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準で検知できることを確認する。

第45図に海水ポンプの取水可能水位に近接する津波に対する閉止判断基準での確認結果に

ついて示す。

同図より、海水ポンプの取水可能水位に近接する津波は、計装誤差 (0,05m)を考慮した

場合でも第 1波の水位低下量が1.15mであり、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準 (0.50m)

で検知できることから、その妥当性を確認した。

第45図 海水ポンプの取水可能水位に近接する津波に対する確認
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(5)計測の時間遅れを考慮 した取水路防潮ゲー トの閉止判断基準の妥当性確認

4.1(3)にて第 1波 の水位低下に要する時間については、水位上昇側で施設に影響を及

ぼすケースの内、第 1波 の水位低下に要する時間が長いもので5分程度、施設に影響を

及ぼさないケースのうち、第 1波の水位低下に要する時間が短いもので7～ 8分程度であ

ることを確認 している。これらの結果を踏まえて、最高水位が敷地高さT.P.口mに近

接 し、第 1波の水位低下が遅い津波を想定 し、第 1波の水位低下に要する時間を内挿 し

た結果を第46図 に示す。同図より、第 1波の水位が0,5m低 下するのに要する時間は6～

7分程度と想定する。

第47図 に、敷地高さに近接 し、第 1波の水位低下が遅い津波に対する閉止判断基準

での確認結果を示す。上記を踏まえた上で、潮位観測システム (防護用)の最大の時間

遅れ (2.9秒)を考慮 した場合でも、敷地高さに近接 し、第 1波 の水位低下が遅い津波の

第 1波を取水路防潮ゲー トの閉止判断基準 (10分以内)で検知できることから、その妥

当性を確認 した。

第46図  敷地高さに近接する津波の第 1波の水位低下に要する時間の算定

第 47図  敷地高さに近接し、第 1波の水位低下が遅い津波に対する確認
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(6)津波検知後の取水路防潮ゲー ト閉止を考慮した場合の津波高さ

(1)～ (5)において、取水路防潮ゲー トの閉止判既基準の妥当性を確認 したことから、

敷地高さに近接する津波に対して、その第 1波の水位低下量を、取水路防潮ゲー トの閉

止判断基準で確認 した後に、取水路防潮ゲー トを閉上 した場合の津波高さを確認 した

(第41表 )。 併せて経路からの津波による津波高さとの比較を第42表に示す。これら

の表より、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準で津波襲来を検知 して、取水路防潮ゲー ト

を閉止することにより、施設影響を及ぼすことは無く、また経路からの津波による津波

高さを十分に下回ることを確認 した。
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第41表  「敷地高さに近接する津波」に紺して取水路防潮ゲー トを閉上した場合の津波高さ※1

※1 水位上昇側の検討結果のみ示す。水位下降側については、水位上昇側に比べて第 1波の水位低下量が十分に大きく、取水路防潮ゲー トを閉上した場合の津波高さが、

経路からの津波による津波高さよりも小さいことから省略する。

※2 地震を伴う波源である基準津波 1に対する評価であるため、地震を伴わない波源である基準津波 3, 4に対する評価は省略する①
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第42表 津波高さの比較

源 である基 1に対す る であるため、 を わ い※地 を伴 う

る評価は省略する。

である 3, 41こ 売け
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【本文・基本設計方針 (浸水防護施設)】 赤字 :12/3補正申請から1/15までの修正箇所  青字 :1/15与旨摘事項を踏まえた修正  参考 1

既認可の章立て 補正申請 (20B■ 2.3)の章立て 記載内容 章立て (棄 )

(1)津波防護対象設備 (1)津波防護対象設備

1.津波による損傷の防止
1.1.1耐津波設計の基本方針

1.津波による損傷の防止
1.1.1耐津波設計の基本方針

・基準津波 34は津波検知後、ゲート閉止する

。入力津波は2種類(最大、近接)設定すること
。最大入力津波の影響を評価
・影響に応じた津波防護対策を講じること
・計装誤差を考慮しても判断基準で確認できる
こと

DB(クラス1′ 2)と SAを防護烹寸象設備
'と

すること

。基準津波34は津波検知後、ゲート閉止する
。判断基準値、閉止手順

・入力津波は2種類(最大、近接)設定すること
。入力津波の設定方法
・基準津波 1′ 2′ 3′ 4のゲート閉止条件
。解析モデルでの考慮事項
・潮位、地殻変動

。工認で入力津波を作成すること
・計装誤差を考慮しても判断基準で確認できるこ

と
。具体的な設定方法、上昇側。下降側ともに設

定すること

省略

省略

省略

1.津波による損傷の防止
1.1.1耐津波設計の基本方針

(1)滓波防護対象設備

(2)取水路防潮ゲートの閉止判断基準の
設定及び閉止手‖贋

1.1.2入力津波の設定
・入力滓波は2種類 (最大・近接)設定

(1)最も水位変動が大きい入力津波の設
定
a.取 水路防潮ゲートの開閉条件
b.評 価モカレ等の設定
ci考 慮事項

(2)施設に影響を及ほ▼水位に近接する
入力津波
評価モカレ等の設定

1.1.3津波防護対策

1.1.4滓波防護対策に必要な浸水防護
施設の設計

1.1.5計装誤差を考慮した取水路防潮
ゲートの閉止判断基準の妥当性確認

1.1.6設備の共用

1.1.2入力滓波の設定
a.遡 上波
b.経 路からの津波
ci考 慮事項

1.1.3津波防護対策

1.1,4滓波防護対策に必要な
浸水防護施設の設計

1.1.2取水路防潮ゲートの閉止
判断基準の設定及び閉止手順

1,1,3入力津波の設定
a.取 水路防潮ゲートの開閉条
件

bi評 価モデル等の設定
ci考 慮事項

1.1.4詳細設計の条件下で作成
する入力津波について

1.1.5滓波防護対策

1.1.6津波防護対策に必要な浸
水防護施設の設計

1,1.5設備の共用 1.1.7設備の其用

最も水位変動が大きい入力津波
(チャンピオン入力津波)に関する内容

施設に影響を及1討水位に近接する入力
津波 (近接津波)に関する内容

凡例 共通事項 (トリガー等 ) 角早本斤モデル



補正申請 (20.12.3)の章立て既認可の章立て

【添付資料 2-1-2-1 耐津波設計の基本方針】赤字 :12/3補正申請から1/15までの修正箇所  青字 :1/15指摘事項を踏まえた修正参考 2

2,1.1津波防護対象設備   2.1.1滓 波防護対象設備 DB(クラス1′ 2)と SAを防護対象設備とすること

1.概要

2.耐津波設計の基本方針
2.1基本方針

2.1.2入力津波の設定

2.1,3入力津波による津波
防護対象設備への影響評価

2.1.4津波防護対策に必要
な漫水防護施設の設計方針

1.概要

2.耐津波設計の基本方針
2,1基本方針

2.1.2耳又フk路防潮ゲートの閉止
判断基準の設定及び閉止手順

2.1.3入力津波の設定
(1)取水路防潮ゲートの開閉条件
(2)評価モデル等の設定
(3)水位変動及び地殻変動の考
慮

2.1.4施設に影響を及 lよ▼水位
に近接する入力津波について

2.1.5入力津波による津波防護
対象設備への影響評価

2.1.6津波防護対策に必要な漫
水防護施設の設計方針

省略

・入力津波は2種類(最大、近接)設定すること
。最大入力津波の影響を評価
。影響に応じた津波防護対策を講じること
。計装誤差を考慮しても判断基準で確認できること

・基準津波 34は津波検知後、ゲート閉止する

。基準津波341ま津波検知後、ゲート閲止する
。判断基准値の設定方針、閲止手順 (検討結果
は資料 2‐ 1‐ 2‐3に移動)

・入力津波は2種類(最大、近接)設定すること

。入力津波の設定方法
・基準滓波 1′ 2′ 3ァ 4のゲート閉止条件
・解析モデ)レでの考慮事項
・潮位、地殻変動

。工認で入力津波を作成すること
・計装誤差を考慮しても判断基準で確認できること
・具体的な設定方法、上昇側・下降側ともに設定

すること

省略

1.概要

2.耐津波設計の基本方針
2.1基本方針

2.1.1津波防護対象設備

2.1.2取水路防潮ゲートの閉止判断基
準の設定及び閉止手順

2,2入力滓波の設定
・入力津波は2種類 (最大。近接)設定

(1)最も水位変動が大きい入力津波の
設定

a.取 水路防潮ゲートの開閉条件
b.評 価モデル等の設定
ci水 位変動及び地殻変動の考慮

(2)施設に影響を及阿 水位に近接する
入力津波の設定

評価モカ レ等の設定

2.3入力津波による津波防護対象設備
への影響評価

2.4津波防護対策に必要な浸水防護施
設の設計方針

2E5計装誤差を考慮した取水路防潮
ゲートの閉止判断基準の妥当性確認

2.6適用規格

略
　
　
略

省
　
　
省

2.2適用規格 2.2適用規格

薫立て (案 )記載内容

最も水位変動が大きい入力津波

(チヤンピオン入力津波)に関する内容
施設に影響を及 (ぎす水位に近接する入力

津波 (近接津波)に関する内容

― 起 しへ ‐―ン ZZ3 -

凡例 共通事項 (トリガー等 ) 角早本斤モデル



【添付婆垂料 2-1-2-3 入力津波の言隻定】   赤字 :12/3補正申請から1/15までの修正箇所  青字 :1/15)動商事項を踏まえた修正参考 3

既認可の章立て 補E申請 (20.■ 2.3)の章立て 記載内容 章立て (案 )

1.概要

2.1敷地の地形及び施設・設備

2.2敷地周辺の人工構造物

3.基準津波による敷地周辺の遡
上。漫水域

3.1考慮事項

3.2遡上角早木斤モデル

3.3敷地周辺の遡上。浸水域の
評価

4.入力津波の設定
4.1考慮事項

1.概要

2.1敷地の地形及び施設。設備

2.2敷地周辺の人工構造牛勿

3.取水路防潮ゲートの閉止判断基
準の設定

4.基準津波による敷地周辺の遡
上・浸水域

4,1考慮事項

4.2取水路防潮ゲートの開閉条件

4.3津波シミュレーションにおける角早
析モカ レ

4.4 津波シミュレーション結果

。最大入力津波を設定 (遡上波、経路からの

津波 )

・近接する津波を設定
。Ss組合せで考慮する津波評価

。地形の特徴、施設について

。港湾施設、船等の状況

・基準津波34は津波検知後、ゲート閉止する
・判断基奉値の設定方針、判断基準値、閉

止手 lll員

遡上波、経路からの津波に関する遡上解析モ

デ,レの考慮事項

1.概要

2.1敷地の地形及び施設・設備

2,2敷地周辺の人工構造物

3日 取水路防潮ゲートの閉止判断基準の

設定

4.最も水位変動が大きい入力滓波の設定
4.1取水路防潮ゲートの開閉条件

基準津波1′ 2′ 3′ 4のゲート閉止条件

解析モカレ

4.2考慮事項

4,3解析モデル

基準津波 1′ 2の最高水位分布、流速ベクトル  4,4最 も水位変動が大きい入力滓波

4.2 遡 _L波

4i3経路からの津波

5.基準地震動Ssとの組合せで考
慮する津波高さ

5.2施設に最も影響が大きい入力
津波

6.基準地震動Ssとの組合せで考慮
する津波高さ

5.入力津波の設定
5,1敷地高さに近接する入力津波

。近接する津波の設定方法、結果
・判断基準の妥当性確認と入力津波設定は

区分する (資料 2-1-2-4に 移動)
・近接津波の各評価点の評価を追記。
。計装誤差を考慮しても判断基準で確認でき

ること (資料 2-1-2-41こ 移動)
遡上波、経路からの津波の設定方法、結果

5.施設に影響を及 lよ▼水位に近接する入
力津波の設定
5.1考慮事項
5,2解析モデル
5,3施設に影響を及lよ▼水位に近接する
入力津波

6.基準地震動Ssとの組合せで考慮する津
波高さ

省略

凡例
最も水位変動が大きい入力津波

(チヤンピオン入力津波)に関する内容
施設に影響を及ぼす水位に近接する入力
津波 (近接津波)に関する内容

― 連 しヘ ー ンZ24-
共通事項 (トリガー等)    解析モデル



【添付資料 2-1-2-4入 力津波による津波防護対象設備への影響評価】

赤字 :12/3補正申請から1/15までの修正箇所  青字 :1/15芋旨摘事項を踏まえた修正
参考 4

既認可の章立て 補正申請 (20.12.3)の章立て 記載内容 章立て (案 )

1.概要

2.設備及び施設の設置位置

3.1入力津波による津波防護対象
設備への影響評価の基本方針

3.2敷地への浸水防止 (外郭防
護1)に係る評価

3.3漏水による重要な安全機能及
び重大事故等に対処するために必要

な機能への影響防止 (外郭防護
2)に係る評価

3.4滓波による浴水の重要な安全
機能及び重大事故等に対処するた

めに必要な機能への影響防止 (内

閣防護)に係る評価

3.5水位変動に伴う取水性低下及
び津波の二次的な影響による重要な

安全機能及び重大事故等に対処す

るために必要な機能への影響防止に

係る評価

1.概要

2.設備及び施設の設置位置

3.1入力滓波による津波防護対象設
備への影響評価の基本方針

3.2敷地への浸水防止 (外郭防護
1)に係る評価

3.3漏水による重要な安全機能及び
重大事故等に対処するために必要な機

能への影響防止 (外郭防護2)に係
る評価

3,4津波による溶水の重要な安全機
能及び重大事故等に対処するために必

要な機能への影響防止 (内閣防護 )

に係る評価

3.5水位変動に伴う取水性低下及び
滓波の二次的な影響による重要な安

全機能及び重大事故等に対処するた

めに必要な機能への影響防止に係る評

価

・入力淳波は2種類(最大、近接)設定
すること
・最大入力津波の影響を評価
・影響に応じた滓波防護対策を講じること
・計装誤差を考慮しても判断基準で確
認できること

・近接津波の判断基準の妥当性確認
・計装誤差を考慮しても判断基準で確
認できること
。トリガー検知後の津波水位の評価

1 概要

2.設備及び施設の設置位置

3.1入力滓波による津波防護対象設備ヘ
の影響評価の基本方針

3.2敷地への浸水防止 (外郭防護1)に
係る評価

3,3漏水による重要な安全機能及び重大
事故等に対処するために必要な機能への影

響防止 (外郭防護2)に係る評価

3.4津波によるる水の重要な安全機能及
び重大事故等に対処するために必要な機能
への影響防止 (内閣防護)に係る評価

3.5水位変動に伴う取水性低下及び津波
の二次的な影響による重要な安全機能及び

重大事故等に対処するために必要な機能ヘ

の影響防止に係る評価

4.施設に影響を及阿 水位に近接する入
力津波に対する取水路防潮ゲートの閉止

判断基準の妥当性確認

閉止判

凡例
最も水位変動が大きい入力津波
(チヤンピオン入力津波)に関する内容

施設に影響を及(誇水位に近接する入力
津波 (近接滓波)に関する内容
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<説明事項No.④ >

・基本設計方針の適合状態の維持に係る記載について、敷地高さに近接する入力津波の

定期的な管理に係る記載を追記する。

・地震の発生による地殻変動があつた場合、現状の基準津波 34の評価をやり直すのか

事業者の考えを示し、保安規定への記載について検討する。

地震の発生による地殻変動については、「日本海における大規模地震に関する調査検討会」

の波源モデルを踏まえて、Mansinha and Smylie(1971)の方法により算定した敷地地盤の

地殻変動量は、基準津波 1の若狭海丘列付近断層で±Om、 基準津波 2の FO一 A～ FO―

B～熊川断層で 0。30mの隆起が想定されるため、下降側の水位変動に対して安全評価を実

施する際には 0.30mの 隆起を考慮している。

したがつて、0.30mの 隆起があった場合は、FO一 A～ FO― B～熊川断層地震が発生し

ており、プラントヘの影響も同時に考えられることから、被害の調査や変状箇所の調査を行

い、技術基準適合の確認を行ったうえで、再稼働を進めることとなると思われる。その中で、

地盤変動が起きた津波シミュレーションモデルを適正に評価したうえで、改めて津波シミ

ュレーションを実施することを考えている。

上記に係る考え方について、本文及び添付資料に記載をしており、保安規定にも定めて管

理する。

また、この津波シミュレーションは入力津波評価である最も水位変動が大きい入力津波

及び施設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波の評価において実施することとしている。

なお、実態としては、0.30mの地盤が隆起するような、FO― A～ FO一 B～熊川断層地

震が発生した場合には、プラントが停止し、循環水ポンプの取水量が減少しているものと考

えられる。

4基がフル稼働をしている前提で津波シミュレーションをした場合の水位下降側の評価

では、34海水ポンプ室でTR口 mになるとしており、プラントが停止し、循環水ポンプ
の取水量が減少すると、 34海水ポンプ室の津波水位は数 10cm～ lm程度が水位が上昇す

ると想定される。一方で、 34海水ポンプの取水可能水位は■n_で ぁるが、地殻変

動量 0。30mの 隆起を考慮した場合、取水可能水位は TR_と なる。以上のことから、

プラン トが停止し、循環水ポンプの取水量が減少している状況においては、地殻変動で地盤

が隆起した場合でも、 34海水ポンプの取水可能性に影響ができることはないものと考え

ている。

以上
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3 浸水防護施設の基本設計方針、適用基準及び適用規格
(1)基本設計方針

申請範囲に係る部分に限る。

変更後

変更なし

変更なし

変更前

用語の定義は 「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に

関する規則」の第 2条 (定義)による。
それ以外の用語については以下に定義する。

1.設置許可基準規則第 12条第 2項に規定される「安全機能を有す
る系統のうち、安全機能の重要度が特に高い安全機能を有するも

の」(解釈を含む。)を重要施設とする。(以下「重要施設」という。)

2.設計基準対象施設のうち、安全機能を有するものを安全施設と
する。 (以下 「安全施設」という。)

3.安全施設のうち、安全機能の重要度が特に高い安全機能を有する

ものを重要安全施設とする。 (以下「重要安全施設」という。)

4.浸水防護設備の基本設計方針「第 2章 個別項目」の「1.津波
による損傷の防止、2.発電用原子炉施設内における冷水等による

損傷の防止、3.主要対象設備」においては、設置許可基準規則第
2条第 2項第 11号に規定される「重大事故等対処施設」は、設置

許可基準規則第 2条第 2項第 12号に規定される「特定重大事故等

対処施設」を含まないものとする。

5,浸水防護設備の基本設計方針「第 2章 個別項目」の「1.津波
による損傷の防止、2.発電用原子炉施設内における澄水等による

損傷の防止、3.主要対象設備」においては、設置許可基準規則第
2条第 2項第 14号に規定される「重大事故等対処設備」は、設置

許可基準規則第 2条第 2項第 12号に規定される「特定重大事故等

対処施設」を構成するものを含まないものとする。

第 1章 共通項目
一通 しページ228-



変更後

基準は、基準津波 3及び基準津波 4の波源に関する「崩壊規模」及び

「破壊伝播速度」並びに若狭湾における津波の伝播特性のパラメー

タスタディの結果を踏まえ、敷地への遡上及び水位の低下による海

水ポンプヘの影響のおそれがある津波を網羅的に確認 したうえで、

潮位のゆらぎ等を考慮して設定する。なお、設定に当たっては、平常

時及び台風時の潮位変動の影響を受けないことも確認する。

具体的には、「潮位観測システム (防護用)の うち、2台の潮位計の

観測潮位がいずれも10分以内にO.5mに 1)以上下降し、その後、最低

潮位から10分以内に0.5m徳
1)以上上昇すること、又は10分以内に0.5m

(注 1)以上上昇し、その後、最高潮位から10分以内にO.5m(注
1)以上下

降すること。」とする。

この条件成立を 1号及び 2号機当直課長と3号及び 4号機当直課

長の潮位観測システム (防護用)の うち衛星電話 (津波防護用)を用

いた連携により確認 (以下、この条件成立の確認を「取水路防潮ゲー

トの閉止判断基準を確認」という。)した場合、循環水ポンプを停止

(プラント停止)後、取水路防潮ゲー トを閉止する手順を整備する。

なお、取水路防潮ゲー トの保全計画による保守作業時に、発電所構

外において津波と想定される潮位の変動を観沢Jした場合、保守作業

を中断し、作業前の状態に復旧することで発電所の安全性に影響を

及ぼさない設計としている。

1.1.2 入力津波の設定
入力津波については、「最も水位変動が大きい入力津波」及び「施

設に影響を及ぼす水位に近接する入力津波」をそれぞれ設定する。

入力津波の設定の諸条件の変更により、評価結果が影響を受けない

変更前

1.1.2 入力津波の設定



変更後

ことを確認するために、評価条件変更の都度、津波評価を実施する運

用とする。

(1)最 も水位変動が大きい入力津波

最も水位変動が大きい入力津波は、各施設・設備の設計又は評価を

行 うため、最も水位変動が大きい津波を遡上波の地上部からの到達、

流入に伴 う入力津波 (以下「遡上波」という。)と取水路・放水路等

の経路からの流入に伴 う入力津波 (以下「経路からの津波」という。)

として設定する。

遡上波及び経路からの津波の設定の諸条件の変更により、評価結

果が影響を受けないことを確認するために、評価条件変更の都度、津

波評価を実施する運用とする。

遡上波については、遡上への影響要因として、敷地及び敷地周辺の

地形及びその標高、河ナ|1等の存在、設備等の設置状況並びに地震によ

る広域的な隆起・沈降を考慮して、遡上波の回り込みを含め敷地への

遡上の可能性を評価する。遡上する場合は、基準津波の波源から各施

設。設備の設置位置において算定される津波高さとして設定する。ま

た、地震による変状又は繰返し襲来する津波による洗掘・堆積により

地形又は河川流路の変化等が考えられる場合は、敷地への遡上経路

に及ぼす影響を評価する。

経路からの津波については、浸水経路を特定し、基準津波の波源か

ら各施設・設備の設置位置において算定される時刻歴波形及び津波

高さとして設定する。

変更前

各施設・設備の設計又は評価に用いる入力津波として、敷地への遡

上に伴 う入力津波 (以下「遡上波」という。)と取水路・放水路等の

経路からの流入に伴う入力津波 (以下 「経路からの津波」という。)

を設定する。

入力津波の設定の諸条件の変更により、評価結果が影響を受けな

いことを確認するために、評価条件変更の都度、津波評価を実施する

こととし、保安規定に定めて管理する。

a.遡上波については、遡上への影響要因として、敷地及び敷地周辺

の地形及びその標高、河川等の存在、設備等の設置状況並びに地震

による広域的な隆起・沈降を考慮して、遡上波の回り込みを含め敷

地への遡上の可能性を評価する。遡上する場合は、基準津波の波源

から各施設 。設備の設置位置において算定される津波高さとして

設定する。また、地震による変状又は繰返し襲来する津波による洗

掘・堆積により地形又は河川流路の変化等が考えられる場合は、敷

地への遡上経路に及ぼす影響を評価する。

b.経路からの津波については、浸水経路を特定し、基準津波の波源

から各施設 。設備の設置位置において算定される時刻歴波形及び

津波高さとして設定する。



「資料 2-1-2-1耐 津波設計の基本方針」の記載方針 (抜粋 )

具体的には、 「潮位観沢1システム (防護用)の うち、2台の潮位計の観浪1潮位がい

ずれも10分以内に0.5m(ユに
1)以上下降し、その後、最低潮位から10分以内に0.5m(注

1)以上上昇すること、又は10分以内に0,5m(ユ
Ll)以上上昇し、その後、最高潮位か

ら10分以内に0.5m(注
1)以上下降すること。」とする。

この条件成立を 1号及び 2号機当直口果長と3号及び 4号機当直課長の潮位観沢Jシ

ステム (防護用)の うち衛星電話 (津波防護用)を用いた連携により確認 (以下、

この条件成立の確認を「取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を確認」という。)し た

場合、循環水ポンプを停止 (プラント停止)後、取水路防潮ゲー トを閉止する手順

を整備する。

なお、取水路防潮ゲー トの保全計画による保守作業時に、発電所構外において津

波と想定される潮位の変動を観測した場合、保守作業を中断し、作業前の状態に復

旧することで発電所の安全性に影響を及ばさない設計としている。

2.2 入力津波の設定

入力津波については、 「最も水位変動が大きい入力津波」及び 「施設に影響を及ぼす

水位に近接する入力津波Jをそれぞれ設定する。

入力津波の設定の諸条件の変更により、評価結果が影響を受けないことを確認するた

めに、評価条件変更の都度、津波評価を実施する運用とする。

(1)最 も水位変動が大きい入力津波

最も水位変動が大きい入力津波は、各施設・設備の設計又は評価を行うため、最

も水位変動が大きい津波を遡上波の地上部からの到達、流入に伴 う入力津波 (以下

「遡上波」という。)と 取水路・放水路等の経路からの流入に伴 う入力津波 (以下

「経路からの津波」という。)を設定する。

設定方針を以下に示す。

基準津波については、資料 2-1-2-2「 基準津波の概要」に示す。入力津波

の設定方法及び結果に関しては、資料 2-1-2-3「 入力津波の設定」に示す。

入力津波の設定の諸条件の変更により、 「2.3 入力津波による津波防護対象設備ヘ

の影響評価」にて実施する評価結果が影響を受けないことを確認するために、評価

条件変更の都度、津波評価を実施することとし、保安規定に定めて管理する。

遡上波については、遡上への影響要因として、敷地及び敷地周辺の地形及びその

標高、河)|1等の存在、設備等の設置状況並びに地震による広域的な隆起・沈降を考

慮して、遡上波の回り込みを含め敷地への遡上の可能性を評価する。遡上する場合

は、基準津波の波源から各施設 。設備の設置位置において算定される津波高さとし
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添付2火災、内部浴水、火山影響等、自然災害

および有毒ガス発生時の対応に係る実施基準

(第 18条、第 18条の 2、 第珂8条の 2の 2、 第 18条の 3

および第 18条の 3の 2関連)
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5 5定期的な評価
(1)各課 (室)長は、5,1項から5.4項の活動の実施結果について、 1年に 1回
以上定期的に評価を行うとともに、評価結果に基づき、より適切な活動となるよう

に必要に応じて、計画の見直しを行い、安全 日防災室長に報告する。

(2)安全 日防災室長は、各課 (室)長からの報告を受け、必要に応じて、計画の見直
しを行う。

5.6原 子炉施設の災害を未然に防止するための措置
各課 (室)長は、津波の影響により、原子炉施設の保安に重大な影響をおよばす
可能性があると判断した場合は、所長、原子炉主任技術者および関係課 (室)長に
連絡するとともに、必要に応じて原子炉停止等の措置について協議する。

5 7その他関連する活動
(1)原子力技術部門統括 (原子力技術)および原子力技術部門統括 (土木建築)は、
以下の活動を実施することを社内標準に定める。

a.新たな知見の収集、反映
原子力技術部門統括 (原子力技術)および原子力技術部門統括 (土木建築)は、

定期的に新たな知見の確認を行い、新たな知見が得られた場合、耐津波安全性に

関する評価を行い、必要な事項を適切に反映する。

高浜発電所 添付 2-22/27
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<説明事項No ⑤>

資料 1の P194にういて、隆起が起こっても閉止判断基準に影響しにくいことを説明し

た上で、安全上の問題がないことの説明を記載充実する。

<説明>

基準津波 2の波源であるFO― A～ FO一 B～熊川断層の活動に伴い地殻変動が発生し

た後に、基準津波 2以外の基準津波が襲来する場合を想定し、発電所の安全性への影響に

ついて、別紙のとおり説明する。別紙の内容は補足説明資料に追力日する。

―鈍重しVペーージつ34-



別紙

2,8 地殻変動後の基準津波襲来時における発電所の安全性への影響について

地震によるサイ トの地殻変動については、基準津波 1の波源である若狭海丘列付近断層に

より±Om、 基準津波 2の波源であるFO一 A～ FO一 B～熊川断層により 0.30mの 隆起を想

定している。また、基準津波 3,4は地震起因ではないため発電所周辺の隆起は発生しない。

従つて、最も水位変動が大きい入力津波 (以下 「入力津波」という。)を用いた施設評価に

おいては、基準津波 2を波源 とする入力津波については下降側のみ 0.30mの 隆起を考慮 し、

上昇側は保守的に隆起を考慮しないこととしている。一方、基準津波 1及び基準津波 3,4

を波源 とする入力津波については地殻変動を考慮 しないこととしている。

本資料では、基準地震動の震源 と基準津波の波源が異なる場合、つまりFO― A～ FO一

B～熊川断層の活動に伴い地殻変動が発生 した直後に基準津波 2以外の基準津波が襲来す

る場合を想定し、発電所の安全性への影響について説明する。

なお、地殻変動を含めた入力津波の設定の諸条件の変更により、評価結果が影響を受けな

いことを確認するために、評価条件変更の都度、津波評価を実施することとし、保安規定に

定めて管理する。

2.8.1 FO― A～ FO一 B～熊川断層の活動直後のプラン ト状況の整理

FO― A～ FO一 B～熊川断層が活動することにより、地震動、地殻変動及び津波が

発生する。地震動については、発電所では地震動を検知することでプラン トを停止する。

地殻変動については、発電所周辺で 0.30mの 隆起が発生する。ここで、津波については、

気象庁から発表される大津波警報の発表の有無と、津波により発生する水位変動の大き

さ (取水路防潮ゲー トの閉止判断基準で津波水位を検知できるかどうか)の組合せによ

り、FO― A～ FO一 B～熊川断層の活動直後の取水路防潮ゲー トの状況が場合分けさ

れる。第 28-1表 にFO― A～ FO― B～熊川断層による地震が発生 した直後のプラン

ト状況を示す。

第 281表  FO一 A～ FO一 B～熊川断層による地震が発生した直後のプラント状況

地震動 地震動を検知してプランド停止

地殻変動 発電所周辺が030m隆起

津 波

大津波警報が発表される 大津波警報が発表されない

水位変動が大
きな津波※が

襲来する

①大津波警報が発表されることで
取水路防潮ゲートを閉止する

③水位変動が大きな津波※が襲来することで
取水路防潮ゲートの閉止判断基準を確認し、
取水路防潮ゲートを開止する

水位変動が大
きな津波※が

襲来しない

②大津波警報が発表されることで
取水路防潮ゲートを開止する

④大津波警報が発表されず、水位変動が大
きな津波※も襲来しないので、
取水路防潮ゲーHよ「開』状態

※10分以内に05m以上下降し、その後、最低潮位から10分以内に05m以上上昇する、
又は10分以内に0.5m以上上昇し、その後、最高潮位から10分以内に05m以上下降ずる津波
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2.8.2 FO一 A～ FO一 B～熊川断層の活動直後における津波に対する発電所の安全性評価

第 2-81表で整理したFO一 A～ FO― B～熊川断層による地震が発生した直後の

プラン ト状況のうち、①～③は取水路防潮ゲー トが閉止されているため、入力津波に対

して 0.30mの 隆起を考慮しても発電所の安全性への影響はない。

また、④は取水路防潮ゲー トが「開」状態であるが、若狭海丘列付近断層を波源 とす

る入力津波 (上昇側)に対 しては大津波警報が発表されることにより防潮ゲー トは閉止

されることから0.30mの 隆起を考慮 しても発電所の安全性への影響はない。

一方、④における隠岐 トラフ海底地すべり (エ リアC)を波源とする入力津波 (下降

側 )に対する発電所の安全性に関しては、地殻変動により標高が変わっても潮位の変動

は検知できることから、地殻変動前 と同様に潮位変動によるゲー ト閉止判断基準により

取水路防潮ゲー トを閉止できる。その際の海水ポンプの取水性についても、0。 30mの隆

起を考慮した場合の 3, 4号機海水ポンプの取水可能水位 T,P.E=Imに対して、プラ

ン ト停止時の下降側津波水位は T,P,E=〕 程度であることから、3,4号機海水ポンプ

の取水性に影響はない。津波水位の比較のイメージを第 281図 に示す。

第 2-8-1図  津波水位の比較 (イ メージ)

以上のことから、FO― A～ FO― B～熊川断層の活動により発電所周辺で 0.30m

の隆起が発生した場合も入力津波に対する発電所の安全性は確保される。
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<説明事項No.⑥ >

・耐震計算書について、電路の耐震性に係る記載を充実する。また、今回の耐震評価

手法について既認可実績があることを示す。

・衛星電話 (津波防護用)の代替手段の耐震クラス、波及的影響の有無について整理

して示す。

・電線管に対する波及的影響の評価結果について、補足等で問題ないことを説明する。

<説明>

・耐震計算書について、電路の耐震性に係る記載を充実する。また、今回の耐震評価手法

について既認可実績があることを示す。具体的には、添付資料 5‐ 3「潮位観測シス>ム (防

護用)に係る耐震設計の基本方針」及び補足説明資料4.3「潮位観測システム (防護用)の

電線路及び潮位観測システム (防護用)の電線路が設置された建物 。構築物の耐震性につ

いて」に、電路の耐震性に係る記載の充実及び既認可実績を明記する。

。衛星電話 (津波防護用)の代替手段の耐震クラス、波及的影響の有無について整理して

示す。具体的には、補足説明資料4.1「潮位観測システム (防護用)の設計に関する補足資

料」に、代替手段の耐震クラス、波及的影響の有無を明記する。

・電線管に対する波及的影響の評価結果について、補足説明資料 4.8「潮位観測システム (防

護用)に対する波及的影響評価について」に、波及的影響の評価結果を明記する。

<添付資料>

1.添付資料 5‐ 3「潮位観測システム (防護用)に係る耐震設計の基本方針」 (抜粋 )
2.補足説明資料4.3「潮位観測シス>ム (防護用)の電線路及び潮位観測システム (防
用)の電線路が設置された建物・構築物の耐震性について」 (抜粋 )

3.補足説明資料4.1「潮位観測システム (防護用)の設計に関する補足資料」 (抜粋)
4.補足説明資料4.8「潮位観沢1システム (防護用)に対する波及的影響評価について」

(新規追加 )
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添付資料 1

1.概要

潮位観測システム (防護用)の設置に伴い、当該設備が十分な耐震性を有することを

確認するための耐震設計の基本方針を以下に述べる。

本申請における既認可からの変更は、「潮位観測システム (防護用)」 の耐震設計の基

本方針に係る記載を追加した点である。

なお、潮位観測システム (防護用)の電線路は、基準地震動 Ssに よる地震力が作用し

た場合でも耐震性を有する設計とする。潮位観測システム(防護用)の電線路及び潮位観

測システム (防護用)の電線路が設置された建物・構築物の耐震性は補足説明資料に記

載する。
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添付資料 2

4.3.3.2評価対象設備

評価対象となる潮位観測システム (防護用)電線路の配置図を図 1、 2に、潮位観測シ

ステム (防護用)電線路の構造計画を表 1に示す。なお、潮位観測システム (防護用)の

電線路が設置される建屋・構築物を表 2-1、 表 2-2に示し、それらの耐震性について
は、既工認において耐震性を有することを確認している。具体的には、平成 28年 6月 1

0日 付け原規規発第1606104号、平成 28年 6月 10日 付け原規規発第1606105号、平成 2

7年 8月 4日 付け原規規発第1508041号及び平成 27年 10月 9日 付け原規規発第1510091

号にて認可された工事計画の資料 13-16「 耐震設計上重要な設備を設置する施設の説
明書」によるものとする。

表 2-1 電線路が設置される建屋 。構築物
(潮位観狽1システム (防護用)の うち潮位計)

設置場所
床面高さ

E.L.[m]

1号機海水ポンプ室

(1号機海水管 トレンチ室含む)
“

2号機海水ポンプ室 ―

2号機 海水管 トンネル

1号機 ディーゼル建屋 回

1、 2号機 原子炉補助建屋

8、 4号機海水ポンプ室
―

3号機 ディーゼル建屋

3、 4号機  中間建屋

3、 4号機 補助一般建屋
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表 2-2 電線路が設置される建屋・構築物
(潮位観測システム (防護用)の うち衛星電話 (津波防護用))

設置場所
床面高さ

E.L.[m]

1号機 原子炉補助建屋

3号機 中間建屋

3、 4号機 補助一般建屋
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添付資料 3

4.1.5 潮位観測シス>ム (防護用)の うち衛星電話 (津波防護用)の代替手段等の健全

性について

(1)代替手段等の選定について

衛星電話 (津波防護用)が機能喪失し、所要台数未満となった場合においても、1号及

び 2号機中央制御室と3号及び 4号機中央制御室間で連携するための代替手段及び代替手

段以外の通信手段を確保する。

中央制御室内において、1号及び 2号機中央制御室と3号及び 4号機中央制御室間の連

携に用いることができる通信連絡設備には、保安電話 (携帯)、 保安電話 (固定)、 運転指

令設備、衛星電話 (固定)、 携行型通話装置及び加入電話がある。

これらの設備の設計基準事故対処設備、重大事故等対処設備の区分は以下のとおり設定

しており、一定の信頼性を確保 している。

①衛星電話 (津波防護用)の代替手段の健全性

a.保安電話 (携帯)  :設 計基準事故対処設備
b.保安電話 (固定)  :設 計基準事故対処設備
c。 運転指令設備    :設 計基準事故対処設備
d.衛星電話 (固定)  :設 計基準事故対処設備、重大事故等対処設備

②衛星電話 (津波防護用)の代替手段以外の通信手段の健全性

a.携行型通話装置   :設 計基準事故対処設備、重大事故等対処設備
b.加入電話      :設 計基準事故対処設備

なお、衛星電話 (津波防護用)の代替手段である保安電話 (携帯)、 保安電話 (固定)

及び運転指令設備については、基準地震動に対する耐性は有していないが、津波警報等が

発表されない可能性のある津波が地震起因でないこと等を踏まえると、代替手段として有

効と考える。また、衛星電話 (津波防護用)と 同種の通信機器である衛星電話 (固定)も

有効である。以下に代替手段及び代替手段以外の通信手段の耐震重要度分類、波及的影響

の有無等の整理表を示す。
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設備名 設備区分
耐震重要度分類

設備分類

可搬 SAに対する

耐震評価

波及的影響

の有無

保安電話 (携帯)
設計基準事故

対処設備

Cク ラス
対象外

保安電話 (固定 )
設計基準事故

対処設備

Cク ラス
対象外

運転指令設備
設計基準事故

対処設備

Cク ラス
対象外

衛星電話 (固定)

設計基準事故

対処設備

重大事故等対

処設備

Cク ラス※

常設重大事故防

止設備

常設重大事故緩

和設備

影響無し

<代替手段>

※ :基準地震動 Ssによる地震力に対して重大事故時に対処するために必要な機能が損なわ

れるおそれがないことを確認している。

<代替手段以外の通信設備 >

設備名 設備区分 耐震重要度分類

設備分類

可搬 SAに対する

耐震評価

波及的影響

の有無

携行型通話装置

設計基準事故

対処設備

重大事故等対

処設備

可搬型重大事故

等紺処設備

既認可にて評価済

み
影響無し

加入電話
設計基準事故

対処設備
Cク ラス 対象外
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添付資料 4

4.8潮位観測システム (防護用)に対する波及的影響評価について

4.8.1概要

潮位観測システム (防護用)については、高浜 4号機の設計及び工事計画認可申

請書の添付資料 51「耐震設計の基本方針」の 「3.2 波及的影響に対する考慮」

に基づき、耐震設計を行うに際して、波及的影響を考慮した設計としている。

以下では、潮位観淑1システム (防護用)の波及的影響について説明する。

4,8.2潮位観測システム (防護用)の間接支持構造物に対する波及的影響について

潮位観測システム (防護用)機能を維持するために必要な間接支持構造物に対す

る波及的影響については、平成 28年 6月 10日 付け原規規発第 1606104号、平

成 28年 6月 10日 付け原規規発第 1606105号、平成 27年 8月 4日 付け原規規

発第 1508041号及び平成 27年 10月 9日 付け原規規発第 1510091号にて認可

された工事計画の資料 13-5「 波及的影響に係る基本方針」の 4項から変更は
ない。

4.8,3潮位観測システム (防護用)に対する波及的影響について

4.8.3.1実施方法

潮位観測システム (防護用)への下位クラス設備の波及的影響を確認するため、

潮位観測システム (防護用)周辺の波及的影響を及ぼす可能性がある下位クラス

設備の損傷、転倒及び落下による波及的影響について評価を実施する。

具体的には、事前準備、机上検討、プラントウォークダウン、検討対象設備の

抽出及び評価により、周辺の下位クラス施設の位置、構造及び影響防止措置等の

状況を確認し、下位クラス施設による波及的影響のおそれの有無を調査した。

波及的影響に係る検討フローを第 4‐ 8‐ 1図に示す。
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①事前準備

設計情報、プラントウォークダウン実施に係る事前検討等

③プラントウォークダウン

現場確認により周辺の下位クラス設備の位置、構造

及び影響防止措置等の状況を確認

②机上検討

設計情報から潮位観測システム (防護用)
の設置予定箇所を選定

④検討姑象設備の抽出

周辺にある下位クラス設備は、十分な離隔距
離により、地震による損傷、転倒及び落下を

想定した場合も潮位観測システム (防護用)
に悪影響を及ぼすおそれはある力、

⑥姑策検討 。実施

⑦評価終了

有

第 481図 波及的影響に係る検討フロー

4.8,3,2調 査結果

(1)事前準備、机上検討、プラントウォークダウン及び検討対象設備の抽出

建屋図面より、潮位観浪1システム (防護用)の設置予定箇所を机上検討によ

り選定した。また、プラントウォークダウンにより、周辺の下位クラス設備の

位置、構造及び影響防止措置等の状況を確認 した結果、潮位観狽1システム (防

護用)の うち、中央制御室衛星電話用アン】ナ (津波防護用)(以下「中央制御

室衛星電話用アンテナ (津波防護用 )」 という。)設置予定箇所付近に点検用階

段、発電機室窒素封入用配管、洗濯装置行き 1次系補助蒸気配管及び 2次系冷

却水タンクがあることを確認した。

これらの調査結果を踏まえ、潮位観測シス>ム (防護用)の うち、 1・ 2号

機中間建屋 (E.L.+24.Om)に 設置する中央制御室衛星電話用アンテナの設置予

定箇所付近に設置している点検用階段、発電機室窒素封入用配管、洗濯装置行

き 1次系補助蒸気配管及び 2次系冷却水タンクについて、地震による損傷、転
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倒及び落下を想定した場合、中央制御室衛星電話用アンテナ (津波防護用)と

接触するおそれがある範囲を確認することとした。

(2)評価

中央制御室衛星電話用アン>ナ (津波防護用)の設置予定箇所付近に設置し

ている点検用階段、発電機室窒素封入用配管、洗濯装置行き 1次系補助蒸気配

管及び 2次系冷却水タンクについて、地震時の損傷モー ド毎の評価を第 48-1

表に示す。第 牛辟2図に中央制御室衛星電話用アンテナ (津波防護用)の設置

予定箇所付近に設置している点検用階段、発電機室窒素封入用配管、洗濯装置

行き 1次系補助蒸気配管及び 2次系冷却水タンクの概略平面図及び断面図を示

す。第 483図 に中央制御室衛星電話用アンテナ (津波防護用)周辺の写真を
示す。

波及的影響の調査結果を第 4舒2表に、机上検討、プラントウォークダウン

時に使用したプラントウォークダウンチェンクシ~卜及び評価を添付 1の とお

り示す。

これらの評価を踏まえ、点検用階段、発電機室窒素封入用配管、洗濯装置行

き 1次系補助蒸気配管及び 2次系冷去「水タンクが、地震による損傷、転倒及び

落下した場合に中央制御室衛星電話用アンテナ (津波防護用)への波及的影響

のおそれがある範囲を特定し、その波及的影響が及ばない位置に中央制御室衛

星電話用アン>ナ (津波防護用)を設置する方針とする。
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第 481表 ′点検用階段、発電機室窒素封入用配管、洗濯装置行き 1次系補
助蒸気配管及び 2次系冷却水タンクの地震時の損傷モー ド毎の評価

下位クラス

設備
損傷モ

ー ド
評 価

点検用階段

損傷

第 482図 及び第 483図 に示すとおり、点検用階段は
1・ 2号機中間建屋の壁面に固定されているため、点検用階
段の水平方向及び下部に設置される設備については、局所的
な損傷により波及的影響を及ぼす可能性を否定できない。

転倒及

び落下

第 482図 及び第 483図 に示すとおり、点検用階段は
1・ 2号機中間建屋の壁面に固定されているため、点検用階
段の水平方向及び下部に設置される設備については、点検用

階段の転倒及び落下により波及的影響を及ぼす可能性を否
定できない。

発電機室

窒素封入用

配管

損傷

第 482図及び第 4辟 3図に示すとおり、発電機室窒素封
入用配管は 1・ 2号機中間建屋の壁面に固定されているた
め、発電機室窒素封入用配管の水平方向及び下部に設置され

る設備については、局所的な損傷により波及的影響を及ぼす

可能性を否定できない。

転倒及

び落下

第 482図及び第 4-83図に示すとおり、発電機室窒素封
入用配管は 1・ 2号機中間建屋の壁面に固定されているた
め、発電機室窒素封入用配管の水平方向及び下部に設置され

る設備については、発電機室窒素封入用配管の転倒及び落下
により波及的影響を及ぼす可能性を否定できない。

洗濯装置行

き 1次系補

助蒸気配管

損傷

第 4「82図及び第 483図 に示すとおり、洗濯装置行き 1
次系補助蒸気配管は 1,2号機中間建屋の壁面に固定されて
いるため、洗濯装置行き 1次系補助蒸気配管の水平方向及び
下部に設置される設備については、局所的な損傷により波及
的影響を及ぼす可能性を否定できない。

転倒及

び落下

第 482図及び第 483図 に示すとおり、洗濯装置行き 1
次系補助蒸気配管は 1・ 2号機中間建屋の壁面に固定されて
いるため、洗濯装置行き 1次系補助蒸気配管の水平方向及び
下部に設置される設備については、洗濯装置行き 1次系補助
蒸気配管の転倒及び落下により波及的影響を及ぼす可能性
を否定できない。

2次系冷却

水タンク

損傷

第 482図及び第 4-辟3図に示すとおり、2次系冷却水タン
クは 1・ 2号機タービン建屋の床面に固定されているため、
2次系冷去「水タンクの水平方向に設置される設備について
は、局所的な損傷により波及的影響を及ぼす可能性を否定で

きない。

転倒及

び落下

第 4-8-2図及び第 483図 に示すとおり、2次系冷却水タン
クは 1・ 2号機タービン建屋の床面に固定されているため、
2次系冷却水タンクの水平方向に設置される設備について
は、2次系冷却水タンクの転倒により波及的影響を及ぼす可
能性を否定できない。
なお、2次系冷却水タンクは床面に設置されているため、2
次系冷却水タンクの落下により波及的影響を及ぼすおそれ
はない。
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中間建屋 1
洗濯装置行き 中央制御室衛星電話用
次系補助蒸気配管 アンテナ(津波防護用)

発電機室窒素
封入用配管

点検用階段

2次系冷却水タンク

A― A矢視図

洗濯装置行き
1次系補助蒸気配管

発電機室窒素
封入用配管 中間建屋

中央制御室衛星電話用
アンテナ(津波防護用)

点検用階段

A
2次系冷却水タンク

A

第 4-8-2図  中央制御室衛星電話用アンテナ (津波防護用)周辺の概略平面図及び断面図
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第 4-83図  中央制御室衛星電話用アンテナ (津波防護用)周辺の写真
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第 482表  中央制御室衛星電話用アンテナ (津波防護用)への波及的影響調査結果

設備名 設置建屋

波及的影響を

及ぼすおそれのある

下位クラス設備

波及的影響
可

・・
‥

の

Ｏ

×

能性

あり

なし

中央制御室衛星電話用アンテナ

(津波防護用)

1・ 2号機
中間建屋

×

以上
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添付 1

潮位観測シスアム (防護用)への波及的影響に係る机上検討

建屋図面より、潮位観測システム (防護用)の設置予定箇所を選定した。

机上検討に用いた建屋図面例 (1号機中間建屋 断面図)
1



机上検討に用いた建屋図面例 (1号機及び 2号機 建屋平面図)
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机上検討に用いた建屋図面例 (3号機及び 4号機 建屋平面図)
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高浜発電所 1号機 プラントウォークダウンチェックシー ト
潮位観測システム (防護用)機器名称

床 E,L. C/B 24.Om

涙及 的影 響 につ いて Y N U N/A
1 屋屋 肉 にお け る下位 ク ラスの施設 の狼 傷 、転倒 及 び落 下等 に よる耐震亘 要施 設へ の影

響はない。
■ □ □ □

上位クラス施設の周辺に卜位クフス施設 (手すり、グレータング、照明、仮営資機
材等を含む)が存在しないため、下位クラス施設による波及的影響はない。

■ □ □ □

下記 の観 点 を踏 ま えて下位 クラス施設 が落下 した場 合 にお いて上位 クラス施 設 と援

触するおそれがない。
<観点>
下位クラス施設の衝突防止措置、固緯の状況、設置位置及び周辺の干渉物等を勘案
した上で推定される落下による影響エリア内に、上位クラス施設が設置されていな
いこと。
ただし、落下による影響エリアについては、落下想定位置から30cmの離隔を最低
距離とし、道切な幅を持たせて判断する。例えば、高所からの落下物は落下距離
に応じて影響エリアを広く見積もる必要がある。なお、推定される落下影響エリ
アについては 3人以上で協議の上、判断するものとする。

■

下記の観点を踏まえて下位クラス施設が損傷または転倒した場合において上位クラ
ス施設と接触するおそれがない。
<観点>
下位クラス施設と上位クラス施設の間に下位クラス施設の高さ分以上の離隔距離が
あること。ただし、30cmの離隔を最低距離とし、適切な幅を持たせて判断する。
離隔距離がない場合においては、下位クラス施設と上位クラス施設の間に干渉物、
衝突防止措置等により下位クラス施設が損傷または転倒した際に接触しない配置と
なっていること。

□ □

下位クラス施設が槙傷、猛倒及び落下等により接触する場合において、接触する下
位クラス施設の設置状況、設備種類、設備重量等を勘案 し上位クラス施設の機能に
影響を与えるおそれがないた

□

周辺に流体を内包する機器 (配管、容器等)がある場合、位置、構造等から溢水に
より当該設備に与える影響がない。

□ □ □ ■

。その他 ( ) □ □ □ ■

2 建屋外における下位クラスの施設の損傷、転倒及び落下等による耐震重要施設への影
響はない。 ■ □ □ □

上位クラス施設の周辺に下位クラス施設 (気象観測用欽塔等各種鉄塔を含む)力 存ゞ
在しないため、下位クラス施設による波及的影夕響はない。

□ ■ 回 □

下記の観点を踏まえて下位クラス施設が落下した場合において上位クラス施設と接
触するおそれがない。
<観点>
下位クラス施設の衝突防止措置、固縛の状況、設置位置及び周辺の干渉物等を勘案
した上で推定される落下による影響エリア内に、上位クラス施設が設置されていな
いこと。
ただし、落下による影響エリアについては、落下想定位置から30cmの離隔を最低
距離とし、適切な幅を持たせて判断する。例えば、高所からの落下物は落下距離に
応じて影響エリアを広く見積もる必要がある。なお、推定される落下影響エリアに
ついては 3人以上で協議の上、判断する()の とするハ

□

下記の観点を踏まえて下位クラス施設が損傷または転倒した場合において上位クラ
ス施設と接触するおそれがない。
<観点>
下位クラス施設と上位クラス施設の間に下位クラス施設の高さ分以上の離隔距離が
あること。ただし、30cmの離隔を最低距離とし、適切な幅を持たせて判断する。
離隔距離がない場合においては、下位クラス施設と上位クラス施設の間に干渉物、
衝突防止措置等により下位クラス施設が損傷または転倒した際に接触しない配置と
なつていること。
・下位クラス施設が落下により接触する場合において、接触する下位クラス施設の設
置状況、設備種類、設備重量等を勘案し上位クラス施設の機能に影響を与えるおそ
れがない。
周辺に流体を内包する機器 (阻管、6器等,がある場合、位直、構造等からT五荏水に
より当該設備に与える影響がない。

■ □ □ □

そ の 他 ( , □ □ □ ■

SA施設について Y N U N/A
1 対象機器と支持構造物との接合部に外見上の異常 (ボル トの緩み、腐食・亀裂等)は
ない。 □ □ □ ■

Y N N/A:対象外
総合評価 (機器周辺の状況ついての記載)

中央制御室衛星電話用アンテナ (津波防護用)の設置予定付近に点検用階段、発電機室窒素封入用配管、洗濯装置行き1次系補助蒸
気配管及び 2次系冷却水タンクがあることから、地震による損傷、転倒及び落下を想定した場合、中央制御室衛星電話用アンテナ (津
波防護用)に波及的影響を及ぼすおそれを否定できないため、その影響の範囲について特定したうえで配置を設計するぃ

実施日
実施者

2021 12
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<説明事項No.⑦ >

ソフトウェアの故障対応 (バグ対応)について、記載を充実する。

<説明>

ソフトウェアの故障対応 (バグ対応)について、設計方針や具体的なバグ管理に係る活動を追記し、

審査資料の記載を充実する。

<添付資料>

1.添付資料2‐ 1‐ 2‐ 5「津波防護に関する施設の設計方針」 (抜粋 )

2.添付資料2別添l「潮位観測システム (防護用)の うち潮位計の設定値及び誤差の考え方につい

て」 (抜粋 )

3.補足説明資料 「4.5潮位計の演算装置について」 (抜粋 )
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添付資料 1

4.機能設計

4.1 潮位観測システム (防護用 )

4。 1.1 潮位観測システム (防護用)の設計方針

潮位観測システム (防護用)は、「3.要求機能及び性能目標」の「3,1(2)性 能目標」で

設定している機能設計上の性能目標を達成するために、以下の設計方針としている。

潮位観測システム (防護用)は、敷地への遡上及び水位の低下による海水ポンプヘの影

響のおそれがある津波が襲来した場合に、その影響を防止する重要安全施設である取水路

防潮ゲー トの閉止判断基準を確認するため、以下の措置を講じる設計とする。

潮位観測シス>ム (防護用)の うち、潮位計は、中央制御室並びに 3号及び 4号機 中央

制御室において、「観測潮位が 10分以内に O.5m以上下降、又は上昇した時点」で警報発

信し、その後、「観測潮位が最低潮位から 10分以内に 0.5m以上上昇、又は最高潮位から

10分以内に 0.5m以上下降した時点」で警報発信する設計とする。また、 1号及び 2号機

当直課長と3号及び 4号機当直課長は、中央制御室並びに 3号及び 4号機中央制御室にお

いて潮位観測システム (防護用)の うち、衛星電話 (津波防護用)を用いて連携すること

により、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準を確認できる設計とする。なお、潮位計は 4台

設置し、このうち 1台を予備とし、衛星電話 (津波防護用)は 1号及び 2号機中央制御室

及び中央制御室に各々3台設置し、このうち 1台を予備とする。また、 1号及び 2号機中

央制御室並びに中央制御室に設置する衛星電話 (津波防護用)は、互いの中央制御室に設

置する 3台いずれの衛星電話 (津波防護用)に射しても通話が可能な設計とする。

潮位観測システム (防護用)が要求される機能を維持するため、計画的に保守管理を実

施するとともに必要に応じ補修を実施する運用を保安規定に定めて管理する。
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添付資料 2

2。 基本方針

発電所構内の潮位変動により津波襲来を判断するためには、潮位観測システム (防護用)が津波

襲来を判断できる設計であることを確認する必要がある。

潮位観測システム (防護用)は、潮位が平常時においても潮の満ち引きや波浪等により変動する

ため、ある潮位を基準とした相対的な潮位の上昇及び下降の監視ではなく、一定時間における潮位

の最大値と最小値の比較により、津波を確実に確認する事が可能な設計とする。

また、潮位計のうち演算装置は、ソフトウェアの開発 。設計・実機供用の各段階において、バグ

管理を継続的に実施し、バグを検知した場合は適切な措置を講ずる設計とする。
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添付資料 3

4.5。4故障検知について

演算装置のハー ドウェア及びソフトウェアの故障モー ド毎に速やかに異常を検知する機能を

有する設計としており、10分50cmの判断基準に影響を与えない設計となっていることを確認

している。潮位観測システム (防護用)の うち、潮位計は演算装置が組み込まれている。演算

装置は、ハー ドウェアとソフトウェアという2つの大きな要素ブロックから構成されており、

このうちハー ドウェアについては、CPUや 入出カモジュール等が含まれ、これらの多くはラ

ンダム故障の範囲と考えることができる。一方、ソフ トウェアについては、設計過程、製造過

程等に直接関わり、これらの中で必然的に発生する決定論的原因故障の範囲と考えることが妥

当と考えられる。 しかし、情報処理推進機構の公開文献 「組込みシステムの安全性向上の勧め

(機能安全編 )」 イこ示されているとおり、近年の組込みソフトウェアは複雑に進化しており、

その発生の傾向としては限りなくランダム故障に近いものとして取り扱う必要がでてきている

ことを考慮し、以下にハー ドウェアに起因する異常及びソフトウェアに起因する異常への対応

を説明する。

4.5,4.1ハードウェアに起因する異常への対応について

ハードウェアに起因する異常については、中央制御室の監視モニタに警報が発報され、速や

かに異常を検知可能である。第4-5-3表にハー ドウェアの故障モー ド及び異常検知機能を示

す。
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第 4-5-3表 ハー ドウェアの故障モード及び異常検知機能

故障モー ドに封する異常検知機能

電源ユニットが故障した場合、電源断となることにより監視モニタが演算装置にアクセスできなくなり、電源断後、10秒程度で監視モニタに通

信エラーの警報が発報される。また、演算装置の表示ランプは全て消灯する。

CPUが故障した場合、監視モニタが演算装置にアクセスできなくなり、故障後、10秒程度で監視モニタに通信エラーの警報が発報される。ま
た、演算装置の表示ランプは異常ランプが点灯する。

入カモジュールが故障した場合、監視モニタヘ即座に故障警報が発報される。また、演算装置の表示ランプは異常ランプが点灯する。

IOモジュールに入力される潮位データを読み書きできない場合、監視モニタヘ即座に故障警報が発報される。また、演算装置の表示ランプは異
常ランプが点灯する。

検出器から演算装置への入力が正常に行われない場合、10秒程度で故障警報を監視モニタに発信するとともに、電源箱に警報ランプが′点灯す

る。また、演算装置から監視モニタヘの出力が正常に行われない場合、10秒程度で故障警報を監視モニタに発信するとともに、演算装置に警報

ランプが点灯する。

プロセッサが異常動作を行つた場合、監視モニタヘ即座に故障警報が発報される。また、演算装置の表示ランプは異常ランプが点灯する。

存在しない命令コー ドを検出した場合、監視モニタヘ即座に故障警報が発報される。また、演算装置の表示ランプは異常ランプが点灯する。

演算紺象データに異常な値が設定された場合(0での割り算など)、 監視モニタヘ即座に故障警報が発報される。また、演算装置の表示ランプは異

常ランプが点灯する。

サンプリング周期以内にプログラムを実行できない場合、監視モニタヘ即座に故障警報が発報される。また、演算装置の表示ランプは異常ランプ

が点灯する。

故障モー ド

電源ユニットの経年劣化

CPUユ ニットの経年劣化

入カモジュールの経年劣化

IOモジュール読込エラー

アクセス異常

プロセッサ動作異常

不正命令の検出

命令エラー

データ処理遅延
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4.5。4.2ソ フトウェアに起因する異常への対応について

ソフトウェアに起因する異常については、情報処理推進機構の公開文献 「組込みソフトウェ

ア開発における品質向上の勧め (バグ管理手法編 )」 を参照し、バグ管理の目的、バグの定義

を明確化するとともに、ソフトウェアライフサイクルプロセスにおいて、どのような対応によ

りこれらのバグを検知し、どのような処置を講ずるか整理する。

(1)バグ管理の目的について

ソフトウェアにおけるバグ管理は、以下の目的で行 う。

・ バグの修正
。 残存するバグの有無の把握
・ バグの検出状況によるソフトウェアの品質の推定

・ バグの分析によるソフトウェアの品質改差

バグ管理を行うことで、バグの発見、原因究明、修正、確認、承認等の一連のバグ管理プロ

セスにより、対策漏れの防止や潜在バグの削減、対策の効率化と迅速化を行い、ソフトウェア

の品質向上を図ることができる。また、バグの発見から解決まで、全てのライフサイクルを通

じたバグ管理ができ、バグが未解決のまま残つたり、早期修正が必要なバグを見落としたりす

ることが無くなる効果を期待できる。

(2)バグの定義について

ソフトウェアに関しては、「ソフトウェアが故障した」という表現はあまり使わず、「示具

合」や 「欠陥」、「バグ」等の言葉が一般的である。いわゆる、ソフトウェアのバグは「障害

(fault)」 で、それが原因でソフトウェアが意図したとおりに機能しない現象が 「故障

(failure)」 であると捉えることができる。ただし、「バグJと いう用語は標準規格では定義

されていないが、「バグ」という言葉は、「障害」そのものと、「障害」が原因となって起こる

「故障」の両方を指すことがるという考え方が一般的である。

今回の潮位観測システム (防護用)に用いている演算装置のバグについては、IEEE Std

982.1‐ 2005 「IEEE Standard Dictionary ofⅣ Ieasures ofthe Software Aspects of

Dependability」 の「欠陥 (defect)」 を参照し、「設計者や事業者の認識の有無にかかわら

ず、すべての成果物において要件定義の誤り、仕様設計の誤り、プログラミングの誤り、シス

テム構築の誤 り等により「期待される結果」と乖離があるために、何かしらの対策・姑応が必

要と考えられる現象またはその原因。」と定義する。

(3)バグ管理ついて

例えば、ソフトウェアの開発段階では、様々な要因によリバグの発生が考えられ、バグを漏

一通 しページ260-



らさず適切に処理し、再発を防ぐためには、バグに関する情報を記録し、管理する必要があ

る。

バグの管理では、開発者や事業者が適切に対処できるよう、バグが発見されてから、原因究

明や処理が行われ、対応が完了したことが確認されるまでの一連の活動 「バグ管理プロセス」

を行う。開発段階におけるバグ管理プロセスの基本フローを第4-5-6図に示す。

第4-5-6図 バグ管理プロセスの基本フロー

① バグの発見・起票 :発見されたバグは、帳票等に記録し関係者へ報告される。報告の完了

時にバグ票の状態は「起票済」となり、関係者に通知される。

② 担当者の割り当て :起票された情報を確認し、適切な担当者を割り当てる。担当者が割り

当てられるとバグ票の状態は「担当者割当済」となり、担当者に通知される。

③ バグの原因調査 :担当者は再現性の確認、バグの原因調査、修正方法の検討等を行う。調

査後、解決方法等の情報を合わせて記録し、バグ票の状態を「調査済」とする。

④ バグの修正 :担当者は実際の修正作業を行う。バグを修正後、バグ票の状態を「処置済」

とし、報告は確認担当者などに通知される。

⑤ バグ修正内容の確認 :担当者は再テストを行い、修正が完了していることを確認した上

で、バグ票の状態を「検証済Jとする。

⑥ バグの修正完了 :管理者は「検証済」となっているバグに対して内容を確認し、バグ票の

状態を「完了」に変更する。

なお、実機供用段階においても、事業者はこれと同等の「バグ管理プロセス」を行うことに

より、全てのソフ トウェアのライフサイクルプロセスにおいて適切な管理活動を継続して実施

し、ソフ トウェアの品質向上を図ることができる。

(4)バ グ管理内容と管理項目について

バグ管理を行うために、バグに関するどのような情報を用いればよいかを、標準的なバグ管

① ② ③ ④ ⑤ ⑥
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項目名 説  明
管理番号 管理のための番号。

概要 発生したバグに関する概要説明。

重要度 バグが与える影響の度合いを分類する。

ステータス 対応の状況を記述する。

(例)起票済 (new)、 担当者割当済 (assigned)、 調査済 (analyzed)、
処置済 (resOlved)、 検証済 (verifled)、 完了 (closed)

発見 日時 バグの発見日時。

完了 日 処置内容の検証が終了し、処置完了した日付。

内容 発生したバグに関する詳細な説明。問題動作だけでなく、本来 (仕様

として)期待される動作も記述する。
発見工程 バグを発見した工程。

発生原因 バグ発生の原因分析結果。

解決方法/処置内容 解決方法、修正内容あるいは対応方針。
バグ区分 バグの分類。 「第4-5-5表 Jを参照。
作 り込み工程 バグを作り込んだ工程。

発見すべき工程 本来、バグを発見すべき工程。

発見すべきアクティヒ・ティ 本来、バグを発見すべきアクティヒ
ぐ
ティ(工程作業を、さらに分害1し、順

序付けした作業要素)。

理項目として設定する。管理主要項目一覧例を第4-5-4表に示す。

第4-5-4表 管理主要項目一覧例

なお、管理項目のうちバグ区分については、バグ内の内容を分類した情報項目で、バグの傾

向分析を行つたり、改善ポイントを検討したりする際にこの情報を用いることができる。バグ

発生プロセス別に分類したバグ区分を第4-5-5表 に示す。

一通 しページ262-



第4-5-5表 バグ区分プロセス別に分類したバグ区分
プロセス 種 別 説  明
開発

設計

記述誤 り ・ソフトウェア要求仕様書等における記述の間違い、不明

瞭、漏れなどによるもの。
・設計書における上記種別以外の記述の間違い、不日月瞭、漏

れなどによるもの。

機能欠如 ・ソフトウェア要求仕様書等における記述で、要求されてい

る機能全体の抜けによるもの。
。設計書における記述で、要求されている機能全体の抜けに

よるもの。

機能定義誤り ・ソフトウェア要求仕様書等における要求の定義が誤つてい

るもの。要求されていない機能が追加されているものも含

む。
・設計書における機能の設計全体が誤つているもの。要求さ

れていない機能が追加されているものも含む。

データ誤り データの取り扱いに関する誤りによるものc

演算誤り 演算方法に関する誤りによるもの。

インターフェイス己具り インターフェイス仕様 (設計)関係の誤 りによるもの。
。システム間のデータ形式 (構造、量)の誤 り。
・プログラム、タスク間のデータ形式の誤 り。等

タイミンク
ぐ
記黒り タスク間のタイミンク

゛
関係の誤り、設計不十分によるもの。

・タスク間の実行条件 (処理順序や割 り込み処理の優先順

位)の誤 り。
エラーチェック秘具り エラーチェックの抜けによるもの。

。関数、メソンド呼び出しの戻り値の扱いの誤り (エナチェック抜

け)、 入カデータのチェックの誤りなど。

実装 データ誤り コー ドレベルでのデータの取り扱いの誤 りによるもの。

インターフェイス司具り コー ドレベルでのインターフェイス関係の誤りによるもの。
。関数・メソンド呼び出しの引数の誤 り。
。他社製ソフトウェアの設定や呼び出し誤り。

タイミンク
ぐ
£具り コー ドレベルでのタスク間のタイミンク

ヾ
関係の誤りによるもの。

。タスク間の実行条件 (処理順序や割 り込み処理の優先順

位)の誤 り。
エラーチェック£具り コー ドレベルでのエラーチェックの抜けによるもの。

彩斃台ヒ歩(タロ コー ドの記述で、要求されている機能全体の抜けによるも

の 。

機能実装誤り 上記以外で機能の実装が正しくないもの。要求されていない

機能に対するコー ドが追加されているものも含む。

(5)バ グの検知方法について

開発・設計段階においては、ベングーの品質保証によリソフトウェアの不具合が混入しない

対策を講じており、ソフトウェア故障の可能性は十分低く抑えられている。

しかし、第4-5-5表 「バグ区分プロセス別に分類したバグ区分」に示すとおり、ソフトウ

ェアのライフサイクルプロセスにおいて、何らかのバグが発生する可能性があることを否定で
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きない。

このため、よリー層の信頼性向上の観点で、開発・設計段階においては、バグを検知するた

め複数の機能検査 (メ モリ検査、プログラム実行検査、通信検査、リアルタイムクロック検査

等)を実施するとともに、定周期処理、シングルタスク構成、割り込み処理なしの簡素なソフ

トウェア処理構造にするとともに、可視化言語 (ラ ダープログラム)を適用し、可能な限リバ

グを容易に検知できる措置を講じる。また、実機供用後の運転・変更 。廃止段階においては、

事業者の定期点検、設備保全等 (マスターソフ トウェアと実機に装荷したソフトウェアの照

合、演算装置に模擬入力を印加しプログラム通りの設定値で警報が動作をしていることを確認

する。また、取水路防潮ゲー ト閉止判断基準には到達しないが、平常時とは異なる潮位変動を

確認した場合 (台風等の異常時の潮位変動を除く)、 監視モニタと手計算の潮位変化量が整合

していることを確認する等)に よリバグが発生していないことを確認するとともに、バグを検

知した場合は、ソフ トウェアのバージョンアップ等により正しいソフトウェアヘ速やかに更新

する。これらのソフ トウェアライフサイクルプロセスの各段階における対応により、バグの検

知が可能である。第4-5-6表にソフトウェアライフサイクルプロセスにおけるソフトウェア

管理活動を示す。

なお、演算装置は、4台のうち固定しない予備を設けること、各チャンネルが独立している

ことから、1台ずつソフトウェアの更新ができる設計としている。このため、1台のソフ トウェ

アが更新中の場合においても、3台による潮位監視が可能であり、判断基準に影響を与えない

設計としている。

これらの開発・運用上の多層的な配慮により、ソフトウェアの高い信頼性を確保している。
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ソフトウェア管理活動

定周期処理、シングルタスク構成、割り込み処理なしの簡素なソフ トウェア処理構造に

するとともに、可視化言語 (ラ ダープログラム)を適用し、エラーやバグの確認を容易
としている。

工場出荷前段階における健全性確認試験 (メ モリ検査、プログラム実行検査、通信検

査、リアルタイムクロック検査等)により、バグやエラーが混入していないことを確認
している。

定期点検 (マスターソフトウェアと実機に装荷したソフトウェアの照合、演算

装置に模擬入力を印加しプログラム通りの設定値で警報が動作をしていること

を確認する。また、取水路防潮ゲー ト開止判断基準には到達しないが、平常時

とは異なる潮位変動を確認した場合 (台風等の異常時の潮位変動を除く)、 監

視モニタと手計算の潮位変化量が整合していることを確認する。)に より、双
方のソフトウェアの設定値等の一致を確認する。

設備保全 (監視モニタや演算装置の巡視点検)に より、システム異常有無を
定期的に確認する。

「ソフトウェア等変更承認票」により、変更箇所、変更原本となる実機ソフ

トウェアのバージョンおよびマスターソフトウェアのバージョン、変更予定

日、変更予定者、変更の要求元、変更内容、変更理由、変更による影響評価

結果を記した帳票を確認する。

新たな設計 ,開発となる場合、変更作業計画が要求事項を満たしていること

を確実にするために姑比して検証するとともに、試運転、現地または工場性

能試験、検査を実施し、変更内容の妥彗性を確認する。

装荷段階における機能確認試験により、正しいソフトウェアが装荷されたこ

とを確認する。

なお、演算装置は、4台のうち固定しない予備を設けること、各チャンネル

が独立していることから、1台ずつソフ トウェアの更新ができる設計として
いるため、1台のソフトウェアが更新中の場合においても、3台による潮位監

視が可能であり、判断基準に影響を与えない設計としている。

マスターンフトウェア及び実機に装荷したソフ トウェアを完全に破壊し、記録内容が読

み取られ再使用されないような措置を行 う。

動作不能状態

システム設計要求仕様が正しく

ソフトウェア設計要求仕様に反

映されず相違がある状態

ソフトウェア設計要求仕様通り

に正しくソフトウェアが製作さ

れず相違がある状態

ソフ トウェアの不具合により、

監視モニタにて潮位変化量を正

しく表示又は正しい設定値によ

り警報を発信できない状態

同上

不具合の発生要因

設計段階でプログラムや
コンパイラにバグが残つ

た状態が維持

ソフトウェアの製作段階

でバグが混入

実機供用期間中にバグが

発生

ソフ トウェアの変更時に
バグが混入

旧ソフトウェアの誤用に

よリバグが混入

ソフ トウェアラ

イフサイクルプ

ロセス

開発・設計プロ

セス

運転プロセス

変更プロセス

廃止プロセス

第 4-5-6表 ソフトウェアライフサイクルプロセスにおける不具合の発生要因、動作不能状態及びソフトウェア管理活動
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<説明事項No ③>

資料 1の P225の表 10について、バグの重要度の識別 (緊急とそれ以外)を整理し、それぞれの

場合のアップデー トの手立てと、緊急の場合のアンプデ~卜 の際の、プラント停止も踏まえた対応

の考え方を示す∩

<説明>

バグの重要度の識別等について、設工認の補足説明資料の記載を充実するとともに、故障時の対応を

申請図書に追記する。また、プラント停止を踏まえた具体的な運用について、保安規定の補足説明資

料の記載を充実する。

添付資料

1.補足説明資料4.5「潮位計の演算装置について」 (抜粋 )

2.添付資料 2別添 2「発電所構外の観測潮位を用いた取水路防潮ゲー ト閉止判断の早期化等の対応

及び潮位観測システム (防護用)の故障時の対応について」 (抜粋 )

3.保安規定の補足説明資料5「構外の観測潮位を活用した運用に係る補足説明資料」 (抜粋 )
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添付資料 1

4.5,4.2ソ フトウェアに起因する異常への対応について

潮位観測システム (防護用)の うち、潮位計に用いている演算装置については、潮位データ

を演算装置内に一旦保管し、ソフトウェア上で統計的に処理する機能を有している。この機能

に想定されるバグとして、開発段階におけるプログラムミス等により、データ欠測した場合の

異常処理や、10分間の潮位データを完全に取得しない状態でシステム復旧し、正しい潮位変動

を計測できないといつた、今回採用しているソフトウェア固有の異常が発生する可能性があ

る。このように、潮位観決Jシステム (防護用)は、従来の安全保護系とは異なる要素をもつて

いることから、適切な品質管理を実施する必要がある。

ソフトウェアに起因する異常については、情報処理推進機構の公開文献 「組込みソフトウェ

ア開発における品質向上の勧め (バグ管理手法編 )」 を参照し、バグ管理の目的、バグの定義

を明確化するとともに、ソフトウェアライフサイクルプロセスにおいて、どのような対応によ

りこれらのバグを検知し、どのような処置を講ずるか整理する。

なお、ベンダーの開発 。設計段階におけるバグヘの対応・処置については、ベンダーにおけ

るバグ管理に係る品質保証活動を向上させるための調達管理を、事業者が確実に実施する。ま

た、実機供用段階におけるバグヘの対応・処置については、事業者及びベンダーが定期点検、

設備保全等を定期的に実施する。

(1)バ グ管理の目的について

ソフトウェアにおけるバグ管理は、以下の目的で行 う。

・ バグの修正

・ 残存するバグの有無の把握

・ バグの検出状況によるソフトウェアの品質の推定

・ バグの分析によるソフトウェアの品質改差

バグ管理を行うことで、バグの発見、原因究明、修正、確認、承認等の一連のバグ管理プロ

セスにより、対策漏れの防止や潜在バグの削減、対策の効率化と迅速化を行い、ソフトウェア

の品質向上を図ることができる。また、バグの発見から解決まで、全てのライフサイクルを通

じたバグ管理ができ、バグが未解決のまま残つたり、早期修正が必要なバグを見落としたりす

ることが無くなる効果を期待できる。

(2)バグの定義について

ソフトウェアに関しては、「ソフトウェアが故障した」という表現はあまり使わず、「不具

合」や 「欠陥」、「バグ」等の言葉が一般的である。いわゆる、ソフトウェアのバグは「障害

(色ult)」 で、それが原因でソフトウェアが意図したとおりに機能しない現象が 「故障
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(failure)」 であると捉えることができる。ただし、「バグ」という用語は標準規格では定義

されていないが、「バグ」という言葉は、「障害」そのものと、「障害」が原因となって起こる

「故障」の両方を指すという考え方が一般的である。

今回の潮位観測システム (防護用)に用いている演算装置のバグについては、IEEE Std

982.1‐ 2005 「IEEE Standard]Dictionary ofい 正easures ofthe Soltware Aspects of

Dependability」 の「欠陥 (defect)」 を参照し、「設計者や事業者の認識の有無にかかわら

ず、すべての成果物において要件定義の誤 り、仕様設計の誤り、プログラミングの誤り、シス

テム構築の誤り等により「期待される結果」と乖離があるために、何かしらの対策・対応が必

要と考えられる現象またはその原因。Jと 定義する。

(3)バグ管理ついて

ソフトウェアの開発・設計・実機供用段階で、様々な要因によリバグの発生が考えられ、バ

グを漏らさず適切に処理し、再発を防ぐためには、バグに関する情報を記録し、管理する必要

がある。

バグ管理については、バグが発見されてから、原因究明や処理が行われ、対応が完了したこ

とが確認されるまでの一連の活動 「バグ管理プロセス」を、事業者がベンダーに要求し、これ

を適切に管理する。開発段階におけるバグ管理プロセスの基本フローを第4-5-6図に示す。

第4-5-6図 バグ管理プロセスの基本フロー

① バグの発見・起票 :発見されたバグは、帳票等に記録し関係者へ報告される。報告の完了

時にバグ票の状態は「起票済」となり、関係者に通知される。

② 担当者の割り当て :起票された情報を確認し、適切な担当者を割り当てる。担当者が割り

当てられるとバグ票の状態は「担当者割当済」となり、担当者に通知される。

③ バグの原因調査 :担当者は再現性の確認、バグの原因調査、修正方法の検討等を行う。調
査後、解決方法等の情報を合わせて記録し、バグ票の状態を「調査済」とする。

④ バグの修正 :担当者は実際の修正作業を行う。バグを修正後、バグ票の状態を「処置済」

① ② ③ ④ ⑤ ⑥
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とし、報告は確認担当者などに通知される。

⑤ バグ修正内容の確認 :担当者は再テストを行い、修正が完了していることを確認した上

で、バグ票の状態を「検証済」とする。

⑥ バグの修正完了 :管理者は「検証済」となっているバグに対して内容を確認し、バグ票の

状態を「完了」に変更する。

(4)バグ管理内容と管理項目について

バグ管理を行 うために、バグに関するどのような情報を用いればよいかを、標準的なバグ管

理項目として設定する。管理主要項目一覧例を第4-5-4表に示す。

第4-5-4表 管理主要項目一覧例
項目名 説  明

管理番号 管理のための番号。

概要 発生したバグに関する概要説明。

ステータス 対応の状況を記述する。

(例)起票済 (new)、 担当者割当済 (assigned)、 調査済 (analyzed)、
処置済 (resOlved)、 検証済 (verined)、 完了 (closed)

発見 日時 バグの発見 日時。

完了日 処置内容の検証が終了し、処置完了した日付。

内容 発生したバグに関する詳細な説明。問題動作だけでなく、本来 (仕様

として)期待される動作も記述する。
発見工程 バグを発見した工程。

発生原因 バグ発生の原因分析結果。

解決方法/処置内容 解決方法、修正内容あるいは対応方針。
バグ区分 バグの分類。 「第4-5-5表」を参照。
重要度 バグが与える影響の度合いを分類する。「第 4-5-5表」を参照。
作り込み工程 バグを作り込んだ工程。

発見すべき工程 本来、バグを発見すべき工程。

発見すべきアクティヒ
゛
ティ 本来、バグを発見すべきアクティヒ

ヾ
ティ (工程作業を、さらに分割し、順

序付けした作業要素)。

なお、管理項目のうちバグ区分については、バグの内容を分類し、バグの傾向分析を行った

り、改善ポイントを検討したりする際に用いることができる。また、バグ区分毎に演算装置の

機能に与える影響の度合いを検討し、重要度を分類した。バグ発生プロセス別に分類したバグ

区分・重要度を第4-5-5表に示す。
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第4-5-5表 バグ発生プロセス別に分類したバグ区分

※ :A:個別又は共通的に発生する可能性のあるバグであり、潮位計が動作不能となる。

B:個別又は共通的に発生する可能性のあるバグであり、潮位計が動作不能となる可能性がある。

プ ロ

セス
種 丹町 説  明

重要度
※

開発

設計

記述誤 り ・ソフトウェア要求仕様書等における記述の間違い、不

明瞭、漏れなどによるもの。
。設計書における上記種別以外の記述の間違い、不明

瞭、漏れなどによるもの。

A

将発含ヒ久女日 ・ソフトウェア要求仕様書等における記述で、要求され

ている機能全体の抜けによるもの。
・設計書における記述で、要求されている機能全体の抜

けによるもの。

A

機能定義誤り ・ソフトウェア要求仕様書等における要求の定義が誤つ

ているもの。要求されていない機能が追力日されているも

のも含む。
。設計書における機能の設計全体が誤つているもの。要

求されていない機能が追加されているものも含む。

A

データ誤り データの取り扱いに関する誤りによるもの。 B

演算誤り 演算方法に関する誤 りによるもの。 B

インターフェイス司呉り インターフェイス仕様 (設計)関係の誤りによるもの。
・システム間のデータ形式 (構造、量)の誤り。
・プログラム、タスク間のデータ形式の誤り。等

B

タイミンク
゛
秘黒り タスク間のタイミンク

゛
関係の誤り、設計不十分によるもの。

・タスク間の実行条件 (処理順序や割 り込み処理の優先

順位)の誤 り。

B

エラーチェック司呉り エラーチェックの抜けによるもの。
・関数、メノンド呼び出しの戻り値の扱いの誤 り (エラーチェ

ック抜け)、 入カデータのチェックの誤 りなど。

B

実装 データ誤り コー ドレベルでのデータの取り扱いの誤 りによるもの。 B

インターフェイス司呉り コー ドレベルでのインターフェイス関係の誤りによるもの。
・関数 。メノッド呼び出しの引数の誤 り。
・他社製ソフトウェアの設定や呼び出し誤 り。

B

タイミンク
゛
記黒り コー ドレベルでのタスク間のタイミンク

゛
関係の誤 りによるも

の 。

・タスク間の実行条件 (処理順序や割 り込み処理の優先

順位)の誤 り。

B

エラーチェック記呉り コー ドレベルでのエラーチェックの抜けによるもの。 B

機能欠如 コードの記述で、要求されている機能全体の抜けによる

もの。

A

機能実装誤り 上記以外で機能の実装が正しくないもの。要求されてい

ない機能に姑するコー ドが追加されているものも含む。

A
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(5)バグの検知方法について

開発・設計段階においては、ベンダーの品質保証によリソフトウェアの不具合が混入しない

対策を講じており、ソフトウェア故障の可能性は十分低く抑えられている。

しかし、第4-5-5表 「バグ発生プロセス別に分類したバグ区分」に示すとおり、ソフトウ

ェアのライフサイクルプロセスにおいて、何らかのバグが発生する可能性があることを否定で

きない。

このため、よリー層の信頼性向上の観点で、開発・設計段階においては、事業者の調達要求

に基づき、ベンダーはバグを検知するため複数の機能検査 (メ モリ検査、プログラム実行検

査、通信検査、リアルタイムクロック検査等)を実施するとともに、定周期処理、シングルタ

スク構成、割 り込み処理なしの簡素なソフトウェア処理構造にするとともに、可視化言語 (ラ

ダープログラム)を適用し、可能な限リバグを容易に検知できる措置を講じる。また、実機供

用後の運転 。変更 。廃止段階においては、事業者及び事業者の調達要求に基づくベンダーの定

期点検、設備保全等 (マスターソフトウェアと実機に装荷したソフトウェアの照合、演算装置

に模擬入力を印加しプログラム通りの設定値で警報が動作すること、取水路防潮ゲー ト閉止判

断基準には到達しないが、平常時とは異なる潮位変動を確認した場合 (台風等の異常時の潮位

変動を除く)、 監視モニタと手計算の潮位変化量が整合していることを確認すること及び異常

な模擬データを演算装置に入力しても、設計通り機能することを確認すること)に よリバグが

発生していないことを確認する。

第4-5-5表 で設定したバグの重要度を踏まえると、重要度A,Bいずれのバグが発生した場

合においても、個別又は共通的に発生する可能性のあるバグであり、かつ潮位計が動作不能と

なる可能性がある。このため、いずれも前述の検査、定期点検、設備保全等のソフトウェアラ

イフサイクルプロセスの各段階におけるソフトウェア管理活動によリバグを検知できる設計と

しており、これに準じた運用は保安規定に定めて管理する。ソフトウェアライフサイクルプロ

セスにおける不具合の発生要因、動作不能状態及びソフトウェア管理活動を第4-5-6表に示

す。

なお、演算装置は、4台のうち固定しない予備を設けること、各チャンネルが独立している

ことから、1台ずつソフトウェアのバージョンアップ等によリバグを修正できる設計としてい

る。このため、1台のソフトウェアがバージョンアップ等を実施する場合においても、3台によ

る潮位監視が可能であり、判断基準に影響を与えない設計としている。

これらの開発 。運用上の多層的な配慮により、ソフトウェアの高い信頼性を確保している。
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ソフトウェア管理活動

ベンダー

走周期処理、シングルタスク構成、割 り込み処
理なしの簡素なソフ トウェア処理構造にすると
ともに、可視化言語 (ラ ダープログラム)を適
用し、エラーやバグの確認を容易としている。

工場出荷前段階における健全性確認試験 (メ モ
リ検査、プログラム実行検査、通信検査、ジア
ルタイムクロック検査等)により、バグやエラ
ーが混入していないことを確認している。

マスターソフトウェアと実機に装荷し
たソフ トウェアを照合する。
演算装置に模擬入力を印加しプログラ
ム通りの設定値で

着
警報が動作をしてい

ることを確認する。
異常な模擬データを演算装置に入力し
ても、設計通り機能することを確認す
る。

新たな設計・開発 となる場合、変更作業計画が

要求事項を満たしていることを確実にするため

に対比 して検証するとともに、現地又は工場イ陛

能試験、検査及び試運転を実施する。

事業者

ベンダーにおけるバグ管理に係る品質保証活動を向上させるた
めの調達管理を確実に実施する。

ベンダーにおけるバグ管理に係る品質保証活動を向上させるた
めの調達管理を確実に実施する。

バグ管理に係る品質保証活動を向上させるためベンダ
ーによる定期点検の調達管理を確実に実施する。
取水路防潮ゲー ト閉止判断基準には到達しないが、平
常時とは異なる潮位変動を確認した場合 (台風等の異
常時の潮位変動を除く)、 監視モニタと手計算の潮位
変化量が整合していることを確認する。
監視モニタや演算装置の巡視ッ点検により、システム異
常有無を定期的に確認する。

バグ管理に係る品質保証活動を向上させるためベンダ
ーによる新たな設計・開発に係る調達管理を確実に実
施する。
「ソフトウェア等変更承認票」により、変更箇所、変
更原本となる実機ソフトウェアのバージョンおよびマ
スターソフトウェアのバージョン、変更予定日、変更
予定者、変更の要求元、変更内容、変更理由、変更に
よる影響評価結果を記した帳票を確認する。
新たな設計・開発となる場合、変更作業計画が要求事
項を満たしていることを確実にするために姑比して検
証するとともに、現地又は工場性能試験、検査及び試
運転の実施結果を確認し、変更内容の妥当性を確認す
る。
装荷段階における機能確認試験により、正しいソフト
ウェアが装荷されたことを確認する。

マスターンフ トウェア及び実機に装荷したソフトウェアを完全
に破壊し、記録内容が読み取られ再使用されないような措置を
行う。

動作不能状態

システム設計要求仕様
が正しくソフトウェア
設計要求仕様に反映さ
れず相違がある状態

ソフトウェア設計要求
仕様通 りに正しくソフ
トウェアが製作されず
相違がある状態

ソフ トウェアの不具合
により、監視モニタに
て潮位変化量を正しく
表示又は正しい設定値
により警報を発信でき
ない状態

同 上

不具合の発生要因

設計段階でプログ
ラムやコンパイラ
にバグが残つた状
態が維持

ソフ トウェアの製
作段階でバグが混
入

実機供用期間中に
バグが発生

ンフ トウェアの変
更時にバグが混入

旧ソフ トウェアの

誤用によリバグが

混入

開発・設
計プロセ
ス

運転プロ

セス

変更プロ

セス

死止プロ

セス

第 4-5-6表  ソフトウェアライフサイクルプロセスにおける不具合の発生要因、動作不能状態及びソフトウェア管理活動
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添付資料 2

2.基本方針

発電所構外の観測潮位を用いた取水路防潮ゲー ト閉止判断の早期化等の対応について

は、津居山地点の観測潮位を発電所構外の観測潮位として用い、取水路防潮ゲー ト閉止判

断の早期化や取水路防潮ゲー ト落下機構の点検等の津波襲来に備える設計とし、具体的

な運用を保安規定に定めて管理する。

潮位観測システム (防護用)の故障時の対応については、潮位観測システム (防護用)

のうち、衛星電話 (津波防護用)の故障時には代替設備を用いて中央制御室間の連携を維

持できる設計とし、潮位観測システム (防護用)の うち、潮位計及び衛星電話 (津波防護

用)の故障時の具体的な運用を保安規定に定めて管理する。

潮位計のうち演算装置は、ソフトウェアの開発・設計 。実機供用の各段階において、バ

グ管理を継続的に実施し、バグを検知した場合は適切な措置を講ずる設計とする。潮位観

測システム (防護用)は、原子炉の運転中又は停止中に必要な箇所の保守点検 (試験及び

検査を含む。)が可能な構造であり、かつ、そのために必要な配置、空間及びアクセス性

を備えた設計とする。また、潮位観測システム (防護用)が動作不能と判断した場合の措

置を保安規定に定めて管理する。
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添付資料 3

(6)LCO逸脱の判断について

演算装置にバグが発生した場合、潮位計が動作不能となる可能性がある。そこ

で、LCO逸脱の判断に至るまでの実際の対応について検討した結果を以下に説明

する。

運転員は、潮位計の動作確認 (監視モニタの潮位表示値及び トレンドグラフの指

示が正常であることの目視確認並びに監視モニタの警報表示窓の目視確認)を実施

し、ハー ドウェアの異常により、潮位計が動作不能となったことを確認可能であ

る。

また、保修課員及びベンダーは、定期点検、設備保全等 (マスターソフトウェア

と実機に装荷したソフトウェアの照合、演算装置に模擬入力を印加しプログラム通

りの設定値で警報が動作すること、取水路防潮ゲー ト閉止判断基準には到達しない

が、平常時とは異なる潮位変動を確認した場合 (台風等の異常時の潮位変動を除

く)、 監視モニタと手計算の潮位変化量が整合していることを確認すること及び異

常な模擬データを演算装置に入力しても、設計通り機能することを確認すること)

を実施し、ソフトウェアの異常により、潮位計が動作不能となったことを確認可能

である。

これらの異常により、潮位計が動作不能となった場合は、当該潮位計を欠測扱い

として除外し、残りの潮位計で監視を継続する。また、動作不能となった潮位計

は、予備品を用いて復旧処置を実施する。

なお、これらの異常が共通的に発生し、複数の潮位計が動作不能となった場合

は、潮位計の動作可能台数に応じた運用へ移行するものとし、潮位計3台未満が動

作可能な状態となった場合は、LCO逸脱を判断するものとし、これらの運用を保

安規定に定めて管理する。

LCO逸脱の判断に至るまでの対応フローを図 16に示す。
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N0

YES
(ソフトウェアに起因する異常 ) NO

YES

NO(LCO逸脱を半J断 )

YES
保安規定で定める
2台運用に移行

YES

NO

※1:監視モニタの潮位表示値及び トレンドグラフの指示が正常であることの目視確認並びに監

視モニタの警報表示窓の目視確認

※2:動作不能とは、点検・修理のために当該チャンネルを除外する場合、ハー ドウェア又は

ソフトウェアの故障等により、潮位計による潮位の観測、潮位変化量の演算および潮位変

化量の表示、警報を発信できないことをいう。

※3:マスターソフトウェアと実機に装荷したソフトウェアの照合、演算装置に模擬入力を印

加しプログラム通 りの設定値で警報が動作すること、取水路防潮ゲー ト閉止判断基準には

到達しないが、平常時とは異なる潮位変動を確認した場合 (台風等の異常時の潮位変動を

除く)、 監視モニタと手計算の潮位変化量が整合していることを確認すること及び異常な模

擬データを演算装置に入力しても、設計通り機能することを確認すること

図 16 LCO逸脱の判断に至るまでの対応フロー

NO

運転員は日常点検にて潮位計の

動作確認※ユを実施する。

のうち1台以上
保修課員及びベンダーは、定鶏点
検、設備保全等にて演算装置にバ
グが発生していないか確認※3する。

YES(ハードウェアに起困する異常)

当該潮位計を欠測扱いとして除外し、
残りの潮位計で監視を継続する。
また、潮位計の復旧処置を実施する。

のうち1台以上
グヽを検知したか

完了
保安規定で定める
3台運用に移行

潮位計3台が

動作可能か

潮位計2台が
動作可能か

保安規定で定める
1台運用に移行

潮位計 1台が

動作可能か

保安規定で定める
全台欠測運用に移行
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<説明事項No.③ >

潮位観測システム (防護用)を含めた津波防護施設の登録号機と号機共用の考え方に

ついて、設置許可から整理して示す。

別紙にて、高浜発電所の津波防護対策に必要な設備のうち、複数号機で共用する設備の

登録号機の考え方について説明します。
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別紙

津波防護対策に必要な設備のうち複数号機で共用する設備の登録号機の考え方について

1日 はじめに
本資料は、高浜発電所の滓波防護対策に必要な設備のうち、複数号機で共用する設備の登録号

機の考え方について説明するものである。

2日 登録号機の考え方について

複数号機で設備を共用する場合の登録号機については、若い番号の号機を登録号機とすることを原

貝」としている。すなわち、1～ 4号機共用及び 1・ 2号機共用の場合は 1号機、3・ 4号機共用の場

合は3号機を登録号機としている。

ただし、高浜発電所の津波防護対策に必要な設備のうち、1～ 4号機共用の設備については以下

の理由のため、既認可より4号機を登録号機としている (津波監視設備を除く)。

・ 3・ 4号機の SA―括工認時、当該の設備は3・ 4号機其用であり、上記の原則に倣い 3号

機への登録を、当初、計画した。

。 その後、当該設備の設置工事の進捗を踏まえ、3号機の工認認可とその後の検査の早期化を

図る必要が生じたため、4号機を登録号機とした。
。 その後、1・ 2号機の SA―括工認時に当該設備を1～ 4号機共用とする際、登録号機は変

更せず認可を受けた。

・ 今回設工認申請を行う、「潮位観測システム (防護用)」及び「潮位観測システム 僻甫助用)」

については、上記の経緯を踏まえ 4号機登録となつている「取水路防潮ダート」の直接関連系で

あるため、4号機を登録号干幾とした。

設置変更許可申請書及び設工認申請書では、以上の考え方に基づき整理した結果を踏まえた申請

書の記載としている。表 1に、高浜発電所の津波防護対策に必要な設備について、設置変更許可申

請書及び設工認申請書における号機共用と登録号機の整理を示す。
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設工認での号機共用の扱い

共用有無

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

共用なし

共用なし

共用なし

1・ 2号共用

1・ 2号共用

共用なし

1～ 4号共用

1・ 2号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

登録号機

4号

4号

4号

4号

4号

1号

1号

1号

1号

1号

1号

3号

1号

4号

4号

4号

設置変更許可での号炉共用の扱い
※

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

共用なし

共用なし

共用なし

1・ 2号共用

1・ 2号共用

1～ 4号共用

1・ 2号共用

(共用に係る記載なし)

1～ 4号共用

1～ 4号共用

名称

取水路防潮ゲート

放水回側防潮堤

防潮扉

屋外排水路逆流防止設備

1号及び2号機放水ピット止水板

海水ポンた 漫水防止蓋

循環水ポンプ室浸水防止蓋

中間建屋水密扉

制御建屋水密扉

貫通部止水措置 (制御建屋 )

貫通部止水措置 (制御建屋以外 )

津波監視カメラ

潮位計

取水ロカーテンウォール

潮位観測システム (防護用 )

潮位観測システム (補助用)

表 1設置変更許可申請書及び設工認申請書における号機共用と登録号機の整理 (1/4(1号 機))

※ :設置変更許可申請書では登録号機の記載はなし
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設工認での号機共用の扱い

共用有無

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

共用なし

共用なし

共用なし

1。 2号共用

1・ 2号共用

共用なし

1～ 4号共用

1・ 2号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

登録号機

4号

4号

4号

4号

4号

2号

2号

2号

1号

1号

2号

3号

1号

4号

4号

4号

設置変更許可での号炉共用の扱い
※

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

共用なし

共用なし

共用なし

1・ 2号共用

1・ 2号共用

1～ 4号共用

1。 2号共用

(共用に係る記載なし)

1～ 4号共用

1～ 4号共用

名称

取水路防潮ゲート

放水口側防潮堤

防潮扉

屋外排水路逆流防止設備

1号及び2号機放水ピット止水板

海水ポシ疼 浸水防止蓋

循環水ポシプ室浸水防止蓋

中間建屋水密扉

制御建屋水密扉

貫通部止水措置 (制御建屋 )

貫通部止水措置 (制御建屋以外 )

津波監視カメラ

潮位計

取水ロカーテンウォール

潮位観測システム (防護用 )

潮位観測システム (補助用 )

表 1設置変更許可申請書及び設工認申請書における号機其用と登録号機の整理 (2/4(2号 機))

※ :設置変更許可申請善では登録号機の記載 (まなし
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設工認での号機共用の扱い

共用有無

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

3・ 4号共用

1～ 4号共用

3・ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

登録号機

4号

4号

4号

4号

4号

3号

3号

3号

4号

4号

4号

設置変更許可での号炉共用の扱い
※

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

3・ 4号共用

1～ 4号共用

3・ 4号共用

(共用に係る記載なし)

1～ 4号共用

1～ 4号共用

名称

取水路防潮ゲート

放水口側防潮堤

防潮扉

屋外排水路逆流防止設備

1号及び2号機放水ピット止水板

海水ポンた 浸水防止蓋

津波監視カメラ

潮位計

取水ロカーテンウォール

潮位観測システム (防護用 )

潮位観測システム (補助用 )

表 1設置変更許可申請書及び設工認申請書における号機共用と登録号機の整理 (3/4(3号 機))

※ :設置変更許可申請書では登録号機の記載 (まなし
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設工認での号機共用の扱い

共用有無

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

3・ 4号共用

1～ 4号共用

3・ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

登録号機

4号

4号

4号

4号

4号

3号

3号

3号

4号

4号

4号

設置変更許可での号炉共用の扱い
※

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

1～ 4号共用

3,4号共用

1～ 4号共用

3・ 4号共用

(共用に係る記載なし)

1～ 4号共用

1～ 4号共用

名称

取水路防潮ゲート

放水口側防潮堤

防潮扉

屋外排水路逆流防止設備

1号及び2号機放水ピット止水板

海水ポシ迭 浸水防止蓋

津波監視カメフ

潮位計

取水ロカーテシウォール

潮位観測システム (防護用 )

潮位観測システム (補助用 )

表 1設置変更許可申請書及び設工認申請書における号機共用と登録号機の整理 (4/4(4号機))

※ :設置変更許可申請書では登録号機の記載はなし
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3.今回の設工認申請書の申請内容について

今回の設工認申請書における、潮位観測システム (防護用)及び潮位観測システム (補助用)の、

本文 (要目表、基本設計方針)及び添付資料の記載は以下の通りであり、いずれも既認可にならつ

た記載としている。

<潮位観測システム (防護用)>
〇要目表 :4号機に記載。4号機以外の号機においては4号機の要目表を読み込む旨を記載。

O基本設計方針 :各号機に記載。4号機以外の号機においては4号機登録である旨を記載。

(例 :潮位観測システム (防護用)(4号 機設備、1・ 2・ 3・ 4号機共用))
O添付資料 (而す震計算書以外):各号機に添付。
O添付資料 (耐震計算書)※ :4号機に添付。 (設備の概念図を図 1に示す)

<潮位観測システム (補助用)>
O要目表 (中央制御室機能):各号機に記載。4号機以外の号機においては4号機登録である旨

を記載。

O基本設計方針 :各号機に記載。4号機以外の号機においては4号機登録である旨を記載。

O添付資料 :各号機に添付。

※ :潮位観測システム (防護用)の設置に伴い、設備を兼用する津波監視設備の潮位計と衛星電

言舌 (固定)に既認可から一部設備変更が生じたため (図 1の赤字箇所)、 当該設備の耐震計

算書を今回申請で添付している。

<潮位計 (1号機設備、1・ 2号機共用)>
O変更内容 :2号機に潮位検出器を設置、1号機の

'朝

位検出器架台を変更、1号機及び 2

号機の監視モニタを変更。

⇒上記設備の耐震計算書を 1号機に添付。 (評価手法・評価結果は設備を兼用する「潮位

観測システム (防護用)」と同様)

<潮位計 (3号機設備、3・ 4号機共用)>
O変更内容 :3号機及び4号機の監視モニタを変更。
⇒上記設備の耐震計算書を3号機に添付。 (評価手法・評価結果は設備を兼用する「潮位

観測システム (防護用)」と同様 )
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<衛星電話 (固定)(1号 機設備、1～ 4号機共用)>
O変更内容 :衛星電話本体 (電話機及び机)を変更。

⇒上記設備の耐震計算書を 1号機に添付。 億平価手法・評価結果は設備を兼用する「潮位

観測システム (防護用)」と同様 )

<衛星電話 (固定)(3号 機設備、1～ 4号機共用)>
O変更内容 :衛星電話本体 (電話機及び机)を変更、収容架の設置位置を変更。

⇒上記設備の耐震計算書を3号機に添付。 (評価手法・評価結果は設備を兼用する「潮位

観測システム (防護用)」と同様 )

一通 しページ283-



■

体・

i号及び2号織
中央語ll抑堅

非常用

電
｀
漂X
非常用

議 X
捕 用
重瀬 x

i車月位検出器

1号機 2号機

■
=封
鶏 2鶏

調 シ売 龍茅kボンた

【1号及び2号機給竜元凡例】

色∈)と嚇 非常用電源
仁③
22号
機非常用電涙`

衛塁電話

(滓渡防護用〕

体・

衛星電話

(固定)

X:非常用電濠lま互しヽl麺 した電源よ蛤 聯 る。

潮位検出器

3号機 4号機

ar4号機 3,4侵謝鶏
海球ぶンブ室 海水ボンプ室

【3号及鶴 機綸電元凡例】

アンテナ ア済

埼
3

的
4

3号鰈 用竜漂`

4号機非常用電漂

図 1潮位観測システム (防護用)の概念図 (赤字箇所が既認可から設備変更が生じた箇所 )

錦 モニ

'

3号及び4号権
中央語11抑室

非常用

報 X
非常用

議 ※

非常用

電
｀
漂X
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<説明事項No.① >

潮位観測システム (防護用)の構成設備について、設備の設置位置を踏まえた登録号機

の変更を検討する。

<説明>

潮位観測システム (防護用)の構成設備について、設備の設置位置を踏まえて登録号機を

変更した場合の内容を添付資料に示す。

<添付資料>

1.潮位観測システム(防護用)等の登録号機の変更について
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Ｈ
菜
餌
‡
≪

潮位観測システム(防護用)等の登録号機の変更につして (1/6)

O潮位観測システム (防護用)、 潮位計及び潮位観測システム (補助用)の登録号機につい
て、前回ヒアリングでのコメントを受け、以下の通り変更案を記載した。

1,2号 機 潮位計 (「 1号機設備、1 3′ 4号機 潮位計 (「
機共用、3号機に設置」、

3号機設備、3・ 4号

①

1号機海水ル た 潮位
2号機海`んで、ンプ室潮位
3′ 4号機海嶽 ンを 潮位
3′ 4号機海漸 ンた 潮位

1号機
海水ポンた

②

③
②
③
④

2号機
燃 ポンプ室

3,4号機
海水ボン疼

3,4号機
海水ポンた

ィ

雖

一鮭
一
無
↑

送受信可
~ッ
ト キ送受信η

~ッ
ト
‐― 一 η

3 よ:■ | ィ!ll l,F,tiテ ーI、 |IⅢ ⅢI:i
t iF i〕 Ⅲ Fitt,“ 1 3た

'I.ⅢE :' 1‐ ′ |■ :I ΞI ■,上 f;| :|

1′  2′  3′ 4F鶉幾 テム (防護用)
(「 3号機設備、1,2・ 3・ 4号機共用、3号機に設置」、
「4号機設備、1,2・ 3・ 4号機共用、3号機に設置」)

当直課長間の連携

1闘
稽

1, 2′  3′ 4鞘 システム (防護用)
(「 1号機設備、1・ 2・ 3・ 4号機共用、1号機に設
置」、「 2号機設偏、1・ 2・ 3・ 4号機共用、2号機に設
置」)

I II,4す
.

0

④
監視モニタ

③
監視モニタタ

②①
監視モニタ監視モニタ
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潮位観測システム(防護用)等の費録号機の変更について (2/6)

O潮位観測システム (防護用)、 潮位計及び醐位観測システム (補助用)について、登録号
機を変更し翔場餌こおける本目談事項について以下に整理した。

>浸水防護施設の要目表の記載
●要目表は当該設偏の主登録号機の申請書に記載し、主登録号機以外の申請書で
は、主登録号機の記載を呼び込む。潮位観測システム (防護用)の場合、当初申
請では4号機登録としていたが、それぞれの潮位計毎に1艶録号機を分けると、要目表
の記載も分けて記載することになるため、潮位観測システム (防護用)全体としての

る。 (2ページ参照)

0また、使用前検査は、当該設備の主登録号機1こて受検するため、
ヽ
ヽ

～

る。

l
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潮位観測システム(防護用)等の登録号機の変更について (3/6) 2

【1号機申請書 (変更後)】
その他発電用原子炉の附属施設
5 浸水防護施設
1 外郭浸水防護設備の名称、種類、主要寸法及び材料

以下の設備は、 号機設備であ り、な設計及び工事計 lttl

で 1号機、 2子機、 3号 機及び 4号機共用とする。

ステム

査 翼 後
瀾位観測システム (防議用)・''

甥位計 (潮位検出解昔 監Ⅲζモニタ

(iエ タ、電源籠、減算装置))、

4t,電 」口・ (注渡防議用)(術≧電どと機

(洋渡防鱗用】 中央制御

“

用衛ユ

R儒 収容架 (津波防護用) 中央体サ

卸室衛▼1駐話月
'・

ンテナ (津演防.整

第))

変 更 正

置 |、 「3号縫設備、 1

1・ 2・ 3・ 4号構共用

(「 2号機設備、 1

3号機に設置」 )

3号機に設置 J、 「4号機設備

2・ 3・ 4号 1馨共用、 2

2・ 3・ 4号機共用

社、名

類i籠

(勢報発信機濯
庫
・ を含む ,

濱索装置

(データ瀧算催能
i')を
含

`)

中央卜ll御笙用衛里競儲収容架

(津渡防。お用)

中央〔l仰笙′競星奄 ]活用アンテナ

〈溝波防凍用 )

材料

鰤 欺

個数

個波

湘位検出掛

爺′r笛

値救

値 数

主
要
す
法

監
税

モ
ニ
″

攘敵

鱒 1文

衡れ越話機

(l=渡防策用 )

(注4)啓 報莞f台機携七と(■  「観測議位が 10分 以P,に OS耐メ上 ド臨、kは IIキ した時点すでモニ

タに馨無苦発イと及び等無表示し そσ)伝  r機 ,Dl ttl位が厳l府胡位から10分以内にO Sm以上

上4、 スは民Ir溺位からtO分以内にOS破以上下降した時点してモ手ケに警韓七発僚及び4
報妻示する機能をいう

(注S,データ潔算機能と1土  1鴻位離の組測瀞位)｀いずれ ,,IO分 ,大内に0 5mll上 ド獲し、その

ケ 最低潮tから10分 以ぬに05監 Iス と L■すること 又子よIO分 ン
'内
に05ロンとと早じ そ

♂〉と、最高十B位から,O分以内
`と

OS血メ上下降したことしを康舛装置にて,X集 ‐演算し繊出

てきる機能をいう.

(と6)3箆 の うち l回 !よ 衛駐群 iき (潤 て )と 熊府,

(注イ)i;及 び 夕;機蕩l御 慈慶に設置

(注S, 1'及び 2'縫 中 r・1こ 壁!こ識質

(工9)洋波に たる浸水及び漏水を直接防止 Ⅲる讃偏ではないこをから対象外

(注 1):「涸l制御索礎施設の うち中央制御生機能及び中央お1御室外原子炉停止機能 と兼テ句

(注2)I号 縦′筆水ポシツ茎 |こ戯霞

(ィ

'3)と
;及び 2号機中央 H,l神コ室に設置

:
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潮位観測システム(防護用)等の登録号機の変更につして (4/6) 3

【2号機申請書 (変更後)】
その他発電用原子炉の附属施設
5 浸水防護施設
1 外郭浸水防護設備の名称、種類、主要寸法及び材料

以下の設備 1ま、11号機設備、 3号お撹設備及び穣 号機設′講であ り、本設計及び工事計画

で I号機、 2号機、 3号機及び 4号機共用 とする
^

1・ 2,3・ 4号機共用、 3号機 に設避 J、  14号 機設備、

1・ 2・ 3・ 4号機共用、 3号機に設置 J)

■` 更 後

(1・ 2・ 3・ 4丹畿 美 罰Ⅲ

鶴位計 (瀬位検出器 監視モニタ

(モ ニタ、霊源箱、演算装置))

変 賢 師

個 数

鰤数

鱈数

モニタ

(攀卓Rえ曾機能 `出 いを含む )

電源箱

演算装置

(データ'衰算機能 に."を 含Iぢ・)

潮位検出 e畢 観数

監
視

モ
ニ
タ

称名

類雑

主
要
寸
法

材 料

(注 1)計ィFl制御系統施t設のうち中央制御室機能及び中央制御室外原与炉停止構日とと策用

(注ウ)2号機海木ポンノ室イ■設置

(濃 0)攀草ミ秦修種能をは、「疑渕湖位がtO分以内に05m以 上下降、又は上昇したH争点サでモニ

タに挙報を発信及び攀報表示し、その後、「競測潮位が乗低潮位から10分以ぬた05m以 上工井、

又は乗高翻位から10分以内にO Sm以 上下降した時点Jでモニタに警報音受信及び審報楽示する機

能をいう.

(注 1)1号′'<び 2号機中央制御主に設置

(注 0)データ演算縫能とは、「滞位計の観測潤位がいずれもtO分以内に05m以上下降し、その

後、要とほ潮位からと0分以オ11と O Sm以 上上昇すること、 ,(は 10分以卜とにOS“以上上昇し、そ

の径、無高潮位から10分以フ1に 0うぃ以 ヒ下降したこと」を演算■装置にて収案・演算し検出

できる機能をいう.

(注 6)溝すtに kる 浸ム及び漏水を直接防とする激備ではないことから対象外

潮位観測システム (防護用 )

【2号機申請書 (変更前)】
その他発電用原子炉の附属施設
5 浸水防護施設
1 外郭浸水防護設備の名称、種類、主要寸法及び材料

以 下の設備は、 4号機設備であり、本設計及び工事 ,■画で 1号機、 2号わ乾、 9号稚及

以下の設備は、 1号機設備、 3号機設備及び 4号樵設備であ り、本設計及び工事計画

で 1号機、 2号機、 3号機及び 4号機共用 とする。

潮位観測 システム (防護用)(「 I号導建設備、 1・ 2・ 3・ 4号機共用、 1号機に設

置」、 「3号れ怪設備、 1・ 2・ 3・ 4号機共用、 3号様に設置 |、 「4号機設備、

1・ 2・ 3・ 4号機共用、 3号機に設置す)(とり

(注 1)計測制御系統施設の うち中央制御室機能及び中央制御室外原子炉俸上機能 と

兼用
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潮位観測システム(防護用)等の登録号機の変更につして (5/6) 4

【3号機申請書 (変更箭)】
その他発電用原子炉の附属施設
5 浸水防護施設
1 外郭浸水防護設備の名称、種類、主要寸法及び材料

以下の設備十i、 4予穐設備であり 本設計及び工事計画で 1号権、 2号縫、 3号縫及

び 4号機共用とする。

潮位再Iィリlシステム (防護用)(4号 終設備、 1・ 2・ 3・ 4号機共用)(注 p

(注 1)計 測制御系統施設のうち中央制 l卸室相髄能及び中央制御蔓外原子炉停止機能と

兼用

【3号機申請書 (変更後)】
その他発電用原子炉の附属施設
5 浸水防護施設
1 外郭浸水防護設備の名称、種類、主要寸法及び材料

以下の設備は11号機設憾、 2号機設ナ常及ひ黎 号機設備であり、本設計及び工事計画

で 1孝縫、 2号終、 3号機及び 4号機共角とする。

潮位観測システム (防護用 )

置」、 「2号機設輪、 1

1・ 2・ 3・ 4号織共用

2 3・ 4号機共耳、 2号 1髄に設置す、 14号 機設備

3号機に般登」 )

(注 4)審報環俗機能 とは  '需
'測
l壻位がiO分以内にOS耐以上下監 又は ■卑した

'キ

点してモニ

タに警報古楽十,及 び警報表示 し、その憔、 r報瀬1潤位が最低潮位から二0分以内に03m】 L

上昇、又は itマく商耳身
!lか ら10分以内に05m以 上下4と た時点′でモニタモを無輩宅宿及び警

報表示する機能をいう。

(注 5)デー タ演算機能 とは、 「潮位arの薔
'測
湘 l'が いずれ ヽと0分以内に0もm以上下眸 し、その

後、殿ほ沖「位から10分 メ内にOう種以上 に,するとを 又は10分 以内に03m以 111,ユ し そ

の後 難 壮ヽ,ド位から10分 ,(内 にO Sm以 上下離したことJを 汽第装置【(Ik集  演算し検 .■コ

できる機能をいう

(注6)S価の )ち 1個は 衛呈竜誘 (固だ)と 紫局
(注F)BI機中間態屋に酸置
(注S)ャオ液に注る濃水及びナト水を直接防止する設備てイ求ないこたから■'よ外

変 更 後
溺位擬測ンステイ、(防妻用)イエ

■

(1 2・ 3 4を 1筵共用)
欄位計 (潮位機出器 監視モニタ

(=エ タ、篭源箱 便

“

装置ユ )

常「里 1を話 (溝浪防機窮)(衛 星電話itt

(津滅防鑽用) 中央剖脚室用衛ユ

R需収容架 (離滅防華属〕) 中央観

確空衛星金話用アンテす (瀞渡防.壇

¬.))

変  更

種 額

潮位構出畢 悔教

(審報妻 f占 ll能
イ洋hを含む )

1ヨ 数

監
視

モ
エ
ア

電擁籍 簡欺

主
要
寸
法

演算装置

(データ漬革終熊
(滞
'を 含む )

価教

41ナf電話機

〔津′(防■諄月)
籠歌

中央411却茎川衡星餓練嵌容紫

(津滅「,´護日)

中央坤l御室鱒里電話用アンテナ

(“卜演防嶺躊)

数

　

　

歌

僣

　

　

個

材料

(注 1)01測 臨1御 系続鷹設のうち中央制御室お整能及び中央伸l御室外原子 ,'伴 止J準能と策房

〈ドウ)a, 4号 機海水ネンフ室に設 I縦

(工3)0,尺 び4〕機中央帯1御空に設置
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潮位観測システム(防護用)等の登録号機の変更につして (6/6) 5

【4号機申請書 (変更前)】
その他発電用原子炉の附属施設
5 浸水防護施設
l 外郭浸水防護設備の名称、種類、主要寸法及び材料

(注 1)計測制御系統施設のうち中央制御室機伴し及び中央制御室外原子炉停止機舒こと兼用

(注 2)1号機海輝 ンた に設置
(注3)2号機海水ボ凌 に設霞
(注 4)3・ 4号機海河 シ狂 に設置
(注S)と 号及び 2号機中央制御室に設置
(注6)番報発信機能とは、聰誠J潮位が10分以内に0 5ni以上下降、又は上昇した時点」でモニ
タに警報音発信及で購 報表示し、その後、聰限」潮賤が最的 ら10分以内に0.5m
以上上昇、又 lよ最高潮位から10分以内に05m以上下降した時点」でモニタに警報音発
信及び警報表示する機能をいう。

(注 7)3号及び4号機中央制御室に設置
(注 8)データ演算機能とは、「潮位計硼 J潮位がいずれも10分以内に05m以上下降し、その
後、最低潮働 ら10分以内に05m以 上上昇すること、又は10分以内に0 5ni以上上昇
し、その後、最高潮位から10分以内に05m収 上下降した雖 」韓 置にて収集・演算

し検出できる機能をいう。

(注9)3個のうち 1個は、橋里電話(固定 )と兼用
(注 10)1号及び 2号機制御律屋に設置
(注11)3号機中 PBヨ建屋に設睦
(注 12)1号及び 2号機中間様屋に設置

`注

13Ⅲ津湾による運水及麟 直棒防 I卜する譜幅ではなし迎 切ち対象外

【4号機申請書 (変更後)】
その他発電用原子炉の附属施設
5 浸水防護施設
1 外郭浸水防護設備の名称、種類、主要寸法及び材料

,に等気t苫発十お及び筈ヨ、̀表示と、その後  「観l(ll潮位ィヽ熊低線位から:0分球内イこ0こ m′)i

上昇 文は最高翻位から10分】内にOSコ以上下降 した時点 !(モ ユ″ti筆報き確檜及び撃

熱於示する機能をい う.

(注■)3,ユ、1(び 4',機 中央制御杢
「

飛1は

(速5)データ演算機能 と1■  1潮 位 e十の観 (1'l瀬位がいずれると0分
'、

内にO Sml(L下 F4し 、その

終、殿ほ濶位から10分以●lにO Smメ 上上昇すること、又lktO分以内に01m以 上 監早し、そ

(′】推 景高常F位から10分以 :オ＼にO on,ス上下藤 をたことしをr鷲算装置に(lR蕉 演ヽ算 し検出

(注熔)海液による,=フI水 及び潟水を直接防止■る競91ではないことから対築外

1号機、 2号機、 3号機及び 4号機共用とする.

溺位攪測 システム (防護用)(争 1号機設備、 1・

と腎 J、 「2号機設備、 1・ 2・ 3・ 4号機共用、

1・ 2・ 3・ 4号機災用、 3号機に設置」 )イとい

2号機に設置 J、 「3号機設備、

2・ 3・ 4号稚共用、 I

変 更 後

(潮位構出器 盛橙モニタ

rl算 装置

(データ瀧算機能 市,を含む )

監
視

〓
ニ
タ

主
要
寸
法

(警報発信機能 前3を 含と )

電源待

個数

頚

林,名

疑

簡歌

04位 t策出器

個数

悧鞍

四

1二 O Saメ ■が 10分以
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参考

潮 位 観 測 システ ム (補勘 用 )

潮位観測システム (補助用)(「 4‐号
鶴 Ⅲ 2・ 3・ 4号機共用、1号
機に設置」、「2号機設備、1・ 2・ 3・
4号機共用、2号機に設置」)
潮位観測システム(補助用)(「 3号
機設備翠騨脇譲備、卜 2・ 3・ 4号機
共用、3号機に設置」、「4号機設
備、1・ 2'3・ 4号機共用、4号機に
設置」)

潮位観測システム (補助用)(「 1号

機設備翠肇路設備、Ⅲ 2・ 9・ 4号機
共用、¬号機に設置」、「1・ 2・ 3・ 4
号機共用、2号機に設置」)
潮位観測システム(補助用)(「 3号
機設備卑肇脇誤儒、1・ 2・ 3・ 4号機
共用、3号機に設置」、「4号機設
備、1・ 2・ 3・ 4号機共用、4号機に
設置」)

潮位観測システム (補助用)(「 1号

機設備率朝脇譲結、1・ 2・ 3・ 4号機
共用、刊号機に設置」、「2号機設
備、1・ 2・ 3・ 4号機共用、2号機に
設置」)
潮位観測システム (補助用)(「碍
鶴 1・ 2・ 3・ 4号機共用、3号
機に設置」、「4号機設備、1・ 2・ 3・
4号機共用、4号機に設置1)

潮位観測システム(補助用)(「 1号

機設備、Ⅲ 2・ 3・ 4号機共用、1号
機に設置と、「2号機設備、1,2,3・
4号機共用、2号機に設置」)
潮位観測システム (補助用)(「 3号
機設備、1・ 2・ 3・ 4号機共用、3号
機に設置」、「1・ 2・ 3・ 4号機共用、
4号機に設置」)

溺 位 観 測 システ ム (防誕 用 )

潮位観測システム(防護用X「4号
機譲降す1・ 2・ 3・ 4号機共用、刊号
機に設置」、砂 岳簿 肇 繕  1・ ヶ〉喩・
4号機共用、2号機に設置 |)
潮位観測システム(防護用)(「 3号
機設備翠争脇誤鶴、Ⅲ 2・ 3・ 4号機
共用、3号機に設置」、「4号機設
備、1・ 2・ 3・ 4号機共用、3号機に
設置」)

潮位観測システム(防護用)(「 1号

機設備審争脇譲鶴、Ⅲ 2・ 3・ 4号機
共用、1号機に設置」、「¬・2,3,4
号機共用、2号機に設置」)
潮位観測システム(防護用X「 3号
機設備4-、 1・ 2・ 3・ 4号機
共用、3号機に設置」、「4号機設
備、1・ 2・ 3・ 4号機共用、3号機に
設置」)

潮位観測システム(防護用)(「 1号

機設備率騨脇譲鶴、1・ 2・ 3・ 4号機
共用、1号機に設置〕、r2号機設
備、Ⅲ 2・ 3・ 4号機共用、2号機に
設置」)
謝位観測システム(防護用)(「4与
鶴 Ⅲ 2・ 3・ 4号機共用、3号
機に設置」、「4号機設備、1,2,3・
4号機共用、3号機に設置」)

潮位観測システム(防護用)(「 1号

機設備～1・ 2・ 3・ 4号機共用、1号
機に設置」、「2号機設備、Ⅲ 2・ 3・
4号機共用、2号機に設置」)
潮位観測システム(防護用)(「 3号
機設備、1・ 2・ 3・ 4号機共用、3号
機に設置」、「1・ 2・ 3・ 4号機共用、
3号機に設置」)

衛星電話 (固定)(1・ 2・ 3・ 4号機共
用、1号機に設置)
衛星電話 (固定)(3号機設備、1・
2・ 3・ 4号機共用、3号機に設置 )

衛星電話 (固定)(1号機設備、■
2・ 3・ 4号機共用、1号機に設置 )
衛星電話 (固定)(3号機設備、1・
2・ 3・ 4号機共用、3号機に設置 )

衛星電話 (固定)(¬ 号機設構、■
2・ 3・ 4号機共用、1号機に設置 )
衛星電話 (固定)(1・ 2・ 3・ 4号機典
用、3号機に設置 )

衛星電話 (固定)(刊 号機設備、1・
2・ 3・ 4号機共用、1号機に設置 )
衛塁電話 (固定)(3号機設備、■
2・ 3・ 4号機共用、3号機に設置 )

涸 14す 計

潮位計 (1・ 2号機共用、1号機に設
置 )
潮位計(2号機設備、1・ 2号機共
用、2号機に設置 )

潮位計(1号機設備、1・ 2号機共
用、1号機に設置 )
潮位計 (1瑶串網鶏詳 1・ 2号機共
用、2号機に設置 )

潮位計 (3・ 4号機共用、3号機に設
置)
潮位計(4号機設備、3・ 4号機共
用、3号機に設置)

潮位計(3号機設備、3・ 4号機共
用、3号機に設置)
潮位計 (3・ 4号機共用、3号機に設
置)

ユニット

1号機

2号機

3号機

4号機

6
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<説明事項No①>

設工認別添の計装誤差の説明について、文章で説明を充実する。

<説明>
。設工認別添の計装誤差の説明について、文章で説明を充実する。具体的には、添付資料

2別添 1「潮位観測システム (防護用)の うち潮位計の設定値及び誤差の考え方につい

て」に、潮位計の計装誤差の計算方法を本文中に明記する。

<添付資料 >

1.添付資料 2別添 1「潮位観測システム (防護用)の うち潮位計の設定値及び誤差の考

え方について」 (抜粋)
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添付資料 1

2.3 潮位計の計装誤差根拠

潮位計は、第21図に示す通り、潮位検出器、電源箱、演算装置及び監視モニタよ

り構成される。潮位計のループ誤差は、第21図 に示す通り、潮位検出器の単体誤差

と電源箱の単体誤差を、二乗和平方根により計算して求める。潮位変化量は、10分

間の観測潮位の最大値と最小値 (2測定点)の差により求められるため、その計装

誤差は潮位計のループ誤差を保守的に 2倍 した値とする。

1号機及び 2号機の潮位計と3号機及び 4号機の潮位計では、潮位検出器及び電

源箱が有する単体誤差が異なるため、それぞれの単体誤差の算出方法について第2-

5図 に示す。

1号機及び 2号機の潮位検出器の単体誤差は、機器固有の誤差である±1511mと な

る。 l号機及び 2号機の電源箱の単体誤差は、測定範囲の幅である16500■ ll■に、機器

固有の誤差である±0.1%を乗じた値を、保守的に少数点第一位を切 り上げた17nimに、

当該計器が表示することができる最小位桁の最小単位のldig(1■ ll■)を加算又は減算

した値である±181rlmと なる。

3号機及び 4号機の潮位検出器の単体誤差は、不感帯を含む沢1定範囲の幅である

861811mに、機器固有の誤差である±0.25%を乗じた値を、保守的に少数点第一位を切

り上げた±22mmと なる。 3号機及び 4号機の電源箱の単体誤差は、不感帯を除く測

定範囲の幅である80001rlmに、機器固有の誤差である±0。 1%を乗じた値である81111■に、

当該計器が表示することができる最小位桁の最小単位のldig(llrlm)を加算又は減算

した値である±91ェ ll■となる。

これらより、潮位検出器の単体誤差と電源箱の単体誤差を、二乗和平方根により

計算し、保守的に少数点第一位を切り上げ、 1号機及 2号機の潮位変化量の計装誤

差は±50■ l14、 3号機及び4号機の潮位変化量の計装誤差は±50■lmと なる。

なお、企ての潮位計において、電源箱と監視モニタの間はデジタル通信を採用し

ており、A/D変換や伝送過程におけるノイズによる誤差がないことから、計装誤差は

発生しない。
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<説明事項No.⑫ >

資料 1の P239について、計装誤差に係る図 2‐ 5の情報を全て文章で記載し図は削除する。

同様に図 2‐ 1も 図の情報を文章で記載 し削除する。

<説明>

・添付資料 2別添 1「潮位観測システム (防護用)の うち潮位計の設定値及び誤差の考え方につ

いて」の計装誤差に係る図2‐ 5の情報を全て文章で記載 (添付資料 1の緑宇若 しくは緑枠部)し

図は削除する。

<添付資料 >

1.添付資料 2別添 1「潮位観測システム (防護用)の うち潮位計の設定値及び誤差の考え方に

ついて」 (抜粋 )
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添付資料 1

2.1 シス冴ム構成及び潮位変化量の算出方法

潮位観測システム (防護用)の うち、2台の潮位計の観測潮位がいずれも10分以内に0.5m

以上下降し、その後、最低潮位から10分以内に0,5m以上上昇すること、又は10分以内に0。 5m

以上上昇 し、その後、最高潮位から10分以内に0.5m以 上下降することを取水路防潮ゲー ト

の閉止判断基準 (ト リガー)と することから、10分以内の潮位変動を確実に捉える必要が

あり、これについて説明する。

潮位観測システム (防護用)の うち潮位計の信号は、演算装置において計測時点 (t)

からその10分前 (t10)の間における潮位を収集・演算 し、その間の最大潮位 と最小潮位

の差 (潮位変化量)が 0.5mに 達 した時点で監視モニタに警報発信する設計としている (第

2■ 図、第22図 )。

2,2 潮位計の設定値の考え方

潮位計において、10分以内に±0.5mの潮位変動を確実に検知するために、潮位変化量の

計装誤差を考慮 しても、確実に警報が発信する設計とする。

潮位計の設定値は、実際のセット値に対して計装誤差を加算あるいは差し引いた設定範

囲とする。

なお、判断基準値、設定値、セット値等の用語の定義は第21表のとおりである。

潮位変化量の計装誤差は、「2.3潮位計の計装誤差根拠Jに示すとおり、最大で±50mm

であることから、これを踏まえた取水路防潮ゲー トの閉止判断基準 (ト リガー)の実機の

セット値は0.45mと し、これ らの概念図を第2-3図 に示す。

2.3 潮位計の計装誤差根拠

潮位計は、潮位検出器、電源箱、演算装置及び監視モニタより構成される。潮位計のル

ープ誤差は、潮位検出器の単体誤差 と電源箱の単体誤差を、二乗和平方根により計算 して

求める。潮位変化量は、10分間の観測潮位の最大値と最小値 (2測定点)の差により求め

られるため、その計装誤差は潮位計のループ誤差を保守的に 2倍 した値とする。

1号機及び 2号機の潮位計と3号機及び 4号機の潮位計では、潮位検出器及び電源箱が

有する単体誤差が異なるため、それぞれの単体誤差の算出方法について示す。なお、機器

固有の誤差、単体誤差の計算方法及びその値 (ただし沢1定範囲の幅を除く)は、メーカー

図書から引用する。

l号機及び 2号機の潮位検出器の単体誤差は、機器固有の誤差である±15mmと なる。 1

号機及び 2号機の電源箱の単体誤差は、測定範囲の幅である16500mmに 、機器固有の誤差
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である±0.1%を乗 じた値を、保守的に少数点第一位を切 り上げた17mmに、当該計器が表示

することができる最小位桁の最小単位のldig(lmm)を 加算又は減算 した値である±18mmと

なる。

3号機及び 4号機の潮位検出器の単体誤差は、不感帯 (当 該計器へ入力されているが、

出力 として感知できない範囲)(第24図 )を含む測定範囲の幅である8618mmに、機器固有

の誤差である±0.25%を 乗 じた値を、保守的に少数点第一位を切 り上げた±22mmと なる。

3号機及び 4号機の電源箱の単体誤差は、不感帯を除く測定範囲の幅である8000mmに 、機

器固有の誤差である±0.1%を乗 じた値である8mmに 、当該計器が表示することができる最

小位桁の最小単位のldig(lmm)を加算又は減算 した値である±9mmと なる。なお、当該潮位

検出器の誤差は、読み値に紺する誤差であり、潮位検出器から離れた位置の読み値ほど、

その誤差は大きくなるが、保守的に誤差が最大となる値 (第 24図 の場合、読み値がE.L.―

4000mmと なる時の誤差)を 当該潮位検出器の誤差として扱 う。

これらより、潮位検出器の単体誤差と電源箱の単体誤差を、三乗和平方根により計算し、

保守的に少数点第一位を切 り上げ、 1号機及 2号機の潮位変化量の計装誤差は±50mm、 3

号機及び 4号機の潮位変化量の計装誤差は±50mmと なる。

なお、全ての潮位計において、電源箱と監視モニタの間はデジタル通信を採用しており、

A/D変換や伝送過程におけるノイズによる誤差がないことから、計装誤差は発生しない。

第21表 設定値根拠の用語の説明

用  語 説  明

判断基準値 判断基準の仮設定値から、不確かさとして平常時の潮位のゆらぎや余裕

を適切に考慮 した、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準 (ト リガー)

設定値 潮位計の警報発信の許容範囲を表す。セット値に計装誤差を加算あるい

は差し引いた範囲とする。

セット値 実機の計装設備にセットする値。判断基準値に計装誤差を差 し引いたも

の

計装誤差 検出器などの計器誤差に余裕を加算したもの
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波
高
さ

潮位変化最XAが'0・ 5mで警報発信

鋳 P感号tにおとする潮位萩築麓園

最大潮位
Xttax

最小潮位
Xanin

t

第21図 潮位変化量の算出方法

t-10 時間(mね )
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※番喉典億後、最′手ヽ策位を受断する4審よその時点かユC分睡とする.
なお、瀾隆鶉 ぎがれ,つたとしても、最小刑隆を受歴しなしヽ寄金l患、潟位収嘉建閣は盗め な与l.

紺ヽュ収盗範錮
※

0,5m

最小潮位更新点

t      t+10

第22図 潮位計の警報発信に関する考え方

時間(mi隣 )

0.69m/0.63m/0.64m※

0.59m/0.53m/0.54m※ ―

0日50m

0.45m_

判断基準の仮設定値

平常時の潮位のゆらぎ(0.10m)

余粍S(0.09m/o.03m/Ot04m※ )

計装誤差

(0.05m)

計装誤差

(0.05m)

判断基準値

設定値
セットイ直

※ :仮設定値①/仮設定値②/仮設定値③場合を示す。

第2-3図 潮位計の判断基準値の概念図

と/潮位検出器

E.L.+4618mrn
不感帯

計測範囲

―― E.L.+4000rnrn

―― E.Li-4000nl『鞘

酢一一▲‥
▼

ハ（　　　　　一

ツジ

第24図  不感帯の考え方
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<説明事項No,① >
モニタの添付図面について、電源箱と演算装置も記載する。

衛星電話の添付図面と耐震計算書の図面の整合を図る。

<説明>

潮位観測シス>ム (防護用)の構造図について、モニタに加えて、演算装置、電源箱も

記載する。

潮位観測システム (防護用)の耐震計算書に記載している衛星電話の図について、構造

図との整合を図る。

図 1 潮位観測システム (防護用)の構造図

滞位剖 (1,種 に設ド)

非接観式硫1日器

A部評 Ⅲ々

1_

/~
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計画の概要
設備名称

主体構造 支持構造
図説  明

衛星電話機

(津波防護用 )

垂直自立型

(注 1)

電話機を固縛用バ

ン ド及び粘着固定

シー トにて机の上

に固定する。

また、机は基礎ボ

ル トにて基礎に据

付する。

電話機

＼ /
＼

粘着固定シートで固定
固縛用バン ド及び

衛星電話機 (津波防護用)の構造計画

(注1)機能維持評価を行う電話機を置く机。 L

衛星電話機 (津波防護用)据付状態図

電話機

▲ヽ
/

固縛用バンド及び

粘着固定シートで固定

〔L】

L

図2 潮位観測システム (防護用)の耐震計算書に記載する衛星電話の図
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<説明事項No ①>
アンテナの予備品に係る記載 (予備品としてポータブルアンテナを準備すること等)を

補足に追記する。

<説明>

アンテナの予備品に係る記載を補足説明資料に添付のとおり追記する。

<添付資料>

1.補足説明資料 「4.1 潮位観測システム (防護用)の設計に関する補足資料」 (抜粋)
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添付資料 1

4.1.6 潮位観測システム (防護用)の応急復旧について

潮位観測システム (防護用)の うち衛星電話 (津波防護用)において、機器故障時や竜

巻等飛来物の衝突により故障した場合を想定し、高浜発電所構内に予備品を保有している

ことから、速やかに応急復旧処置が可能な設計とする。

衛星電話 (津波防護用)の 中央制御室衛星電話用アンテナ (津波防護用)又は制御端末

本体の予備品を衛星捕捉可能かつケーブル敷設可能箇所へ設置し、中央制御室までの通信

線ルー トを構築することにより、衛星電話 (津波防護用)を通話可能な状態に復旧する。

(第 4-1-8図 参照)

衛基

序

②

または
①中央制御室衛星電話用アンテナ (予備)※ 1
②常lJ御端末本体 (予備)※ 2

【凡例】

―
 :通信線 (本露費分)
~~~:通

信線 (仮段分)

※1 中央制御室衛星電話用アンテナ (予傭)は仮設置可能
※2 中央制後″室衛星電話用アンテナ 制御端床本体 (予備)は可繊によるアンテナrく用可能

第4-1-8図 衛星電話 (津波防護用)の応急復旧構成例

i
中央制御室

E 1中央制御室用衛星設備収容架 (津波防護用)
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<説明事項Noo ①>

資料1の P274について、衛星電話の竜巻への影響について、記載を充実する。

<説明>

衛星電話の竜巻への影響について、補足説明資料の記載を充実する。

添付資料 1:補足説明資料4.1「潮位観測システム (防護用)の設計に関する補足資料」

(抜粋)
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添付資料 1

(2)衛星電話 (津波防護用)の代替手段の同時損傷の可能性について

衛星電話 (津波防護用)の衛星アンテナと、その補助設備である保安電話 (携帯)、 保

安電話 (固定)および運転指令設備の竜巻による同時損傷の可能性について以下に示す。

1号及び 2号機の衛星電話 (津波防護用)の衛星アンテナの設置位置、 3号及び 4号機

の衛星電話 (津波防護用)の衛星アンテナの設置位置、補助設備である保安電話 (携

帯)、 保安電話 (固定)及び運転指令設備の通信路の配置を第 4-1-8図 に示す。

保安電話 (固定)の通信路は、一部が地上に設置されているが、屋外地上通信路と1号

及び 2号機の衛星アンテナを結ぶ線を①、屋外地上通信路と3号及び 4号機の衛星アンテ

ナを結ぶ線を②とし、竜巻の進路として考察した場合、進路に設置される設備を抽出し、

その影響を確認する。

竜巻の進路が①の場合、進路に設置される設備は 1号及び 2号機の衛星アンテナ、保安

電話 (固定)の屋外地上通信路である。屋外地上通信路と1号及び 2号機の衛星アンテナ

の間には衛星アンテナよりも高い構造物である原子炉補助建屋が設置されており、竜巻が

進行してきても物理的な障害となることから、衛星電話 (津波防護用)と 保安電話 (固

定)が同時に損傷する可能性は低い。なお、竜巻が①の線上を直進することにより、衛星

アンテナ及び屋外地上通信部が損傷し、衛星電話 (津波防護用)と保安電話 (固定)が同

時に機能喪失した場合においても、①の進路にない保安電話 (携帯)及び運転指令設備を

代替手段として確保可能である。

竜巻の進路が②の場合、進路に設置される設備は 3号及び 4号機の衛星アンテナ、保安

電話 (固定)の屋外地上及び地下通信路、保安電話 (携帯)の屋外地下通信路並びに運転

指令設備の屋外地下通信路である。屋外地上通信路と3号及び 4号機の衛星アンテナの間

には衛星アンテナよりも高い構造物であるサービスビルが設置されており、竜巻が進行し

てきても物理的な障害となることから、衛星電話 (津波防護用)と 保安電話 (固定)が同

時に損傷する可能性は低い。なお、竜巻が②の線上を直進することにより、衛星アンテナ

及び屋外地上通信部が損傷し、衛星電話 (津波防護用)と 保安電話 (固定)が同時に機能

喪失した場合においても、保安電話 (携帯)及び運転指令設備の通信路は竜巻の影響を受

けない地下に設置しており、代替手段として確保可能である。
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②

③:

3.

― 保安電話 (携帯)及び運転指令設備 建屋向ルいト
…… 保安電話 (携帯)及び運転指令設備 屋外地下ルート
ー 緒 瑯  (固定)建屋向ル

〕ト

保安電話 (固定)屋外地下ルート
保安電話 〈固定)屋外地上ルート

● 衛星アンテナ設置位置

千浄物と声ょ`

る構向建屋

第4-1-8図 衛星アンテナ及び補助設備の通信路の配置

免歳事務慎 1,2号機

蝉

鞘
」 ! ,

①
1()Om
I       I

レ

1錦謂!
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<説明事項No.① >

波及的影響のアンテナ以外の電線管及びプルボックスについて対応方針を明確化する。

(被害が及ばない位置に設置する方針 )

<説明>

波及的影響のアンテナ以外の電線管及びプルボックスについて対応方針を明確化し、補足

説明資料の記載を充実する。

添付資料 1:補足説明資料4.8「潮位観測システム (防護用)に対する波及的影響評価につ

いて」(抜粋)
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添付資料 1

4.8潮位観測システム (防護用)に対する波及的影響評価について

4.8.1概要

潮位観測システム (防護用)については、高浜 4号機の設計及び工事計画認可申

請書の添付資料 51「耐震設計の基本方針」の「3.2 波及的影響に対する考慮」

に基づき、耐震設計を行うに際して、波及的影響を考慮した設計としている。

以下では、潮位観測システム (防護用)の波及的影響について説明する。

4.8。 2潮位観測システム (防護用)の間接支持構造物に対する波及的影響について

潮位観測システム (防護用)機能を維持するために必要な間接支持構造物に対す

る波及的影響については、平成 28年 6月 10日 付け原規規発第 1606104号、平

成 28年 6月 10日 付け原規規発第 1606105号、平成 27年 8月 4日付け原規規

発第 1508041号及び平成 27年 10月 9日 付け原規規発第 1510091号にて認可

された工事計画の資料 13-5「 波及的影響に係る基本方針」の 4項から変更は
ない。

4.8.3潮位観沢Jシステム (防護用)に対する波及的影響について

4.8.3。 1実施方法

潮位観測システム (防護用)への下位クラス設備の波及的影響を確認するため、

潮位観測システム (防護用)周辺の波及的影響を及ぼす可能性がある下位クラス

設備の損傷、転倒及び落下による波及的影響について評価を実施する。

具体的には、事前準備、机上検討、プラントウォークダウン、検討対象設備の

抽出及び評価により、周辺の下位クラス施設の位置、構造及び影響防止措置等の

状況を確認し、下位クラス施設による波及的影響のおそれの有無を調査した。

波及的影響に係る検討フローを第 4‐ 8‐ 1図に示す。
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①事前準備

設計情報、プラントウォークダウン実施に係る事前検討等

③プラントウォークダウン

現場確認により周辺の下位クラス設備の位置、構造

及び影響防止措置等の状況を確認

②机上検討

設計情報から潮位観測システム (防護用)
の設置予定箇所を選定

④検討対象設備の抽出

周辺にある下位クラス設備は、十分な離隔距

離により、地震による損傷、転倒及び落下を

想定した場合も潮位観測システム (防護用)
に悪影響を及ぼすおそれはある力ち

⑥姑策検討・実施

⑦評価終了

有

第 481図 波及的影響に係る検討フロー

4.8。 3.2調査結果

(1)事前準備、机上検討、プラントウォークダウン及び検討対象設備の抽出

建屋図面より、潮位観測システム (防護用)の設置予定箇所を机上検討によ

り選定した。また、プラントウォークダウンにより、周辺の下位クラス設備の

位置、構造及び影響防止措置等の状況を確認 した結果、潮位観測システム (防

護用)の うち、中央制御室衛星電話用アンテナ (津波防護用)、 電線管及びプル

ボックス (以下 「中央制御室衛星電話用アン>ナ (津波防護用)等」という。)

の設置予定箇所付近に点検用階段、発電機室窒素封入用配管、洗濯装置行き 1

次系補助蒸気配管及び 2次系冷却水タンクがあることを確認した。

これらの調査結果を踏まえ、潮位観測シス>ム (防護用)の うち、 1・ 2号

機中間建屋 (E.L.+24.Om)1こ 設置する中央制御室衛星電話用アンテナ (津波防

護用)等の設置予定箇所付近に設置している点検用階段、発電機室窒素封入用

配管、洗濯装置行き 1次系補助蒸気配管及び 2次系冷却水タンクについて、地
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震による損傷、転倒及び落下を想定した場合、中央制御室衛星電話用アンテナ

(津波防護用)等 と接触するおそれがある範囲を確認することとした。

(2)評価

中央制御室衛星電話用アン>ナ (津波防護用)等設置予定箇所付近に設置し

ているJ煮検用階段、発電機室窒素封入用配管、洗濯装置行き 1次系補助蒸気配

管及び 2次系冷却水タンクについて、地震時の損傷モー ド毎の評価を第 481

表に示す。第 4-82図に中央制御室衛星電話用アンテナ (津波防護用)等設置

予定箇所付近に設置している点検用階段、発電機室窒素封入用配管、洗濯装置

行き 1次系補助蒸気配管及び 2次系冷却水タンクの概略平面図及び断面図を示

す。第 483図 に中央制御室衛星電話用アンテナ (津波防護用)等周辺の写真
を示す。

波及的影響の調査結果を第 482表 に、机上検討、プラントウォークダウン

時に使用したプラントウォークダウンチェックシー ト及び評価を添付 1の とお

り示す。

これらの評価を踏まえ、点検用階段、発電機室窒素封入用配管、洗濯装置行

き 1次系補助蒸気配管及び 2次系冷却水タンクが、地震による損傷、転倒及び

落下した場合に中央制御室衛星電話用アンテナ (津波防護用)等への波及的影

響のおそれがある範囲を特定し、その波及的影響が及ばない位置に中央制御室

衛星電話用アン>ナ (津波防護用)等を設置する方針とする。
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第 481表 点検用階段、発電機室窒素封入用配管、洗濯装置行き 1次系補
助蒸気配管及び 2次系冷却水タンクの地震時の損傷モー ド毎の評価

下位クラス

設備

損傷モ

ー ド
評 価

点検用階段

損傷

第 482図及び第牛83図に示すとおり、中央制御室衛星
電話用アンテす (津波防護用)等は、点検用階段により上部
に設置していることから、点検用階段の損傷により、中央制

御室衛星電話用アンテす (津波防護用)等へ波及的影響を及
ぼすおそれはない。

転倒及

び落下

第 482図及び第 483図 に示すとおり、中央制御室衛星
電話用アンテナ (津波防護用)等は、点検用階段により上部
に設置していることから、点倹用階段の転倒及び落下によ

り、中央制御室衛星電話用アンテす (津波防護用)等へ波及
的影響を及ぼすおそれはない。

発電機室

窒素封入用

配管

損傷

第 482図及び第 483図 に示すとおり、中央制御室衛星
電話用アンテす (津波防護用)等は、発電機室窒素封入用配
管により上部に設置していることから、発電機室窒素封入用

配管の損傷により、中央制御室衛星電話用アンテす (津波防

護用)等へ波及的影響を及ぼすおそれはない。

転倒及

び落下

第 482図及び第 483図 に示すとおり、中央制御室衛星
電話用アンテす (津波防護用)等は、発電機室窒素封入用配
管により上部に設置していることから、発電機室窒素封入用

配管の転倒及び落下により、中央制御室衛星電話用アンテナ

(津波防護用)等へ波及的影響を及ぼすおそれはない。

洗濯装置行

き 1次系補

助蒸気配管

損傷

第 482図及び第 483図 に示すとおり、中央制御室衛星
電話用アンテす (津波1方護用)等は、洗濯装置行き 1次系補
助蒸気配管により上部に設置していることから、洗濯装置行

き 1次系補助蒸気配管の損傷により、中央制御室衛星電話用
アンテす (津波防護用)等へ波及的影響を及ぼすおそれはな
い。

転倒及

び落下

第 482図及び第 483図 に示すとおり、中央制御室衛星
電話用アンテナ (津波防護用)等は、洗濯装置行き 1次系補
助蒸気配管により上部に設置していることから、洗濯装置行

き 1次系補助蒸気配管の転倒及び落下により、中央制御室衛
星電話用アンテナ (津波防護用)等へ波及的影響を及ぼすお
それはない。

2次系冷却

水タンク

損傷

第牛辟2図及び第 4許3図に示すとおり、中央制御室衛星電
話用アンテす (津波防護用)等は、2次系冷却水タンクによ
り上部に設置していることから、2次系冷却水タンクの損傷
により、中央制御室行星電話用アンテす (津波防護用)等へ

波及的影響を及ぼすおそれはない。

転倒及

び落下

第 482図及び第 483図 に示すとおり、中央制御室衛星電
話用アンテナ (津波防護用)等は、2次系冷却水タンクによ
り上部に設置していることから、2次系冷却水タンクの転倒
及び落下により、中央制御室衛星電話用アンテす (津波防護
用)等へ波及的影響を及ぼすおそれはない。
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＼

中間

洗濯装置行き  中央制御室衛星電話用
屋 1次系補助蒸気配管 アンテナ(津波防護用)

発電機室窒素 プルボック

封入用配管 ヽ

点検用階段
線管

2次系冷却水タンク

A一 A矢視図

洗濯装置行き
1次系補助蒸気配管

発電機室窒素
封入用配管 中間建屋

中央制御室衛星電話用
アンテナ(津波防護用)

プルボ クス

点検用階段

A
2次系冷却水タンク

A

第 482図 中央制御室衛星電話用アンテナ (津波防護用)周辺の概略平面図及び断面図
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中間建屋

中央制御室衛星電話用
アンテナ(津波防護用)

発電機室

窒素封入用配管

-    OCC

◆ '今

黛

畿

■

電線管

洗濯装置行き
1次系補助蒸気配管

赤ハッチング郡 :波及的影響のおそれがある範囲

第牛8-3図  中央制御室衛星電話用アンテナ (津波防護用)周辺の写真
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第 48-2表  中央制御室衛星電話用アンテナ (津波防護用)への波及的影響調査結果

設備名 設置建屋

波及的影響を

及ぼすおそれのある

下位クラス設備

波及的影響
の可能性

O:あ り
× :な し

中央制御室衛星電話用アンテナ

(津波防護用)

1・ 2号機
中間建屋

×

以上
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中央制御室衛星電話用アンテナ (津波防護用)等への波及的影響に係る机上検討

建屋図面より、中央制御室衛星電話用アンテナ (津波防護用)等の設置予定箇所を選定した。

添付 1

机上検討に用いた建屋図面例 (1号機中間建屋 断面図)
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位計電線路の最近接箇所に関する情

線路の材質:Ss400(厚 鋼電線管)

距離 :約 30cm

二

=

潮位計 (1号機)

潮位計 (2号機)

:耐震範匪l

黒字:既認可範囲

赤字:新設範囲

電線路

_ヒ よ_丘

○

安全系電源

モニタ霞生

今回申請の潮位計の配置図

(1号及び2号機中央制往E室 )

＼＼

＼

＼

式

ヒ _
＼

lEEばこ記載の離8再距
~離

(約25mm)以上の離
隔距離を確保する設計

今回申請の衛星電話

(津波防護用)の配置図

o:衛星電話機

□ :中央制御室用衛星設備収容架

◎ :中央制御室衛星電話用アンテナ

△ :電源

‥

こ

と

‥

“

Ｊ

コ

コ
コ

「

１

１

‥

―

:耐震範囲

黒字:既認可範囲

赤字 :新設範囲

ぃとととLヒ常………… _M_

机上検討に用いた建屋図面例 (1号機及び 2号機 建屋平面図)
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o:衛 星電話機

□ :中央制御室用衛星設備 H叉容架

◎ :中央制御室衛星電話用アンテナ

△ :電源

だ
、 |¬

今回申請の衛星電話 (津波防護用)の配置図

lEEばこ記較の離隔距離
(約25mm)以上の離
隔距離を確保する設計

潮位計 (4号機)

電線路

た

く

安全系電源

今回申請の潮位計の配置図

□

ヽr   ヽ

潮位計 (3号機)

路の最近接箇所に関する情報

監視モニタ

(3号及び4号機中央部1御室)

近接距離 :約 30cm

線路の材質:SS400(厚鋼電線管)

:耐震範囲

黒字:既認可範囲

赤字 :新設範囲

薗
□

拶
爾

∧

:耐震範囲

黒字:既認可範囲

希宇:新設範囲

机上検討に用いた建屋図面例 (3号機及び 4号機 建屋平面図)
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高浜発電所 1号機 プラントウォークダウンチェックシー ト
潮位観測システム (防護用)機器名称

床 EL C/B 24 0m

主度及 的 影 響 につ い て Y N U N/A
1 足屋 肉にお け る下位 ク フスの施設 の槙傷 、転倒 及び落 下等 に よる耐震 亘 1碧施 設 への影

響はない。
■ □ □ □

上位クフス施設の周辺に 卜位クフス施設 (キすり、タレータンク、照明、ll又直貪磯
材等を含む)が存在 しないため、下位クラス施設による波及的影響はない。

■ □ □ □

下記の観点を踏まえて下位クラス施設が落下した場合において上位クラス施設と接
触するおそれがない。
<観点>
下位クラス施設の衝突防止措置、固縛の状況、設置位置及び周辺の干渉物等を勘案
した上で推定される落下による影響エリア内に、上位クラス施設が設置されていな
いこと。
ただし、落下による影響エリアについては、落下想定位置から30cmの 離隔を最低
距離とし、適切な幅を持たせて判断する。例えば、高所からの落下物は落下距離
に応じて影響エリアを広く見積もる必要がある。なお、推定される落下影響エリ
アについては 3人以上で協議の上、判断するものとする。
下記の観点を踏まえて下位クラス施設が損傷または転倒した場合において上位クラ
ス施設と接触するおそれがない。
<観点>
下位クラス施設と上位クラス施設の間に下位クラス施設の高さ分以上の離隔距離が
あること。ただし、30cmの離隔を最低距離とし、適切な幅を持たせて判断する。
離隔距離がない場合においては、下位クラス施設と上位クラス施設の間に干渉物、
衝突防止措置等により下位クラス施設が損傷または転倒した際に接触しない配置と
なっていること̂

□

下位クラス施設がす員l易、騒倒ブ文び落下等により接触する場合において、接触する下
位クラス施設の設置状況、設備種類、設備重量等を勘案し上位クラス施設の機能に
影ン響を与えるおそれがない。

■ □

周辺に流体を内包する機器 (配管、容器等)が ある場合、位置、構造等から途水に
より当該設備に与える影響がないハ

□ □ □ ■

その他 ( ) □ □ □ ■

2 建屋外における下位クラスの施設の損傷、転例及び落下等による耐震重要施設への影
響はない。

上位クラス施設の周辺に下位クラス施設 (気象観狽J用鉄塔等各種鉄塔を含む)が存
在しないため、下位クラス施設による波及的影響はない。

■ □ □ □

下記の観点を踏まえて下位クラス施設が落下した場合において上位クラス施設と接
触するおそれがない。
<観点>
下位クラス施設の衝突防止措置、固縛の状況、設置位置及び周辺の干渉物等を勘案
した上で推定される落下による影響エリア内に、上位クラス施設が設置されていな
いこと。
ただし、落下による影響エリアについては、落下想定位置から30cmの 離隔を最低
距離とし、道切な幅を持たせて判断する。例えば、高所からの落下物は落下距離に
応じて影響エリアを広く見積もる必要がある。なお、推定される落下影響エリアに
ついては 3人以上で協議の上、判断するモ)の とするぃ

■ □ □ □

下記の観点を踏まえて下位クラス施設が損傷または転倒した場合において上位クラ
ス施設と接触するおそれがない。
<観点>
下位クラス施設と上位クラス施設の間に下位クラス施設の高さ分以上の離隔距離が
あること。ただし、30cmの 離隔を最低距離とし、適切な幅を持たせて判断する。
離隔距離がない場合においては、下位クラス施設と上位クラス施設の間に干渉物、
衝突防止措置等により下位クラス施設が損傷または転倒した際に接触しない配置と
なっていること。

■

下位 ク ラス施設 が落 下 に よ り接 触す る場合 において 、接 触 す る下位 ク ラス施設 の設

置状況、設備種類、設備重量等を勘案し上位クラス施設の機能に影ア自廷を与えるおそ
れがない^

■

・周辺に流体を肉包する機器 (配管、6器等)力 あ`る場合、仁直、イ再造等から命本に
より当該設備に与える影響がない。

■ □ □ □

。その他 ( , □ □ □ ■

SA施設について Y N U N/A
1 対象機器と支持構造物との接合部に外見上の異常 (ボル トの緩み、腐食・亀裂等)は
ない。 □ □ □ ■

Y N

総合評価 (機器周辺の状況ついての記載)

中央制御室衛星電話用アンテナ (津波防護用)等は、点検用階段、発電機室窒素封入用配管、洗濯装
置イ子き 1次系ネ甫助蒸気配管及び 2次系冷却水タン

劣差蒲∫
こ
肇買浅麦皆;最丞を変患サ視7れ穏禦憮デ

落
下により、中央制御室衛星電話用アンテナ (津波 |

実施 日 :2021年 1月 15日
実施者 :川崎、福井

N A
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<説明事項No.⑦ >

構外潮位計の信頼性に係る内容を添付資料に記載する。

<説明>
。構外潮位計の信頼性に係る内容について、添付資料 2別添 2「発電所構外の観測潮位を

用いた取水路防潮ゲー ト閉止判断の早期化等の対応及び潮位観測システム (防護用)の故

障時の対応について」及び補足説明資料の 「7.構外の潮位観測の設計に関する補足事

項」に追記 (添付資料 1及び 2の緑字部)する。

<添付資料>

1.添付資料 2別添 2「発電所構外の観測潮位を用いた取水路防潮ゲー ト閉止判断の早期

化等の対応及び潮位観測システム (防護用)の故障時の対応について」 (抜粋)

2,補足説明資料7「構外の潮位観測の設計に関する補足事項」 (抜粋)
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添付資料 1

3.発電所構外の観測潮位を用いた取水路防潮ゲー ト閉止判断の早期化等の対応

3.1 対応に用いる設備の設計方針

発電所構外の観測潮位は、発電所構外の潮位検出器の観測潮位を専用回線によ

り発電所構内へ伝送し、1号及び 2号機中央制御室並びに中央制御室の監視モニ

タ (構外の観狽1潮位表示用)において、潮位変化量及び トレンドグラフを表示す

るとともに、警報発信可能な設備を用いて観測する設計とする。また、故障の検

知と定期的なJ点検が可能な設備を用いて観測する設計とする。なお、発電所構外

の観測潮位は、可能な限り多重性及び多様性を持つことにより、信頼性を確保す

る設計とする。

構外の潮位観測の新たな観測地点 。設備の追加は、原子力規制検査を通じて

規制の確認を受けるとともに、構外潮位観測の設備充実は安全サl生向上評価で届

出する。なお、大津波警報のように、構外で津波襲来を検知し、取水路防潮ゲ

ー ト閉止判断に用い得る信頼性のある津波検知シス>ムが将来、開発・導入さ

れた場合、発電用原子炉設置変更許可の対象とする。
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添付資料 2

7,構外の潮位観測の設計に関する補足事項

7.1 潮位観測シ不テム (防護用)の設計に関する補足資料
構外の観測潮位の活用については、可能な限り早期に津波に対応するための運用

として、高浜発電所 1,2号機の再稼働までに津居山地点の既往観測潮位及び当社潮位
計を活用する方針である。

構外の潮位検出器は、既往のフロー ト式及び当社の差圧式の 2台を設置し、多様性を
確保する設計とする。また、構外の観測潮位を構内へ伝送する専用回線は、2回線を敷
設し、多重性を確保する設計とする。これらにより、構外の観測潮位は可能な限り、多

重性、多様性を有する設計とし、信頼性を確保している。さらに、将来的な更なる安全

性向上に係る取り組みとして、津居山地点以外の潮位計の追加活用や当社所有の潮位

計の追加設置について、成立の前提が確立できたものは、実施していくこととしており、

更なる多様性の確保を図る。

構外の潮位観測の新たな観測地J点 。設備の追加は、原子力規制検査を通じて規制の

確認を受けるとともに、構外潮位観測の設備充実は安全性向上評価で届出する。な

お、大津波警報のように、構外で津波襲来を検知し、取水路防潮ゲー ト閉止判断に用

い得る信頼性のある津波検知システムが将来、開発 。導入された場合、発電用原子炉

設置変更許可の対象とする。
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<説明事項No.①>

ゲー ト保守作業時に構外で津波を確認した場合の対応フローについて、潮位計のセット

値が0,45mで あること踏まえ、フローの適正化もしくは注釈の追記を検討する。

<説明>

発電所構内及び発電所構外のセット値が0.45mであることを踏まえ、取水路防潮ゲー ト

保守作業時の対応手順及び所要時間については、別紙のとおり、0.45mの水位変動を検知

した場合の記載に適正化する。
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別紙

補足説明資料-2

取水路及び取水路防潮ゲー トの保全計画に係る保守作業について
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候時に作業の危険が予想される場合をいう。

また、津波注意報、津波警報、大津波警報により作業が中断した場合は全ての注意報・警報が

解除されるまで、発電所構外において津波と想定される潮位の変動を観測した場合は観測した潮

位変動に伴う津波の心配がないことが確認されるまで、発電所構外の観測潮位が欠沢1した場合は

構外の潮位が再び観測可能になるまで、高浜町にある気象庁震度観測点において地震を検知した

場合は地震に伴う津波の心配がないことが確認されるまで、および悪天候時に作業の危険が予想

される場合は天候が回復し作業の安全が確保できるまでは作業を再開しないこととする。

a.取水路防潮ゲー トの落下防止処置
取水路防潮ゲー ト直下で潜水作業員が除貝等の作業を実施することから、潜水作業員の安

全を確保する必要があり、このようにゲー トを開放している状態で行わなければならない作

業においては、図 2の とおリラック棒にス トンパ~を差し込むとともに、ゲー ト本体を手動

式開閉機に休止ピンで連結することによる落下防止処置を講ずるため、遠隔閉止信号による

落下機能を2系統共に停止する。

大津波警報が発表された場合の対応手順および所要時間を図 3に、発電所構外において津

波と想定される潮位の変動を観測した場合の対応手順および所要時間を図4に、発電所構外

の観測潮位が欠測した場合の対応手順および所要時間を図 5に示す。

落下防止処置を講じている期間に、取水路防潮ゲー ト保守作業を中断する必要がある場合

においては、潜水作業員を速やかに退避させる。また、取水路防潮ゲー トを閉止させる必要が

ある場合においては、潜水作業員を速やかに退避させるとともに、落下防止処置を解除する

ことで、遠隔閉止信号により取水路防潮ゲー トを自重落下させることが可能である。

一
イ
＆

ス勘′ぐ

トツ′〔

1 ラック棒
(短尺)

ト

取水路

図 2 取水路防潮ゲー トの落下防止処置
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図3 取水路防潮ゲー トの落下防止処置時の対応手順および所要時間
(大津波警報が発表された場合)
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図 5 取水路防潮ゲー トの直下清掃時の対応手順及び所要時間
(発電所構外の観測潮位が欠測した場合)
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b.取水路防潮ゲー トの取替
取水路防潮ゲー トはゲー ト本体の腐食を防止する観点より、定期的に取替。塗装を行う必要

があり、このようにゲー ト本体を取替する場合、図 6の とおり2台のクレーンを用いる等に

より、あらかじめ塗装された新ゲー トと取替することとしており、この間、取水路防潮ゲー ト

の遠隔閉止信号による落下機能を 2系統共に停止する。

大津波警報が発表された場合の対応手順および所要時間を図 7に、発電所構外において津

波と想定される潮位の変動を観測した場合の対応手順および所要時間を図 8に、発電所構外

の観測潮位が欠測 した場合の対応手順および所要時間を図 9に示す。

このようなクレーン作業期間に、取水路防潮ゲー ト保守作業を中断する必要がある場合、ま

たは取水路防潮ゲー トを閉止させる必要がある場合には、クレーン等により速やかにゲー ト

を閉止することが可能である。

・
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断図

図6 取水路防潮ゲー トの取替
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図 7 取水路防潮ゲー トの取替時の対応手順および所要時間
(大津波警報が発表された場合)
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室から現場作業員に連絡したタイミングが、「ゲートを位置合わせにはめ込んでいる状態 (ケース①)Jであれば、そのままゲートを開上し、
「旧ゲー トを取り外した後 (ケース②)Jであれば、新ゲートを位置合わせにはめ込んだ後に新ゲー トを開止する。

図 8 取水路防潮ゲー トの取替時の対応手順及び所要時間
(発電所構外において津波と想定される潮位の変動を観測した場合 )
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※取水路防潮ゲートの取替時については、発電所構外の観測潮位にて情報発信された後、1号及び2号炉中央制御室又は3号及び4号炉中央制御
室から現場作業員に連絡したタイミングが、「ゲートを位置合わせにはめ込んでいる状態 (ケース①)Jであれば、そのままゲートを閉上し、
「旧ゲートを取り外した後 (ケース②)」 であれば、新ゲートを位置合わせにはめ込んだ後に新ゲートを閉止する。

図 9 取水路防潮ゲー トの取替時の対応手順及び所要時間
(発電所構外の観測潮位が欠測した場合)
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<説明事項No.① >

以下の事項について資料の記載を充実する。
・設定根拠に関する説明書としての、潮位観沢1システム (防護用)の うち潮位計の設定値と
計装誤差の考え方について
。構外の潮位観測の新たな観測地点・設備の追加及び、将来、構外でゲー ト閉止判断に用い

うる津波検知システムが開発・導入された場合の運用

<説明>

。潮位観測システム (防護用)の うち潮位計の設定値と計装誤差の考え方について、設定根拠に

関する説日月書に追加する場合の記載を添付資料 1に示す。

・構外の潮位観測の新たな観測地点 。設備の追加及び、将来、構外でゲー ト閉止判断に用い うる

津波検知システムが開発 。導入された場合の運用を添付資料 2に示す。

<添付資料 >

1.資料 4「設備別記載事項の設定根拠に関する説明書」

2.資料 2別添 2「発電所構外の観測潮位を用いた取水路防潮ゲー ト閉止判断の早期化等の対応

及び潮位観測システム (防護用)の故障時の対応について」 (抜粋 )
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添付資料 1

資料 4 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書
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目 次

I.概要

頁

T4‐添 4‐ 1‐ 1

別添 1

丹J添 2

技術基準要求機器リス ト

設定根拠に関する説明書 (別添)
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I。 概要

本資料は、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則別表第二に基づき、当該申請に係

る設備別記載事項のうち容量等の設定根拠について説明するものである。

今回申請範囲である潮位観測システム (防護用)に関して、実用発電用原子炉の設置、運転

等に関する規則別表第二に容量等が記載されていないため対象外であるが、要目表対象設備と

して今回申請しており、その設定値について基本設計方針に記載をしていることから、別添 1

の「技術基準要求機器リス ト」で整理し、その根拠を別添2の「設定根拠に関する説明書(丹可添)」

にて説明する。
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別添 1

技術基準要求機器 リス ト
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目 次

1.概要

2.技術基準要求機器 リス ト

頁

T4‐別添 1‐ 1

T4‐丹町i黍 1‐ 2
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1.概要

本資料は、基本設計方針にのみ機能及び性能を明確に記載する潮位観測システム (防護用 )

に対 し、基本設計方針の記載内容、明確にする必要がある仕様及び記載資料名を整理し、作成

した 「技術基準要求機器 リス ト」について説明するものである。

また、「技術基準要求機器 リス ト」にて特定された明確にする必要がある仕様の根拠を、別

添2の 「設定根拠説明書 (別添 )」 にて説明する。

一通 しページ339-



2.技術基準要求機器 ジス ト

申請対象設備
基本設計方針記載内容

明確にする

必要がある仕様
記載資料名

施設区分 機器名

その他発電用原子

炉の附属施設

(浸水防護施設 )

潮位観測システム (防

護用 )

(1・ 2・ 3・ 4号機
共用)

潮位観測システム (防護用)の うち、潮位計は、1号及
び 2号機中央制御室並びに中央制御室において、「観測

潮位が10分以内に0.5(滋ゆm以上下降、又は上昇 した時
点Jで警報発信 し、その後、「観測潮位が最低潮位から
10分以内に0.5mll主ゅ以上上昇、又は最高潮位から10分

以内に05m(滋 D以上下降した時点」で警報発信する設計

とする。

(注 1)潮位変動値の計容範囲 (設定値)は 045m

潮位変化量の

警報設定値

設定根拠説に関す る

説明書
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男可1黍 2

設定根拠に関する説明書 (別添 )
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目 次

1.概要

2.設定根拠に関する説明書 (別添 )

2.1 潮位観測シス>ム (防護用 )

T4-男町彰代2-1

T4別添22

T4‐別添 2‐ 2
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1.概要

本資料は、別添1の 「技術基準要求機器 リス ト」にて特定された潮位観測システム (防護

用)の明確にする必要がある仕様の根理について、「設定根拠に関する説明書 (ダJ町添)」 を作成

し説明するものである。
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2.設定根拠に関する説明書 (別添 )

2.1 潮位観測システム (防護用 )

名 称 潮位観測シス>ム (防護用 )

警 報 設 定 値 m 0。45m

【設 定 根 拠】

(概 要)

潮位観測システム (防護用)の うち、潮位計は、 1号及び 2号機中央制御室並びに中央制

御室において、「観測潮位が10分以内に0.5(注 1)m以上下降、又は上昇した時点」で警報発信

し、その後、「観測潮位が最低潮位から10分以内に0.5m(注 1)以上上昇、又は最高潮位から10

分以内に0.5m(注 1)以上下降した時点」で警報発信する設計とする。

(注 1)潮位変動値の許容範囲 (設定値)は 0。45m

1.警報設定値

1.1.警報設定値の考え方

潮位計において、10分以内に±0.5mの潮位変動を確実に検知するために、潮位変化量

の計装誤差を考慮 しても、確実に警報が発信する設計とする。

潮位計の設定値は、実際のセット値に対 して計装誤差を加算あるいは差し引いた設定

範囲とする。

なお、判断基準値、設定値、セント値等の用語の定義は第 2‐ 1表 のとおりである。

潮位変化量の計装誤差は、「1.2潮位計の計装誤差根拠」に示すとお り、最大で±50mm

であることから、これを踏まえた取水路防潮ゲー トの閉止判断基準 (ト リガー)の実機

のセット値は±0。 45mと し、これらの概念図を第 2‐ 1図 に示す。

1.2 潮位計の計装誤差根拠

潮位計は、潮位検出器、電源箱、演算装置及び監視モニタより構成される。潮位計の

ループ誤差は、潮位検出器の単体誤差と電源箱の単体誤差を、二乗和平方根により計算

して求める。潮位変化量は、10分間の観測潮位の最大値 と最小値 (2測定点)の差によ

り求められるため、その計装誤差は潮位計のループ誤差を保守的に 2倍 した値とする。

1号機及び 2号機の潮位計と3号機及び 4号機の潮位計では、潮位検出器及び電源箱

が有する単体誤差が異なるため、それぞれの単体誤差の算出方法について示す。なお、

機器固有の誤差、単体誤差の計算方法及びその値 (た だし測定範囲の幅を除く)は、メ

ーカー図書から引用する。

1号機及び 2号機の潮位検出器の単体誤差は、機器固有の誤差である±15mmと なる。
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用  語 説  明

判断基準の仮設定値から、不確かさとして平常時の潮位のゆらぎや余裕

を適切に考慮 した、取水路防潮ゲー トの閉止判断基準 (ト リガー)

判断基準値

設定値 潮位計の警報発信の許容範囲を表す。セット値に計装誤差を加算あるい

は差 し引いた範囲とする。

セット値 実機の計装設備にセットする値。判断基準値に計装誤差を差し引いたも

の

計装誤差 検出器などの計器誤差に余裕を加算したもの

1号機及び 2号機の電源箱の単体誤差は、測定範囲の幅である16500mmに 、機器固有

の誤差である±0。 1°/0を乗 じた値を、保守的に少数点第一位を切 り上げた17mmに 、当該

計器が表示することができる最小位桁の最小単位のldig(lmm)を 加算又は減算した値で

ある±18mmと なる。

3号機及び 4号機の潮位検出器の単体誤差は、不感帯 (当 該計器へ入力されているが、

出力として感知できない範囲)(第 2‐ 2図 )を含む測定範囲の幅である8618mmに 、機器

固有の誤差である±0.250/0を 乗 じた値を、保守的に少数点第一位を切 り上げた±22mm

となる。 3号機及び 4号機の電源箱の単体誤差は、不感帯を除く測定範囲の幅である

8000mmに 、機器固有の誤差である±0.1°/0を乗じた値である8mmに 、当該計器が表示す

ることができる最小位桁の最小単位の ldig(lmm)を 加算又は減算 した値である±9mm

となる。なお、当該潮位検出器の誤差は、読み値に対する誤差であり、潮位検出器から

離れた位置の読み値ほど、その誤差は大きくなるが、保守的に誤差が最大となる値 (第

2‐ 2図 の場合、読み値がE.L。 -4000mmと なる時の誤差)を当該潮位検出器の誤差として

扱 う。

これらより、潮位検出器の単体誤差と電源箱の単体誤差を、二乗和平方根により計算

し、保守的に少数点第一位を切 り上げ、 1号機及 2号機の潮位変化量の計装誤差は±

50mm、 3号機及び 4号機の潮位変化量の計装誤差は±50mmと なる。

なお、全ての潮位計において、電源箱 と監視モニタの間はデジタル通信を採用 してお

り、A/D変換や伝送過程におけるノイズによる誤差がないことから、計装誤差は発生し

ない。

第 2‐ 1表 設定値根拠の用語の説明
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0.69m/0.63m/0.64m※ 判断基準の仮設定値

平常時の潮位のゆらぎ(0.10m)

0,59m/0.53m/0.54m※ ―
斜 谷 (0.09m/0.03m/0.04m※ )

0.50m
計装誤差

(0.05m)

計装誤差

(0.05m)

判断基準値

設定値
0.45m_ セットイ直

※ :仮設定値①/仮設定値②/仮設定値③場合を示す。

第2‐ 1図 潮位計の判断基準値の概念図
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/潮位検』ヨ器

▲
―
▼

E.L.+4618R4rn
不感帯

計測無色圃

一　　　　　ハハ
　　　　　一

―― E,L.+4000rnrn

ジツ

第2‐ 2図

―― E`L。 -4000rnTn

不感帯の考え方
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添付資料 2

3.発電所構外の観測潮位を用いた取水路防潮ゲー ト閉止判断の早期化等の対応

3.1 対応に用いる設備の設計方針

発電所構外の観測潮位は、発電所構外の潮位検出器の観測潮位を専用回線によ

り発電所構内へ伝送し、1号及び 2号機中央制御室並びに中央制御室の監視モニ

タ (構外の観測潮位表示用)において、潮位変化量及び トレンドグラフを表示す

るとともに、警報発信可能な設備を用いて観測する設計とする。また、故障の検

知と定期的な点検が可能な設備を用いて観測する設計とする。なお、発電所構外

の観測潮位は、可能な限り多重性及び多様性を持つことにより、信頼性を確保す

る設計とする。

構外の潮位観狽Iの新たな観測地点・設備の追加は、原子力規制検査を通じて規

制の確認を受けるとともに、構外潮位観測の設備充実は安全性向上評価で届出す

る。なお、大津波警報のように、構外で津波襲来を検知し、取水路防潮ゲー ト閉

止判断に用い得る信頼性のある津波検知システムが将来、開発・導入された場合、

発電用原子炉設置変更許可の対象とする。
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